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１ 令和６年度決算のポイント
•普通会計22.4億円の黒字（▲1.8億円）
•実質収支比率は、11.9%（▲1.2ポイント）と改善傾向に
あるが、依然として望ましい水準（3～5％）を上回る

普通会計の実質収支は、黒字を維持

•経常収支比率 94.0%（▲0.8ポイント）
•実質的な経常収支比率 90.8%（±0.0ポイント）
•経常充当一般財源(注)は微増 172.4億円（+1.8億円）

財政構造の弾力性を示す指標は改善
（実質的な経常収支比率は同率）

• 実質公債費比率 8.4%（±0.0ポイント）
• 将来負担比率は、引き続き、充当可能財源が上回る

財政の健全度を示す指標は、引き続き、
健全の範囲内

•基金現在高 241.0億円（▲6.7億円）
うち通常事業分 152.2億円（+2.7億円）
うち東日本大震災関連基金 88.8億円（▲9.4億円）

基金現在高は、通常事業分を確保し
つつ、東日本大震災関連基金の活用
が着実に進んでいる

•臨財債を除く地方債現在高 151.6億円（+0.1億円）
•臨財債を含む地方債現在高 246.8億円（▲10.7億円）

臨財債を除く実質的な地方債現在高
は、道路の浸水対策（防災・減災）
など緊急自然災害防止対策債に係る
地方債などにより、微増

財政の健全度を示す指標は、引き続き健全な状態を維持

※カッコ内は前年度比
(注)ここでの経常充当一般財源とは、経常的経費から特定財源を控除した一般財源等のこと

≪参照ページ≫

P9～12

P22～23

P24～26

P27

P28
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１.１ 普通会計の決算概要
（単位：千円、％） 令和６年度 令和５年度 増減額 増減比
歳入決算額（A） 52,797,516 60,180,034 ▲7,382,518 ▲12.3
歳出決算額（B） 48,928,455 54,080,687 ▲5,152,232 ▲9.5
差引C（A-B） 3,869,061 6,099,347 ▲2,230,286 ▲36.6
翌年度繰越財源(D) 1,624,772 3,675,677 ▲2,050,905 ▲55.8
実質収支E（C-D） 2,244,289 2,423,670 ▲179,381 ▲7.4
単年度収支 ▲179,381 384,471 ▲563,852 ▲146.7
実質単年度収支 318,128 ▲105,633 +423,761 +401.2

普通会計とは
地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっていることにより、財政比較や統一的な掌握が困難なため、

毎年全国的に実施される地方財政状況調査で統一的に用いられる会計区分のこと。
具体的には、一般会計と、公営事業会計（水道・病院事業等の公営企業会計及び国民健康保険

特別会計等）を除く特別会計を合算した会計区分のこと。

南相馬市における普通会計の範囲
①一般会計 ②育英資金貸付特別会計 ③亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計
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１.２ 決算額の推移
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通常事業 震災関連事業 震災関連事業の割合

・令和６年度決算額489.3億円の内訳は、次のとおり
通常事業 350.4億円（対前年度▲8.5億円）

うち実質的な通常事業 R6：341.2億円（ R5：323.9億円 + 17.3 億円）
うち新型コロナウイルス感染症対応 R6： 0.3億円（ R5： 2.7億円 ▲ 2.4 億円）
うち原油価格・物価高騰等対策対応 R6： 7.5億円（ R5： 5.2億円 ＋ 2.3 億円）
うち令和５年台風第１３号等災害対応 R6： 1.3億円（ R5： 27.1億円 ▲ 25.8 億円）

震災関連事業138.9億円（対前年度▲43.0億円）
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１.３ 決算収支（①）

その他
・譲与税等交付金
・分担金負担金
・使用料手数料
・財産収入
・寄附金
・諸収入

（億円）

物件費
99.2
20%

積立金
56.5
12%

投資的経費
66.2 
13%

補助費等
67.5
14%

人件費
66.1
13%

扶助費
48.7
10%

繰出金
43.7
9%

公債費
28.5
6%

その他
12.9
3%

歳出総額
489.3
億円

（億円）

その他
・維持補修費
・投資及び出資金
・貸付金

歳入決算 歳出決算

国県支出金
119.6 
23%

地方交付税
118.1 
22%地方税

98.4 
19%

繰入金
63.7 
12%

繰越金
61.0 
11%

市債
16.7 
3%

その他
50.5 
10%

歳入総額
528.0
億円
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１.３ 決算収支（②）

（単位：千円、％） 令和６年度 令和５年度 増減額 増減比
歳入決算額（A） 52,797,516 60,180,034 ▲7,382,518 ▲12.3
歳出決算額（B） 48,928,455 54,080,687 ▲5,152,232 ▲9.5
差引C（A-B） 3,869,061 6,099,347 ▲2,230,286 ▲36.6
翌年度繰越財源(D) 1,624,772 3,675,677 ▲2,050,905 ▲55.8
実質収支E（C-D） 2,244,289 2,423,670 ▲179,381 ▲7.4
単年度収支（F） ▲179,381 384,471 ▲563,852 ▲146.7
財政調整基金積立金(G) 2,265,789 1,644,854 +620,935 +37.8
繰上償還金（H） 0 411,455 ▲411,455 皆減
財政調整基金取崩金(I) 1,768,280 2,546,413 ▲778,133 ▲30.6
実質単年度収支(J)
（F+G+H-I）

318,128 ▲105,633 +423,761 +401.2

-
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１.４ 歳入（①）
予算
区分
（※）

歳入科目
令和６年度 令和５年度

比較 対比 主な増減理由（単位：百万円）
決算額 構成比 決算額 構成比

自 一 市 税 9,837,088 18.6 9,921,321 16.5 ▲ 84,233 ▲ 0.8
「1.4 歳入（市税）」のとおり
※市税（個人住民税）の定額減税に伴う減収分（232百
万円）を地方特例交付金（減収補てん特例交付金（個人
住民税減収補てん分））により、補てん。

依 一 地 方 譲 与 税 374,979 0.7 366,778 0.6 8,201 2.2

依 一 利 子 割 交 付 金 3,062 0.0 2,459 0.0 603 24.5

依 一 配 当 割 交 付 金 48,547 0.1 32,462 0.1 16,085 49.6

依 一 株式等譲渡所得割交付金 62,546 0.1 35,012 0.1 27,534 78.6

依 一 地 方 消 費 税 交 付 金 1,545,832 2.9 1,524,137 2.5 21,695 1.4

依 一 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 6,649 0.0 7,108 0.0 ▲ 459 ▲ 6.5

依 一 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0.0 3,993 0.0 ▲ 3,993 皆減
依 一 環 境 性 能 割 交 付 金 31,102 0.1 29,369 0.0 1,733 5.9

依 一 法 人 事 業 税 交 付 金 138,565 0.3 147,120 0.2 ▲ 8,555 ▲ 5.8

依 一 地 方 特 例 交 付 金 等 269,926 0.5 36,635 0.1 233,291 636.8

減収補てん特例交付金（個人住民税減収補てん分）の皆増
により+232
※市税（個人住民税）の定額減税に伴う減収分（232百
万円）を地方特例交付金（減収補てん特例交付金（個人
住民税減収補てん分））により、補てん。

依 一 地 方 交 付 税 11,809,000 22.4 10,905,290 18.1 903,710 8.3

普通交付税：基準財政需要額の増（算定項目：こども子育
て費等の増）及び基準財政収入額の減（算定項目：地方
消費税交付金等の減）等により+222
特別交付税：地域おこし協力隊に要する経費等の増により
+10
震災復興特別交付税：復旧・復興事業の進捗等に伴う増に
より+671

依 一 交通安全対策特別交付金 6,227 0.0 6,394 0.0 ▲ 167 ▲ 2.6

自 特 分 担 金 及 び 負 担 金 110,040 0.2 101,203 0.2 8,837 8.7
道路維持管理事業負担金：道路維持管理事業費の増により
+16、一般廃棄物処理施設運営費負担金：飯舘村分の処
理見込量の減により▲5

自 特 使 用 料 及 び 手 数 料 390,100 0.8 404,463 0.7 ▲ 14,363 ▲ 3.6 戸籍謄抄本関係手数料：▲15、自動車駐車場駐車料金：
駅前駐車場駐車台数の増により+3

※予算区分・・「自」：「自主財源」、「依」：「依存財源」、「一」：「一般財源」、「特」：「特定財源」

歳入の決算状況 （単位：千円、％）

-
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１.４ 歳入（②）
予算
区分
（※）

歳入科目
令和６年度 令和５年度

比較 対比 主な増減理由（単位：百万円）
決算額 構成比 決算額 構成比

依 特 国 庫 支 出 金 7,557,060 14.3 13,165,208 21.9 ▲ 5,608,148▲ 42.6

福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）：復興
事業の進捗により▲4,466、災害等廃棄物処理事業費補助
金：令和4年福島県沖地震等の災害等廃棄物処理事業完
了（R5）により▲983、新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金：▲328
就学前教育・保育施設整備交付金：認定こども園の整備等
により+673、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付
金：+239

依 特 県 支 出 金 4,404,545 8.3 4,709,940 7.8 ▲ 305,395 ▲ 6.5

機構集積協力金：機構集積協力金交付事業の進捗により
▲157、現年発生林業施設災害復旧費補助金：現年発生
公共災害復旧事業（林業施設）（令和４年地震）の事
業完了（R5）により▲107、福島県営農再開支援事業補
助金：復興事業の進捗（営農再開支援農地保全管理事
業補助金等）により▲86

自 特 財 産 収 入 289,927 0.5 186,221 0.3 103,706 55.7 市有建物売払収入 建築住宅課：＋78、市有地売払収入
建築住宅課：+21

自 特 寄 附 金 476,395 0.9 211,457 0.4 264,938 125.3 総務寄附金：＋305、ふるさと応援寄附金：▲39

自 特 繰 入 金 6,372,606 12.1 8,053,407 13.4 ▲ 1,680,801▲ 20.9

財政調整基金繰入金：▲778、減債基金繰入金：▲441、
市民一体化復興促進基金繰入金：基金条例廃止（R6）
により▲234、東日本大震災復旧・復興基金繰入金：
▲215、市有建物等維持補修基金繰入金：▲160
ふるさと応援基金繰入金：+103

自
一 繰 越 金 6,099,347 11.5 6,367,079 10.6 ▲ 267,732 ▲ 4.2 R5単年度収支：+384

特 う ち 繰 越 事 業 財 源 3,675,677 7.0 4,327,080 7.2 ▲ 651,403▲ 15.1 普通建設事業繰越財源：▲680
災害復旧事業繰越財源：+23、その他：+6

自 特 諸 収 入 1,298,203 2.5 1,228,819 2 69,384 5.6 原子力発電所事故損害賠償金：+127
仮設施設有効活用等支援事業助成金：▲81

依
特 市 債 1,665,770 3.2 2,734,159 4.5 ▲ 1,068,389▲ 39.1

建設事業の進捗により
市民プール更新事業債：▲713、防災情報発信強化事業
債：▲276、浦尻貝塚史跡公園整備事業：▲198
舗装補修事業債：+100、新庁舎建設事業債：+74

一 う ち 臨 時 財 政 対 策 債 84,870 0.2 172,059 0.3 ▲ 87,189▲ 50.7

合 計 52,797,516 100.0 60,180,034 100.0 ▲ 7,382,518▲ 12.3

※予算区分・・「自」：「自主財源」、「依」：「依存財源」、「一」：「一般財源」、「特」：「特定財源」
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１.４ 歳入（市税）

区 分
令和６年度 令和５年度

比較 対比
決算額 決算額

１ 普通税 9,837,067 9,921,288 ▲84,221 ▲0.8

(１) 法定普通税 9,837,067 9,921,288 ▲84,221 ▲0.8

ア 市民税 3,338,740 3,608,316 ▲269,576 ▲7.5

(ｱ) 個人分 2,711,961 3,033,230 ▲321,269 ▲10.6

(ｲ) 法人分 626,779 575,086 51,693 9.0

イ 固定資産税 5,663,529 5,466,549 196,980 3.6

(ｱ) 純固定資産税 5,580,225 5,384,422 195,803 3.6

(i) 土地 1,408,696 1,397,027 11,669 0.8

(ii) 家屋 1,500,889 1,502,716 ▲1,827 ▲0.1

(iii) 償却資産 2,670,640 2,484,679 185,961 7.5

(ｲ) 交付金 83,304 82,127 1,177 1.4

ウ 軽自動車税 238,237 232,103 6,134 2.6

エ 市たばこ税 596,561 614,320 ▲17,759 ▲2.9

オ 鉱産税 0 0 0 0

カ 特別土地保有税 0 0 0 0

２ 目的税 21 33 ▲12 ▲36.4

(１) 法定目的税 21 33 ▲12 ▲36.4

ア 都市計画税 21 33 ▲12 ▲36.4

地方税合計 9,837,088 9,921,321 ▲84,233 ▲0.8

＜決算の特徴点＞
●市民税
国の物価高騰対策による令和６
年度分個人住民税の定額減税を
実施したこと等により、個人分で
10.6%の減、物価の高騰や円安
などによる生産コストの増加や人件
費の高騰などの影響はあるものの、
電気・ガス・熱供給・水道業で大
幅に収益が改善したこと等により、
法人分で9.0％の増

●固定資産税
一部の資産において、東日本大震
災関係の減免措置の適用年数が
終了し、通常課税へ移行したこと
等により、固定資産税全体で
3.6%の増

●軽自動車税
令和6年度の登録台数が前年度
から微減となったものの、合計登録
台数のうち約半数を占める四輪の
軽自動車（自家用車）において、
税率の高い車種の増加等により、
2.6%の増

●たばこ税
個々の健康志向の高まりや受動
喫煙防止の取組等により、たばこの
消費本数の減少により、2.9%の
減

市税の決算状況 （単位：千円、％）
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１.５ 歳出（目的別 ①）

区 分
令和６年度 令和５年度

比較 対比 主な増減理由（単位：百万円）
決算額 構成比 決算額 構成比

議 会 費 241,043 0.5 241,423 0.4 ▲380 ▲0.2 市議会議員費：議員共済会負担金の減により▲1

総 務 費 10,609,099 21.7 13,817,170 25.6 ▲3,208,071 ▲23.2
財政調整基金積立金：+621、市有建物等維持補修基金積
立金：+476、農業研修機関開設準備事業：農業交流施設
改修工事等の完了により▲232、帰還・移住等環境整備交付
金基金積立金：▲4,139

民 生 費 10,340,426 21.1 11,370,867 21.0 ▲1,030,441 ▲9.1

低所得世帯・低所得子育て世帯支援給付金支給事業：物価
高騰による低所得世帯の負担軽減を図る新規事業構築により
+113、定額減税補足給付金（調整給付）支給事業：国の
デフレ完全脱却のための総合経済対策に伴う新規事業構築によ
り+405、民間保育所等施設整備事業補助金：こども園施設
整備を行う民間事業者からの補助申請増により+858、災害等
廃棄物処理対応事業（令和４年地震）：対象となる災害廃
棄物処理等の業務委託完了により▲2,079、低所得世帯重点
支援給付金支給事業：事業完了により▲344

衛 生 費 4,093,746 8.4 3,911,331 7.2 182,415 4.7

感染症予防事業：定期予防接種者の増により+130、最終処
分場延命化事業：延命化を図る嵩上げ工事により+230、病院
事業会計出資金：市立総合病院企業債元金償還金の増によ
り+61、感染症予防事業（新型コロナウイルス感染症対策）：
事業の減により▲245

労 働 費 94,500 0.2 87,319 0.2 7,181 8.2

外国人活躍推進事業：外国人雇用事業者支援事業補助金
等の増により+1、多様な働き方と人づくり支援事業：業務委託
（シェアショップの管理運営、経営支援人材育成等）の拡充によ
り+2、魅力ある職場環境づくり事業補助金：労働環境整備事
業、働き方改革推進事業等に係る申請件数増により+2

農 林 水 産 業 費 7,517,557 15.4 5,761,054 10.7 1,756,503 30.5

園芸作物集出荷団地整備事業：園芸作物集出荷団地整備に
係る造成工事及び建築工事により+407、農業水利施設等保
全再生事業（対策工）：事業の進捗により+2,315、被災地
域農業復興総合支援事業（園芸団地地域営農支援施
設）：事業の完了により▲501、農地防災事業（水路改
修）：水路（小高江用水路）改修工事完了により▲383

目的別歳出の決算状況 （単位：千円、％）
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１.５ 歳出（目的別 ②）

区 分
令和６年度 令和５年度

比較 対比 主な増減理由（単位：百万円）
決算額 構成比 決算額 構成比

商 工 費 3,342,527 6.8 4,128,965 7.6 ▲786,438 ▲19.0

ロボット・次世代産業推進事業：宇宙関連試験施設整備運営
事業導入可能性調査業務委託等により+20、工場用地等整
備事業特別会計繰出金：飯崎産業団地整備事業等の減によ
り▲428、事業者支援・市民生活応援事業補助金：参加店舗
数の未確定で次年度への繰越となったことにより▲238、中小企
業支援仮設施設解体事業：原町区金沢仮設宿泊施設及び鹿
島区小島田仮設事務所の解体完了により▲77

土 木 費 3,136,359 6.4 3,144,263 5.8 ▲7,904 ▲0.3

市単独道路新設改良事業：道路改良舗装工事及び農用地取
得等により+66、舗装補修事業（道路防災）：老朽化等に伴
う舗装の補修により+100、社会資本整備総合交付金事業
（道路新設改良）：道路改良舗装（西殿京塚線）工事の繰
越などにより▲97、道路メンテナンス事業（橋梁維持）：橋梁
修繕（東町桜井町跨線橋）工事の繰越などにより▲80

消 防 費 1,505,501 3.1 1,681,937 3.1 ▲176,436 ▲10.5
防災備蓄倉庫管理運営・備蓄物資配備事業：防災備蓄品の
購入、防災倉庫設置等により+77、防災情報発信強化事業：
新デジタル電波用戸別受信機（9,050台）購入台数減により
▲263

教 育 費 4,892,961 10.0 5,894,002 10.9 ▲1,001,041 ▲17.0
泉官衙遺跡史跡公園整備事業：郡庁院造成工事により+115、
市民プール更新事業：市民プール建築工事等完了により▲919、
市民文化会館施設営繕事業：大ホール舞台音響設備改修工
事完了により▲206

災 害 復 旧 費 303,771 0.6 663,377 1.2 ▲359,606 ▲54.2

現年発生公共災害復旧事業（林業施設）（令和4年地
震）：復旧工事完了により▲109、現年発生公共災害復旧事
業（農地農業用施設）（令和４年地震）：復旧工事完了に
より▲77、現年発生単独災害復旧事業（道路橋梁施設）
（５年台風１３号）：復旧工事完了により▲81、現年発生
単独災害復旧事業（庁舎等）（令和４年地震）：復旧工
事完了により▲25

公 債 費 2,850,965 5.8 3,378,979 6.3 ▲528,014 ▲15.6
元金：▲535
利子：+8
災害援護資金貸付償還金：▲1

合 計 48,928,455 100.0 54,080,687 100.0 ▲5,152,232 ▲9.5

目的別歳出の決算状況 （単位：千円、％）
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１.５ 歳出（性質別①）

区 分
令和6年度 令和5年度

比較 対比 主な増減理由（単位：百万円）
決算額 構成比 決算額 構成比

義
務
的

人 件 費 6,606,604 13.5 6,033,182 11.2 573,422 9.5
福島県人事委員会勧告に準じた職員給与改定の影響等により、
給料：+94、共済費：+28、報酬：+74、
職員手当等：+374

扶 助 費 4,866,089 10.0 4,996,399 9.2 ▲130,310 ▲2.6
住民税非課税世帯・低所得子育て世帯支援給付金支給事
業：物価高騰等対策に係る新規事業構築により+183
低所得世帯等重点支援給付金支給事業：事業完了により
▲342

公 債 費 2,850,965 5.8 3,378,979 6.2 ▲528,014 ▲15.6
元金：▲535
利子：+8
災害援護資金貸付償還金：▲1

小 計 14,323,658 29.3 14,408,560 26.6 ▲84,902 ▲0.6

投
資
的

普通建設事業費 6,315,571 12.9 7,234,879 13.4 ▲919,308 ▲12.7

【補助分+233】
民間保育所等施設整備事業補助金：補助実施施設の増により
+858
被災地域農業復興総合支援事業（園芸団地地域営農支援施
設）：事業の完了により▲501
【単独分▲1,045】
市民プール更新事業：工事終了に伴う事業完了により▲722
農地防災事業（水路改修）：小高江用水路改修工事の完了
により▲188
市民文化会館施設営繕事業：施設修繕箇所の減により▲188
【その他▲107】
農山漁村地域復興基盤総合整備事業等▲107

災害復旧事業費 303,771 0.6 663,377 1.2 ▲359,606 ▲54.2

【補助分▲175】
現年発生公共災害復旧事業（林業施設）（令和４年地
震）：復旧工事完了により▲109
現年発生公共災害復旧事業（農地農業用施設）（令和４年
地震）：復旧工事完了により▲77
【単独分▲184】
現年発生単独災害復旧事業（道路橋梁施設）（５年台風
１３号）：復旧工事完了により▲81
現年発生単独災害復旧事業（庁舎等）（令和４年地震）：
復旧工事完了により▲25

小 計 6,619,342 13.5 7,898,256 14.6 ▲1,278,914 ▲16.2

性質別歳出の決算状況 （単位：千円、％）
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１.５ 歳出（性質別②）

区 分
令和６年度 令和5年度

比較 対比 主な増減理由（単位：百万円）
決算額 構成比 決算額 構成比

そ
の
他

物 件 費 9,916,154 20.3 10,129,530 18.7 ▲213,376 ▲2.1
災害等廃棄物処理対応事業（令和４年地震）：被災した家
屋の解体・撤去等及び災害廃棄物処理の事業完了により
▲2,077
農業水利施設等保全再生事業：対策工+2,318

維 持 補 修 費 541,267 1.1 589,139 1.1 ▲47,872 ▲8.1

緊急浚渫推進事業：年次計画に基づく浚渫対象河川の減により
▲24
市民文化会館施設営繕事業：修繕箇所の減により▲18
市道機能回復事業：旧避難指示区域内の道路補修実績により
▲15

補 助 費 等 6,755,288 13.8 6,635,934 12.3 119,354 1.8
定額減税補足給付金（調整給付）支給事業：物価高騰等対
策に係る新規事業構築により+402
事業者支援・市民生活応援事業補助金：事業完了により
▲221

積 立 金 5,653,263 11.6 8,864,233 16.4 ▲3,210,970 ▲36.2
帰還・移住等環境整備交付金基金積立金：▲4,139
財政調整基金積立金：+621
市有建物等維持補修基金積立金：+476

貸 付 金 469,898 1.0 474,515 0.9 ▲4,617 ▲1.0 みらい育成修学資金事業：▲8

繰 出 金 4,374,101 8.9 4,792,394 8.9 ▲418,293 ▲8.7 工場用地等整備事業特別会計繰出金：▲428
介護保険特別会計繰出金：+35

投資及び出資金 275,484 0.5 288,126 0.5 ▲12,642 ▲4.4
下水道事業会計出資金（農業集落排水処理施設）：▲62
下水道事業会計出資金：▲9
病院事業会計出資金：+61

小 計 27,985,455 57.2 31,773,871 58.8 ▲3,788,416 ▲11.9

合 計 48,928,455 100.0 54,080,687 100.0 ▲5,152,232 ▲9.5

性質別歳出の決算状況
（単位：千円、％）
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２ 財政指標等による分析
• 財政力（財政力指数）

標準的な税収入額を標準的な財政需要額で除して得た割合の過去３ヵ年の平均値
として算定
※指数が高いほど財源に余裕がある

• 財政構造の弾力性（経常収支比率）
市税や地方交付税を中心とする経常一般財源に対して、容易に縮減できない経常的

経費（人件費、扶助的な経費、借金返済等）が充てられる割合
※割合が低い（余剰金が大きい）ほど弾力性がある
※実質的な経常収支比率は、東日本大震災以降、震災復興特別交付税に

よる減収補てん措置となっている市税の一部を、経常的な一般財源である
本来の市税収入として算定

※減収補てんの内容は、東日本大震災に係る改正地方税法等の特例適用や
減免による市税の減収見込額であり、主に固定資産税・市民税

• 財政の健全性（財政健全化判断比率）
平成19年度に成立した「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」において、地

方公共団体の財政の健全性を示すものとして定められた指標
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２.１ 財政力（財政力指数）
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南相馬市 類似団体

類似団体
国が全国自治体を人口規模や産業構造で細分化、グループ分けしたもの
本市はⅡ－２で、東北地方の類似団体は北上市、大館市、米沢市、天童市、白河市

「財政力指数（3ヵ年平均）」は、0.63で、対前年度▲0.02となっている。
※指数が高いほど財源に余裕がある。
対前年度▲0.02の要因は、算定対象の単年度値が置き換わり、単年度値 令和３年度：0.65 → 令和６年
度：0.63のためである。

・算定の分母となる基準財政需要額について、給与改定費の増や臨時財政対策債に振り替える額の減により需要
額が増（+7.7億）となったことにより、対令和３年度比▲0.02ポイントとなった。

※全国市町村平均の推移 H30：0.51 ⇒ R1:0.51 ⇒ R2:0.51 ⇒ R3:0.50 ⇒ R4:0.49 ⇒ R5:0.48
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２.２ 財政構造の弾力性①（経常収支比率）
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南相馬市 類似団体 経常充当一般財源 経常一般財源

※Ｈ２３は震災・原発事故による市税の減免措置のため、
経常一般財源が大きく減少し、１１８．１％となっている。

％

億円

※経常一般財源：毎年度経常的に収入される市税、地方交付税など

「経常収支比率」は、前年度比▲0.8ポイントの94.0%と改善した。公表されている最新値である令和５年度の全国類似団体平均
92.3％、全国市町村平均93.1％をいずれも上回る結果となっている。
なお、令和６年度の本市を除く県内12市平均（速報値）は94.2％と前年度比+0.8ポイントとなっており、上昇傾向にある。

【改善要因について】
算定の分子となる経常充当一般財源は増（+1.8億円）となったものの、算定の分母となる経常一般財源が増（+3.5億円）とな
り、前年度比▲0.8ポイントの改善となった。

・経常一般財源は、普通交付税の算定において、令和6年度より新たに「こども子育て費」が創設されたことによる基準財政需要額の増
等により普通交付税が増（+2.2億円）となったことなどにより、全体で増（+3.5億円）となった。

・経常充当一般財源は、福島県人事委員会勧告に準じた職員給与改定の影響により人件費で増（+2.5億円）するなどし、全体で
増（+1.8億円）となった。
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２.２ 財政構造の弾力性②
（実質的な経常収支比率・減収補てん含む）
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減収補てん 南相馬市（減収補てん含む） 類似団体

％ 億円

「実質的な経常収支比率」は、前年度同率の90.8%となった。
値が90％を超えていることから、引き続き、経常経費の抑制に努める必要がある。

【上昇要因について】
算定の分母となる減収補てん分を含む経常一般財源は増（+1.9億円）となったものの、算定の分子となる経常
充当一般財源も増（+1.8億円）となったため、対前年度同率となった。

・経常一般財源は、減収補てん分は減（▲1.6億円）となったものの、減収補てん分を除く経常一般財源は増
（+3.5億円）となり、全体で増（+1.9億円）となった。
・経常充当一般財源は、福島県人事委員会勧告に準じた職員給与改定の影響により人件費で増（+2.5億円）
するなどし、全体で増（+1.8億円）となった。

※減収補てん分が減（▲1.6億円）となった主な要因は、東日本大震災関係の軽減措置適用年数の一部終了
によるもの。
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２.３ 財政の健全性（財政健全化判断比率）

○早期健全化基準とは

地方公共団体が、財政収支の不
均衡、その他の財政状況が悪化
した状況において、自主的かつ
計画的にその財政の健全化を図
るべき基準

○財政再生基準とは

地方公共団体が、財政収支の著
しい不均衡、その他の財政状況
の著しい悪化により、自主的な
健全化を図ることが困難な状況
において、計画的にその財政の
健全化を図るべき基準

(国等の関与による確実な再生)

○経営健全化基準とは

地方公共団体が、自主的かつ計
画的に公営企業の経営の健全化
を図るべき基準健全化指標の数値は、すべて基準をクリア

[５年度　－]

[５年度　－]

[５年度　8.4%]

[５年度　－]

[５年度　－]

経営健全化基準（資金不足比率）

将来負担比率
６年度決算

－

資金不足比率
６年度決算

－

実質公債費比率
６年度決算

8.4%
実質公債費比率が18％以
上となると、起債に国の許
可が必要となる。

連結実質赤字比率
６年度決算

－

早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率
６年度決算
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25.0%

350.0%

20.0%

20.00%

30.00%

35.0%

財
政
健
全
化
団
体

財
政
再
生
団
体

経営健全化団体

本
市

本
市

本
市

本
市

本
市

-
 
2
4
 
-



２.３.１ 実質公債費比率
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南相馬市 類似団体

％

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率である「実質公債費比率」
は、対前年度同率の8.4％となっており、国の定める早期健全化基準（25％）及び財政再生基準（35％）、さ
らには、国の起債許可が必要となる基準（18％）を下回っている。主な要因は、算定にあたって置き換わった単年
度値（令和3年度：8.2％→令和6年度：8.4％）が0.2ポイントの増と小幅であったことによるもの
なお、単年度ベースでは、8.4％であり、対前年度比0.6ポイントの増となった。増の要因は、分母要因（標準的な
税収入額や普通交付税などの合計額）が5.6億円増（3.5％増）となったものの、分子要因（元利償還金や企
業会計の地方債償還への繰出財源）が1.4億円増（11.1％増）となったことによるもの
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２.３.２ 将来負担比率
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※平成25年度以降、将来負担比率は生じていない。

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率である「将来負担比率」は、算定の結
果、将来の負担額よりも、将来負担額に充当可能な財源が依然として上回っているため、引き続き生じていない。
将来負担比率が生じていない大きな要因は、復旧・復興のための財源として積立している基金や新庁舎建設のため
の財源としている基金があることなどによるもの。
基金については、復興事業等の財源として今後も計画的に活用予定であるため、残高が減少し、今後、将来負担比
率が出現することになる見込み。
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２.４ 基金の状況
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通常事業分 東日本大震災関連基金分 市民一人当たりの残高 市民一人当たりの残高（通常事業分）

億円

万円

※市民一人当たりの残高算定にあたり、H24までは各年度末現在、H25から国の基準変更により、1/1現在の住民基本台帳人口を基に算定しています。

※このグラフでの東日本大震災関連基金とは、
帰還・移住等環境整備交付金基金、東日本大震災遺児等支援基金、東日本大震災復旧・復興基金、みらい夢基金、市民一体化復興促進基金

（R6.3.31廃止）、みらいへつなぐ復興基金、東日本大震災復興交付金基金（R3.3.31廃止）のこと。

基金現在高（定額運用基金含む）は、通常事業分は、将来の備えなど含め一定額を確保しつつ、東日本大震災関
連基金分は、東日本大震災関連事業の財源として、国から交付された補助金を原資とする帰還・移住等環境整備交
付金基金などの活用が着実に進んでいることから減少した。
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２.５ 地方債の状況
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臨時財政対策債以外 臨時財政対策債 市民一人当たりの残高（普通会計） 市民一人当たりの残高（臨時財政対策債以外）

億円 万円

普通会計における地方債残高は、合併後に実施した大型事業の終了等により、平成21年度をピークに減少傾向にある。平成28年度以
降は、普通交付税措置の優遇された地方債の活用に努めるとともに、普通交付税措置のない地方債の発行を抑制したことなどにより、減少
している。
なお、令和6年度において、臨時財政対策債以外の残高が微増となった主な要因は、庁舎非常用電源確保整備事業債、浸水対策事

業債、舗装補修事業債、新庁舎建設事業債の発行によるものであり、今後も年度毎の増減は想定されるが、地方債残高については、実
質公債費比率や将来負担比率の推移も含めて、長期的視点での管理が必要である。

※市民一人当たりの残高算定にあたり、H24までは各年度末現在、H25から国の基準変更により、1/1現在の住民基本台帳人口を基に算定しています。
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【参考】 一般会計の決算概要
（単位：千円、％） 令和６年度 令和５年度 増減額 増減比
歳入決算額（A） 52,818,438 60,188,369 ▲7,369,931 ▲12.2
歳出決算額（B） 48,958,623 54,098,866 ▲5,140,243 ▲9.5
差引C（A-B） 3,859,815 6,089,503 ▲2,229,688 ▲36.6
翌年度繰越財源(D) 1,623,896 3,674,256 ▲2,050,360 ▲55.8
実質収支E（C-D） 2,235,919 2,415,247 ▲179,328 ▲7.4

（単位：千円、％） 令和６年度 令和５年度 増減額 増減比
当初予算額（F） 43,648,450 43,669,858 21,408 0.1
補正予算額（G） 7,366,325 11,282,831 ▲3,916,506 ▲34.7
繰越予算額（H） 4,785,381 6,306,966 ▲1,521,585 ▲24.1
最終予算額（I）
（F+G+H）

55,800,156 61,259,655 ▲5,459,499 ▲8.9

翌年度繰越額（J） 4,136,513 4,785,381 648,868 ▲13.6
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３ むすび 

 国の令和６年度予算は、歴史的な転換点の中、時代の変化に応じた先送りできない課題

に挑戦し、変化の流れを掴み取る予算として編成され、東日本大震災からの復興について

は、ＡＬＰＳ処理水の処分に伴う風評対策・科学的根拠に基づく情報発信や、原子力災害

被災地域における帰還・移住等に向けた取組など、復興のステージの進行に応じた被災地

のニーズにきめ細やかに対応していくこととされました。その後、「国民の安心・安全と

持続的な成長に向けた総合経済対策」等を実施するため、補正予算が編成されました。 

 また、国の地方財政対策では、通常収支分については、社会保障関係費や人件費の増加

が見込まれる中、地方団体が、住民のニーズに的確に応えつつ、こども・子育て政策の強

化など様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付税等

の一般財源総額について、令和５年度を上回る額を確保するとともに、復旧・復興事業等

についても引き続き通常収支とは別枠で整理し、震災復興特別交付税を確保する内容とな

りました。 

 このような状況の中で、本市の令和６年度当初予算は、総合計画に掲げるまちづくりの

基本姿勢「つなぐ・よりそう・いどむ」を体現するため、スピード感や前例に捉われず柔

軟に何事にも果敢に「いどむ」姿勢を基本とし、「未来に向かい進み続けられるまち」を

目指し、総合計画に掲げる７つの政策の柱に基づく施策を中心に積極的に事業を実施し、

成果をひとつひとつ形にしていく予算として編成しました。 

 さらに、８回にわたる補正予算を編成し、新たな経済に向けた給付金・定額減税一体措

置への対応、原油価格・物価高騰等対策への対応、復興に向け直面する課題への対応など

に総力を挙げて取り組んできました。 

 

 これらの結果、普通会計ベースでの令和６年度の決算状況については、 

 〇主な新規事業として 

  国際バカロレア教育研究事業              1,014 千円 

  学校給食食物アレルギー対応補助金            191 千円 

病児保育事業補助金                  12,157 千円 

  こども計画策定事業                  11,000 千円 

    メタボ対策事業                    19,416 千円 

    イノベ重点分野地域ネットワーク構築支援事業補助金   24,469 千円 

  農業学校管理運営事業                 45,237 千円 

  下太田地区園芸施設整備事業                          9,865 千円 

  漁業振興対策事業臨時補助金                          2,500 千円 

  舗装補修事業（道路防災）                           99,663 千円 

  浸水対策事業（防災・減災）                         46,585 千円 

  屋根置き太陽光発電等導入拡大事業補助金              6,500 千円 

  次世代自動車導入促進事業補助金                      1,900 千円 

  省エネ高効率機器更新モデル事業補助金                1,838 千円 

  新庁舎建設事業                                     90,316 千円 
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 〇歳出決算額は、通常事業に加えて、東日本大震災関連事業、原油価格・物価高騰等対

策への対応等の影響で、489.3 億円（対前年度比 51.5 億円の減）と震災前と比較す

ると依然として高い水準となっており、また、実質収支は 22.4 億円の黒字（対前年

度比 1.8 億円の減）となった 

 〇財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は、94.0％（対前年度比 0.8 ポイン

トの減）と改善したが、減収補てんを含む本来の市税として算定した実質的な経常収

支比率は前年度同率の 90.8％となった 

 〇財政の健全度を示す指標である健全化判断比率は、いずれも財政の早期健全化が必要

となる早期健全化基準を下回っており、引き続き健全性が保たれた状況となった 

 〇基金現在高は、対前年度比 6.7 億円減の 241 億円となった 

  通常事業分は、将来の備えなど含め一定額を確保し、対前年度比 2.7 億円増の 152.2

億円となった 

  東日本大震災関連基金分は、国から交付された補助金を原資とする帰還・移住等環境

整備交付金基金等の活用が着実に進み、対前年度比 9.4 億円減の 88.8 億円となった 

 〇地方債現在高は、対前年度比 10.7 億円減の 246.8 億円となった 

  臨時財政対策債を除いた地方債残高は、対前年度比 0.1 億円増の 151.6 億円となった 

となりました。 

 

 決算規模は、令和５年度決算と比較し、総額で 51.5 億円の減少となりました。 

 内訳の主なものとしては、東日本大震災関連事業（138.9 億円）で 43 億円の減、令和

５年台風第１３号等災害への対応（1.3 億円）で 25.8 億円の減、原油価格・物価高騰等

対策への対応（7.5 億円）は 2.3 億円の増、実質的な通常事業（341.2 億円）は 17.3 億円

の増となりました。 

 東日本大震災関連事業等へ対応する財源については、国県支出金や地方交付税等による

措置が継続されたことなどから、財政の健全度を示す指標は、引き続き健全な状態を維持

することができました。 

  

 今後とも、健全で持続可能な財政基盤を維持するとともに、人口減少・少子高齢化など

に伴う新たな課題や創造的復興に果敢に対応するため、資金運用やふるさと納税の充実な

どによる自主財源の確保、ＤＸ推進による超過勤務の削減・業務効率化、市民サービスの

向上、未利用財産の活用など行政だけでは困難な課題に対し、民間と新たな価値を生み出

す官民共創の推進、東日本大震災復旧・復興基金充当事業の再構築などを進めてまいりま

す。 

「１００年のまちづくり～家族や友人とともに暮らすまち～」の実現に向け努力してま

いります。 
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第 ２  一 般 会 計 

 

 
【参考】令和６年度「７つの政策の柱」別決算額

（単位：千円）

事業数 予算現額 決算額

1 教育・学び 78 1,528,958 1,406,929

2 こども・子育て 60 1,885,868 1,781,893

3 健康・医療・福祉 96 2,355,692 2,065,562

4 産業・しごとづくり・移住定住 103 13,482,094 9,118,792

5 都市基盤・環境・防災 89 3,604,505 2,929,781

6 地域活動・行財政 36 1,800,347 802,732

7 原子力災害復興 21 541,894 408,951

483 25,199,358 18,514,640

※　予算現額には当初予算額、補正予算額、繰越額、予備費充用額、流用額が含まれます。

政策の柱

合計

 
 



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

02 01 01 F3 20

（前年度）

02 01 01 F3 22

（前年度）

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

総務部総務課 9,579

国庫支出金 0 6,575

職員研修事業 6,575 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

総務部総務課 19,689

国庫支出金 0 26,982

職員研修事業（派遣研修） 26,982 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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　質の高い行政サービスの提供による市民満足度の向上を目指し、職員一人ひとりの資質

の向上と能力の開発を図るため、職員研修を行った。

＜計画未達の理由＞

①育児休業中や病気休暇取得中の職員が受講できなかったこと、新採用職員数が当初の計

画を下回ったことに伴い、新採用職員研修の受講者数も減少したため、計画に到達しなか

った。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　付加価値の高い企画立案や問題解決のための新たな視点、先進的な行政経営の手法やコ

スト意識の醸成を図るため、国県等において派遣実務研修を行った。

事業内容

　派遣研修　長期派遣　９人

　　　　　（経済産業省２人・農林水産省１人・杉並区２人・福島県（人事交流）１人

　　　　　　ＮＥＤＯ１人・【新規】内閣府１人・【新規】民間企業（人事交流）１人）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

事      業      内      容
決算書

ページ

９人 ９人

研修受講人数
　①基本研修
　②特別研修

①１６０人
②９３７人

①　　１１２人
②１，２６１人

派遣研修　長期派遣

183

183
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 01 F5 20

（前年度）

02 01 01 F8 20

（前年度）

国庫支出金 0 36,977

職員健康管理事業 49,213 県　支出金 0

国庫支出金 0 6,830

組織人材マネジメント推進事業 6,830 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

地 方 債 0

そ の 他 12,236

総務部総務課 45,860

総務部総務課 3,068
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事      業      内      容
決算書

ページ

　職員の心身の健康を保持増進するため、各種検診を行うとともに、メンタルヘルス研修

会、こころの健康相談室の開設などのメンタルヘルス対策を実施した。

＜計画未達の理由＞

①育児休暇や病気休暇等取得期間中の職員、職場検診とは別に個人で健康診断を受検した

　職員及び日程の都合により受検できなかった職員が、想定人数を上回り、計画人数に到

　達しなかったため。

②病気休暇取得期間中の職員、個人で人間ドック等の検診を受検した職員が、想定人数を

　を上回り、計画人数に到達しなかったため。

③病気休暇取得期間中の職員や日程の都合により受検できなかった職員が、想定人数を上

　回り、計画人数に到達しなかったため。

④職場検診とは別に個人で受検した職員や日程の都合により受検できなかった職員が、想

　定人数を上回り、計画人数に到達しなかったため。

⑤職場検診とは別に個人で受検した職員や日程の都合により受検できなかった職員が、想

　定人数を上回り、計画人数に到達しなかったため。

⑥育児休暇や病気休暇等取得期間中の受検できなかった職員が、想定人数を上回り、計画

　人数に到達しなかったため。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　職員のモチベーションや貢献意欲を高めることにより、組織力を向上させるとともに病

気休職及び早期離職等を抑制するため、組織課題の分析やその改善策の実施、職員個々の

適性や意欲を把握するなど組織・人材マネジメントを推進した。

事業内容

　組織活性化のための職員意識調査・研修業務委託

　　委託先：学校法人早稲田大学　委託期間：令和６年４月１日～令和７年３月３１日

　人材マネジメントシステム「カオナビ」の借上げ

　　「カオナビ」：従業員の顔写真、異動履歴、評価結果、スキルなどの人材情報を一元

　　　　　　　　　管理し、人材マネジメントを効率化するクラウド型システム

　　業務内容：人材情報を人事部門や所属長が把握することにより、人事配置の最適化と

　　　　　　　人材育成を図り、組織力の向上に資するため、人材マネジメントシステム

　　　　　　　を活用するもの。

　　借上期間：令和５年１１月１日～令和７年１０月３１日

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

組織マネジメントの推進
組織課題に対する改

善策の実施
組織課題に対する改

善策の実施

①定期健康診断
②人間ドック
③脳ドック
④子宮がん検診
⑤乳がん検診
⑥ストレスチェック
⑦ＥＡＰ（従業員支援プログラム）

　 ①１，２２０人
　 ②　　３８０人
　 ③　　１９０人
　 ④　　６００人
　 ⑤　　２７０人
　 ⑥１，６００人
　 ⑦実施

　 ①１，１７８人
　 ②　　３５５人
　 ③　　１５２人
　 ④　　５１４人
　 ⑤　　２１９人
　 ⑥１，４８０人
　 ⑦実施

183

183
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 02 17 21

（前年度）

02 01 02 L1 20

（前年度）

02 01 05 17 20

（前年度）

国庫支出金 12 0

総務部秘書課 7,397

国庫支出金 0 0

文書広報一般経費　秘書課 5,560 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 5,560

広報発行事業 10,350 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 10,338

総務部秘書課 8,786

総務部公有財産管理課

96,678

国庫支出金 1 82,767

財産管理一般経費　公有財産管理課 89,474 県　支出金 0

（繰越明許費） 9,988 地 方 債 0

そ の 他 6,706
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市政に対する市民参加と協働を推進するとともに、積極的な情報公開による行政の透明

性を図るため、広報・広聴事業を行った。

事業内容

　広報・広聴事業に要する経費

　　ＳＮＳ情報発信力強化事業支援業務委託

　　　委託先：ＩＮＣＬＵＳＩＶＥ株式会社

　　　委託期間：令和６年４月１日～令和６年９月３０日

　　広報広聴アンケート（年１回）　対象者数：１，２００人　回答数：４５６人

　　記者会見手話通訳（年１２回）　等

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市の行政施策や事業内容を市民に分かりやすく正確に周知し、市政に対する理解促進と

参加意欲の向上を図るため、広報紙を発行した。

事業内容

　広報みなみそうまの発行（年２４回、発行部数２２，２５０部／回）

　　①令和５年度広報みなみそうま編集業務委託

　　　委託先：株式会社山川印刷　浜通りオフィス

　　　期間：令和５年１０月１日～令和６年９月３０日

　　②令和６年度広報みなみそうま編集業務委託（令和７年度は債務負担設定）

　　　委託先：株式会社まつざき印刷

　　　期間：令和６年１０月１日～令和７年９月３０日

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市有財産（土地・建物等）及び庁舎機能を適正に管理するため、市有財産の点検及び維

持管理業務を実施した。

事業内容

　市有地及び市有建物の保守管理等の業務委託

　市有建物の営繕業務

　建物災害共済（市有物件・全国町村会）分担金

　職員駐車場（北町駐車場）の土地借上料

【繰越明許】

　南相馬市公共施設等更新費用等縮減検討業務　

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

公式ＳＮＳの新規フォロワー数 １，０００人 １，３７０人

広報広聴アンケートで「読む（よく読む＋たまに読
む）」と回答した人の割合

８０％以上 ８３．２％

南相馬市公共施設等更新費用等縮減検討業務完了 １件 １件

187

187

189
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 05 F3 20

（前年度）

02 01 05 F4 25

（前年度）

未利用財産利活用推進事業 1,646 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

総務部公有財産管理課 2,816

国庫支出金 0 1,646

国庫支出金 0 0

新庁舎建設事業 90,316 県　支出金 4,660

そ の 他 11,256

総務部公有財産管理課 －

74,400地 方 債
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事      業      内      容
決算書

ページ

　未利用財産の利活用を推進するため、未利用財産の情報を公開し、利活用希望があった

未利用財産に対して不動産鑑定評価を行い、売却に係る手続きを進めた。

事業内容

　不動産鑑定評価業務委託

　　防災集団移転元地５か所（小高区１か所、原町区４か所）

　　旧相馬地方食肉センター事務所１か所（鹿島区）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　新庁舎を整備するため、分散した市民窓口の集約やバリアフリー化・ユニバーサルデザ

イン化の導入等による市民サービスの向上及び災害対応の拠点施設としての機能強化等を

図るための各種業務を実施した。

　令和６年度　 公共事業評価 財産価格審議会 事業認定

　　　　　 　　用地交渉・取得 実施設計 文化財調査

　令和７年度 　実施設計 用地取得 文化財調査

　令和８年度　 実施設計 建設工事

　令和９年度　 建設工事

　令和１０年度 建設工事 外構工事

　令和１１年度 移転開庁 旧庁舎解体工事

　（令和６年度～１０年度継続費設定：実施設計 用地取得）

事業内容

　新庁舎実施設計業務（継続費）、新庁舎オフィス環境設計整備業務（継続費）、地中熱

　熱応答試験業務、用地取得

＜計画未達の理由＞

　用地取得に係る県の事業認定が当初想定より期間を要したことにより、用地交渉に遅れ

が生じ、用地取得費を逓次繰越ししたため。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

不動産鑑定評価業務委託 ６か所 ６か所

事業の実施

公共事業評価
実施設計
事業認定
用地取得

公共事業評価
実施設計
事業認定

用地取得未完了

191

191
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 05 F7 20

02 01 05 L1 20

（前年度）

02 01 06 L1 20

（前年度）

国庫支出金 0 71,022

新庁舎建設推進事業 74,967 県　支出金 0

（繰越明許費） 19,382 地 方 債 0

（事故繰越し） 51,640 そ の 他 3,945

国庫支出金 0 85

総務部公有財産管理課 （前年度）

72,179

庁舎非常用電源確保整備事業 74,785 県　支出金 0

地 方 債 74,700

そ の 他 0

総務部公有財産管理課 6,479

総務部公有財産管理課 35,957

国庫支出金 0 5,848

電気自動車整備事業 47,448 県　支出金 0

地 方 債 41,600

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　新庁舎建設のため、南相馬市新庁舎建設基本計画及び基本設計に基づき各種業務を実施

した。

事業内容

　令和４年度に実施した用地交渉に伴う移転補償費単価の時点修正業務物件調査　２件

　土地収用法第１６条の規定に基づく事業の認定及び用地交渉１１筆

【繰越明許】

　南相馬市新庁舎建設コンストラクション・マネジメント業務委託

　　委託先：株式会社昭和設計仙台事務所

　　委託期間：令和５年６月～令和６年４月

【事故繰越】

　南相馬市新庁舎建設基本設計業務委託

　　委託先：株式会社佐藤総合計画東北オフィス

　　委託期間：令和５年３月～令和６年６月

＜計画未達の理由＞

　用地取得に係る県の事業認定が当初想定より期間を要したことにより、用地交渉に遅れ

が生じ、旅費を明許繰越ししたため。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　災害等による停電時に庁舎へ電気を供給するため、非常用発電設備を設置した。

事業内容

　可搬式発電機及び燃料タンクを屋外に設置

　  定格出力　　　３００ｋＶＡ（三相交流出力）　連続稼働時間　約３６時間

　　使用燃料　　　軽油（容量：９４２リットル）

　　使用開始日　　令和７年４月１日　　

　　通電範囲　　　本庁舎２階、３階、西庁舎１階～３階

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　温室効果ガス排出量削減推進のため、電気自動車を購入した。

事業内容

　公用車の電気自動車への切替

　　電気自動車購入台数　９台

　　（原町区：普通電気自動車８台、小高区：軽電気自動車１台）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

新庁舎建設

公共事業評価
実施設計
事業認定
用地取得

文化財調査

公共事業評価
実施設計
事業認定

用地取得未完了
文化財調査未完了

非常用発電設備設置 設備設置 設備設置

電気自動車購入台数 ９台 ９台

191

191

193
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 07 52 20

（前年度）

02 01 07 56 20

（前年度）

復興企画部コミュニティ推進課 7,439

国庫支出金 0 0

まちづくり委員会支援交付金 7,730 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 7,730

復興企画部コミュニティ推進課 1,387

国庫支出金 0 0

まちづくり活動支援事業補助金 32 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 32
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民活動団体の育成のため、市民活動団体が自主的、主体的に実施するまちづくり活動

に対し、補助金を交付した。

事業内容

　①市民活動部門スタートコース

　　補助率　　　　　　８／１０以内

　　補助上限　　　　　１００千円

　　補助金交付件数　　０件

　②市民活動部門ステップアップコース

　　補助率　　　　　　５／１０以内

　　補助上限　　　　　５００千円

　 事業主体及び補助金額

　　　ぴあハート相双　３２千円

＜計画未達の理由＞

　②コロナ禍前の実績等を基に計画を見込んでいたが、申請が下回ったため、補助金交付

　件数は計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域住民主体のまちづくりを推進するため、地域課題の解決や地域資源を活かした地域

づくりを住民自らが計画し実践するまちづくり委員会に対し、交付金を交付した。

事業内容

　補助率　定額　　交付金　１地区１，０００千円（上限額）

　まちづくり委員会　９地区

　　　小高区１地区：小高区　　　交付金額　　　９８１千円

　　　鹿島区３地区：真野地区　　交付金額　　　３７９千円

　　　　　　　　　：八沢地区　　交付金額　　　３７０千円

　　　　　　　　　：上真野地区　交付金額　１，０００千円

　　　原町区５地区：ひがし地区　交付金額　１，０００千円

　　　　　　　　　：大甕地区　　交付金額　１，０００千円

　　　　　　　　　：太田地区　　交付金額　１，０００千円

　　　　　　　　　：高平地区　　交付金額　１，０００千円

　　　　　　　　　：石神地区　　交付金額　１，０００千円

＜計画未達の理由＞

　役員が決まらず、事業の検討、委員会の設立に至らなかった地区があったことから、計

画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

193

193

９件

補助金交付件数
　①スタートコース
　②ステップアップコース

①１件
②５件

補助金交付件数 １１件

①０件
②１件
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 07 57 20

（前年度）

02 01 07 F1 20

（前年度）

02 01 07 F4 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

コミュニティ助成事業補助金 2,000 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 2,000

地 方 債 0

復興企画部コミュニティ推進課 －

そ の 他 6,586

復興企画部コミュニティ推進課 14,279

国庫支出金 0 6,862

まちづくり市民活動団体支援事業 13,448 県　支出金 0

国庫支出金 0 316

地域自治組織活性化推進事業 602 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 286

復興企画部コミュニティ推進課 871
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事      業      内      容
決算書

ページ

　住民の自主的なコミュニティ活動の促進を図り、地域の連帯感と自治意識の醸成を図る

ため、一般財団法人自治総合センターの助成事業を活用し補助金を交付した。

事業内容

　補助率　定額

　事業主体及び補助金額

　　小高区五区行政区　２，０００千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　まちづくり市民活動団体の育成支援及びネットワーク化を図り、公益活動を推進するた

め、中間支援組織である市民活動サポートセンターの運営に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　一般社団法人南相馬パブリックトラスト

　補助金額　１１，６５８千円　

　負担金額　　１，７９０千円

＜計画未達の理由＞

　新規登録団体数が当初の見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　行政区加入を促進し、各行政区の実情を踏まえた行政区活動の活性化を図るため、行政

区加入啓発活動を行った。

事業内容

　行政区加入促進パンフレットの作成（４，０００部）

　行政区地域活動事例発表会の実施

　（小高区川房行政区、鹿島区南柚木行政区、原町区青葉町行政区、大木戸一行政区）

　行政区加入促進ポスターコンクールの実施

　（応募点数：小学校４年生以上の部１１点、中学校の部４点）

　行政区加入促進街頭キャンペーンの実施

　（原町区　１１月　６日（水）　ヨークベニマル原町西店）

　（小高区　１１月１３日（水）　ダイユーエイト小高店）

　（鹿島区　１１月２６日（火）　フレスコキクチ鹿島店）

＜計画未達の理由＞

　加入世帯数は増加した一方、世帯数も増加したことなどにより、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

１件 １件補助金交付件数

市民活動サポートセンター登録団体数 １１７件 １１２件

行政区加入率 ６８．７％ ６８．０％

193

195

195
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 07 F5 20

（前年度）

02 01 07 G1 20

（前年度）

02 01 07 H5 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

ふるさと応援寄附金推進事業 84,786 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 84,786

国庫支出金 0 410

総務部秘書課 96,474

企業版ふるさと納税寄附推進事業 410 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

総務部秘書課 8

市民生活部環境政策課 2,201

国庫支出金 0 1,330

再生可能エネルギー普及促進事業 2,242 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 912
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事      業      内      容
決算書

ページ

　ふるさと応援寄附金の円滑な受納のため、インターネット受付サイトを活用してふるさ

と応援寄附金を募集し、寄附者へ返礼品を贈呈した。

事業内容

　各ポータルサイトを活用した寄附金の募集　ふるさとチョイスほか６サイト

　市内産品の返礼品贈呈　延べ６，３０５品目（４９社）

　ふるさと応援寄附金に係る事務代行業務　中央コンピューターサービス株式会社

　（寄附情報管理、ポータルサイト更新、返礼品発送、受領証明書発送等）

＜計画未達の理由＞

　ふるさと納税ポータルサイトの返礼品ページの改善や新たな返礼品の開拓など、寄附額

の増加に取り組んだが、令和６年度には令和５年度にあった制度改正に伴う特需等の大幅

な寄附額増加の要因がなかったこと、また、令和６年度に制度改正に対応するため寄附額

の引き上げを行ったこと等により寄付額が減少したため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　企業版ふるさと納税制度における寄附額の増額を図るため、金融機関との連携や新たに

事業ＰＲパンフレットを作成し、寄附募集事業の情報を発信した。

事業内容

　①金融機関と連携した企業紹介体制の構築　　株式会社七十七銀行

　②ＰＲパンフレット作成　　７００部（随時、制度に興味を示す企業等へ配付）

＜計画未達の理由＞

　金融機関と連携した企業紹介体制構築やパンフレットによる寄附ＰＲに取り組んだが、

寄附申出企業が２件に留まったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内における再生可能エネルギーの普及促進とともに、省エネルギーの推進を図るため、

市民等への普及啓発や再エネ学習等を実施した。

事業内容

　未来絵日記展の開催　１回　　小学生等を対象とした再エネ学習の実施　７回

　市民向け普及啓発チラシの配布　６，５００部

　（配布先：市内小中学校、交流施設（道の駅、常磐道鹿島ＳＡ）他）　

＜計画未達の理由＞

　未来絵日記展は、小学校の夏休みの自由課題として公募しており、計画は令和４年度実

績１６４件を目安として設定したが、応募数が伸びなかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

ふるさと応援寄附金額 ２０７，０００千円 １４８，１６６千円

企業版ふるさと納税寄附金額 １００，０００千円 １，５００千円

①未来絵日記展への応募数
②市民向け普及啓発チラシの配布回数
③小中学生を対象とした再エネ学習への参加者数

①１６０件
②　　１回
③１５０人

①１３６件
②　　１回
③１５６人

195

195

195
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 08 G1 20 国庫支出金 0 33,363

自治体デジタル・トランスフォーメーション 35,343 県　支出金 0

（ＤＸ）推進事業 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 1,980

28,226

復興企画部デジタル推進課
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事      業      内      容
決算書

ページ

　デジタル技術やＡＩ等の活用に加え、業務フローの見直し等を推進し、行政事務の業務

効率化を図ることで、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていくため、デジタル

・トランスフォーメーション（ＤＸ）を推進した。

事業内容

　ＤＸ推進アドバイザー（ＣＩＯ補佐官）との連携によるＢＰＲの推進

窓口体験調査の継続実施や、手続きオンライン化と併せた業務フローの見直しを実施

　ＤＸ人材を育成するための研修の実施

「ＤＸの基礎研修」等、計２４回実施　延べ４７３名の職員が参加

　ＤＸの機運醸成に向けた庁内ＤＸに関する取り組み等を紹介する庁内報の発行

　庁内ＤＸ事例である窓口ＤＸＳａａＳの紹介等、計１１回発行　

　定例的な事務処理のＲＰＡ活用やアンケート等でのＡＩ－ＯＣＲ活用の推進

　調定や支出命令起案等のシナリオ構築・運用等、計１５業務でＲＰＡを活用

　紙おむつ利用券の読み取り等、計１５業務でＡＩ－ＯＣＲを活用

　行政手続き等のオンライン化の推進

　行政手続きやアンケート等、計７８手続きのオンライン申請環境を整備

　手続きオンライン化に向けたオンライン化阻害要因等の全庁照会を実施

※ＣＩＯ：チーフ・インフォメーション・オフィサーの略、最高情報統括責任者（本市で

　　　　　は副市長）のこと。

※ＢＰＲ：ビジネス・プロセス・リエンジニアリングの略、業務改善のこと。

※ＲＰＡ：ロボティック・プロセス・オートメーションの略、パソコンで行っている事務

　　　　　作業を自動化するソフトウェア技術のこと。

※ＡＩ－ＯＣＲ：ＡＩ技術を活用した最先端の光学文字認識技術のこと。

ＤＸの成果

・手続きや届出・アンケート等のオンライン化、生成ＡＩの導入、システム導入による業

務フローの見直しなどにより、業務時間の削減効果があったと捉えており、超過勤務の削

減にも寄与

※参考：令和６年度残業時間（病院職員を除く）

　総残業時間９１，８８３時間　対令和５年度比▲２５，９７６時間（▲２２％）

　　　　　　　　　　　　　　（対令和４年度比▲４２，０５７時間（▲３１％））

　一人当たり　　　１７０時間　対令和５年度比　　　  ▲３４時間（▲１７％）

　　　　　　　　　　　　　　（対令和４年度比　　　  ▲６０時間（▲２６％））

・書かない窓口の導入による来庁者の窓口での負担軽減・手続き時間の短縮、各種証明書

コンビニ交付の推進や手続き等のオンライン化の推進による市役所等に行く時間や窓口で

の待ち時間の解消など、市民サービスが向上

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

時間外勤務が月１００時間を超える職員数（年間延
べ職員数）

１００人 ４６人

197
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 08 G2 20

（前年度）

02 01 09 F5 20

（前年度）

02 01 10 R3 40

（前年度）

小高区地域振興課 960

国庫支出金 0 0

小高区花のまちづくり推進事業 568 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 568

市民生活部生活環境課 2,884

国庫支出金 0 2,665

高齢者交通安全対策事業 2,665 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

復興企画部コミュニティ推進課 －

国庫支出金 0 719

コミュニティアプリ活用推進事業 719 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　地域社会のデジタル化を見据え、スマートフォンやタブレットで利用する、コミュニテ

ィアプリの情報伝達機能を用いて、市からの連絡、地域コミュニティ内の情報共有に係る

負担を軽減した。

事業内容

行政区長等アプリ等導入支援

　導入世帯数　　コミュニティアプリ　　４６世帯（内新規登録３４世帯）

＜計画未達の理由＞

　コミュニティアプリ導入支援の機会を設けたものの、アプリの操作に不慣れな方が多く、

導入世帯が想定より少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　高齢者による交通事故を撲滅するため、自動車等の運転に不安を持つ高齢者が運転免許

証を自主返納しやすい環境の提供を行った。

事業内容

　高齢者運転免許証自主返納支援事業タクシー利用券交付

　　免許証返納者１人につき１回限りタクシー利用券２０千円分を交付

　　タクシー利用券受領者のタクシー利用に伴う支出額　２，５９６千円

（令和６年度交付分１，０８９千円、令和５年度交付分９１３千円、

　令和４年度交付分　　４２５千円、令和３年度交付分１６９千円）

＜計画未達の理由＞

　運転免許証を自主返納した高齢者が想定を下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　小高区の景観美化と植栽活動を通したコミュニティ形成を推進するため、希望する行政

区に対し花苗を配布した。

事業内容

　行政区に対する花苗の無償配布

　配布した花苗

 　マリーゴールド、ベゴニア、ガザニア　 他

＜計画未達の理由＞

　申請数が当初の見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

197

199

199

花苗配布行政区数 ２５行政区 １８行政区

タクシー利用券交付件数 ２５０件 ２１５件

コミュニティアプリ等導入世帯 行政区長１３５世帯 行政区長４６世帯
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 11 17 60

（前年度）

02 01 11 X8 60

（前年度）

02 01 13 51 20

（前年度）

国庫支出金 0 4,261

地域振興一般経費（鹿島区） 4,261 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 2,700

スキット千倉高齢者利用促進事業 2,700 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

鹿島区地域振興課 240

国庫支出金 0 360

暴力追放市民会議活動推進事業 360 県　支出金 0

鹿島区地域振興課 －

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 361
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事      業      内      容
決算書

ページ

　鹿島区の特色あるまちづくりを推進するため、地域振興事業を実施した。

事業内容

　真野川親水サイクリングロードモニターツアー業務委託

　　　委託先　　　株式会社イーストムーン企画　　

　　　委託期間　　令和６年８月３０日～令和６年１２月１１日

　鹿島駅駅舎耐震診断及び耐震改修計画作成業務委託

　　　委託先　　　有限会社佐藤建業　

　　　委託期間　　令和６年１１月１日～令和７年２月２８日

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　健康づくりトレーニングセンター（スキット千倉）における、高齢者の利用促進を図る

とともに、健康づくりに取り組む人を増やし、市民の健全な心身の維持保全による健康長

寿を目指すため、利用料金の一部を負担した。

事業内容

　スキット千倉に係る利用料金の一部負担

　　対象者　　市内に住所を有する６０歳以上の利用者

　　負担金額　大人１回券（５００円）に対し３００円を負担

　　負担方法　指定管理者に対して負担金を支出

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　暴力追放活動を推進し、あらゆる暴力行為を根絶して、安全で安心な住みよいまちづく

りを実現するため、市民の暴力追放意識の高揚を図る暴力追放南相馬市民会議に対し、補

助金を交付した。

事業内容

　事業主体　暴力追放南相馬市民会議

　補助率　　定額

　補助額　　３６０千円

　内　容　　原ノ町駅周辺暴力団排除重点モデル地区パトロール

　　　　　　市内飲食店等への暴力団排除を啓発するパンフレット等の配布

＜計画未達の理由＞

　天候不順によりパトロールが実施出来なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①２０人
②　一式

①２５人
②　一式

①真野川親水サイクリングロード
　モニターツアー参加者数
②鹿島駅駅舎改修事前調査報告

延べ利用件数 ６，０００件 ９，０００件

①パトロール実施回数
②パンフレット等の配布回数

①１１回
②１１回

①９回
②９回

199

199

201
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 13 52 20

（前年度）

02 01 13 55 20

（前年度）

地 方 債

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 1,709

国庫支出金 0 500

第二種運転免許取得等支援事業助成金 750 県　支出金 250

0

国庫支出金 0 4,249

生活路線バス運行維持対策事業補助金 4,249 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 3,845
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事      業      内      容
決算書

ページ

　公共交通事業者の慢性的な人材不足を解消し、持続可能な公共交通の構築及び活性化を

図るため、公共交通事業者従業員の第二種運転免許取得を支援するとともに、就職の支援

を行った。

事業内容

　第二種運転免許取得助成金

　　対象者　　市内公共交通事業者（タクシー、バス）

　　対象経費　教習所教習料等

　　助成金　　上限２５０千円（補助率１０／１０）

　　交付件数　２件（バス事業者２件）

　　交付額　　５００千円

　就職奨励金

　　対象者　　市内公共交通事業者に就職した６０歳未満の市民で、就職後６か月が経過

　　　　　　　した者

　　助成金　　２５０千円（定額）

　　交付件数　１件（タクシー事業者就職者１件）

　　交付額　　２５０千円

＜計画未達の理由＞

　事業者において従業員募集を行ったが、人材確保が出来なかったため、計画に到達しな

かった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の生活に必要な路線バスの運行を維持するため、運行事業者に対し、補助金を交付

した。

事業内容

　事業主体　　東北アクセス株式会社

　補助率　　　定額

　対象路線　　２路線

　路線名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乗車人数　　　　補助金額

　　南相馬・相馬・福島線の一部　　　　　　　　　　５９５人　　１，４５６千円

　　原ノ町駅・福島ロボットテストフィールド線　　　９５６人　　２，７９３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　１，５５１人　　４，２４９千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①第二種運転免許取得助成金
②就職奨励金

①６件
②２件

①２件
②１件

２路線補助対象路線数 ２路線

201

201
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 13 55 21

02 01 13 56 30

（前年度）

国庫支出金 0 15,790

生活路線バス運行維持対策事業補助金（債務 16,218 県　支出金 428

負担） 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

16,286

市民生活部生活環境課

集会施設整備事業費補助金（小高区） 2,715 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 2,715

小高区地域振興課 7,430

国庫支出金 0 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民の生活に必要な路線バスの運行を維持するため、運行事業者に対し、補助金を交付

した。

事業内容

　事業主体　　　福島交通株式会社

　補助率　　　　定額

　対象路線　　　５路線

　路線名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乗車人数　　　　補助金額

　　車川経由原町線　　　　　　　　　　　　　２，６７９人　　　４，７９４千円

　　立谷経由原町線　　　　　　　　　　　　　　　９６４人　　　５，４９８千円

　　鹿島・栃窪線　　　　　　　　　　　　　　１，４２５人　　　１，９５８千円

　　橲原・三里団地・鹿島小学校線　　　　　　５，３０３人　　　１，５７１千円

　　鹿島農協前・塩の崎・烏崎線　　　　　　　　　８０１人　　　２，３９７千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　計　１１，１７２人　　１６，２１８千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　活力と魅力ある行政区の維持及び活性化を図るため、集会施設等の新築・改修及びコミ

ュニティの維持に必要な備品の整備を行う行政区に対し、補助金を交付した。

事業内容

　改修工事　補助率３／５以内（上限１２，０００千円）

　　事業主体　摩辰行政区、小屋木行政区、浦尻行政区

　　件数　３件　　補助金額合計　１，７８８千円

　備品整備　補助率１／２以内（上限５００千円）

　　事業主体　片草行政区、羽倉行政区、摩辰行政区

　　件数　３件　　補助金額合計　９２７千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助対象路線数 ５路線 ５路線

６件補助金交付件数 ６件

201

201
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 13 56 50

（前年度）

02 01 13 56 70

（前年度）

国庫支出金 0 0

集会施設整備事業費補助金（鹿島区） 1,829 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,829

鹿島区地域振興課 1,119

地 方 債 0

そ の 他 805

復興企画部コミュニティ推進課 2,884

国庫支出金 0 0

集会施設整備事業費補助金（原町区） 805 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　活力と魅力ある行政区の維持及び活性化を図るため、集会施設等の新築・改修及びコミ

ュニティの維持に必要な備品の整備を行う行政区に対し、補助金を交付した。

事業内容

　改修工事　補助率３／５以内（上限１２，０００千円）

　　事業主体　小池行政区

　　件数　１件　補助金額合計　７９２千円

　外構整備　補助率３／５以内（上限１，０００千円）

　　事業主体　浮田行政区

　　件数　１件　補助金額合計　４２８千円

　備品整備　補助率１／２以内（上限５００千円）

　　事業主体　上栃窪行政区、栃窪行政区、小池行政区

　　件数　３件　補助金額合計　６０９千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　活力と魅力ある行政区の維持及び活性化を図るため、集会施設等の新築・改修及びコミ

ュニティの維持に必要な備品の整備を行う行政区に対し、補助金を交付した。

事業内容

　改修工事　補助率　３／５以内　（上限１２，０００千円）

　　事業主体　上渋佐行政区　押釜行政区

　　件数：２件　補助金額合計：２６７千円

　備品整備　補助率　１／２以内　（上限５００千円）

　　事業主体　上渋佐行政区　下江井行政区　牛越行政区　北長野行政区　

　　　　　　　金沢行政区

　　件数：５件　補助金額合計：５３８千円

＜計画未達の理由＞

　事業規模の縮小に伴い自己財源により実施した行政区や、事業を実施しなかった行政区

の申請がなかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 ５件 ５件

補助金交付件数 １０件 ７件

201

201
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 13 57 20

02 01 13 57 21

02 01 13 F4 20

（前年度）

国庫支出金 200 0

復興企画部企画課

交通・運輸事業者緊急支援金交付事業（交通 200 県　支出金 0

事業者）企画課 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

300

国庫支出金 0 1

725

市民生活部生活環境課

国庫支出金 763 0

交通・運輸事業者緊急支援金交付事業（交通 763 県　支出金 0

事業者）生活環境課 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

人権啓発活動活性化事業 153 県　支出金 152

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部市民課 200
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事      業      内      容
決算書

ページ

　原油価格・物価高騰の影響により、厳しい経営環境にある市内高速バス事業者の事業継

続を支援し、市民生活に必要な交通手段を確保するため、車両維持に要する経費の一部に

対し、支援金を交付した。

事業内容

　補助対象者　　市内に本社又は営業所のある高速バス事業者

　事業費　　２００千円

　補助額　高速バス１台あたり５０千円（定額）　

　補助金交付件数　１件（１事業者４台分）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原油価格・物価高騰の影響により、厳しい経営環境にある市内タクシー事業者の事業継

続を支援し、市民生活に必要な交通手段を確保するため、車両維持に要する経費の一部に

対し、支援金を交付した。

事業内容

　交通・運輸事業者緊急支援金

　対象者　　市内に本社又は営業所のあるタクシー事業者

　補助額　　タクシー車両１台あたり１２，５００円（定額）

　交付額　　７６３千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　人権尊重の理念に関する正しい理解と人権尊重思想の普及高揚を図るため、人権啓発活

動を実施した。

事業内容

　市内の人権擁護委員による野馬追祭、各地区文化祭等での啓発用品の配布等

　人権啓発活動　野馬追祭　１回、地区の行事等　各区１回

　人権の花運動　大甕小学校・太田小学校

＜計画未達の理由＞

　人権啓発用品配布人数を３，０００人で計画をしていたが、県委託費が減額されたため、

配布予定人数分の啓発用品を準備することが出来ず、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 １件 １件

補助交付件数 ８事業者（６１台） ８事業者（６１台）

①人権啓発用品配布人数
②人権の花運動参加者数

①３，０００人
②　　１５０人

①約２，１００人
②　　　１４２人

201

201

201

- 65 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 13 F5 70

（前年度）

02 01 13 F7 20

（前年度）

国庫支出金 0 79,024

市民生活部生活環境課 7,424

国庫支出金 0 9,241

生活路線バス運行維持対策事業 9,494 県　支出金 253

地 方 債 0

そ の 他 0

定額タクシー事業 79,024 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 65,441
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民生活に必要な交通手段を確保するため、路線バスを運行した。

事業内容

　路線バス運行業務委託

　委託先　　東北アクセス株式会社

　運行路線　２路線

　路線名　　　　　　　　　　　乗車人数

　原町・上渋佐線　　　　　　６，４３３人

　原町・小川町・高平小線　　１，５７２人

　　　　　　　　　　　計　　８，００５人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　交通弱者が必要としている交通手段を確保するため、タクシーを活用した定額料金の公

共交通サービスを実施した。

事業内容

　対象者　　　鹿島区、原町区に居住している市民

　運行事業者　業務委託契約を締結した市内タクシー事業者

　運行日時　　月曜から土曜日（祝日を除く）までの午前７時から午後７時まで

　運行区域　　原町区内・鹿島区内

　乗降場所　　①自宅、②居住している区域の中心部地域、③②以外の医療機関、

　　　　　　　スーパー及び生涯学習センター、④７５歳以上及び障がい者等の

　　　　　　　区を跨いだ病院

　利用料金　　自宅住所地により６００円または９００円

　　　　　　　７５歳以上及び障がい者等の利用料金

　　　　　　　区内移動の利用料金　　　　５００円

　　　　　　　区を跨ぐ病院への移動　２，０００円

　利用件数　　８８，６６９件

　運行委託料　７８，５３３千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

運行委託路線数 ２路線 ２路線

定額タクシー利用件数 ８４，０００件 ８８，６６９件

203

203
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 13 F8 20

（前年度）

国庫支出金 0 3,364

市民相談事業 6,475 県　支出金 3,111

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部市民課 6,208
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民が生活の中で生じる様々な問題等への支援を行うため、消費生活に関する相談及び

法律相談等の専門家による相談業務を行った。

事業内容

　消費生活相談

　　相談場所：市役所　　相談日：月曜日～金曜日

　　　①あっせん処理割合：１９．１％（あっせん件数４６件／相談件数２４１件）

　　相談内容　ネット販売に関する相談　　　　　　　　　　　　　　５７件　　　

　　　　　　　不動産取引に関する相談　　　　　　　　　　　　　　　９件

　　　　　　　ショッピング・クレジットに関する相談　　　　　　　　５件

　　　　　　　契約・解除に関する相談　　　　　　　　　　　　　　２６件

　　　　　　　保険・共済に関する相談　　　　　　　　　　　　　　　４件

　　　　　　　多重債務に関する相談　　　　　　　　　　　　　　　　９件

　　　　　　　デジタルコンテンツに関する相談　　　　　　　　　　　８件

　　　　　　　相続に関する相談　　　　　　　　　　　　　　　　　１０件　

　　　　　　　インターネット接続・通信・光回線に関する相談　　　　９件

　　　　　　　家庭・近隣関係に関する相談　　　　　　　　　　　　　７件

　　　　　　　マルチ・電話勧誘・訪問販売に関する相談　　　　　　１７件

　　　　　　　なりすまし・架空請求に関する相談　　　　　　　　　１６件

　　　　　　　電気・電力に関する相談　　　　　　　　　　　　　　　９件

　　　　　　　ＳＮＳに関する相談　　　　　　　　　　　　　　　　１４件

　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１件

　専門家によるなんでも（無料）相談会

　　相談場所：市役所（１４時～１６時）　

　　相談員・相談日：弁護士（毎週金曜日）、行政書士（毎月第２火曜日）

　　　　　　　　　　司法書士（毎月第３火曜日）、税理士（毎月第１・３水曜日）

　　　　　　　　　　弁護士（人権）（毎月第２水曜日）、人権擁護委員（毎月第１火曜日）

　弁護士によるなんでも（無料）相談会

　　相談場所：市役所（１７時～１９時）　　相談員・相談日：弁護士　毎週木曜日

＜計画未達の理由＞

　消費生活相談において、相談員が不在の時期があったため、相談件数が計画より下回り、

計画に到達しなかった。（震災後から始まったなんでも相談会は、年々減少傾向にある。）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

203

①消費生活相談あっせん処理割合
②消費生活相談件数専門家による相談件数
③弁護士
④行政書士
⑤司法書士
⑥税理士
⑦弁護士（人権）
⑧人権擁護委員
⑨弁護士による相談件数

①１１．０％
②  ２５０件
③  ２００件
④    　５件
⑤  　２０件
⑥ 　 ２０件
⑦  　　０件
⑧ 　　 ５件
⑨  １５０件

①１９．１％
②　２４１件
③　１３４件
④　　　４件
⑤  　３３件
⑥　　４０件
⑦　　　８件
⑧　　　５件
⑨　１４６件
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 13 F9 20

（前年度）

国庫支出金 0 11,889

大学生等通学定期券購入費助成事業 11,889 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 9,548

- 70 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　市内から市外の大学等に通学している大学生等の世帯の費用負担軽減及び公共交通機関

の利用促進を図るため、通学定期券購入費の一部を助成した。

事業内容

　対象者　　　市内に住所を有し、居住する１８歳以上３０歳未満の者

　　　　　　　ただし、高等専門学校に通学する者は１５歳以上の者

　対象通学先　市外の大学、大学院、短大、専門学校、高等専門学校

　対象経費　　鉄道及びバスの通学定期券（市内等を起点に乗降するもの）

　補助率　　　２／３以内（上限１２千円／月）

　利用者数　　１０５人

　交付金額　　１１，８８９千円

＜計画未達の理由＞

　令和５年度の助成金交付実績に加え、自宅から市外の大学等に通学予定の新入生を含め

た件数で見込んでいたが、進路の変更や修学状況の変化により助成金申請に至らなかった

事例等があり、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

助成金利用者数 １１０人 １０５人

203
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 13 G1 20

（前年度）

教育委員会事務局生涯学習課 552

国庫支出金 0 4,588

男女共生推進事業 4,588 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　誰もが一人の人間として尊重され、お互いを認め合いながら、自らの意思によってあら

ゆる分野において対等な立場で参画する機会が確保される社会を実現するため、情報の提

供や啓蒙啓発活動を実施した。

事業内容

　南相馬市男女共同参画講演会

開催日：令和６年１１月２３日（土）

会　場：南相馬市民情報交流センター　マルチメディアホール

講　師：辛　淑玉　氏（ネットワーク「のりこえねっと」共同代表）　

演　題：被災地の女性たちの小さな物語～ジェンダーの視点で災害を考える～

聴講者：２８人

　男女共同参画情報紙「は～もにぃ」の発行　

令和６年１１月、令和７年２月（各７，０００部）

配付先：市内小中学校、幼稚園、保育所、公共施設、事業所、コンビニ・スーパー等

　女性活躍推進事業

　　“未来の私”が楽しくなるワークショップの開催

　　申込者：２２人（南相馬市在住または通勤している２０～４０代女性を対象）

　　期　間：令和６年７月～１０月までの期間で全５回

　　内　容：

　　　１回　自己理解（思考編）令和６年７月１３日（土）／参加者１６人

　　　２回　自己理解（フィジカル編）令和６年７月２７日（土）／参加者１３人

　　　３回　関係づくりコミュニケーション令和６年８月３１日（土）／参加者１６人

　　　４回　フィールドワーク（市内で活躍する仲間を知ろう）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年９月２８日（土）／参加者１０人

　　　５回　自分とまちの関係を考えるワークショップ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年１０月２６日（土）／参加者９人

＜計画未達の理由＞

　市参画計画に基づき、災害を講演テーマにしたが、参加者の９割が５０代以上で、若い

世代の参加者を呼び込めなかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

男女共同参画講演会参加者数 ５０人 ２８人

203
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 01 13 G3 20

（前年度）

02 01 13 G4 20

（前年度）

国庫支出金 0 350

人権施策推進事業 550 県　支出金 200

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部市民課 3,789

犯罪被害者等見舞金等支給事業 300 県　支出金 150

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 －

国庫支出金 0 150
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事      業      内      容
決算書

ページ

　ともによりそい・はぐくむ南相馬市人権条例に基づき、ともによりそい、心をはぐくみ、

家族や友人、全ての市民の人権が尊重され、生き生きと暮らせる社会の実現を目的とし、

必要な人権施策を実施した。

事業内容

　ともによりそい・はぐくむ南相馬市人権条例に基づき定めた、人権施策推進計画の基本

方針である人権教育の推進、人権啓発の推進を実施

　ともによりそい・はぐくむ南相馬市人権推進会議の開催　５回

　人権に関する標語の募集　小学生３２８件　中学生４０８件　合計７３６件　

　人権に関する講演会の開催

開催日：令和６年７月６日（土）

会　場：サンライフ南相馬　集会室

講　師：菅波　香織　氏（弁護士）

演　題：あなたの人権感覚、アップデートしませんか？

聴講者：６１人

＜計画未達の理由＞

　人権に関する標語は県委託費により実施しており、募集を小学４年生から６年生及び中

学生を予定していたが、県委託費が減額されたため、募集学年を小学５年生から６年生及

び中学生へと変更したこと、また、募集学年の応募件数が見込みより少なくなり、計画に

到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　犯罪被害者やその遺族の経済的負担の軽減を図るため、犯罪被害者に対し、被害の状況

に応じて見舞金等を支給した。

事業内容

　対象者　　犯罪被害により重傷病を負われた方　　

　支給件数　１件

　支給金額　３００千円（定額：重傷病見舞金）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①人権標語応募人数
②パートナシップ・ファミリーシップ宣誓件数

①２，０００件
②　　　　１件

①７３６件
②　　０件

①遺族見舞金
②重傷病見舞金
③転居費用助成金

①０件
②０件
③０件

①０件
②１件
③０件

203

203
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 03 01 F4 20

（前年度）

02 07 01 50 30

（前年度）

国庫支出金 0 13,445

各種証明書コンビニ交付事業 16,773 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 3,328

市民生活部市民課 17,444

小高区地域振興課 2,247

国庫支出金 2,349 0

地域の絆づくり支援事業補助金（小高区） 2,349 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民の利便性の向上を目的として個人番号カードを活用し、戸籍、住民票、税証明書等

の各種証明書をコンビニエンスストアで交付した。

事業内容

　コンビニ交付各種証明書の交付委託（１１７円／件）

　　令和６年度コンビニ交付発行件数　２８，９８４件（コンビニ交付率３９．５７％）

　※参考　コンビニ交付対象証明書発行件数　７３，２４６件

　　戸籍謄抄本・住民票・戸籍の附票・印鑑登録証明書・所得／課税証明書

＜計画未達の理由＞

　令和４年度実績から令和５年度実績にかけてのコンビニ交付伸び率から交付計画を見込

んだが、見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域コミュニティの活性化により地域の絆を再生するため、住民自らが実施する事業に

対し、補助金を交付した。

　コミュニティ再生事業

　　補助率　　　補助対象経費の１０／１０以内

　　補助限度額　世帯数により上限１００千円（５０世帯未満）、１５０千円（５０世帯

　　　　　　　　以上２００世帯未満）、２００千円（２００世帯以上）

　　　　　　　　同一年度に１団体１回限り

　　事業主体　　二区行政区ほか２４行政区

　　補助金額　　２，３４９千円

＜計画未達の理由＞

　申請数が当初の見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

コンビニ交付発行件数 ３９，０５７件 ２８，９８４件

補助金交付件数
　コミュニティ再生事業

２９件 ２５件

205

211
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 07 01 50 50

（前年度）

地域の絆づくり支援事業補助金（鹿島区） 2,393 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

鹿島区地域振興課 2,461

国庫支出金 2,393 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　地域コミュニティの活性化により地域の絆を再生するため、住民自らが実施する事業に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　コミュニティ再生事業

　　補助率　　　補助対象経費の１０／１０以内

　　補助限度額　世帯数により上限１００千円（５０世帯未満）、１５０千円（５０世帯

　　　　　　　　以上２００世帯未満）、２００千円（２００世帯以上）

　　　　　　　　同一年度に１団体１回限り

　　事業主体　　南海老行政区、橲原行政区

　　補助金額　　１９０千円

　地域コミュニティ支援事業　

　　補助率　　　補助対象経費の４／５以内

　　補助限度額　世帯数により上限１００千円（５０世帯未満）、１５０千円（５０世帯

　　　　　　　　以上２００世帯未満）、２００千円（２００世帯以上）

　　　　　　　　同一年度に１団体１回限り

　　事業主体　　上寺内行政区ほか１６行政区

　　補助金額　　２，２０３千円

＜計画未達の理由＞

　①②申請数が当初の見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
　①コミュニティ再生事業
　②地域コミュニティ支援事業

①　３件
②２５件

①　２件
②１７件

211
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 07 01 50 70

（前年度）

02 07 01 52 20

（前年度）

復興企画部コミュニティ推進課 4,479

国庫支出金 4,795 0

地域の絆づくり支援事業補助金（原町区） 4,795 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 4,505 0

被災者支援団体活動事業補助金 4,505 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

復興企画部被災者支援課 15,372
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事      業      内      容
決算書

ページ

　地域コミュニティの活性化により地域の絆を再生するため、住民自らが実施する事業に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　コミュニティ再生事業

　　補助率　　　補助対象経費の１０／１０以内

　　補助限度額　世帯数により上限１００千円（５０世帯未満）、１５０千円（５０世帯

　　　　　　　　以上２００世帯未満）、２００千円（２００世帯以上）

　　　　　　　　同一年度に１団体１回限り

　　事業主体　　小浜行政区ほか６行政区

　　補助金額　　６２６千円

　地域コミュニティ支援事業

　　補助率　　　補助対象経費の４／５以内

　　補助限度額　世帯数により上限１００千円（５０世帯未満）、１５０千円（５０世帯

　　　　　　　　以上２００世帯未満）、２００千円（２００世帯以上）

　　　　　　　　同一年度に１団体１回限り

　　事業主体　　上町行政区ほか２８行政区

　　補助金額　　４，１６９千円

＜計画未達の理由＞

　②申請数が当初の見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　被災者の心の復興を促進するため、被災者の心身のケア、孤立防止及び生きがいづくり

につながる被災者支援活動を行う団体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助対象　ＮＰＯ等の被災者支援団体

　補助率　　１０／１０

　補助金交付団体数　２団体

　　　　　　交付団体　　　　　　　　　　　　　交付金額　　　　　延べ参加者数

　ＮＰＯ法人はらまちクラブ　　　　　　　　　３，５００千円　　４４，０８１人

　南相馬環境美化プロジェクトチームＳＦＣ　　１，００５千円　　　　　５００人

　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　４，５０５千円　　４４，５８１人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①　７件
②２９件

補助金交付件数
　①コミュニティ再生事業
　②地域コミュニティ支援事業

①　６件
②４２件

団体活動参加者（延べ） １０，０００人 ４４，５８１人

211

211
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 07 01 F1 20

（前年度）

02 07 01 H3 20

（前年度）

国庫支出金 0 104,371

民間専門人材派遣受入事業 104,371 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

総務部総務課 44,519

総務部秘書課 11,830

国庫支出金 0 12,511

災害関連広報活動事業 12,511 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

- 82 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　震災からの復興に関する新たな行政課題等に対応するため、民間企業等で培った専門的

な知識や経験を活かし、戦略立案や事業の具現化、実行のできる民間専門人材を地方創生

生人材支援制度等の活用により派遣を受け入れた。

＜計画未達の理由＞

　当初、派遣職員については、９分野において１人から３人の範囲で受け入れる計画とし

ていたが、デジタル推進分野及びまちづくり分野においては、当該分野に十分な知見と経

験を有する人材の確保が困難であったため、受け入れを見送ったもの。

　一方で、総合戦略分野及び当初受け入れを想定していなかった子育て支援分野において

は、当初の計画以上に有意義な人材とのマッチングが得られたことから、全体の受け入れ

分野を見直した結果、計画と同数である１３人を受け入れた。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　東日本大震災と福島第一原子力発電所事故に伴い避難している市民の帰還を促すため、

広報紙等必要な情報を提供した。

事業内容

　広報みなみそうまの増刷（年２４回、増刷部数４，２５０部／回）

　　①令和５年度広報みなみそうま編集業務委託

　　　委託先：株式会社山川印刷　浜通りオフィス

　　　期間：令和５年１０月１日～令和６年９月３０日

　　②令和６年度広報みなみそうま編集業務委託（令和７年度は債務負担設定）

　　　委託先：株式会社まつざき印刷

　　　期間：令和６年１０月１日～令和７年９月３０日

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①健康・ヘルスケア分野
②観光分野
③農政分野
④総合戦略分野（イノベ政策）
⑤脱炭素分野
⑥デジタル推進分野
⑦次世代産業
⑧まちづくり
⑨ＳＡ利活用
⑩子育て支援分野

　　　①１人
　　　②１人
　　　③１人
　　　④１人
　　　⑤２人
　　　⑥３人
　　　⑦１人
　　　⑧１人
　　　⑨２人
　　　⑩当初なし

①１人
②１人
③１人
④２人
⑤２人
⑥２人
⑦１人
⑧０人
⑨２人
⑩１人

広報広聴アンケートで「読む（よく読む＋たまに読
む）」と回答した人の割合

８０％以上 ８３．２％

211

211
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属
特定財源 一般財源

決算額

財源内訳

02 07 01 H5 20

（前年度）

02 07 01 H8 20

（前年度）

02 07 01 X8 60

（前年度）

（繰越明許費） 6,000 地 方 債 0

そ の 他 1,360

鹿島区地域振興課 6,872

国庫支出金 0 6,000

南相馬鹿島サービスエリア周辺開発検討事業 7,360 県　支出金 0

業 地 方 債 0

そ の 他 14

復興企画部イノベーション政策課 2,214

国庫支出金 1,163 387

大学生等フィールドワーク・交流活動支援事 1,564 県　支出金 0

復興企画部被災者支援課 960

国庫支出金 0 823

市外避難者等支援事業 823 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市外避難者の帰還や生活再建等を支援するため広報紙等を送付し情報提供を行った。

　また、県が開催する交流会に参加した。

事業内容

　広報紙等の送付　月２回（年２４回）　延べ４１，４２４世帯

　ふくしま避難者交流会（福島県主催）　東京国際フォーラム　南相馬市参加者５人

　避難者情報管理システム保守業務委託

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　交流人口の拡大や地域課題解決に資するため、地域と大学等が連携し大学生等が本市を

フィールドにする研究・調査・教育活動等の支援を行った。

事業内容

　市内でのフィールドワークや研究の相談及び地域とのコーディネート

　市内での活動支援　宿泊助成４９５泊（助成額３千円／泊（上限））

　大学等への広報、ＰＲ活動　３回

＜計画未達の理由＞

　コロナ禍前の実績から８００泊を見込んだが、宿泊数が下回ったため、計画に到達しな

かった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　鹿島区の重要な地域資源である南相馬鹿島サービスエリアの利活用拠点施設であるセデ

ッテかしまの有するポテンシャルを最大限に活かすため、周辺エリアの開発に係る検討を

進めた。

事業内容

　南相馬鹿島サービスエリア周辺開発検討委員会の開催

　検討委員会の開催　５回

　検討委員会による先進地視察　１回（東京都世田谷区、埼玉県川口市）

　南相馬鹿島サービスエリア周辺開発基本の策定（令和７年度へ繰越）

＜計画未達の理由＞

　市外の事業者からは一定程度の参画意向が示された一方、本事業において参画が必要不

可欠である地元事業者については、更なる事業への理解醸成を図っていく必要がある段階

にあることから、計画に到達しなかった。　

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

213

213

213

周辺開発事業に必要とする事業者数に対し、参画意
向を示す事業者の割合

１２０％ ５０％

４９５泊宿泊助成 ８００泊

２，３００世帯
以下

１，６２０世帯広報紙郵送世帯数

- 85 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 07 02 50 20

（前年度）

02 07 03 21 20

（前年度）

自家消費型太陽光発電促進支援事業補助金 25,171 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 25,171

市民生活部環境政策課 24,266

国庫支出金 0 0

防災集団移転元地管理事業 16,530 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 16,530

総務部公有財産管理課 14,565

国庫支出金 0 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　南相馬市ゼロカーボン推進計画に掲げた重点施策のうち、市内での自家消費型太陽光発

電の普及を図るため、太陽光発電システム、家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）、

蓄電池システム及び電気自動車充給電設備（Ｖ２Ｈ）を設置した市民に対し補助金を交付

した。

事業内容

　太陽光発電システム設置補助　（蓄電池又はＶ２Ｈとの同時設置のみ対象）

　　補助額３０千円／ｋＷ（上限１５０千円）

　蓄電池システム設置補助

　　補助額２５千円／ｋＷｈ（上限２５０千円）

　電気自動車充給電設備（Ｖ２Ｈ）設置補助

　　補助率　設置費の１／５（上限１５０千円）

　ＨＥＭＳ　　　

　　補助率　設置費の１／２（上限３０千円）

＜計画未達の理由＞

　蓄電システム、Ⅴ２Ｈ及びＨＥＭＳに係る申請件数が当初見込みよりも下回ったことか

ら、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　防災集団移転元地の利活用を進めるため、土地の適正な管理を行うとともに、土地の利

活用状況に関する情報の更新を行った。

　また、土地情報を公開し、売却・貸付による利活用を進めた。

事業内容

　移転元地の土地情報の更新業務委託

　移転元買取用地除草　４７．４ｈａ（延べ面積）

　移転元地内の未利用地について売却・貸付けの募集実施（１７．２ｈａ）

　売却契約件数１件（原町区金沢　　７９０．９９㎡）

　貸付契約件数１件（小高区福岡１，３６４．５６㎡）

＜計画未達の理由＞

　②募集実施面積が確定したことにより対象面積が減少した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
　①太陽光発電システム
　②蓄電池システム
　③電気自動車充給電設備（Ｖ２Ｈ）
　④ＨＥＭＳ

①３０件
②９０件
③１０件
④１０件

①４７件
②８５件
③　３件
④　９件

①４７．４ｈａ
　（延べ面積）
②１７．２ｈａ

①移転元買収用地除草
②移転元地の内、未利用地について売却・貸付けの
募集実施

①４７．４ｈａ
　（延べ面積）
②１７．３ｈａ

213

213
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 08 01 17 22

（前年度）

02 08 01 F5 40

（前年度）

02 08 01 F8 20

国庫支出金 0 21,695

原子力災害対策一般経費　被災者支援課 21,695 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

復興企画部被災者支援課 24,418

点） 地 方 債 0

そ の 他 44,858

小高区地域振興課 51,261

国庫支出金 0 17,148

小高区街なか賑わい創出事業（小高区復興拠 62,006 県　支出金 0

国庫支出金 8,534 31

防犯カメラ設備保守管理事業（旧避難指示区 8,565 県　支出金 0

域内） 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

8,486

市民生活部生活環境課
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民の原子力損害賠償を支援するため、賠償に関する相談や広報を行った。

　また、交付済み令和５年度被災者支援総合交付金（国庫補助金）のうち、不用額を国庫

に返還した。

事業内容

　賠償に関する相談会開催チラシ配布　年１４回

　令和５年度被災者支援総合交付金不用額の国庫返還　

　　復興庁分　　　２１，５２１千円

　　厚生労働省分　　　　１７４千円

＜計画未達の理由＞

　令和５年４月から原子力損害賠償紛争審査会による中間指針第５次追補を踏まえた

追加賠償の受付開始以降、ピークは過ぎたものの現在も中間指針第５次追補に関する

相談・問合せがあるため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　多世代が地域内外の交流を広げ、地域の活性化と賑わいの創出を図り、地域コミュニテ

ィの再構築、本市の復興・再生を実現するため、復興拠点施設（小高交流センター）の管

理運営を行った。

　また、各世代や地域内外を対象とした各種事業を開催し、施設の集客力向上を図った。

事業内容

　各種教室やイベント等の実施

　　子ども・子育て世代向け事業　　年　３７回

　　高齢者向け事業　　　　　　　　年２０８回

　　多世代交流事業　　　　　　　　年　５０回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　旧避難指示区域内の安全・安心な社会環境として、防犯体制の強化を維持するため、防

犯カメラによる撮影・記録を行った。

事業内容

　防犯カメラシステム設備保守管理業務委託

　　設置箇所　１９か所（小高区１６か所、原町区３か所）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

原子力損害賠償についての市民からの相談・問い合
わせ

１８０件 ２０８件

①子ども・子育て世代向け事業の実施
②高齢者向け事業の実施
③多世代交流事業の実施

①    ３００人
②２，７００人
③　  ９００人

①  　５４８人
②３，４９２人
③　　９９４人

①防犯カメラ設置箇所
②設備保守管理

①１９か所
②設備保守管理

①１９か所
②設備保守管理

215

215

215
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 08 01 F8 21

02 08 01 G2 20

（前年度）

02 08 01 R1 40

（前年度）

国庫支出金 0 0

防犯カメラ設備保守管理事業（旧避難指示区 3,117 県　支出金 0

域外） 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 3,117

国庫支出金 0 0

旧小高商業高等学校利活用可能性調査事業 10,725 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 10,725

3,057

市民生活部生活環境課

国庫支出金 0 0

高校生による小高区での実践事業 827 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 827

復興企画部イノベーション政策課 －

小高区地域振興課 420
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事      業      内      容
決算書

ページ

　旧避難指示区域外の安全・安心な社会環境として、防犯体制の強化を維持するため、防

犯カメラによる撮影・記録を行った。

事業内容

　防犯カメラシステム設備保守管理業務委託

　　設置箇所　１２か所（鹿島区４か所、原町区８か所）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　福島イノベーション・コースト構想を推進するため、統合により長期未利用状態である

旧小高商業高等学校の産業支援施設整備に向けた利活用について可能性調査を行った。

事業内容

　業務名　　旧小高商業高等学校の産業支援施設整備に向けた利活用可能性調査等業務委託

　発注先　　ＵＤＳ株式会社（公募型プロポーザル方式により選定）

　業務期間　令和６年１０月４日～令和７年３月２８日

　業務内容　各種事例、実態、需要等調査

　　　　　　関連企業へのヒアリング等を踏まえた利活用方針（素案）の検討

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　小高区の復興・再生を促進するため、地域住民と協力し高校生が企画した事業等を実施

した。

事業内容

　高校生が企画した自主事業の実施（イベント企画・実施）　４回

　自主事業内容

　火の祭・おだかつながる市・ウィンターフェスティバルでの出店、ＬＬＯ音楽祭の開催

　視察研修（新潟県燕市）　１回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①１２か所
②設備保守管理

４回

①防犯カメラ設置箇所
②設備保守管理

①１２か所
②設備保守管理

利活用可能性調査等業務の達成度 １００％ １００％

自主事業の実施（イベント・企画） ４回

215

215

215
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 08 01 X1 40

（前年度）

02 08 01 X2 40

（前年度）

小高区地域振興課 74,357

国庫支出金 47,454 15,818

おだかぐらしファンづくり事業 63,272 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 252 83

旧避難指示区域移住相談窓口事業 6,348 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 6,013

小高区地域振興課 2,110
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事      業      内      容
決算書

ページ

　小高区を中心とする旧避難指示区域への移住定住を促進するため、地域を知り、理解を

深めて、愛着を持つファンを増やす情報発信と体験機会を提供した。

事業内容

　 　①おだかぐらし通信発行事業

　　隔月及び臨時号を発行し、小高区内の情報を地域内外に発信した。

　②移住促進協力店事業

　　小高区内の飲食店等を中心に、移住関連の情報発信コーナーを設置した。

　③おだかぐらしプロモーション事業

　　各種媒体（ウェブサイト、ＳＮＳ等）を通じて小高区に暮らす人々の思いや取組みな

　　どの情報を発信した。

　④おだかぐらし体験ツアー事業

　　地域コーディネーターが案内するオーダーメイドツアーなどを実施した。 　

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　小高区を中心とする旧避難指示区域への移住定住を促進するため、相談窓口体制の充実

を図り、関係各所と連携し、移住定住に向けた総合的なサポートを行った。

事業内容

　移住定住相談窓口事業

　　窓口業務の強化として地域おこし協力隊を１人配置し、移住定住の相談業務や情報収

　　集等を行った。

　地域のお世話人事業

　　移住希望者等の移住定住に向けたサポート活動を行った。

　カーシェアリング実証事業

　　小高駅前広場にカーシェアステーション（軽自動車１台）を設置し、実証を行った。

＜計画未達の理由＞

　②令和５年度の移住相談状況などを踏まえ、地域のお世話人の活動回数を見込んだが、

　利用者が下回ったため、活動回数が計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①おだかぐらし通信の発行
②移住促進協力店の数
③ウェブサイト「おだかる」追加コンテンツ数
④おだかぐらし体験ツアー参加人数

①　　　　　８回
②　　　３５店舗
③３０コンテンツ
④　　　　８０人

①　　　　　８回
②　　　３６店舗
③３０コンテンツ
④　　　　８９人

①地域おこし協力隊員
②地域のお世話人活動回数

①　１人
②３０回

①　１人
②１７回

215

215
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 08 02 F2 20

（前年度）

02 08 02 F4 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 35,587

国庫支出金 35,239 0

ジャンボタクシー運行事業 35,239 県　支出金 0

帰還住民放射線対策機器点検校正事業 813 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

復興企画部被災者支援課 1,421

国庫支出金 813 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　旧避難指示区域内等に居住する交通弱者の買い物や通院等における不便解消を図るため、

小高区内及び小高区と原町区を繋ぐジャンボタクシーを運行した。

事業内容

　ジャンボタクシーの運行

　　運行事業者　有限会社富士タクシー、株式会社三和商会

　　運行区域　　旧避難指示区域内～小高区・原町区内の商業施設や医療機関等の間

　　運行日時　　年末年始の運休日を除く毎日（運休日１２月２９日～１月３日）

　　運行便数　　月～金　８便　　土　６便　　日・祝日　２便

　　受付日時　　月～金８：００～１６：００

　　　　　　　　（土、日、祝日及び１２月２９日～１月３日除く）

　　利用料金　　小高区内の移動　　　　　２００円

　　　　　　　　小高区と原町区間の移動　５００円

　　　　　　　　中学生以下の利用　　　　　無料

利用者数　　６，２２９人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民自らが空間線量率や積算線量を測定することにより、放射線に対する不安を解消し

安心を確保するため、市民に貸し出す放射線量測定器の点検校正を行った。

事業内容

　放射線量測定器点検校正　１４７台

＜計画未達の理由＞

　復興庁から貸出状況に応じた点検校正を行うよう指示があったことから、貸出状況を精

査したうえで点検校正を行ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

放射線量測定器年間貸出 ３６０台 １４７台

ジャンボタクシーの利用者数 ５，９００人 ６，２２９人

217

217
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

02 08 03 F1 20

（前年度）

03 01 01 61 20

（前年度）

03 01 01 66 20

（前年度）

国庫支出金 500 15,654

地域福祉総合対策事業補助金 16,154 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉まつり事業補助金 741 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 682

国庫支出金 0 741

健康福祉部社会福祉課 16,262

総務部財政課 20

国庫支出金 0 0

自治体賠償請求事業 9 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 9
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事      業      内      容
決算書

ページ

　東京電力福島第一原子力発電所の事故により生じた損害賠償債権を確保するため、東京

電力ホールディングス株式会社に対し、損害賠償請求を行った。

事業内容

　原子力損害賠償紛争解決センターへの和解あっせん申立ての審理対応

和解あっせん申立ての主な経過

　令和３年２月５日　和解仲介手続きの申立て

　令和５年１月１３日　一部の損害項目について和解契約締結

　令和６年度　和解した一部の損害項目以外の項目について和解仲介手続きを継続

　※参考　令和７年第３回（６月）市議会定例会に和解に関する議案を提出

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域に則した福祉サービスを提供するため、社会福祉関係機関やボランティア団体等と

の連携を図り、ネットワークづくりを推進する南相馬市社会福祉協議会に対し、補助金を

交付した。

事業内容

　事業主体　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　補助率　　定額

　補助額　　１６，１５４千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　日常生活に係る保健福祉の理解を深めるため、健康福祉まつりを開催する南相馬市健康

福祉まつり実行委員会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市健康福祉まつり実行委員会

　補助率　　定額

　補助額　　７４１千円

　開催日　　令和６年１０月１９日（土）

　会場　　　原町区福祉会館周辺

　参加団体　２１団体

　来場者数　９６０人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 １件 １件

補助金交付件数 １件 １件

原子力損害賠償紛争解決センターへの和解あっせん
申立て中の事件数

１件 １件

217

217

217
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 01 F1 29

（前年度）

03 01 01 F8 20

（前年度）

03 01 01 G3 29

（前年度）

特定疾患患者見舞金給付事業 8,180 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 8,060

国庫支出金 0 8,180

国庫支出金 0 526

心のケア事業 822 県　支出金 296

地 方 債 0

そ の 他 0

民生・児童委員活動推進事業 15,442 県　支出金 312

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 15,631

国庫支出金 0 15,130

健康福祉部健康づくり課 884

- 98 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　特定疾患患者又はその保護者の福祉の増進を図るため、見舞金を支給した。

事業内容

　対象者　　難病の患者に対する医療等に関する法律に定める疾患による受療者

　　　　　　児童福祉法に定める疾患による受療者

　見舞金　　年額２０千円

　支給月　　１２月

＜計画未達の理由＞

　見舞金申請患者が見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　東日本大震災の影響及び多様化する社会環境等による精神的ストレスや不安等を軽減す

るために、心のケア事業を実施した。また、南相馬市いのちを支える行動計画に基づき、

総合的に自殺対策を推進した。

事業内容

　ゲートキーパー養成研修会（フォローアップ含む）　４回

　こころの健康相談会　２７回

　自殺予防の普及啓発（街頭キャンペーン等） ３回

　自殺対策ネットワーク会議　１回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　民生委員・児童委員の活動を推進するため、市民の相談・援助にあたる南相馬市社会福

祉協議会に運営を委託した。

事業内容

　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　内　容　民生・児童委員連絡協議会の運営、活動支援等

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

見舞金支給件数 ４３０件 ４０９件

ゲートキーパー登録者数 ２５５人 ４５５人

活動推進研修会の開催及び参加 １５回 １７回

217

219

219
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 01 G6 29

（前年度）

03 01 01 G9 20

国庫支出金 12,048 3,341

生活困窮者自立支援事業 15,389 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 14,068

健康福祉部社会福祉課 （前年度）

126,550

国庫支出金 0 604

住民税均等割のみ課税世帯・低所得子育て世 604 県　支出金 0

帯支援給付金支給事業 地 方 債 0

（繰越明許費） 604 そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　生活困窮者からの相談支援に包括的に対応するため、その自立に向けてアセスメントの

実施、プランの作成等の支援を行うほか、就労準備支援及び家計改善支援を実施した。

事業内容

　①生活困窮者自立相談支援の実施（アセスメントの実施、プランの作成など）

　　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　②就労準備支援の実施（ビジネスマナーの指導、模擬面接など）

　　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

　③住宅確保給付金の支給

　④家計改善支援の実施（ファイナンシャルプランナーによる収支の見直しなど）

＜計画未達の理由＞

　③申請者が１名いたが資産調査で非該当となった。その他に相談者はいたが、給付要件

　を満たしていなかったり、生活全般に困窮しており生活保護法の活用を優先したため、

　計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、低所得世帯の負担軽減を

図るため、住民税均等割のみ課税世帯・低所得子育て世帯支援給付金を支給した。 

事業内容

　①住民税均等割のみ課税世帯支援給付金

　　対象世帯　基準日（令和５年１２月１日）において、本市に住民登録があり、世帯全

　　　　　　員の令和５年度分の住民税所得割が非課税で均等割のみ課税の世帯

　　　　　　ただし、住民税均等割が課税されている者の扶養親族等のみで構成される世

　　　　　　帯を除く

　　給付額　１世帯あたり一律１００千円

　②低所得子育て世帯支援給付金（こども加算）

　　対象者　令和５年度住民税均等割非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯で同一世

　　　　　　帯の１８歳以下の子ども

 　 給付額　１人当たり一律５０千円

＜計画未達の理由＞

　給付金対象世帯及びこども加算対象者が見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①生活困窮者自立相談支援
②就労準備支援
③住居確保給付金
④家計改善支援

①７０人
②　１人
③　６人
④　１人

①６５２人
②　１３人

③０人（却下１人）
④　　２人

①給付世帯数
②給付人数

①１，１００世帯
②　　　８００人

①９５７世帯
②　５９７人

219

219
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 01 H1 20

03 01 01 H2 20

（前年度）

－

健康福祉部社会福祉課

国庫支出金 88,861 24,450

低所得世帯・低所得子育て世帯支援給付金支 113,311 県　支出金 0

給事業 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

国庫支出金 404,913 0

定額減税補足給付金（調整給付）支給事業 404,913 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 －
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事      業      内      容
決算書

ページ

　 　エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、低所得世帯の負担軽減を

図るため、令和６年度新たに住民税均等割非課税及び均等割のみ課税となる世帯に対し、

低所得世帯・低所得子育て世帯支援給付金を支給した。

事業内容

　①低所得世帯支援給付金

　　対象世帯　基準日（令和６年６月３日）において、本市に住民登録があり、世帯全員

　　　　　　の令和６年度分の住民税均等割が非課税の世帯及び世帯全員の令和６年度分

　　　　　　の住民税所得割が非課税で均等割のみ課税の世帯

　　　　　　ただし、令和５年度給付対象であった世帯及び住民税均等割が課税されてい

　　　　　　る者の扶養親族等のみで構成される世帯を除く

　　給付額　１世帯当たり一律１００千円

　②低所得子育て世帯支援給付金（こども加算）

　　対象者　　低所得世帯支援給付金の対象世帯で同一世帯の１８歳以下の子ども

　　給付額　　１人当たり一律５０千円

＜計画未達の理由＞

　給付金対象世帯及びこども加算対象者が見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　国のデフレ完全脱却のための総合経済対策における物価高への支援として、新たな経済

に向けた給付金・定額減税一体措置として定額減税補足給付金（調整給付）を支給した。

事業内容

　対象者　　　　　定額減税対象者で定額減税可能額が「令和６年分推計所得税額」又は

　　　　　　　　　「令和６年度分個人住民税所得割額」を上回る（減税しきれない）者

　定額減税可能額　所得税分　　　　　　３０千円×減税対象人数

　　　　　　　　　個人住民税所得割分　１０千円×減税対象人数

　　　　　　　　　※減税対象：納税者本人＋控除対象配偶者＋扶養親族

＜計画未達の理由＞

　給付金対象者が見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①給付世帯数
②こども加算人数

①１，５００世帯
②　　　２００人

①１，０２９世帯
②　　　１７２人

支給人数 １０，６００人 ９，９３３人

219

219
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 01 H4 20

03 01 03 50 20

住民税非課税世帯・低所得子育て世帯支援給 184,769 県　支出金 15,189

付金支給事業 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

－

国庫支出金 154,349 15,231

健康福祉部社会福祉課

健康福祉部社会福祉課 （前年度）

－

国庫支出金 0 26,517

障がい者グループホーム施設整備補助金 26,517 県　支出金 0

（繰越明許費） 26,517 地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、低所得世帯の負担軽減を

図るため、令和６年度住民税均等割非課税の世帯に対し、住民税非課税世帯・低所得子育

て世帯支援給付金を支給した。

事業内容

　①住民税非課税世帯支援給付金

　　対象世帯　　基準日（令和６年１２月１３日）において、本市に住民登録があり、世

　　　　　　　帯全員の令和６年度分の住民税均等割が非課税の世帯

　　　　　　　ただし、住民税均等割が課税されている者の扶養親族等のみで構成される

　　　　　　　世帯を除く

　　給付額　　　１世帯当たり一律３６千円（国分３０千円、県分３千円、市分３千円）

　②低所得子育て世帯支援給付金（こども加算）

　　対象者　　　住民税非課税世帯支援給付金の対象世帯で同一世帯の１８歳以下の子ど

　　　　　　　　も

　　給付額　　　１人当たり一律２０千円（国分２０千円）

＜計画未達の理由＞

　給付金の申請期限を令和７年７月３１日としていることから、繰越明許費として予算を

繰越したことにより、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　障がい者の高齢化、重度化または親亡き後を見据え、障がい者が住み慣れた地域で安心

して暮らし続ける体制を確保するため、障がい者グループホーム施設の整備を行う社会福

祉法人等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　内　　容　　障がい者グループホーム施設整備費用の補助

　事業主体　　特定非営利活動法人さぽーとセンターぴあ　　

　施設整備事業費　１９３，３０３千円

　補助対象　　以下のいずれにも該当する施設を新たに整備する社会福祉法人等

　　・短期入所を併設するグループホームを運営し、緊急時には優先して市民を受け入れ

　るもの（日中サービス支援型グループホーム）

・社会福祉施設等施設整備費国庫補助金の補助対象となったもの

・災害時に福祉避難所として市に協力するもの

・市の福祉施策に協力するもの

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①支給世帯数
②こども加算人数

①５，６００世帯
②　　　５００人

①４，８５２世帯
②　　　４０２人

補助金交付件数 １件 １件

219

221
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 03 52 20

（前年度）

03 01 03 F1 20

（前年度）

03 01 03 F3 20

（前年度）

国庫支出金 45 83

おひさまといっしょに事業補助金 150 県　支出金 22

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 64

健康福祉部社会福祉課 2,928

国庫支出金 939 1,756

障がい者社会参加促進事業 3,165 県　支出金 470

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 2,000

国庫支出金 538 1,006

日中一時支援事業 1,905 県　支出金 269

地 方 債 0

そ の 他 92
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事      業      内      容
決算書

ページ

　心身障がい児・者の社会参加の促進を図るため、障がい者スポーツ・レクリエーション

事業を実施するおひさまといっしょに実行委員会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　おひさまといっしょに実行委員会

      内　　容  障がい者スポーツ・レクリエーション事業の実施　内　　容　障がい者スポーツ・レクリエーション事業の実施

＜計画未達の理由＞

　　　各障がい事業所の障がい者等の参加者が少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　障がい者の自立と社会参加の促進を図るため、障がい者のニーズに応じた支援事業を実

施した。

事業内容

　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　日常的に障がい児・者を介護している家族の一時的な休息の提供、就学している障がい

児の放課後の活動の場の提供及び在宅の障がい者の家族が日中不在時に活動する場を確保

するため、日中一時支援事業を実施した。

事業内容

　委託先　　障がい福祉サービス指定事業者等

　内　容　　就学している心身障がい児等の放課後や長期休暇中等の預かり

　　　　　　日常的に介護を必要としている心身障がい者の預かり

＜計画未達の理由＞

　①②③当初、利用者が増えている傾向であったため、利用回数を増やして計画をしてい

　たが、見込みよりも利用が少なかったことから、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

おひさまといっしょに事業参加者数 ２２０人 １９２人

①手話入門教室
②手話奉仕員養成講習会
③朗読講習会（声の広報ボランティア養成講座）
④声の広報発行事業
⑤手話奉仕員・講師スキルアップ講座
⑥要約筆記入門講座
⑦理解促進・啓発事業

①　８回
②２７回
③　５回
④２４回

（月２回×１２月）
⑤　２回
⑥　３回
⑦　１回

①　８回
②２９回
③　５回
④２４回

（月２回×１２月）
⑤　２回
⑥　３回
⑦　１回

日中一時支援対応件数（基本事業）
　①６時間未満
　②６時間以上
　③送迎
　④入浴

①３８０回
②１６０回
③５５０回
④　１２回

①３１７回
②１１２回
③２９１回
④　２３回

221

221

221
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 03 F7 20

（前年度）

健康福祉部社会福祉課 2,317

国庫支出金 290 540

身体障がい者訪問入浴サービス事業 975 県　支出金 145

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　身体障がい児・者の健康の保持とその介護者の負担を軽減し、当該身体障がい児・者及

びその家族の福祉の向上を図るため、家庭での入浴が困難な重度身体障がい児・者に対し

て訪問入浴車を派遣し、入浴サービスを提供した。

事業内容

　委託先　　アサヒサンクリーン株式会社

＜計画未達の理由＞

　当初、訪問入浴サービス利用者４人と新規利用者１人の合わせて５人の利用を見込んで

いたが、令和６年度中に２人死亡したこと及び新規利用がなかったことから、計画に到達

しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

訪問入浴サービス利用件数 ２５２回 ７８回

221
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 04 51 20 国庫支出金 380 2,043

2,151

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金 2,423 県　支出金 0

（障がい者施設等） 地 方 債 0

（繰越明許費） 2,043 そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 （前年度）
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事      業      内      容
決算書

ページ

　原油価格・物価高騰による障がい福祉サービス等事業者への影響を緩和するため、市内

障がい福祉施設等事業者に対し補助金を交付した。

事業内容

　対象者　障がい福祉等事業者（福島県が実施する「福島県社会福祉施設等物価高騰対策

　　　　　事業」の交付決定を受けた事業者）

　補助額　　県の補助金額の１／２を補助

【繰越明許】

　入所系事業所　光熱費：１事業所あたり２０，０００円＋定員１人あたり５，０００円

　　　　　　食材料費：定員１人あたり　２，０００円

　通所系事業所　光熱費：１事業所あたり２０，０００円

　　　　　　　　車両燃料費：１事業所あたり１０，０００円

　　　　　　　　食材料費：１事業所あたり１５，０００円

　訪問系事業所　光熱費：１事業所あたり２０，０００円

　　　　　　　　車両燃料費：１事業所あたり１０，０００円

【現年】 

　　入所系事業所　定員１人あたり　　７，５００円

　　通所系事業所　１事業所あたり　６５，０００円

　　　　　　　　（障がい児事業所は５０，０００円）

　　訪問系事業所　１事業所あたり　５０，０００円

＜計画未達の理由＞

　①大きな負担増ではないことなどにより、申請しない法人があったため、計画に到達し

　なかった。

　②福島県が実施する補助金の交付を受けた事業者に対し交付するもので、福島県の補助

　金にかかる申請期間が、令和７年２月～３月末であったため、本補助金の申請期間を令

　和７年４月３０日までとし、予算を繰越したため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
　①交付件数【繰越明許】
　②交付件数【現年】

①１０件
②１１件

①８件
②３件

223
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 04 L4 29

（前年度）

国庫支出金 0 85

重度身体障がい者タクシー運賃助成事業 85 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部社会福祉課 95
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事      業      内      容
決算書

ページ

　重度身体障がい者の経済負担の軽減と生活の安定を図るため、タクシー運賃の一部（初

乗り）を助成した。

事業内容

　助成額等　タクシー初乗り運賃を年２０回まで助成

　対象者　　身体障害者手帳１級の上・下肢、体幹機能及び視力障がい者で、自動車税又

　　　　　　は軽自動車税の減免を受けていない者

＜計画未達の理由＞

　令和５年度の利用人数が１２人で、令和６年度の更新において１人が利用不用となった

ことから、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

タクシー券の利用人数 １２人 １１人

223
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 05 52 20

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金 13,117 県　支出金 0

（高齢者施設等） 地 方 債 0

（繰越明許費） 8,002 そ の 他 0

国庫支出金 5,115 8,002

健康福祉部長寿福祉課 （前年度）

9,974
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事      業      内      容
決算書

ページ

　原油価格・物価高騰による介護サービス等事業者への影響を緩和するため、市内高齢者

施設事業者に対し補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　高齢者施設事業者（福島県が実施する「福島県社会福祉施設等物価高騰対策

　　　　　　事業」の交付決定を受けた事業者）

　補助額　　県の補助金額の１／２を補助

【繰越明許】

　入所系事業所　光熱費：１事業所あたり４０，０００円＋定員１人あたり５，０００円

　　　　　　　　食材料費：定員１人あたり２，０００円

　通所系事業所　光熱費：１事業所あたり４０，０００円

　　　　　　　　車両燃料費：１事業所あたり１０，０００円

　　　　　　　　食材料費：１事業所あたり１５，０００円

　訪問系事業所　光熱費：１事業所あたり４０，０００円

　　　　　　　　車両燃料費：１事業所あたり１０，０００円

【現年】

　入所系事業所　定員１人あたり７，５００円

　通所系事業所　１事業所あたり６５，０００円

　訪問系事業所　１事業所あたり５０，０００円

　複合型サービス事業所　定員１人あたり７，５００円

＜計画未達の理由＞

　①市内高齢者施設分について予算計上を行ったが、県支援金の交付決定を受けた高齢者

　施設事業者が見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

　②県支援金の交付決定を受けた高齢者施設事業者に対し交付するものであるが、福島県

　の申請期間が、令和７年３月末までであったため、年度内の申請件数が計画に到達しな

　かった。（令和７年度予算へ繰越し）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
①交付件数【繰越明許】
②交付件数【現年】

①３７件
②３７件

①２０件
②１３件

223
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 05 57 20

（前年度）

03 01 05 58 20

03 01 05 59 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 23,102

国庫支出金 0 21,256

高齢者補聴器購入費助成事業 21,256 県　支出金 0

86

健康福祉部長寿福祉課

国庫支出金 0 17

社会福祉法人による利用者負担軽減措置事業 58 県　支出金 41

補助金 地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

老人クラブ活動等社会活動促進事業補助金 3,251 県　支出金 1,757

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 3,511

国庫支出金 0 1,494
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事      業      内      容
決算書

ページ

　高齢者の生きがいを高め、健康増進や社会参加を促すため、老人クラブ活動等に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　南相馬市老人クラブ連合会

　単位クラブ　４３クラブ（原町区２４、鹿島区１２、小高区７）

　　　　　　　会員数　１，６０４人

　実施内容　　健康づくり・介護予防支援事業　８事業

　　　　　　　地域支え合い事業　１事業

＜計画未達の理由＞

　会員数の減少や担い手の不足により活動団体数の減少等に伴い、申請件数が見込みを下

回ったことから、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　社会福祉法人等が提供する介護サービスを低所得者が利用した場合に、当該法人が措置

した負担軽減額の一部を助成するため、補助要件を満たす事業所に対し補助金を交付した。

事業内容

 軽減額の合計額が一定の額を超えた社会福祉法人等への助成

＜計画未達の理由＞

　補助要件を満たす事業所の数が見込みを下回ったことから、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　聴力機能の低下により日常生活に支障がある高齢者に補聴器の装用を促進することによ

り、高齢者の社会参加及び地域交流を支援し、高齢者の認知症予防に資するため、補聴器

の購入に要する費用を助成した。

事業内容

　対象者　　　市内に住所を有する６５歳以上で、コミュニケーションに支障をきたし、

　　　　　　　医師により難聴であると診断された高齢者

　助成額上限　非課税世帯　１００千円

　　　　　　　課税世帯　　　７５千円

＜計画未達の理由＞

　市での周知に加え、病院や補聴器販売店からの事業周知も行っていただいたが、申請件

数が見込みより少なく、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

223

223

223

助成件数 １９２件 １７３件

４件 ２件補助金交付件数

補助金交付件数 ４９件 ４３件

- 117 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 05 F5 20

（前年度）

03 01 05 F6 20

（前年度）

03 01 05 G1 20

（前年度）

国庫支出金 0 1,501

介護従事者養成事業 7,978 県　支出金 6,477

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 6,505

老人クラブ育成事業 6,505 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 10,527

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 16,299

国庫支出金 0 16,938

介護事業所就労支援助成事業 16,938 県　支出金 0

健康福祉部長寿福祉課 6,497
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市内介護事業所で不足する介護職員を養成・確保し、事業所への就業につなげるため、

講座を開催した。

　また、介護福祉士国家資格の取得を目指す者に対し、実務者研修受講の支援を行った。

事業内容

　介護職員初任者研修講座の開催（２０人×２回）

　介護職員実務者研修講座の開催（２０人×２回）

＜計画未達の理由＞

　研修を実施するにあたり、講師派遣等の調整の結果、研修受入人数を見直しをしたため、

計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　高齢社会にあって、高齢者が生き生きと安心して元気に暮らせる環境づくりを推進する

ため、老人クラブの育成を促進した。

事業内容

　委託先　社会福祉法人　南相馬市社会福祉協議会

　内容　　老人クラブ育成事業支援員の配置による老人クラブ活動の育成支援

　支援員配置　２人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内で不足する介護職人材を確保するため、市内介護事業所へ就職した者に対し、就労

奨励金・住宅手当助成金を支給した。

事業内容

　就労奨励金

　　助成対象　　市内介護事業所に就職した者

　　助成金額　　【有資格者】市内外からの就職者へ４００千円

　　　　　　　　【無資格者】市外からの就職者へ３００千円

　　　　　　　　　　　　　　市内からの就職者へ２００千円

　　助成期間　　就職後１年（半年ごと２回支給）

　住宅手当助成

　　助成対象　　市外から市内介護事業所に就職した者

　　助成金額　　アパート代の１／２を助成（上限４０千円／月）

　　助成期間　　３年間

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①初任者研修講座実施回数
②実務者研修講座実施回数

①２回（２０人）
②２回（２０人）

①２回（１５人）
②２回（１５人）

２人 ２人支援員配置人数

①就労奨励金
②住宅手当助成金

①５５件
②４０件

①５８件
②４０件

225

225

225
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 05 G2 20

（前年度）

03 01 05 H3 20

（前年度）

03 01 05 N1 20

（前年度）

健康福祉部長寿福祉課 3,025

国庫支出金 0 3,025

車いす同乗軽自動車貸出事業 3,025 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 4,886

国庫支出金 0 4,772

外出支援サービス事業 4,772 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 799

国庫支出金 0 795

徘徊高齢者等位置情報探索機器貸与事業 795 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　健康で生きがいのある長寿福祉社会をつくるため、市内に居住する歩行が困難な高齢者

や重度な身体障がい者、知的障がい者等の家族に対し、外出を支援するための車いす同乗

軽自動車を貸出した。

事業内容

　対象者　　自力で歩行が困難な高齢者等の家族等

　内容　　　車いす同乗軽自動車の貸出

＜計画未達の理由＞

　関係機関等に対し制度周知に努めたが、見込みより利用者が少なかったため、計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　在宅高齢者の医療機関等への外出の機会を提供することにより、住み慣れた地域社会の

中で引き続き生活するための支援を行った。

事業内容

　対象者　　概ね６５歳以上の高齢者で心身に障がいがあるために一般の交通機関を利用

　　　　　　することが困難な者であって、市県民税非課税世帯の者

　内容　　　スロープ付車両による利用者の居宅と医療機関等との間を送迎

＜計画未達の理由＞

　関係機関等に対し制度周知に努めたが、見込みより利用者が少なかったため、計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　認知症等により徘徊のおそれがある高齢者の事故防止を図るとともに、家族介護の負担

軽減を図るため、徘徊高齢者の親族に対し、位置情報探索機器を貸与した。

事業内容

　対象者　　徘徊のおそれのある市内に住所を有する高齢者の親族

　内容　　　徘徊のおそれがある高齢者等が身につけることにより、その所在をインター

　　　　　　ネット等により確認できる位置情報探索機器の貸与

＜計画未達の理由＞

　関係機関等に対し制度周知に努めたが、見込みより利用者が少なかったため、計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

車いす同乗軽自動車の貸出件数 ２６６件 ２６０件

移送サービスの回数 ５３５回 ４２９回

位置情報探索機器貸与件数 ４４件 ２３件

225

225

225
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 05 N4 20

（前年度）

03 01 05 N5 20

（前年度）

03 01 05 N6 29

（前年度）

健康福祉部長寿福祉課 9,941

国庫支出金 0 12,281

敬老祝金等支給事業 12,281 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 2,533

軽度生活援助事業 2,992 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 459

健康福祉部長寿福祉課 2,926

健康福祉部長寿福祉課 5,607

国庫支出金 1,555 4,808

高齢者にやさしい住まいづくり助成事業 6,363 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

- 122 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　高齢者福祉の増進を図るため、高齢者の長寿を祝い、祝金又は祝品を支給した。

事業内容

  支給額 ７７歳（喜寿）　　　５千円

８８歳（米寿）　　１０千円

９９歳（白寿）　　１０千円相当の祝品

１００歳（百寿）１００千円

＜計画未達の理由＞

　予算計上した人数（計画人数）については、当該年度において対象となる最大の人数を

計上したものである。そのため、年度途中に死亡、転出等が生じたことから計画に到達し

なかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　自立した生活の継続と要介護状態への進行を防止するため、概ね６５歳以上の単身世帯

や高齢者のみの世帯等に対し、軽易な日常生活上の援助を行った。

事業内容

　対象者　　　概ね６５歳以上の一人暮らし高齢者等で、日常生活上援助が必要な者

　　　　　　　（要介護認定者は除く）

　利用回数等　週２回各１時間又は週１回２時間

　利用者負担　１時間２００円

　委託先　　　南相馬市シルバー人材センター

　委託料　　　委託料１時間１，３５０円

＜計画未達の理由＞

　関係機関等含め制度周知に努めたが、対象者の介護保険サービスへの移行及び死亡や施

設入所等による廃止に伴い、計画件数には到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　高齢者の自立した在宅生活の継続を支援するため、住宅改修を実施する者に対し、住宅

改修資金を助成した。

事業内容

　対象者　　　要介護又は要支援認定者を除く６０歳以上の高齢者

　助成内容　　介護保険法に規定する居宅介護住宅改修費の支給対象となる住宅改修

　補助率　　　９／１０（上限：１８０千円）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

敬老祝金または祝品の支給人数
①７７歳（喜寿）
②８８歳（米寿）
③９９歳（白寿）
④１００歳（百寿）

①９４５件
②４５５件
③　７１件
④　４５件

①８９０件
②４１１件
③　４７件
④　３１件

軽度生活援助人数 ５７人 ３８人

助成金交付件数 ３９件 ４２件

225

225

225
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 05 N7 29

（前年度）

03 01 05 N8 20

（前年度）

マッサージ等施術費助成事業 353 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 257

健康福祉部長寿福祉課 338

国庫支出金 0 96

国庫支出金 0 119

徘徊高齢者等早期身元特定事業 119 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 154
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事      業      内      容
決算書

ページ

　高齢者等の健康の保持増進を図るため、鍼灸マッサージ施術料の一部を助成した。

事業内容

　対象者　　　市県民税非課税又は均等割のみ課税の者のうち、次のいずれかに該当する者

　　　　　　　　７０歳以上の者

　　　　　　　　身体障害者手帳１級及び２級の交付を受けた者

　助成金額等　年間６千円（上限）（１千円券　６枚交付）

　　　　　　　ただし申請月により交付枚数変更

＜計画未達の理由＞

　関係機関等に対し制度周知に努めたが、見込みより利用者が少なかったため、計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる地域づくりを推

進するため、徘徊のおそれがある高齢者が、徘徊により警察等に保護された場合に早期に

身元を特定できるよう、高齢者の情報を予め登録したＱＲコードシール等を交付した。

事業内容

　対象者　　概ね６５歳以上で徘徊のおそれのある高齢者の擁護者

　内容　　　徘徊のおそれがある高齢者の情報を予め登録したＱＲコードシール等の交付

＜計画未達の理由＞

　関係機関等に対し制度周知に努めたが、見込みより利用者が少なかったため、計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

助成金交付件数 １１９件 ９６件

ＱＲコード交付件数
４７件

（継続　３４件
　  新規　１３件）

２７件
（継続　１３件

　  新規　１４件）

225

225
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 05 N9 29

（前年度）

03 01 05 R2 20

（前年度）

03 01 07 R1 80

（前年度）

健康福祉部長寿福祉課 16,831

国庫支出金 0 16,841

緊急通報システム事業 16,841 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 595

金婚祝賀会開催事業 615 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 20

高松ホーム営繕事業費（原町区） 5,390 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 5,390

健康福祉部高松ホーム 8,195

国庫支出金 0 0

健康福祉部長寿福祉課 718
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事      業      内      容
決算書

ページ

　急病や災害等の緊急時に、迅速かつ正確な救護体制を整備することにより、人命の安全

を確保し、生活不安を解消するとともに、在宅での自立した生活を支援するため、緊急通

報装置を貸与した。

事業内容

　対象者　　概ね６５歳以上の単身世帯、高齢者のみの世帯及び身体障がい者のみの世帯

　　　　　　等で日常生活上安全確保が必要な者

　内容　　　緊急通報装置一式（機器本体＋ペンダント又は携帯電話型機器、人感センサ

　　　　　　ー）の貸与

　　　　　　受信センターで２４時間３６５日対応し、定期的に見守りコールを実施

＜計画未達の理由＞

　利用者の施設入所や死亡などに伴い、廃止件数が増加したため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　結婚５０周年という大きな節目を迎えた夫婦に対し、祝意を表するため、金婚祝賀会を

開催した。

事業内容

　金婚祝賀会

　　開催日　令和６年１１月２２日（金）

　　会　場　ホテル丸屋グランデ

　　対象者　結婚５０周年を迎えた夫婦参加者　１５組３０人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　入所者が健康で安心な生活ができる環境を整備するため、施設の改修工事等を行った。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

工事等の実施 工事等の実施スプリンクラーポンプユニット交換工事

利用者件数

利用者件数
４４０件

（純増件数
２０件）

利用者件数
３９５件

（純増件数
５４件）

祝賀会開催 １回 １回

225

225

227
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 01 10 F1 20

（前年度）

市民生活部市民課 －

国庫支出金 0 7,216

健康診査等事業 26,216 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 19,000
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事      業      内      容
決算書

ページ

　福島県後期高齢者医療広域連合から委託を受け、後期高齢者医療被保険者を対象に医療

受診が必要な被保険者の早期発見と重症化予防を目的に健康診査を実施した。また、心電

図及び眼底検査実施希望者に対して市独自で追加実施した。

　市外避難者に対しては、受診した健康診査に係る費用の助成を行った。

事業内容

（１）健康診査

①検査項目

基本的な検査項目

問診、身体測定、血圧測定、血液検査（脂質、血糖、肝機能）等

追加項目

心電図検査、眼底検査

②実施時期等

集団検診　７月～８月　３９日間

 　受診者数：２，２１４人

施設検診　９月～１月　２１施設で実施（市内１６施設、市外５施設）

　 受診者数：２３８人

（２）助成事業

①検査項目

基本的な検査項目

問診、身体測定、血圧測定、血液検査（脂質、血糖、肝機能）等

追加項目

心電図検査、眼底検査

②助成上限額等　７，１５０円　助成人数：３人

＜計画未達の理由＞

　受診率の目標値は、福島県後期高齢者医療広域連合が令和５年度に策定した「第３期保

健事業実施計画」において、令和６年度の健康診査事業に係る目標値が県内一律に２７．

３％と定められている。本市においては、令和５年度と比べて受診者数は２７人増加した

ものの、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

229

受診率 ２７．３％ ２２．７％
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 22 20

03 02 01 50 20

（前年度）

国庫支出金 1,610 4,341

子ども家庭総合支援拠点運営事業 5,976 県　支出金 25

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 4,544

国庫支出金 200 200

延長保育促進事業補助金 600 県　支出金 200

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 900
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事      業      内      容
決算書

ページ

　すべてのこどもが心身ともに健やかに育成されるよう、こども及び妊産婦の福祉に関し、

保健・医療・教育等の関係機関と連携を図り、実情の把握、相談対応、調査、継続的なソ

ーシャルワークを中心とした機能を担う子ども家庭総合支援拠点を設置運営した。

事業内容

　職員配置　子ども家庭支援員等　２人

こどものための家族相談会　６回

＜計画未達の理由＞

  アドバイザー招聘については、児童相談所職員から助言を受けて対応したことにより、

アドバイザーに依頼するケースが無かったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　仕事と子育てを両立できる環境を整備するため、延長保育事業を実施する私立保育所に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　実施施設　　　よつば保育園、よつば乳児保育園西町園

　延長保育時間　保育時間を３０分延長

　利用延人数　　５８４人

　補助額　　　　１施設あたり３００千円

＜計画未達の理由＞

　延長保育は４施設で実施予定であったが、みなみそうまペンギン国際幼児園は延長保育

の利用者がいなかったこと及び北町保育所は延長保育利用者数において補助金交付基準に

満たなかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①子ども家庭支援員（常時配置）
②こどものための家族相談会
③アドバイザー招聘

①２人
②６回
③８回

①２人
②６回
③０回

交付施設 ４施設 ２施設

231

231
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 51 20

（前年度）

03 02 01 52 20

（前年度）

03 02 01 53 20

（前年度）

国庫支出金 685,050 189,320

民間保育所等施設整備事業補助金 874,370 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 411

こども未来部こども育成課 16,357

地域保育施設支援事業補助金 572 県　支出金 161

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 581

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 1,629

国庫支出金 0 1,629

障がい児保育事業補助金 1,629 県　支出金 0

- 132 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　保護者の子育てと就労等の両立を支援するとともに、乳児・幼児の健全な育成に寄与す

るため、こども園施設整備を行う民間事業者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　学校法人原町みなみ学園（原町みなみこども園）

　　　　　　　場所　　原町区国見町一丁目５０番地

　　　　　　　補助額　２０８，３２０千円

　　　　　　学校法人カトリックさゆり（さゆり幼保園）

　　　　　　　場所　　原町区大木戸字八方内１３３番地

　　　　　　　補助額　３４５，０７７千円

　　　　　　社会福祉法人ちいろば会（はらまち認定こども園聖桜）

　　　　　　　場所　　原町区高見町二丁目２２番地６

　　　　　　　補助額　３２０，９７３千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　認可外保育施設に入所している児童等の処遇を改善し、児童福祉の向上を図るため、認

可外保育施設運営に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象施設　　託児所ひまわり、幼児の家

　対象事業及び補助額

　地域保育施設運営費助成事業　託児所ひまわり　２２０千円

　　　　　　　　　　　　　　　幼児の家　　　　　６０千円

　入所児童健康診断費助成事業　託児所ひまわり　　６２千円

　入所児童支援事業　　　　　　託児所ひまわり　１４１千円

　　　　　　　　　　　　　　　幼児の家　　　　　８９千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　保育環境の向上を図るため、軽度又は重度障がいのある児童の保育を実施している保育

所及び認定こども園に対し、補助金を交付した。

事業内容

　実施施設　原町聖愛こども園

　補助内容　障がい児保育補助　８６４千円（重度１人）

　　　　　　円滑化事業　　　　７６５千円（１施設）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

交付施設 ３施設 ３施設

交付施設 ２施設

交付施設 １施設 １施設

２施設

231

231

231
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 54 29

（前年度）

03 02 01 55 20

（前年度）

国庫支出金 0 16,736

こども未来部こども育成課 14,729

国庫支出金 665 0

認可外保育所入所者支援助成金 13,476 県　支出金 453

地 方 債 0

そ の 他 12,358

民間保育所等給食食材費補助金 16,736 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 16,082
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事      業      内      容
決算書

ページ

　子育て環境の充実を図るため、認可外保育施設に入所している児童の保護者に対し、助

成金を交付した。

事業内容

　対象者　　　市内に住所を有し、市内の認可外保育施設に入所している児童の保護者

　対象施設　　託児所ひまわり、幼児の家、院内保育所おひさま、ひばりっこ保育室

　助成限度額　月額４２千円

　施設別内訳

　　託児所ひまわり　　　７，２９０千円（上半期２０人、下半期２０人）

　　幼児の家　　　　　　３，１４３千円（上半期　７人、下半期１１人）

　　院内保育所おひさま　２，９８３千円（上半期１７人、下半期２０人）

　　ひばりっこ保育室　　　　　６０千円（上半期　１人、下半期　１人）

＜計画未達の理由＞

　利用者数が想定を下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　子育て環境の充実を図るため、民間保育所等が提供する給食用食材費に対し、補助金を

交付した。

事業内容

　対象施設　　北町保育所、よつば保育園、原町聖愛こども園、

　　　　　　　みなみそうまペンギン国際幼児園

　対象年齢　　３歳～５歳児

　補助限度額　１人当たり月額７，７００円

　交付額及び対象児童数

　北町保育所　　　　　　　　　　　２，４６４千円（　３１人）

　よつば保育園　　　　　　　　　　７，７０４千円（１０１人）

　原町聖愛こども園　　　　　　　　４，５３５千円（　５２人）

　みなみそうまペンギン国際幼児園　２，０３３千円（　２２人）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

交付延べ人数 １３９人 ９７人

交付施設 ４施設 ４施設

231

231
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 56 20

（前年度）

03 02 01 59 20

（前年度）

03 02 01 60 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

こども未来部こども家庭課 72,587

国庫支出金 26,597 26,831

放課後児童健全育成事業費補助金 79,983 県　支出金 26,555

地 方 債 0

そ の 他 0

在宅保育支援金 48,559 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 48,559

こども未来部こども家庭課 52,850

こども未来部こども家庭課 4,212

国庫支出金 0 0

子育て応援基金助成事業 4,923 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 4,923
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事      業      内      容
決算書

ページ

　児童の健全な育成を図るため、児童厚生施設の運営費に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市社会福祉協議会,特定非営利活動法人トイボックス

　補助率　　定額

　　仲町児童クラブ ２２，１９７千円

　　　　　　（仲町児童クラブ、高平児童クラブ）　　高平児童クラブ １６，８４９千円

　　　　　　　　錦町児童クラブ ２３，７５８千円

　　　　　　（錦町児童クラブ、けやき児童クラブ）　　けやき児童クラブ １７，１７９千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　多様な保育環境を支援するため、家庭において保育を行っている保護者に対し、在宅保

育支援金を交付した。

事業内容

　対象者　　　市内に住所を有し、かつ居住している者（市外居住者を除く）

　　　　　　　保育園等を利用しない、満３歳に達する日までの乳幼児を養育している者

　支給児童数  ６１６人　　支給額　対象児童１人につき月額１０千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域全体で、こどもと子育て家庭を応援する体制づくりを推進するため、各種団体等が

自主的かつ主体的に実施する子育て支援事業に対し、助成金を交付した。

事業内容　　

　事業実施団体件数　８件

　　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会 ２４３千円

　　ＮＰＯ法人　南相馬サイエンスラボ １４０千円

　　特定非営利活動法人みんな共和国 ５４４千円

　　トモダチプロジェクト １，０００千円

　　おひさまクラブ ５８６千円

　　Ｔｗｉｎｋｌｅ（トゥインクル） ９３１千円

　　桃の駅 ６５３千円

　　社会福祉法人福陽会 ８２６千円

   ＜計画未達の理由＞　

　実績等を踏まえ、助成金交付件数を見込んだが、申請団体が少なかったため、計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付対象施設数 ４施設 ４施設

支給対象児童数 ６１４人 ６１６人

助成金交付件数 １１件 ８件

231

231

231
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 66 20

（前年度）

03 02 01 68 20

（前年度）

認定こども園・地域型保育事業所保護者助成 18,904 県　支出金 0

事業補助金 地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 20,588

国庫支出金 0 18,904

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 2,285

国庫支出金 1,164 1,035

保育士宿舎借り上げ支援事業補助金 2,328 県　支出金 129
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事      業      内      容
決算書

ページ

　認定こども園及び地域型保育事業所を利用する園児の保護者の経済的負担を軽減するた

め、在園児の保護者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　市内に住所を有し、市内の認定こども園・地域型保育事業所在園児の保護者

　対象園　原町聖愛こども園、原町にこにこ保育園、なかよし園、聖愛ちいろば園

　　　　　ユニソンワールド保育園

　補助率　定額

　交付額及び対象児童数

　　原町聖愛こども園　　　　３，９８６千円（１１人）

　　原町にこにこ保育園　　　２，１７２千円（　７人）

　　なかよし園　　　　　　　３，５５４千円（　９人）

　　聖愛ちいろば園　　　　　４，９６８千円（１５人）

　　ユニソンワールド保育園　４，２２４千円（１４人）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　保育士の人材確保、就業継続及び離職防止を図るため、事業者が保育士の宿舎を借り上

げる費用に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助限度額　　１戸当たり月額上限７０千円又は４３千円

　交付額及び利用者数

　　北町保育所　　　　　　５１６千円（１人）

　　よつば保育園　　　１，２９６千円（２人）

　　原町聖愛こども園　　　５１６千円（１人）

＜計画未達の理由＞

　よつば保育園で利用者を３人と見込んでいたが、うち１人が宿舎を利用しなかったため、

計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

５６人交付人数 ５２人

４人交付対象者数 ５人

231

231
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 69 20

（前年度）

03 02 01 72 20

（前年度）

03 02 01 F4 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 5,998

国庫支出金 2,786 1,394

保育体制強化事業補助金 5,573 県　支出金 1,393

こども未来部こども家庭課 －

国庫支出金 3,835 4,487

病児保育事業補助金 12,157 県　支出金 3,835

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 0

幼稚園・保育園等適正化推進事業 28 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 28

こども未来部こども育成課 37
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事      業      内      容
決算書

ページ

　保育士の離職防止と働きやすい職場環境を整備するため、子育て経験者など地域の多様

な人材を保育支援者として配置する事業者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助限度額　　　　１園あたり月額１４５千円

　保育支援者の業務　保育設備、遊ぶ場所、遊具等の消毒・清掃、

　　　　　　　　　　給食の配膳・後片付け、寝具の用意・後片付け、園外活動時の見守

　　　　　　　　　　り等

　交付額及び雇用者数

　　北町保育所　　　　　　　　　　　１，７４０千円（１人）

　　みなみそうまペンギン国際幼児園　　　６２３千円（１人）

　　よつば保育園　　　　　　　　　　１，４７０千円（２人）

　　原町聖愛こども園　　　　　　　　１，７４０千円（１人）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　保護者が就労している場合等において、児童が病気の際に自宅での保育が困難な場合の

保育需要に対応するため、医療機関に付設された施設等において病気の児童を一時的に保

育する病児保育事業を実施する事業者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　補助対象者　病児保育事業を実施する市内医療機関等

　補助率　　　定額

　補助金　　　病児保育事業の実施に係る実費用

　　　　　　　ただし、こども・子育て支援交付金交付要綱の病児保育事業に係る補助基

　　　　　　　準額を上限とする。

　実施団体　　１団体

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　公立施設の適正規模等の検討を行うため、南相馬市幼稚園・保育園等のあり方に関する

課題・対応方針（令和３年２月策定）に基づき、南相馬市幼稚園・保育園等あり方検討委

員会を開催した。

＜計画未達の理由＞

　実績を踏まえ委員会の開催回数を見込んだが、休園施設の廃止に係る案件１件で他の案

件がなかったことから、開催回数が見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　１団体

委員会の開催 ２回 １回

交付対象者数 ５人

実施団体 　１団体

５人

231

231

231
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 F7 20

（前年度）

03 02 01 F8 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

ママパパ応援子育て支援アプリはぐらいふ事 660 県　支出金 0

業 地 方 債 0

そ の 他 660

こども未来部こども家庭課 660

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 163 164

ファミリーサポート推進事業 490 県　支出金 163

こども未来部こども家庭課 3,493
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事      業      内      容
決算書

ページ

　出産・子育てする方の希望実現と子育て環境のさらなる向上を図るため、子育て支援ア

プリを運用した。

事業内容

　子育て支援アプリ（はぐらいふ）の運用

　アプリ機能

　　母子健康手帳機能（紙の母子手帳と併用して、成長記録や予防接種スケジュール管理

　　をサポートする機能）

　　　妊産婦とこどもの健康データ記録・管理

　　　予防接種のスケジュール管理

　　　こどもの成長記録と写真の管理

　　子育て情報機能（市の子育て情報を必要な時期に必要な相手に直接的に届ける機能）

　　　プッシュ通知による地域情報の発信（年齢別の対応可）

登録者数　７６５人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　子育て家庭が仕事と育児を両立し、安心して働くことができる社会環境を築くとともに、

地域の子育てを支援するため、ファミリーサポートセンター事業を実施した。

事業内容

　会員の募集登録、会員組織運営

　会員の相互援助活動の調整

　会員に対する講習会の実施

　保育サポーター養成講座の実施

　ひとり親家庭に対する利用料の助成（１／２：月上限２０千円）

　年間利用件数　５９６件

　登録会員数

　　おねがい会員　　　１５８人

　　まかせて会員　　　　４１人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

子育てに関する情報発信 ３６件 ４９件

登録会員数 １８０人 １９９人

233

233
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 F9 20

（前年度）

03 02 01 G1 29

（前年度）

国庫支出金 0 4,522

幼児通級指導（ことばの教室）事業 4,522 県　支出金 0

地 方 債 0

災害等遺児支援金支給事業 1,000 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,000

こども未来部こども家庭課 1,400

国庫支出金 0 0

こども未来部こども家庭課 2,818

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　言語やコミュニケーションに何らかの問題がある幼児を対象に、健全な成長を促すため

言語聴覚士と指導員が、言語聴覚士の指導計画と指示のもと、個々に応じた言語指導を行

った。

事業内容

　対象者　　言語やコミュニケーションに何らかの問題があり、保護者が指導を希望して

　　　　　　いる、概ね４～５歳児

　　　　　　実人数２２人、延べ人数４５８人

　実施場所　原町第一小学校内のことばの教室等

　配置職員　フルタイム（保育士）　１人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　災害等遺児の健全な育成及び福祉の向上を図るため、国指定の災害又は交通事故により、

父母又は父母の一方を失った児童を養育する者に対し、遺児支援金を支給した。

事業内容

　支給対象　国指定の災害又は交通事故により、父母又は父母の一方を失った児童（以下

　　　　　　遺児）の養育者

　支給要件　市内に居住しており、支給日の属する年度の３月３１日時点で満１８歳まで

　　　　　　の年齢である遺児を養育しており、かつ同一世帯に居住していること

　支援金額　０～６歳（未就学児）　　　年額２００千円（０件）

　　　　　　７～１５歳（小・中学生）　年額３００千円（２件）

　　　　　　１６～１８歳（学生等）　　年額４００千円（１件）

＜計画未達の理由＞

　実績等を踏まえ、支援金支給対象者数を見込んだが、見込みを下回ったため、計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

幼児ことばの教室開室日数 週５日 週５日

支援金支給対象者数 ４人 ３人

233

233
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 G2 20

（前年度）

03 02 01 G5 20

（前年度）

こども未来部こども家庭課 1,619

国庫支出金 1,006 94

発達障がい等児童早期発見・早期支援事業 1,454 県　支出金 354

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 2,138

国庫支出金 54 809

児童虐待防止ネットワーク強化事業 917 県　支出金 54

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　支援を必要とする児童等のより良い発達を促すため、幼稚園・保育園等、放課後児童

クラブ、母子健康係、教育委員会及び医療機関・療育機関等の連携を図り支援を行った。

事業内容

　個別相談事業

　・保護者、幼稚園、保育園等からの個別相談

　巡回相談事業

　・幼稚園・保育園・認定こども園（年４０回）

　・放課後児童クラブ等（年２０回）

　発達支援研修会（年６回）

　児童クラブ支援員研修会（年３回）

　保護者向け講座（年１クール６回）

　南相馬市・飯舘村地域自立支援協議会こども発達支援部会

 ＜計画未達の理由＞　

  　昨年の実績を踏まえ計画を立てたが放課後児童クラブ巡回相談の要望が見込みを下回っ

たため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応に資するため、要保護児童対策地域協議会の

調整機関職員やネットワーク構成機関職員の専門性強化及び地域ネットワーク構成員の連

携強化を図った。

事業内容

　要保護児童対策地域協議会の開催

　代表者会議　年２回、実務者会議　年４回、ケース会議随時（実績：１３回）

　地域ネットワーク構成員を対象とした研修会開催　２回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①１１０人
②  ６０回
③　　６回
④　　３回
⑤１クール
（６回）

①１３５人
②　４８回
③　　７回
④　　３回
⑤１クール
（６回）

①個別相談事業
②巡回相談事業
③発達支援研修会
④児童クラブ支援員研修会
⑤保護者向け講座

要保護児童対策地域協議会の開催
①代表者会議
②実務者会議
③調整機関職員配置
④虐待対応研修会

①２回
②４回
③２人
④２回

①２回
②４回
③２人
④２回

233

233
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 G7 20

（前年度）

03 02 01 G8 20

（前年度）

原町区認定こども園整備推進事業 27,999 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 27,999

こども未来部こども育成課 3,405

国庫支出金 0 0

地 方 債 0

そ の 他 357

こども未来部こども家庭課 408

国庫支出金 0 0

はぐらいふファミリーフォトコンテスト事業 425 県　支出金 68
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事      業      内      容
決算書

ページ

　南相馬市幼稚園・保育園等のあり方に関する課題・対応方針（令和３年２月策定）に基

づく老朽化施設対応のため、原町あずま保育園及び原町さくらい保育園を民間活力による

公私連携幼保連携型認定こども園として整備を進めた。

事業内容

　三者協議会の開催

　進入路の整備、フェンスの撤去・再設置等

＜計画未達の理由＞

　三者協議会の開催回数が見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　子育てに対する市民意識の醸成を図るため、市民から家族団らん等の写真を募集・公表

し、こどもの可愛らしい姿などを感じる機会と親子または家族におけるコミュニケーショ

ンの機会を創出するフォトコンテストを実施した。

事業内容

　ファミリーフォトコンテスト

　　対象者：市に住所を有する方またはお住まいの方（市ＨＰ等での公表了承が要件）

　　応募件数：１５２件

　　賞：最優秀賞（１点）、優秀賞（４点）、ファミリー賞（５点）、

　　　　参加賞（写真入カレンダー）

　　テーマ：「家族っていいね」

　　　　　　日常の何気ない時間や笑顔あふれるひとときを撮影した家族写真を募集

＜計画未達の理由＞

　ＨＰや広報等で周知を行ったものの、応募件数が見込件数１６０件を下回ったため、計

画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

２回三者協議会の開催 ３回

応募件数 １６０件 １５２件

233

233
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 H1 20

（前年度）

03 02 01 H2 29

（前年度）

国庫支出金 0 0

こども・子育て応援機運醸成事業 6,454 県　支出金 4,296

地 方 債 0

そ の 他 2,158

こども未来部こども家庭課 1,332

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 102,025

国庫支出金 0 54,965

乳幼児子ども医療費助成事業 101,598 県　支出金 46,633
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事      業      内      容
決算書

ページ

　こどもの成長と子育てを地域全体で応援する機運の醸成を図るため、こども未来フェス

ティバルを開催した。

事業内容

　こども未来フェスティバルの開催

　　令和６年１１月１６日開催（会場　南相馬市民文化会館ゆめはっと他）

来場者数　約２，０００人

子育て支援の情報発信や子育て相談コーナーの設置、子育て団体の取組やベビーファ

ースト企業等の紹介。さらに、こども達のステージ発表、キャラクターショー、各種

ワークショップ等を実施し、運営には高校生ボランティアも参加した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　子育て家庭の経済的負担を軽減するとともに、良好な子育て環境の整備とこどもの健全

な育成を図るため、出生時から１８歳になるまでのこどもの医療費の一部を助成した。

事業内容

　対象者　　　市内に住所を有する１８歳までのこども

　対象医療費　保険診療自己負担額及び食事療養費自己負担額

　助成対象者数　６，３８８人

＜計画未達の理由＞

　実績等を踏まえ、助成対象者数を見込んだが、見込みを下回ったため、計画に到達しな

かった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

地域全体でこども・子育てを応援する機運醸成が図
られたと感じる割合

７０．０％ ９４．３％

６，３８８人助成対象者数 ６，７２５人

233

233
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 H4 20

（前年度）

03 02 01 H5 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 13,920

こども未来部こども家庭課 11,113

国庫支出金 0 0

はぐパパ応援育休取得促進奨励金 13,990 県　支出金 70

巣立ち応援１８歳祝い金支給事業 24,719 県　支出金 2,054

地 方 債 0

そ の 他 22,665

こども未来部こども家庭課 26,647

国庫支出金 0 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　男性が家事・育児へ積極的に参画することにより、良好な家庭環境の創出と、女性の就

労継続やキャリアアップの促進が図られ、出生率の回復などにつながることが期待される

ことから、男性の育児参加を促進するため、育児休業を取得した男性労働者に対し、奨励

金を支給した。

事業内容

　男性育児休業取得奨励金の支給

　　対象者　　市内に住所を有し、会社などで雇用されている方等

　　　　　　　（ただし、雇用保険の被保険者に限る。常勤の公務員は対象外）

　　支給額　　５０千円（７日以上１か月未満）

　　　　　　　２００千円（１か月以上）

　　支給人数　１３人（７日以上１か月未満）

　　　　　６６人（１か月以上）

＜計画未達の理由＞
　
　 　ホームページや広報等で周知を行ったものの、申請者が計画見込みを下回ったため、計

画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　１８歳を迎えるこどもたちに祝意を示し、巣立ちへのエールを送るため、大学進学や就

職に係る準備資金となる祝い金を支給した。

事業内容

　１８歳を迎えるこどもたちに対する祝い金の支給

　　支給額　　５０千円／人

　　対象者　　南相馬市に住所を有し、支給対象年度に満１８歳に達する者

　　　　　　　（学校教育法における学年の考え方と同一。就職の有無は問わない。）

対象者数（確定）４１２人　　

ポスター制作全８種

（事業趣旨の文字版：１枚、被写体あり：高校生１枚、地域の方６枚）

３月１日卒業おめでとう撮影会の実施（７６人　２４組）

＜計画未達の理由＞

　実績等を踏まえ、支給件数を見込んだが、見込みを下回ったため、計画に到達しなかっ

た。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

支給人数
①７日以上１か月未満
②１か月以上

①４０人
②８１人

①１３人
②６６人

支給率　　１００％

支給件数 ４３０件 ４１２件

233

233
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 H6 20

（前年度）

03 02 01 H8 20

（前年度）

03 02 01 H9 20

（前年度）

1,596こども未来部こども家庭課

子育て情報発信事業 1,595 県　支出金 33

地 方 債 0

そ の 他 1,562

国庫支出金 0 0

こども未来部こども家庭課 9,084

国庫支出金 0 8,978

ようこそ赤ちゃん誕生祝い品支給事業 8,978 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 21

国庫支出金 43 44

子育て短期支援事業 230 県　支出金 43

地 方 債 0

そ の 他 100

- 154 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　子育て環境の充実を図るため、子育てに関する情報を一元化して発信することにより、

子育て家庭を支援した。

事業内容

　子育てポータルサイト管理運営

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　次代を担うこどもの誕生を祝うとともに、子育て家庭の経済的負担を軽減するため、こ

どもの保護者に祝い品を支給した。

事業内容

　支給対象者　　　出生届により住民登録をした新生児の保護者

　支給品　　　　　１人当たり２０千円分の給付券（お祝いメッセージを添えて支給）

　　　　　　　　　及び市産米（３０キロ）

　給付券対象品　　紙おむつ、おしりふき、粉ミルク

　給付券利用方法　市内登録業者から現物給付

＜計画未達の理由＞

  実績等を踏まえ、助成対象者数を見込んだが、見込みを下回ったため、計画に到達しな

かった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　児童及びその家庭の福祉の向上を図るため、児童を養育している保護者が疾病その他の

事由により、家庭において児童を養育することが一時的に困難となった場合に、児童の保

護を行う施設等において一定の期間、保護を行う体制を整えた。

事業内容

　対象児童　市内に住所を有する家庭の０歳以上の児童

　利用条件　保護者が一時的に家庭において児童を養育できない場合

　　　　　　（疾病、出産、看護、事故、災害、冠婚葬祭等）

　利用期間　７日以内

　委託費用　５，５００円／日

　実施施設　認可外保育施設幼児の家、里親の居宅

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

子育て応援ポータルサイト
年間アクセス数（表示回数）

１９，８００件 ２８，５４０件

誕生祝い品給付券数 ２８０件 ２６１件

利用日数 ２４日 ３９日

233

233

233
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 I1 20

（前年度）

03 02 01 I2 21

（前年度）

子どもの居場所づくり事業 15,912 県　支出金 5,168

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 15,890

国庫支出金 5,271 5,473

こども未来部こども家庭課 －

国庫支出金 0 5,979

こども計画策定事業（債務負担） 11,000 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 5,021
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事      業      内      容
決算書

ページ

　家庭や学校に居場所がない学齢期以降のこどもを対象に、安心・安全な居場所の提供を

行った。

　また、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、こども・家庭の状況をア

セスメント（客観的に評価）し、関係機関へのつなぎ等の支援を行った。

事業内容

　業務委託　非特定営利活動法人トイボックス（原町リトリート）

　内   容  ・安全な居場所の提供　・生活習慣の形成

　　　　　　　 ・学習の支援  ・進路等の相談支援

　　　　　 ・専門職によるアセスメント及び支援計画の策定

　　　　　 ・その他必要な支援

（実　績）通所者延べ人数　８０６人

　　　　　利用者延べ人数　１，１３０人（通所者含）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　こども基本法に基づき、本市のこども施策を総合的に推進するため、「南相馬市こども

計画」を新たに策定した。

事業内容

　「南相馬市こども計画」策定支援業務委託

　　　委託内容　南相馬市こども計画におけるアンケート調査及び計画策定業務

　計画期間　令和７年度から令和１１年度まで

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

こどもの居場所 １か所 １か所

こども計画の策定 １件 １件

235

235
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 01 I3 20

（前年度）

03 02 01 I4 20

（前年度）

03 02 01 I5 20

（前年度）

こども未来部こども家庭課 －

国庫支出金 0 2,788

出会い応援・創出事業 3,732 県　支出金 944

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 0

独身男女の多様な交流促進事業 554 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 554

国庫支出金 0 0

結婚新生活支援事業 33,933 県　支出金 10,288

地 方 債 0

そ の 他 23,645

こども未来部こども家庭課 －

こども未来部こども家庭課 －
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事      業      内      容
決算書

ページ

　異性との交際や結婚を希望する独身男女に対し、出会いや交流の機会を提供するため、

婚活支援事業を実施した。

事業内容

　①縁結びサポーターによる個別相談会・引き合わせ候補者紹介

　②縁結び成婚報奨金　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　③県主導型市町村連携広域婚活イベント開催　　　　　　　　　　

　④独身男女向け婚活イベント実施　　

　⑤結婚相談所利用者支援業務委託　　　　　　　　　　　　

　⑥福島県オンライン結婚マッチングシステム登録補助金　　　　

　⑦独身者向けセミナー実施 　 等

＜計画未達の理由＞

　ＨＰや広報等で周知を行ったものの、申込者が見込を下回ったため計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　出会いや交流を希望する独身男女に対し、出会いの機会の提供や交友関係の促進を図る

ため、趣味、レジャー活動、講座等を通じた交流イベントや交流事業を実施した。

事業内容

　独身男女向け交流イベントの実施事業数　２事業

　　①独身男女向け交流イベント（パンづくり体験会）１回

　　②独身男女向け継続交流事業（キックボクササイズ交流会）全３回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　若い世代に対する結婚の後押しと円滑な新婚生活を支援するため、結婚新生活のスター

トアップ経費を助成した。

事業内容

　結婚新生活支援事業助成金

　　対象経費　住宅取得費、住宅賃貸費、引越費、リフォーム費、家具家電購入費

　　助成額　　上限６００千円／世帯　　交付件数　１２９件

　　対象世帯　新規に婚姻（令和６年１月１日から令和７年３月３１日）した３９歳以下

　　　　　　　の夫婦

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①１５人
②１５人

①２０人
②１７人

①縁結びサポーター相談会・引合せ
②縁結び成婚報奨金
③県主導型市町村連携広域婚活イベント
④独身男女向け婚活イベント
⑤結婚相談所利用者支援業務委託
⑥オンライン結婚マッチングシステム登録補助金
⑦独身者向けセミナー実施

①１５回
②５件
③１回
④２回

⑤１５人分
⑥１０件
⑦１回

①２回
②０件
③１回
④１回

⑤６人分
⑥３件
⑦１回

結婚新生活支援事業助成金の交付件数

①交流イベント参加者
②交流事業の実参加者

１１３件 １２９件

235

235

235
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 02 F8 20

（前年度）

03 02 02 G4 20

（前年度）

多子世帯子育て応援支援金支給事業 24,300 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 24,300

こども未来部こども家庭課 20,800

国庫支出金 0 0

こども未来部こども家庭課 398

国庫支出金 469 471

子育て世帯訪問支援事業 1,409 県　支出金 469

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　出生時、小学校入学時における多子世帯への経済的支援及び市民の定住を図るため、多

子世帯子育て応援支援金を支給した。

事業内容

　対象者　①市内に住所を有し、保護者と同一世帯かつ居住している第３子以降で出生し

　　　　　　たこども（市外に居住している者は除く。）

　　　　　②市内に住所を有し、保護者と同一世帯かつ居住している小学校に入学した第

　　　　　　３子以降のこども（市外に居住している者は除く。）

　支給額　対象者①：１人につき　３００千円　対象者②：１人につき　１００千円

＜計画未達の理由＞

  小学校に入学する第３子以降のこどもについては、実績等から対象者数を見込んだが、

見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　家庭や養育環境の悪化による虐待リスク等の高まりを未然に防ぐため、家事・育児等に

対して不安・負担を抱えた子育て家庭・妊産婦・ヤングケアラー等がいる家庭にヘルパー

を派遣し、家庭や養育環境を整えた。

事業内容

　実施方法　民間委託（南相馬市社会福祉協議会）

　内　容　　家事支援（食事の準備、衣類の洗濯・補修、掃除、生活必需品の買い物等）

　　　　　　育児支援（授乳・オムツ交換の補助、離乳食の準備、もく浴の援助等）

  実　績  　訪問支援件数　４３７回（延べ）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

対象者数
①第３子以降で出生したこども
②小学校に入学した第３子以降のこども

①４５人
②８０人

利用申請者 １０人

①６３人
②５４人

１４人

237

237
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 02 G5 20

（前年度）

03 02 03 R1 20

（前年度）

国庫支出金 18,086 4,530

出産・子育て応援事業 27,142 県　支出金 4,526

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 27,537

国庫支出金 34,774 86,043

放課後児童健全育成事業 162,475 県　支出金 34,720

地 方 債 0

そ の 他 6,938

こども未来部こども家庭課 128,410
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事      業      内      容
決算書

ページ

　全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境を整備するため、妊娠期

から出産、子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につ

なぐ伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠届出や出生届出を行った妊婦等に対し、

経済的支援として出産・子育て応援給付金を支給した。

事業内容

　対象者　出産応援給付金

　　　　　　妊娠届出時の保健師による面談を受けた妊婦

　　　　　子育て応援給付金

　　　　　　出生届出後の保健師による面談を受けた児童の養育者

　支給額　出産応援給付金　　妊婦１人当たり５０千円

　　　　　子育て応援給付金　児童１人当たり５０千円

＜計画未達の理由＞

　実績等を踏まえ支給件数を見込んだが、見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　小学校に就学している児童の健全な育成を図るため、支援員の拡充を行い、放課後等に

児童厚生施設等を利用して遊びや生活の場を提供した。

事業内容

　対象　　　　　　南相馬市に在住又は在学の小学校児童

　実施児童クラブ　小高区　小高児童クラブ

　　　　　　　　　鹿島区　鹿島（１・２）、八沢、上真野児童クラブ

　　　　　　　　　原町区　東町（１・２）、原町第一、上町（１・２）、大甕、太田、

　    　　　　　　　　　　橋本町（１・２）、石神第一、石神第二（１・２・３）

                          児童クラブ

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①出産応援給付金支給件数
②子育て応援給付金支給件数

①２８０件
②２８０件

①２６８件
②２７４件

児童クラブ施設数（支援の単位数） １７施設 １８施設

237

237
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 04 50 20

（前年度）

03 02 04 51 20

（前年度）

03 02 04 F1 20

（前年度）

保育所等におけるＩＣＴ化推進事業補助金 1,500 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 －

国庫支出金 1,000 500

国庫支出金 165 0

保育所等物価高騰対策支援事業補助金 165 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 2,375

原町さくらい保育園解体事業 47,553 県　支出金 0

（繰越明許費） 47,553 地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 47,553

こども未来部こども育成課

－
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事      業      内      容
決算書

ページ

　保育士等の業務負担の軽減を図り、保育士等が働きやすい環境を整備するため、保育所

等における業務のＩＣＴ化等を推進するためのシステム導入費等に対し、補助金を交付し

た。

事業内容

　導入施設及び補助額

　北町保育所　　　　８２５千円

　原町聖愛こども園　６７５千円

＜計画未達の理由＞

　原町聖愛こども園及び聖愛ちいろば園の２施設が、社会福祉法人ちいろば会１法人とし

てシステムを導入したため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原油価格・物価高騰の影響を受けている市内民間の認可保育所、認定こども園及び小規

模保育事業所を支援するため、光熱費の補助を行った。

事業内容

　認可外保育施設

　補助額　１施設　３５千円～９５千円

　対象施設及び補助額

　　幼児の家　　　　　３５千円

　　ひばりっこ保育室　３５千円

　　託児所ひまわり　　９５千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原町第二中学校テニスコートに地域子育て支援拠点施設を建設することに伴い、代替と

なるテニスコートを整備するため、原町さくらい保育園の解体を実施した。

事業内容

　解体工事　４７，５５３千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

交付施設 ３施設 ２施設

補助金交付件数（認可外保育施設） ３件 ３件

解体工事 １００％ １００％

239

239

239
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 04 F6 20

（前年度）

03 02 04 G1 20

（前年度）

国庫支出金 0 198

元気あふれる幼児育成推進事業 198 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 155

こども未来部こども育成課 276

国庫支出金 0 0

保育士等人材確保事業 289 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 289
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事      業      内      容
決算書

ページ

　こどもの可能性や特性を引き出すような情操教育と体力増進を中心とした幼児教育を充

実させるため、幼児育成プログラムや指導者向けの研修等を実施し、また、外部の研修等

に参加した。

事業内容

　福島県保育協議会正副会長・各部会長・委員合同会議、福島県保育研究大会、

　架け橋期の学びをつなぐ推進モデル地区実践研究公開保育、

　福島県特別支援教育センター専門研修講座、

　福島県教委と福島学院大学との連携事業、保育所等経営者セミナー、

　公立保育所・公立認定こども園等トップセミナー　ほか

＜計画未達の理由＞

  ②③園行事と重なった研修については、参加できなかった園があり、計画に到達しなか

った。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内認可教育・保育施設の保育士及び幼稚園教諭の人材不足を解消するため、人材確保

に向けた取組みを実施した。

事業内容

　保育士就職支援セミナーの開催　２回（参加者１９人）

　求人チラシ作成・配布

　保育士等人材バンク設置（登録者累計８人）

＜計画未達の理由＞

　保育士等修学資金貸付者数が見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①幼保小連携・接続研修会参加者
②園外活動交通安全研修会参加者
③危機管理研修参加者
④中堅職員のスキルアップ研修参加者
⑤初任者研修参加者

①９０人
②２０人
③２０人
④２４人
⑤２０人

①９９人
②１５人
③１９人
④４８人
⑤７３人

保育士等修学資金貸付者数 ５人 ３人

239

239
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 04 R1 20

（前年度）

03 02 05 50 20

（前年度）

03 02 06 F1 20

（前年度）

一時預かり事業 18,393 県　支出金 2,924

地 方 債 0

そ の 他 1,962

こども未来部こども育成課 －

国庫支出金 3,013 10,494

こども未来部こども家庭課 722

国庫支出金 0 722

青少年育成市民会議活動費補助金 722 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 30

国庫支出金 37 38

ひとり親家庭養育費確保支援事業 75 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　育児に悩む保護者の育児疲れ解消、急病や勤務形態の多様化に伴う一時的な保育需要に

対応するため、一時預かりを実施した。

事業内容

　実施施設　原町子育て支援センター、かしま子育て支援センター、おだか認定こども園

　対象児童　市内に住所があり、満１歳から就学前までの健康な児童

　　　　　　（幼稚園や保育園等に在籍する児童は対象外）

　定員　　　１日当たり各施設１０人以内

　開所日　　月曜日から土曜日まで

　時間　　　午前７時から午後７時まで

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　家庭・学校・地域・関係団体等が連携し、地域ぐるみの取り組みを通して青少年の健全

育成を図るため、南相馬市青少年育成市民会議に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市青少年育成市民会議

　内　容　　南相馬市青少年育成市民会議に対する活動費の補助

　補助率　　定額

　補助金　　７２２千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　ひとり親家庭の経済的安定と福祉の向上を図るため、養育費確保のための公文書作成及

び回収の取組みを支援する補助金を交付した。

事業内容

　養育費に関する公正証書作成費用に対する補助

　　補助限度額　３０千円

　養育費保証契約締結費用に対する補助

　　補助限度額　５０千円

＜計画未達の理由＞

  保証契約保証料補助の実績等を踏まえ、申請件数を見込んだが、申請者がいなかったた

め、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

実施施設数 ３施設 ３施設

補助金交付件数 １件 １件

①公正証書補助
②保証契約保証料補助

①３件
②１件

①３件
②０件

239

241

241

- 169 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 02 06 R1 29

（前年度）

03 02 06 R5 20

（前年度）

03 05 01 F1 20

（前年度）

こども未来部こども家庭課 2,282

国庫支出金 0 1,371

ひとり親家庭医療費助成事業 2,441 県　支出金 1,070

地 方 債 0

そ の 他 0

ひとり親家庭総合支援事業 4,735 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 3,280

国庫支出金 3,551 1,184

健康福祉部社会福祉課 1,362

国庫支出金 0 0

東日本大震災追悼式実施事業 1,320 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,320
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事      業      内      容
決算書

ページ

　ひとり親家庭の家庭生活の安定と自立促進を図るため、医療費の一部を助成した。

事業内容

　対象者　　ひとり親家庭の親及び児童並びに父母のいない児童

　　　　　　ひとり親家庭の養育者及び扶養義務者の前年の所得が、児童扶養手当の一部

　　　　　　支給の所得制限限度額未満の者

　助成内容　医療機関で支払った医療費（健康保険が適用される自己負担分）について、

　　　　　　同一受診月ごとに１つの世帯の自己負担額を合算して１千円を超えた額

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　ひとり親家庭の就業の安定と自立促進を図るため、給付金を支給した。

事業内容

　ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金支給事業

　　支給額　一般教育訓練給付金・専門実践教育訓練給付金を受けていない者

　　　　　　　教育訓練経費の６０％相当額（上限２００千円・４００千円／年）

　　　　　　一般教育訓練給付金の支給を受けた者

　　　　　　　教育訓練経費の６０％相当額から雇用保険法による一般教育訓練給付金支

　　　　　　　給額を差引いた額

　ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金等支給事業

　　支給額　訓練促進給付金（月額：非課税世帯／課税世帯）１００千円／７０．５千円

　　　　　　※養成機関における課程の最後の１２か月は月額４０千円を加算

　　　　　　修了支援給付金（非課税世帯／課税世帯）５０千円／２５千円

   ＜計画未達の理由＞

　高等職業訓練促進給付金の実績等を踏まえ、申請件数を見込んだが、見込みを下回った

ため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　東日本大震災により犠牲になられた方々に対し哀悼の意を捧げるとともに、復興に向け

て力強く歩む機会とするため、追悼式を開催した。

事業内容

　東日本大震災追悼式の開催

　　開催日　　令和７年３月１１日（火）

　　会　場　　市民文化会館ゆめはっと

　　参列者数　１９０人（遺族５２人、来賓２１人、一般１１７人）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

助成金交付対象者数 ３１２人 ３２４人

給付金支給件数
①自立支援教育訓練給付金
②高等職業訓練促進給付金

①２件
②４件

①２件
②３件

追悼式開催 １回 １回

241

241

243
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 05 02 F4 20

（前年度）

03 05 03 F4 20

（前年度）

国庫支出金 12,199 0

被災高齢者見守り・相談支援事業 12,199 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 0

健康福祉部長寿福祉課 12,329

東日本大震災遺児等総合支援事業 13,511 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 13,511

こども未来部こども家庭課 13,420
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事      業      内      容
決算書

ページ

　被災高齢者が安心して自立した生活を送れるようにするため、関係機関等と連携し、見

守り訪問や相談対応を行い、必要に応じ生活支援サービスへの利用支援を行った。

事業内容

　相談員配置に係る委託料

　委託先　南相馬市地域包括支援センター、原町東地域包括支援センター

　       （各委託先に相談員を１人ずつ配置）

＜計画未達の理由＞

　被災高齢者の減少や、介護保険認定による適切なサービス利用への移行等に伴い、相談

件数が計画値を下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　東日本大震災により親を亡くしたこどもたちの健やかな成長を支援し、家庭生活の安定

を図るため、各種支援事業を実施した。

事業内容

　東日本大震災遺児等支援金支給

　　対象者　　東日本大震災で両親又はその一方を亡くした遺児等で、１８歳以下の者

　　支給額　　７歳から１５歳まで　　年額３００千円

　　　　　　　１６歳から１８歳まで　年額４００千円

　東日本大震災遺児等支援金支援

　　対象者　　東日本大震災で両親又はその一方を亡くした遺児等

　　支援内容　学校卒業記念品の贈呈

　東日本大震災遺児等進学支援助成金交付

　　対象者　　東日本大震災で両親又はその一方を亡くした遺児等（見込者数１０人）

　　支給額　　学資金助成金　入学金　上限　１，０００千円

　　　　　　　　　　　　　　学費　　大学及び短期大学　上限年額　２，０００千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　専修学校　　　　　上限年額　１，０００千円

　　　　　　　就学支援助成金　年間　６００千円

＜計画未達の理由＞

　卒業予定人数より、記念品贈呈対象人数を見込んでいたが、対象外となった方がいたた

め、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

相談員相談件数 ７，４００件 ６，１８７件

①支援金支給対象者
②卒業記念品贈呈
③進学支援助成金交付対象者

①１４人
②　７人
③１０人

①１４人
②　６人
③１０人

243

243
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 05 03 F5 20

（前年度）

03 06 01 F4 20

（前年度）

03 06 02 50 20

（前年度）

国庫支出金 40,917 9,824

地域子育て支援拠点施設整備事業 55,995 県　支出金 0

（繰越明許費） 14,551 地 方 債 0

そ の 他 5,254

国庫支出金 2,122 0

こども未来部こども家庭課 －

国庫支出金 0 0

除去土壌等仮置場維持管理事業 41,942 県　支出金 39,820

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部環境政策課 99,343

私立保育所等給食検査体制事業補助金 169 県　支出金 169

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 172
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事      業      内      容
決算書

ページ

　こどもや保護者の交流、相談支援、情報提供、預かりなどの様々なサービスを提供し、

地域の子育て支援機能の充実を図るため、南相馬市地域子育て支援拠点施設の基本設計・

実施設計等を実施するとともに、当該施設を含む高見町二丁目地内のエリアを対象に、公

民連携手法による有効活用の可能性を調査する事業構想を策定した。

事業内容

　南相馬市地域子育て支援拠点施設基本設計及び実施設計業務委託

　地質調査業務委託

　先進地視察（県北地域、県中地域、新潟方面、関東方面）

　南相馬市こども・子育て賑わい創出エリア公民連携事業構想策定業務委託

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　除去土壌等仮置場の環境保全のための維持管理を行うとともに除去土壌等仮置場の原状

回復を行った。

事業内容

　旧避難指示区域外仮置場の維持管理及び原状回復

　対象仮置場　北泉仮置場

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　民間保育所等が提供する給食の安全性を確認するため、民間保育所等が実施する給食用

食材の放射性物質検査材料代に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象施設　よつば保育園、よつば乳児保育園西町園、原町聖愛こども園

　補助内容　事前検査試料代

　対象施設及び交付額

　　よつば保育園　　　　　　４５千円

　　よつば乳児保育園西町園　４５千円

　　原町聖愛こども園　　　　７９千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①先進事例の視察回数
②事業の実施

①２回
②基本設計・実施設

計業務委託

①４回
②基本設計・実施設

計業務委託

交付施設 ３施設 ３施設

①旧避難指示区域外仮置場の維持管理
②旧避難指示区域外仮置場の原状回復

①１か所
②１か所

①１か所
②１か所

245

245

245
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

03 06 02 F4 20

（前年度）

04 01 01 51 20

（前年度）

04 01 01 52 20

（前年度）

健康福祉部健康づくり課 300

国庫支出金 0 500

食生活改善推進事業補助金 500 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康政策課 5,785

国庫支出金 0 5,187

私的二次救急医療機関補助金 5,187 県　支出金 0

保育所給食検査体制整備事業 1,442 県　支出金 1,427

地 方 債 0

そ の 他 15

こども未来部こども育成課 1,314

国庫支出金 0 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　保育所等が提供する給食の安全性を確認するため、給食用食材の放射性物質検査を実施

した。

事業内容

　検査実施箇所　２か所（７施設分）

　　よつば保育園（原町聖愛こども園及びよつば乳児保育園西町園含む）

　　原町あずま保育園（かしま保育園、かみまの保育園、及びおだか認定こども園含む）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域において食育の推進を目的とした食生活改善の普及啓発等のため、実践活動を行う

団体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　南相馬市食生活改善推進協議会

　補助率　　　１０／１０以内

　補助額　　　５００千円（上限）

　実施内容　　食生活の改善、食文化の伝承等の地域の食育推進活動

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内の二次救急医療体制を維持するとともに、地域医療提供体制の構築・維持を図るた

め、市内の私的二次救急医療機関が、救急搬送を受け入れた傷病者数に応じ補助金を交付

した。

事業内容

　対象　　　市内私的二次救急医療機関（大町病院・小野田病院）

　補助金額　救急搬送による受入傷病者数１人当たり１３千円

　　　　　　（特別交付税に関する省令で規定する基準額）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 １件 １件

補助金交付件数 ２件 ２件

検査対象施設 ７施設 ７施設

247

247

247
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 01 53 20

（前年度）

04 01 01 57 20

（前年度）

国庫支出金 0 70

骨髄移植ドナー支援事業助成金 140 県　支出金 70

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 －

健康福祉部健康政策課

22,318

国庫支出金 0 11,377

医療施設等物価高騰対策事業補助金 11,377 県　支出金 0

（繰越明許費） 11,377 地 方 債 0

そ の 他 0

- 178 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　一人でも多くの市民へ骨髄バンク事業への理解とドナー登録を促進するとともに、ドナ

ーの経済的負担を軽減させるため、骨髄・末梢血幹細胞を提供した者に対し、助成金を交

付した。

事業内容

　対象者　　公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において、骨髄・末

　　　　　　梢血幹細胞を提供した者

　助成額　　入院及び面接に要した日数に２０千円を乗じて得た額を助成（１回の上限

　　　　　　１４０千円）

＜計画未達の理由＞

  助成金の申請が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内の医療提供体制を安定的に確保するため、市内医療施設等の種別及び規模に応じて

原油価格・物価高騰の影響による電気、ガス、給食費等の値上がり分の一部を補助金とし

て交付した。

事業内容

　対象施設　市内医療施設等１４３施設のうち令和５年度からの繰越１２８施設

　補助内容　福島県医療施設等物価高騰対策支援金の交付決定額の１／２の額とし、医療

　　　　　　施設等の規模に応じた定額補助及び病床がある施設には病床数に応じた加算

　　　　　　額とした。

　補助金額　病院（３００床以上）（定額）５００千円（１病床当）１８，２００円

　　　　　　有床診療所、病院（２９９床以下）（定額）２５０千円（１病床当）

　　　　　　　　　　　　　　　１８，２００円

　　　　　　無床診療所、歯科診療所（定額）１００千円

　　　　　　薬局（保険指定薬局）、歯科技工所（定額）５０千円

　　　　　　按摩、鍼灸、柔道施術所（保険適用）（定額）２５千円

＜計画未達の理由＞

　申請勧奨をしたものの未申請の事業所があったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

助成件数 ４件 １件

補助金交付件数 １２８件 １０５件

247

247
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 01 58 20

（前年度）

04 01 01 F1 20

（前年度）

04 01 01 F2 20

（前年度）

健康福祉部健康政策課 88,820

国庫支出金 0 64,922

南相馬市鹿島区不採算地区公的病院等運営費 64,922 県　支出金 0

補助金 地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康政策課 9,374

国庫支出金 0 0

夜間小児科・内科初期救急医療事業 9,611 県　支出金 4,778

地 方 債 0

そ の 他 4,833

地域医療提供体制推進事業 112 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康政策課 106

国庫支出金 0 112
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事      業      内      容
決算書

ページ

　鹿島区の地域医療を確保するため、不採算地区である鹿島区に所在し、地域振興の重要

な基盤として地域医療の中核を担う鹿島厚生病院に対し、運営費補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　鹿島厚生病院

　補助金額　前年度決算における赤字額（損益計算書における当期純損失額）

　　　　　　ただし、特別交付税に関する省令に規定する算定額が上限

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の健康を守り、安心して生活ができる環境を構築するため、夜間の初期救急医療体

制を整備した。

事業内容

　診療場所　　　市立総合病院

　実施日時　　　土曜日・日曜日・祝日及び年末年始

　　　　　　　　（受付時間　午後７時～午後９時３０分）

　担当スタッフ　医師１人（相馬郡医師会）、看護師２人、診療放射線技師１人、

　　　　　　　　事務員１人

　実施日数　　　１２１日

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域医療提供体制の整備を推進するため、医療機関の代表者等による南相馬市地域医療

に関する意見交換会を開催し、地域医療の課題を協議した。

事業内容

　南相馬市地域医療に関する意見交換会の開催

＜計画未達の理由＞

　意見交換会が出席者等の都合により、予定数より少ない開催となったため、計画に到達

しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 １件 １件

負担金支出 １回 １回

意見交換会の実施回数 ４回 ３回

247

247

247
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 01 F3 20

（前年度）

04 01 01 F4 20

（前年度）

国庫支出金 0 613

医療従事者確保推進事業 1,177 県　支出金 564

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康政策課 728

健康福祉部健康政策課 35,500

国庫支出金 0 0

寄附講座設置事業 76,000 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 76,000
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市内医療機関の看護師等の医療従事者不足を解消するため、人材確保に向けた各種取組

を実施した。

事業内容

　中学生向け看護師の仕事を学ぶ学習会の開催

　高校生向け看護師になるための説明会の開催

　看護師等養成校訪問

　看護師向け病院合同説明会への参加

　就業を希望する看護師等向けミニ相談会の参加

＜計画未達の理由＞

　　高校生向け看護師になるための説明会において相馬地方高校５校のうち１校において

　参加希望者がいなかったことから、説明会の開催に至らなかったため、計画に到達しな

　かった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域医療の研究や地域における医療支援（医療機関の支援）を目的として、寄附講座を

設置する大学に寄附金を拠出した。

事業内容

　拠出対象　公立大学法人福島県立医科大学（１講座、３６，０００千円（年間額））

　　開設期間　令和６年４月１日～令和９年３月３１日（３か年計画）

　　大学からの支援拠点となる医療機関　市立総合病院

　　講座名　（新規）周産期・小児地域医療支援講座

　拠出対象　公立大学法人福島県立医科大学（１講座、４０，０００千円（年間額））

　　開設期間　令和６年４月１日～令和１１年３月３１日（５か年計画）

　　大学からの支援拠点となる医療機関　市立総合病院

　　講座名　（継続）先端地域生活習慣病治療学講座

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①中学生向け看護師の仕事を学ぶ学習会の開催
②高校生向け看護師になるための説明会の開催
③看護師等養成校訪問
④看護師向け病院合同説明会への参加
⑤就業を希望する看護師等向けミニ相談会の参加

①市内６校各１回
②相馬地方高校
　５校　各１回
③２０校
④１回
⑤２回

①市内６校各１回
②相馬地方高校
　４校　各１回
③２１校
④１回
⑤２回

講座設置件数 ２件 ２件

247

247
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 01 F4 21

（前年度）

04 01 01 F6 20

（前年度）

04 01 01 L2 20

（前年度）

国庫支出金 0

国庫支出金 0

0

寄附講座設置事業（債務負担） 64,740 県　支出金 29,240

地 方 債 0

そ の 他 35,500

健康福祉部健康政策課 58,000

健康福祉部健康づくり課 893

国庫支出金 1,210 4,957

フッ化物でぶくぶくむし歯予防事業 6,764 県　支出金 597

地 方 債 0

そ の 他 0

378

献血推進事業 378 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 426
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事      業      内      容
決算書

ページ

　地域医療の研究や地域における医療支援（医療機関の支援）を目的として、寄附講座を

設置する大学に寄附金を拠出した。

事業内容

　拠出対象　国立大学法人広島大学病院（１講座、２９，２４０千円（年間額））

　　開設期間　令和４年４月１日～令和９年３月３１日（５か年計画）

　　大学からの支援拠点となる医療機関　市立総合病院

　　講座名　（継続）消化器内視鏡医学講座

　拠出対象　公立大学法人福島県立医科大学（１講座、３５，５００千円（年間額））

　　開設期間　令和５年４月１日～令和１０年３月３１日（５か年計画）

　　大学からの支援拠点となる医療機関　市立総合病院

　　講座名　（継続）地域先端循環器病治療学講座

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　一生使う永久歯のむし歯を予防し、住民の健康増進を図ることを目的に、歯と口のセル

フケア等の指導と併せ、４歳～中学１年生を対象にフッ化物洗口を実施した。

事業内容

　実施施設　市内幼稚園、保育園、こども園（１３施設）

　　　　　　市内小学校（１１校）、中学校（６校）

　実施者数　園児（４歳児・５歳児）　５８８人

　　　　　　小学生　　　　　　　２，０６７人

　　　　　　中学生（１年生のみ）　　３３３人

　実施方法　園児　週５日法によるフッ化物洗口溶液を用いた洗口

　　　　　　小学１年生～中学１年生　週１日法によるフッ化物洗口溶液を用いた洗口

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　輸血用血液と血液製剤の安定的な確保と供給のため、献血事業の普及・推進活動を実施

した。

事業内容

　市内事業所、各種団体等に協力要請を行いながら献血を実施した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

講座設置件数 ２件 ２件

中学１年生（１２歳児）永久歯の１人当たり平均む
し歯本数

０．５本以下 ０．２４本

①献血バス配置台数
②２００ｍｌ献血者数
③４００ｍｌ献血者数

①　２４．５台
②　　　２６人
③１，１２７人

①　　　２７台
②　　　２７人
③１，１３１人

247

249

249
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 01 L3 20

（前年度）

04 01 01 L6 20

（前年度）

地 方 債 0

歯科保健事業 3,129 県　支出金 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 1,043

国庫支出金 0 750

食育推進事業 750 県　支出金 0

国庫支出金 2,037 1,092

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 3,300
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事      業      内      容
決算書

ページ

　健康的な食生活の実践に資するため、各ライフステージにおける食育指導、普及を行っ

た。

事業内容

　乳幼児対象の食育指導　　　　個別２６２人、集団　　１９回　３０８人

　成人・高齢者対象の食育指導　個別　３１人、集団　１０８回　５７９人

　高校生への食育普及　市内県立高等学校３校

　食生活改善推進員養成事業　１講座（６回）４０人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　歯と口の健康増進を図るため、ライフステージに応じた歯科健康教育や歯科健康相談、

歯科保健指導、歯科予防処置、歯科健康診査を実施した。

事業内容

　歯と口の健康に関する歯科健康教育　　　　　　　　４４回　２，２９０人

　歯と口の健康に関する歯科健康相談・歯科保健指導　６２回　１，１３５人

　妊婦歯科健康診査助成事業　助成件数　　　　　　１２３件

　１歳児歯科健診・フッ化物歯面塗布事業　　　　　　１２回　　　２７９人

＜計画未達の理由＞

　②虫歯がない３歳児が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①乳幼児対象の食育指導（個別）
②成人・高齢者対象の食育指導（集団）
③食生活改善推進員養成事業

①２００件
②５０回　４００人

③１講座

①２６２件
②１０８回５７９人

③１講座

①妊婦歯科健診受診率
②３歳児むし歯有病者率

①５０％以上
②１０％以下

①５０．０％
②１０．２％

249

249
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 02 L1 20

（前年度）

04 01 02 L1 21

（前年度）

国庫支出金 0

79,463

209,029

感染症予防事業 288,492 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他

健康福祉部健康づくり課 158,376

国庫支出金 3,933 1,876

感染症予防事業（緊急風しん抗体検査・予防 5,809 県　支出金 0

接種事業） 地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 1,471
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事      業      内      容
決算書

ページ

　感染症の予防及び拡大防止を図るため、知識の普及啓発や定期接種を実施した。

事業内容

　①定期予防接種の実施

　　二種混合、麻しん、風しん、日本脳炎、ＢＣＧ、ポリオ、四種混合、ヒブ感染症、

　　小児の肺炎球菌感染症、ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん予防）、

　　水痘、Ｂ型肝炎、ロタウイルス、五種混合

　　高齢者の肺炎球菌感染症、高齢者インフルエンザ、高齢者等新型コロナ

　　実施場所　市内委託医療機関、県内委託医療機関（県広域予防接種の実施）

　②結核健診の実施（総合健診と同時実施）

＜計画未達の理由＞

　①高齢者新型コロナウイルス及び高齢者肺炎球菌感染症等の接種者が少なかったため、

　計画に到達しなかった。

　②結核健診の受診者数が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　風しんの予防及び拡大防止を図るため、抗体保有率の低い４０代から５０代後半の男性

に対し、抗体検査や定期接種を実施した。

事業内容

　風しんの抗体検査及び予防接種の実施（クーポン券（金券）の送付による勧奨）

　　抗体検査対象　昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日生まれの男性

　　　　　　　　　（抗体検査実施数　３９８人）

　　予防接種対象者　抗体検査により風しんの抗体がないと証明された者

　　　　　　　　　（接種者実施数　　１０１人）

　　実施場所　市内委託医療機関、全国の委託医療機関（広域予防接種の実施）

＜計画未達の理由＞

　②抗体検査者が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

　③抗体検査により、抗体未保有者が少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①２８，４６７回
②　４，７９６人

①定期予防接種の実施（延べ）
②結核健診の受診者数

①３４，５００回
②　５，０００人

①クーポン券の発送
②風しん抗体検査の実施
③風しん定期接種の実施

①４，０００件
②１，２００件
③　　３００人

①４，６３４件
②　　３９８件
③　　１０１人

249

249
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 02 L1 22

04 01 02 L2 20

（前年度）

風しん抗体検査・風しんワクチン接種助成事 356 県　支出金 192

健康福祉部健康づくり課 （前年度）

国庫支出金 248 0

感染症予防事業（新型コロナウイルス感染症 248 県　支出金 0

対策） 地 方 債 0

（繰越明許費） 248 そ の 他 0

　　　　－

業 地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 354

国庫支出金 0 164

- 190 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止し、市民の生命及び健康を守るため、感染

拡大防止に関する各種情報を発信し、新型コロナウイルスワクチン接種を実施した。

事業内容

　新型コロナウイルスワクチン接種の実施

　概要

　　①令和４年度の接種機会を逃した者等

　　　接種期間　令和５年４月１日～令和５年５月７日

　　　接種回数　３７８回

　　②令和５年春開始接種

　　　対象者　初回接種の完了した、６５歳以上の者、基礎疾患のある５歳以上の者、

　　　　　　　医療従事者等

　　　接種期間　令和５年５月８日～令和５年９月１９日

　　　接種回数　１９，０１０回

　　③令和５年秋開始接種

　　　対象者　　初回接種の完了した、６５歳以上の者、基礎疾患のある５歳以上の者、

　　　接種期間　令和５年９月２０日～令和６年３月３１日

　　　接種回数　２４，３４０回

　実施方法　日時指定方式による集団接種等

　接種会場　浮舟文化会館、鹿島体育館、小川町体育館、原町保健センター

＜計画未達の理由＞

　当初令和５年度の接種回数や対象者が示されていなかったことから、概ね全市民１回接

種として計画したものの、春開始・秋開始の２回接種時期があり、対象者がそれぞれ別と

なったこと等から実績との差異が生じたため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　妊娠初期の風しん感染による、胎児の難聴・先天性心疾患・白内障などの（先天性風し

ん症候群）発症を予防するため、風しん抗体検査等を実施し、その費用を助成した。

事業内容

　対象者　　妊娠を希望する女性とその配偶者等

　助成内容　風しん抗体検査及び風しん抗体未保有者への風しんワクチン等の接種

　助成額　　風しん抗体検査及び風しんワクチン接種に必要とする額

　　　　　　　１回上限額　抗体検査　　　　　　６，７５０円（実施件数２４件）

　　　　　　　　　　　　　ＭＲワクチン接種　１１，２２０円（実施件数２０件）

　　　　　　　　　　　　　風しんワクチン接種　７，７２０円（実施件数　１件）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

ワクチンの実施 ５４，４１４回 ４３，７２８回

①２４件
②２１件

①抗体検査
②ワクチン接種

①２０件
②１０件

249

249
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 02 L3 20

（前年度）

04 01 02 L6 20

（前年度）

国庫支出金 0 7,063

小児用インフルエンザ予防接種支援事業 7,063 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 6,785

国庫支出金 0 18,700

帯状疱疹任意予防接種費用助成事業 18,700 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 21,186

- 192 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　小児のインフルエンザ予防及び重症化を防ぐため、小児用インフルエンザワクチン接種

費用を助成した。

事業内容

　助成の額　　ワクチン接種１回につき２千円以内

　助成期間　　令和６年１０月１日から令和７年１月３１日まで

　助成内容　　市に住所を有する次の年齢の子ども

　　　　　　　生後６か月から１２歳まで　２回

　　　　　　　１３歳から中学３年生まで　１回

　実施場所　　委託医療機関等（相馬郡医師会に加入する医療機関）

＜計画未達の理由＞

　ワクチンの接種者が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　帯状疱疹の発症率の低減及び重症化の予防を図り、任意接種として帯状疱疹ワクチンの

予防接種を受ける市民に対し、健康の保持及び増進を図るとともに、被接種者の経済的負

担を軽減することを目的として、当該接種に係る費用の一部について助成金を交付した。

事業内容

　対象者　帯状疱疹任意予防接種を受ける日において５０歳以上の者又は１８歳以上５０

　　　　　歳未満の帯状疱疹に罹患するリスクが高く医師が当該接種の必要を認める者

　助成額　　生ワクチン　　　　５千円／回

　　　　　　不活化ワクチン　１０千円／回（２回まで）

　助成人数　１，５５９人

　実施件数　生ワクチン　　（単価　５千円×１回×８３２件）

　　　　　　不活化ワクチン（単価１０千円×２回×７２７件）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

助成件数 ５，９２２件 ３，４６３件

助成件数 １，１７５件 ２，２８６件

249

249
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 03 53 20

（前年度）

建設部水道課 4,300

国庫支出金 0 3,682

飲用井戸等整備事業補助金 3,682 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　未給水区域における飲用水確保のため、当該区域において新たに井戸等を整備する世帯

に対し、補助金を交付した。

事業内容

　飲用井戸等整備事業補助金

補助対象者　　未給水区域に居住する者、または新たに居住しようとする者

補助対象経費　飲用井戸等の整備費

補助率　　　　１／２（限度額１，０００千円）

①井戸新設補助

設置基数 　　　補助金額

小高区 ４件 ３，６８２千円

鹿島区 ０件 　　　　０千円

原町区 ０件 　　　　０千円

合　計 ４件 ３，６８２千円

②浄水器新設補助

設置基数 　　　補助金額

小高区 ０件 　　　　０千円

鹿島区 ０件 　　　　０千円

原町区 ０件 　　　　０千円

合　計 ０件 　　　　０千円

＜計画未達の理由＞

　②浄水器新設補助件数の計画件数は、近年の飲用井戸の水質測定事業における飲用不適

　合件数等を基に算出したが、当該補助について相談はあるものの申請までは至らなかっ

　たため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金申請件数
　①井戸新設
　②浄水器新設

　　　①４件
　　　②２０件

①４件
②０件

251
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 03 F1 20

（前年度）

04 01 04 F3 20

（前年度）

国庫支出金 0

市民生活部環境政策課 4,813

0

地域猫活動支援事業 3,606 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 3,606

市民生活部環境政策課 4,195

国庫支出金 0 5,625

環境保全監視事業 5,625 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　野良猫の繁殖抑制など、野良猫の適正な飼育管理を通じて、地域住民が快適に暮らせる

生活環境の保全を図るため、地域猫活動を行う団体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　地域猫活動事業補助金

　　補助対象者　　　　地域猫活動を実施する行政区等

　　補助対象経費　　　不妊去勢手術費、地域猫活動等に要する経費

　　補助率　　　　　　１０／１０以内（限度額５００千円）

　　区分別補助限度額　医療費　　　　　３００千円

　　　　　　　　　　　地域猫活動費　　１５０千円

　　　　　　　　　　　調査啓発活動費　　５０千円

＜計画未達の理由＞

　申請件数が当初見込みよりも下回ったことから、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内の環境保全及び公害の抑制を図るため、水質（公共用水域等）、環境騒音、自動車

交通騒音の測定を実施した。

事業内容

　水質測定　　　河川（２６か所×年２回）、都市下水路（１か所×年２回）

　　　　　　　　事業所（４事業所×年２回）、産廃最終処分場（３処分場×年３回）

　環境騒音測定　一般環境騒音

　　　　　　　　（１０地点：小高区・鹿島区各２地点　原町区６地点×年１回）

　自動車交通騒音測定

　　　　　　　　一般道路騒音（市内１４区間×年１回）

　　　　　　　　高速道路騒音（各区１地点×年１回）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助団体数 １５件 １２件

水質測定　①河川　②都市下水路
　　　　　③事業所　④産廃最終処分場
騒音測定　⑤一般騒音　⑥一般道路騒音
　　　　　⑦高速道路騒音

　①２回　②２回
　③２回　④３回
　⑤１回　⑥１回
　⑦１回

　①２回　②２回
　③２回　④３回
　⑤１回　⑥１回
　⑦１回

251

253
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 05 F3 21

（前年度）

04 01 05 F4 21

（前年度）

04 01 05 F5 20

（前年度）

国庫支出金 7,887 2,016

母子健康包括支援センター事業 11,873 県　支出金 1,970

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 2,194 2,194

こども未来部こども家庭課 7,537

産後ケア事業 4,388 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 2,945

こども未来部こども家庭課 4,268

国庫支出金 0 0

不妊治療費等助成事業 6,447 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 6,447
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事      業      内      容
決算書

ページ

　妊娠期から子育て期にわたるまでの母子の心身の健康や育児に関する悩み等に対応する

ため、保健師等が専門的な見地から相談支援事業等を実施し、妊娠期から子育て期にわた

るまでの切れ目のない支援に努めた。

事業内容

　対象　妊産婦及び就学前の乳幼児並びにその家族等

　内容　保健師等の専門職の配置（専任２人）

　　　　妊産婦相談（伴走型相談支援）及び育児相談　

　　　　関係機関との連携会議等の開催

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　産後の母子に対する産後の心身の不調・育児不安の軽減を図るため、妊娠期から子育て

期にわたる切れ目のない支援の一環として、産後ケア事業を実施した。

事業内容

　委託先　　福島県助産師会・南相馬市立総合病院

　実施内容　①日帰りケア（１日型、半日型）、②宿泊ケア、③訪問ケア

　実施人数　①延べ６６人　②延べ３人　③延べ１５人

 里帰り先での利用　②１人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　不妊治療等にかかる経済的負担を軽減するため、不妊症の検査料、不妊治療、不育症の

治療費の一部助成を実施した。

事業内容

　対象者　医療機関において不妊または不育症と診断され、医師の診断に基づいて施され

　　　　　る不妊症または不育症の治療を受けた者

　助成対象　①不妊症検査及び一般不妊治療、②生殖補助医療、③先進医療、④男性不妊

　　　　　　治療、⑤保険適用対象外の特定不妊治療、⑥不育症治療に対する治療費

　助成上限額　①④１年間に１００千円、②③１年間に２００千円、⑤１回目３００千円

　　　　　　　２回目～６回目１５０千円、⑥１５０千円

　助成件数　①１４件、②２９件、③９件、④１件、⑤５件、⑥１件

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①保健師等の配置人数（専任）
②妊産婦相談及び育児相談件数（延べ）

①２人
②９００件

①２人
②９２２件

利用人数（延べ） ５０人 ８５人

助成件数 ５１件 ５９件

253

253

253
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 05 L1 20

（前年度）

04 01 07 F3 20

（前年度）

国庫支出金 1,767 42,477

母子保健事業 44,310 県　支出金 66

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども家庭課 43,631

国庫支出金 0 18,789

メタボ対策事業 19,416 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 627

健康福祉部健康政策課 －
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事      業      内      容
決算書

ページ

　母並びに乳幼児の健康の保持増進を図るため、妊産婦及び乳幼児の健診・相談・訪問指

導・保護者の支援等を行った。

　また、こどもたちが主体的に自らの健康づくりに取り組めるよう、関係機関と連携し健

康教育等を行った。

事業内容

　対象者　妊産婦、乳幼児、小中学生及び保護者

　　妊産婦健康診査・新生児聴覚検査費用の助成

　　妊産婦健康相談

　　妊産婦訪問指導等

　　乳児全戸訪問等の乳幼児訪問指導事業

　　乳幼児健康診査（４か月児・１０か月児・１歳６か月児・３歳児）

　　乳幼児発達相談等の各種相談会、発達支援教室等

　　母子栄養食品支給

　　思春期保健教室等の健康教育

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　健康寿命の延伸を図るため、本市の健康課題のひとつである市民のメタボリックシンド

ローム該当者及び予備群の割合を減少させるための取組を実施した。

事業内容

　ＢＭＩアンダー２５プロジェクト業務委託（サンサンチャレンジ）

　　体重を朝と夜の一日２回計測・記録することにより、３か月で３ｋｇ減量を目指す取

　　組。働き盛り世代の参加促進を図るため、市内企業等への訪問案内活動を実施。

　　健診結果を受けての参加を促すため、通年での参加受付を実施。

　ヘルスアップチャレンジ

　　市内事業所と連携し、健診受診勧奨、肥満対策、喫煙対策等の取組を実施。

＜計画未達の理由＞

　①サンサンチャレンジ参加者数について、企業参加が少なかったため、計画に到達しな

　かった。

　②ヘルスアップチャレンジについて、健康づくり事業推奨等の短期的な支援に加え、健

　康経営認定に向けた長期的な支援も行うよう事業内容を見直したことから、計画に到達

　しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①健康教育実施人数（延べ）
②健康相談実施件数（延べ）

①１，３００人
②２，１００件

①１，５６５人
②３，０７９件

①サンサンチャレンジ参加者数
②ヘルスアップチャレンジ参加事業所数

①２，８００人／年
②６０事業所／年

①１，００７人／年
②８事業所／年

253

255
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 07 L1 20

（前年度）

04 01 07 L2 20

（前年度）

健康診査事業 98,344 県　支出金 1,264

地 方 債 0

そ の 他 26

健康福祉部健康づくり課 96,135

国庫支出金 163 96,891

健康福祉部健康づくり課 1,238

国庫支出金 0 473

こどものピロリ菌検査事業 473 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　がん等の早期発見・早期治療に努め、市民の健康保持増進を図るため、各種がん検診等

を委託により実施した。

事業内容

　肺がん検診　　　　　　　　　　　　　受診者数：６，３２３人

　大腸がん検診　　　　　　　　　　　　受診者数：５，４０６人

　胃がん検診　　　　　　　　　　　　　受診者数：３，０３０人

　前立腺がん検診　　　　　　　　　　　受診者数：２，２２９人

　子宮頸がん検診　　　　　　　　　　　受診者数：１，４２０人

　乳がん検診　　　　　　　　　　　　　受診者数：１，６１７人

　骨粗鬆症検診　　　　　　　　　　　　受診者数：　　３０３人

　肝炎ウイルス検診　　　　　　　　　　受診者数：　　５５０人

　市（県）外避難者の健（検）診の実施　受診者数：　　１５４人

　健康診査（４０～７４歳の無保険等）　受診者数：　　　　８人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　胃がんの原因となる「ピロリ菌」を早期に発見し、早期に治療へ結び付けることで、ピ

ロリ菌による胃の病気リスクを減らすとともに、次世代への感染を予防するため、こども

を対象としたピロリ菌検査を実施した。また、一次検査の陽性者に対し、二次検査等に係

る費用を助成した。

事業内容

　一次検査

　　対 象 者　中学３年生相当（１５歳）

　　検査方法　尿中ピロリ抗体検査

　　実施者数　１６２人

　二次検査等費用助成

　　対 象 者　一次検査の結果陽性者　６人

　　内　　容　二次検査、除菌治療等に係る費用の助成　３人

＜計画未達の理由＞

　実施者数が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

健（検）診受診者数（延べ）
（各種がん検診、骨粗鬆検診、肝炎ウイルス検診、
市外避難者がん検診、４０～７４歳の無保険者の健
康診査）

２０，１００人 ２１，０４０人

一次検査陽性者の二次検査助成申請率 ５５％ ５０％

255

255
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 07 L6 20

（前年度）

04 01 08 50 20

（前年度）

健康福祉部健康づくり課 1,460

国庫支出金 0 0

健康増進事業　健康づくり課 1,957 県　支出金 1,404

地 方 債 0

そ の 他 553

市民生活部環境政策課 －

国庫支出金 0 0

次世代自動車導入促進事業補助金 1,900 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,900
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民の健康の保持増進を図るため、健康に関する正しい知識の普及、健康教育・相談・

家庭訪問を行った。

事業内容

　訪問指導、健康教育、健康相談事業等の実施

　健康運動普及サポーターの育成

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　南相馬市ゼロカーボン推進計画に掲げた重点施策のうち、電気自動車（ＥＶ）や燃料電

池自動車（ＦＣＶ）の次世代自動車への転換を促すため、新規購入者に対する補助金を交

付した。

事業内容

　電気自動車（ＥＶ）購入補助

　　補助額　１００千円／１台（定額）

　燃料電池自動車（ＦＣＶ）購入補助

　　補助額　３００千円／１台（定額）

＜計画未達の理由＞

　電気自動車、燃料電池自動車ともに申請件数が当初見込よりも下回ったことから、計画

に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①訪問指導件数
②健康教育実施回数、延べ参加人数
③健康相談

　①６００件
　②５０回、
　　６００人
　③６００件

　①９４５件
　②６８回、
　　１，１４０人
　③１，１４３件

補助金交付件数
　①電気自動車（ＥＶ）
　②燃料電池自動車（ＦＣＶ）

①５０件
②　５件

①１９件
②　０件

255

255
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 08 52 20

（前年度）

04 01 08 53 20

（前年度）

国庫支出金 6,500 0

屋根置き太陽光発電等導入拡大事業補助金 6,500 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部環境政策課 －

市民生活部環境政策課 －

国庫支出金 144 0

既存住宅断熱改修支援事業補助金 144 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　南相馬市ゼロカーボン推進計画に基づき、市内における温室効果ガス排出削減を推進し、

屋根置き自家消費型の太陽光発電設備等を最大限導入するため、市民や事業者に対し、補

助金を交付した。

事業内容

　住宅向け太陽光発電設備補助

 　（ＦＩＴ売電不可。ＰＰＡ・リース等による導入も対象。）

　　補助額：７０千円／ｋＷ（上限７００千円）

　住宅向け蓄電池設備補助（上記①の付帯設備として導入する場合が対象）

　　補助額：蓄電池の価格の１／３（上限４７０千円）

　事業者向け太陽光発電設備補助

　 （ＦＩＴ売電不可。ＰＰＡ・リース等による導入も対象。）

　　補助額：５０千円／ｋＷ（上限２，５００千円）

　事業者向け蓄電池発電設備補助（上記③の付帯設備として導入する場合が対象）

　　補助額：蓄電池の価格の１／３（上限１，６００千円）

＜計画未達の理由＞

　新規事業であるため、チラシや施工業者への訪問など様々な手段で周知を行ったことか

ら、問い合わせは多かったが補助活用までに至る場合が少なく、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　南相馬市ゼロカーボン推進計画に基づき、市内における温室効果ガス排出削減を推進す

るため、既存住宅の省エネ断熱改修を実施する市民に対し、補助金を交付した。

事業内容

　既存住宅の断熱改修補助（ガラス・窓・断熱材・玄関ドア）

　　補助率：補助対象経費の１／３（上限１，２００千円）

＜計画未達の理由＞

　新規事業であるため、チラシや施工業者への訪問など様々な手段で周知を行ったことか

ら、問い合わせは多かったが補助活用までに至る場合が少なく、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
　①住宅向け太陽光発電設備
　②住宅向け蓄電池
　③事業者向け太陽光発電設備
　④事業者向け蓄電池

①１５件
②　２件
③　５件
④　２件

①１件
②１件
③２件
④２件

補助金交付件数
　既存住宅の断熱改修

４件 １件

255

255
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 08 54 20

（前年度）

04 01 08 F4 20

（前年度）

省エネ高効率機器更新モデル事業補助金 1,838 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部環境政策課 －

国庫支出金 1,838 0

国庫支出金 0 1,071

ゼロカーボン推進事業 4,403 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 3,332

市民生活部環境政策課 －
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事      業      内      容
決算書

ページ

　南相馬市ゼロカーボン推進計画に基づき、市内における温室効果ガス排出削減を推進す

るため、省エネ効果が高い高効率空調機器、高効率給湯機器へ設備更新を行う市内事業者

に対し、補助金を交付した。

事業内容

　高効率空調機器導入

　　補助率　補助対象経費の１／２（上限１，０００千円）

　高効率給湯器導入

　　補助率　補助対象経費の１／２（上限１，０００千円）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内での脱炭素化に向けた活動を広く市民や事業者の協力を得ながら促進していくため、

南相馬市ゼロカーボン推進計画や温室効果ガス削減に向けた活動の周知、及び市内の脱炭

素化につながる新規モデル事業を実施した。

事業内容

　ゼロカーボン、水素ＰＲイベント開催・出展　３回

　（６／９市民植樹祭、１０／１３かしま産業祭、１１／１７テクノアカデミー浜）

　普及啓発パンフレット等の配布　２０，０００部（新聞折込にて配布）

　市民向け出前講座、企業セミナー等の実施　３回

　市職員向けゼロカーボン研修会　２回

　中学校での出前授業　１回（２／１３小高中学校）

　ＥＶカーシェアリング用車両借上、普通充電設備整備

　（運用開始：令和７年４月１日）

＜計画未達の理由＞

　市民向け出前講座、企業セミナー等は延べ参加者２００人を計画していたが、開催

回数が少なかったこともあり、計画に到達しなかった。また、ＥＶカーシェアリング

は、サービス対応可能な車両等の選定及び調達に時間を要したことから、令和６年度

内での運用開始が出来なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①１件
②１件

①３件
②０件

補助金交付件数
　①高効率空調機器導入件数
　②高効率給湯器導入件数

①ゼロカーボン普及促進のためのパンフレット配布
回数
②市民向け出前講座、企業向けセミナーの延べ参加
者数
③新規モデル事業（ＥＶカーシェア）延べ利用者数

①　　１回
②２００人
③　２０人

①　　１回
②１６５人
③　　０人

257

257
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 01 08 F5 20

（前年度）

04 01 08 L4 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

公共施設太陽光発電設備導入調査事業 10,450 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 10,450

国庫支出金 0 1,536

市民生活部環境政策課 －

ダイオキシン類調査事業 1,536 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部環境政策課 1,411
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事      業      内      容
決算書

ページ

　南相馬市ゼロカーボン推進計画に基づき、公共施設における自家消費型太陽光発電設備

の導入拡大を図るため、設備導入に向けた調査を実施した。

事業内容

　公共施設太陽光発電設備導入調査事業（業務委託）

　①環境省太陽光発電設備可能性簡易判定ツール等を用いた対象施設の抽出

　（１５施設程度）

　②対象施設の詳細調査

　（電気設備・屋根等の現地調査、施設管理者へのヒアリング等）

　③施設ごとの導入可能性の積算、設置場所の検討

　④導入に向けた基本計画書の作成

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　ダイオキシン類からの健康被害を防止するため、大気・土壌のダイオキシン類測定を実

施した。

事業内容

　ダイオキシン類の測定（大気・土壌）

　　大気測定　７地点（小高区・鹿島区各１地点、原町区５地点）

　　土壌測定　３地点（各区１地点）

　　測定回数　各１回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

公共施設太陽光発電設備導入基本計画書の策定 基本計画書の策定
基本計画書の
策定完了

ダイオキシン類測定
　①大気測定回数
　②土壌測定回数

①１回
②１回

①１回
②１回

257

257
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 02 01 50 25

建設部下水道課 24,966

国庫支出金 3,923 9,505

浄化槽設置整備事業補助金 16,271 県　支出金 2,843

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を

図るため、下水道事業計画区域及び農業集落排水事業実施区域以外の地域を対象として、

合併処理浄化槽を設置しようとする者及び入替えの際に単独槽及びくみ取り便槽を撤去す

る者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　設置費補助

　　　　　　　設置基数　　　　　　補助金額

　　小高区　　　　３基　　　　　４９８千円

　　鹿島区　　　　１基　　　　　２０７千円

　　原町区　　　４５基　　１１，４２６千円

　　合　計　　　４９基　　１２，１３１千円

　配管工事費補助

　　　　　配管工事基数　　　　　　補助金額

　　小高区　　　　０基　　　　　　　０千円

　　鹿島区　　　　０基　　　　　　　０千円

　　原町区　　　１１基　　　３，３００千円

　　合　計　　　１１基　　　３，３００千円

　撤去費補助

　　　　　　　撤去基数　　　　　　補助金額

　　小高区　　　　０基　　　　　　　０千円

　　鹿島区　　　　０基　　　　　　　０千円

　　原町区　　　　７基　　　　　８４０千円

　　合　計　　　　７基　　　　　８４０千円

＜計画未達の理由＞

　　震災から１４年が経過し復興需要が減少傾向にあり、補助金申請件数が減少したため

　計画に到達しなかった。特に小高区、鹿島区における単独浄化槽及びくみ取り便槽から

　の切替申請がなかったため大幅に減少した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①設置費補助件数
②配管工事費補助件数
③撤去費補助件数

①６４基（件）
②２１基（件）
③１２基（件）

①４９基（件）
②１１基（件）
③　７基（件）

257
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 02 01 F5 20

（前年度）

04 02 01 L2 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 861

国庫支出金 0 1,938

ごみ減量・リサイクル推進事業 1,938 県　支出金 0

国庫支出金 0 3,359

環境美化推進事業 5,205 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,846

市民生活部生活環境課 7,706
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事      業      内      容
決算書

ページ

　ごみの減量及びリサイクルの推進を図るため、地域説明会及び出前講座等による普及啓

発を行った。

事業内容

　ごみ減量やリサイクルに関する出前講座（実施回数：１４回、参加人数：３０９人）

　施設見学の受け入れ（実施回数：１０回、見学者：３５３人）

　使用済み小型家電回収

　　（回収ボックス設置数１０か所・回収イベント１回実施、回収量７，０３１ｋｇ）

　使用済みはがき・名刺回収（回収ボックス設置数３か所、回収量５８．９ｋｇ）

　ごみ減量・リサイクル啓発用チラシ発行（４回）

　マイボトル利用促進のための給水機設置（使用量：１６．１㎥）

　食品ロス防止、廃棄物削減のためにフード＆日用品ドライブを実施

（食品　２０４ｋｇ、日用品　１２１点を南相馬市社会福祉協議会を通じて寄付）

＜計画未達の理由＞

　東日本大震災以降、人口減少に対して、単身・少人数世帯が増加し、市民の生活様式が

変化しており、ごみの減量、資源化が予定どおりに進まなかったため、計画に到達しなか

った。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域の環境美化の向上及び保全を図るため、地域の環境美化事業を推進した。

事業内容

　環境衛生推進委員設置１７９人（小高区３８人、鹿島区３８人、原町区１０３人）

　市民クリーンデーの実施　２回（５月１２日・１０月１３日）

　環境美化運動推進協力者表彰（個人９人、６団体）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①１日１人当たりのごみの排出量
②リサイクル率

①　９５９ｇ
②２３．１％

①１，１０８ｇ
②　１２．７％

地域の清掃活動への参加団体数 １２団体 １２団体

257

257

- 215 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 02 01 L4 20

（前年度）

04 02 02 F2 20

（前年度）

国庫支出金 0 4,041

ごみ減量・リサイクル助成事業 4,041 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 3,588

国庫支出金 0 11,222

衛生施設更新準備事業 11,222 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 14,094
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事      業      内      容
決算書

ページ

　家庭ごみの減量化並びにリサイクルによる資源の再利用化を図るため、資源ごみ回収を

行う団体等及び生ごみ処理容器を設置した者に対し、報奨金を交付した。

事業内容

　資源ごみ回収団体報奨金

　　事業主体　老人会、行政区などの地域住民団体

　　交付額　　資源ごみ回収量１ｋｇ当たり５円

　　交付団体数　６２団体（小高区４・鹿島区８・原町区５０）

　　回収量　５６１．２トン

　　（小高区２２．７トン、鹿島区１４１．４トン、原町区３９７．１トン）

　生ごみ処理容器設置報奨金

　　交付額　　購入価格の１／２

　　交付上限　コンポスト容器　　　３千円／１基

　　　　　　　電気式ごみ処理機　３０千円／１基

　　交付実績　コンポスト２６基（小高区３基、鹿島区４基、原町区１９基)

　　　　　　　電気式ごみ処理機４４基（小高区６基、鹿島区５基、原町区３３基）

＜計画未達の理由＞

　前年度に比べて交付団体数は５団体増えたものの、活動できない団体があったこと等、

全体の活動量が減少したため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　最終処分場の埋め立て可能残余量と廃棄物処理施設の耐用年数を踏まえると、現存施設

の使用可能年数が今後１０年余りであることから、新たな施設建設に向け準備を行った。

事業内容

　南相馬市一般廃棄物処理施設整備に伴う事業可能性調査業務委託

　　民間活力導入に関するサウンディング調査、提案内容の分析・整理　等

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①資源ごみ回収量
②コンポスト容器
③電気式生ごみ処理容器

①８１７トン
②１８基
③２５基

①５６１．２トン
②２６基
③４４基

一般廃棄物処理施設整備に伴う事業可能性調査
事業可能性調査

実施
事業可能性調査

実施

259

259
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 02 02 F3 20

（前年度）

04 02 02 F5 20

（前年度）

地 方 債 172,300

そ の 他 57,721

市民生活部生活環境課 266,299

国庫支出金 0 0

衛生施設営繕事業 230,021 県　支出金 0

国庫支出金 0 2,119

不法投棄対策事業 2,119 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 1,880
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事      業      内      容
決算書

ページ

　一般廃棄物を安全かつ適正に処理するため、衛生施設の維持補修を実施した。

事業内容

　塵芥処理施設

　　２号炉給じん装置更新修繕　ほか

　粗大ごみ処理施設

　　排出コンベヤ駆動部品修繕　ほか

　ごみ最終処分場

　　計装用制御盤修繕　ほか

　リサイクルプラザ施設

　　コンテナ洗浄ライン後反転装置修繕　ほか

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　不法投棄の未然防止、早期発見及び処理困難事案の早期解決のため、市民等へ啓発を図

るとともに、不法投棄監視員を配置し、監視体制を強化した。

事業内容

　不法投棄監視員配置　３１名（小高区６名、鹿島区１０名、原町区１５名）

　不法投棄監視員による不法投棄の監視等の実施（発見件数１５件）

　不法投棄禁止看板設置　１２５か所

　（小高区３９か所・鹿島区１８か所・原町区６８か所）

　監視カメラ設置　ダミーカメラ１９か所

　（小高区１か所・鹿島区３か所・原町区１５か所）

　監視カメラ設置　監視カメラ４か所

　（小高区０か所・鹿島区０か所・原町区４か所）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

１００％施設の修繕率 １００％

不法投棄処理件数 １３５件以下 ９５件

259

259
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 05 01 50 20

（前年度）

04 05 01 F1 20

（前年度）

04 05 01 F2 20

（前年度）

健康福祉部健康づくり課 5,290

健康福祉部健康政策課 17,342

国庫支出金 0 0

地域医療提供体制整備事業補助金 24,231 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 24,231

保健医療専門職等雇用事業 9,592 県　支出金 9,520

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 72

そ の 他 2,802

健康福祉部健康づくり課 9,786

国庫支出金 0 0

被災市町村健康推進事業 14,727 県　支出金 11,925

地 方 債 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民の健康と福祉の増進に寄与するため、市内に不足している診療科を新たに開設する

又は、地域医療体制を確保するために既設する医師又は医療法人に対し、開設・改修等に

かかる費用の一部を補助金として交付した。

事業内容

　不足する診療科の開設等費用（工事請負費、委託料、建物の取得等）の補助

　　補助率　　１／２（上限５０，０００千円）

　既存診療所等の医療機器等更新に対する補助

　　補助率　　１／２（上限　５，０００千円）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　東日本大震災及び原子力災害による被災者の健康状態の悪化予防や健康不安の軽減を図

るため、保健医療専門職を雇用した。

事業内容

　各種健康教室、相談、訪問のための看護師、栄養士の雇用

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　東日本大震災及び原子力災害による被災者の健康状態の悪化予防や健康の保持・増進、

健康不安の軽減、住民同士の交流を図るため、健康状態の把握や各種指導、相談等、健康

支援事業を実施した。

事業内容

　災害公営住宅等に暮らす被災者へ訪問による健康支援等

　避難者等への健康支援事業（訪問、健康教室、健康相談等）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
　①不足する診療科の開設費用
　（工事請負費、委託料、建物の取得等）の補助
　②既存診療所等の医療機器更新等に対する補助

①１件程度
②１件程度

①１件
②３件

雇用人数
　①管理栄養士（フルタイム）
　②看護師（パートタイム）

①１人
②３人

①１人
②３人

①被災者等への訪問による相談者数（延べ）
②健康教室等の開催

①１００人
　②４０回

①４５４人
（実３４２人）

②５３回

263

263

263
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 05 01 F4 20

（前年度）

04 05 02 F1 30

（前年度）

04 05 02 F1 50

（前年度）

県外避難者健診体制整備事業 582 県　支出金 577

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 652

国庫支出金 0 5

国庫支出金 0 0

ごみ集積所整備助成事業（小高区） 1,399 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,399

小高区市民総合サービス課 656

鹿島区市民総合サービス課 736

国庫支出金 0 0

ごみ集積所整備助成事業（鹿島区） 968 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 968
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事      業      内      容
決算書

ページ

　東日本大震災及び原子力災害による健康不安の軽減や健康の保持増進を図るため、定期

的な健（検）診受診により、自分の健康状態を確認し、必要な対処ができるよう県外避難

者の健（検）診機会を確保した。

事業内容

　委託先が県外避難者に健(検)診通知（案内及び受診結果）を送付する手数料（補助対象

　経費のみ）

＜計画未達の理由＞

　①対象者数が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

　②受診者数が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　ごみ集積所の周辺環境美化を促進するため、ごみ集積所を整備した団体に対し、報奨金

を交付した。

事業内容

　ごみ集積所の整備に係る経費に対する報奨金の交付

事業主体　ごみ集積所を整備した団体（行政区、隣組等）

　　　　　　　四区行政区（１７か所）ほか３行政区（５か所）

　　交付額　　事業費の９／１０

　　交付上限　１５０千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　ごみ集積所の周辺環境美化を促進するため、ごみ集積所を整備した団体に対し、報奨金

を交付した。

事業内容

　ごみ集積所の整備に係る経費に対する報奨金の交付

　　事業主体　　ごみ集積所を整備した団体（行政区、隣組等）

　　　　　　　　三里行政区（５か所）ほか６行政区（６か所）、隣組（１か所）

　　交付額　　　事業費の９／１０

　　交付上限　　１５０千円

＜計画未達の理由＞

　実施予定行政区の事業中止があったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①４４９通
②　８７通

①受診案内通知発送件数
②結果通知発送件数

①６００通
②１００通

報奨金交付件数 ２２件 ２２件

報奨金交付件数 １３件 １２件

263

263

263
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 05 02 F1 70

（前年度）

04 05 03 F1 20

（前年度）

04 06 01 F1 20

（前年度）

ごみ集積所整備助成事業（原町区） 4,919 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 4,919

市民生活部生活環境課 4,439

国庫支出金 0 0

国庫支出金 42,000 188,462

最終処分場延命化事業 230,462 県　支出金 0

（繰越明許費） 230,462 地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 5,834 0

市民生活部生活環境課

－

健康管理支援事業（個人線量計） 5,834 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 6,218
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事      業      内      容
決算書

ページ

　ごみ集積所の周辺環境美化を促進するため、ごみ集積所を整備した団体に対し、報奨金

を交付した。

事業内容

　ごみ集積所の整備に係る経費に対する報奨金の交付

　　事業主体　　ごみ集積所を整備した団体（行政区、隣組等）

　　　　　　　　青葉町行政区（２か所）ほか２１行政区（４３か所）隣組（２か所）

　　交付額　　　事業費の９／１０

　　交付上限　　１５０千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　最終処分場の延命化を図るため、嵩上げ工事を行った。

事業内容

　最終処分場嵩上げ工事

　全体工事概要

　　実施期間　令和元年度～令和６年度

　　工事延長　Ｌ＝２１７．６ｍ

　　総事業費　２３０，４６２，１００円

　令和６年度工事内容　土堰堤設置　Ｌ＝１２２．８ｍ

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原子力災害に伴う市民の放射線に対する健康不安を軽減するため、個人積算線量計によ

り外部被ばく線量を測定した。

　また、放射線専門家等による放射線健康対策委員会を開催し、内部・外部被ばく検査結

果における放射線の健康影響を分析検討し、その内容を市民に情報提供した。

事業内容

　個人積算線量測定　年４回

　　対象者　本市に住所を有する者

　　　　　　本市に避難登録している者

　　　　　　市外住所を有し、本市に通学、通勤している者

　放射線健康対策委員会　年２回

　内部、外部被ばくの情報提供

＜計画未達の理由＞

　外部被ばく測定の申込者数が当初の見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

４２件 ４７件報奨金交付件数

工事の進捗率 １００％ １００％

外部被ばく測定者（延べ） ２,０００人 １，４７４人

263

263

263
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 06 01 F2 20

（前年度）

04 06 01 F8 20

（前年度）

国庫支出金 39,616 0

放射線被ばく検診事業 39,616 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 42,348

健康福祉部健康づくり課 4,433

国庫支出金 2,696 0

放射線健康相談事業 2,696 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　原子力災害に伴う市民の放射線に対する健康不安を軽減するため、ホールボディカウン

ターを用いた内部被ばく検診を実施した。

事業内容

　内部被ばく検診（１９歳以上の者は年１回、１８歳以下の者は年２回実施）

　　対象者　　本市に住所を有する者

　　　　　　　本市に避難登録している者

　　　　　　　市外住所を有し、本市に通学、通勤している者

　検診内容　　問診、検査、診察

＜計画未達の理由＞

　①内部被ばく検診の申込者数が当初の見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

　②ベビースキャン受診の申込者数が当初の見込みを下回ったため、計画に到達しなかっ

　た。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原子力災害に伴う市民の放射線に対する健康不安を軽減するため、必要に応じて専門家

を派遣した。

　また、放射線に関する情報を提供した。

事業内容

　放射線情報の提供

　依頼による放射線モニタリング測定調査

　依頼による放射線出張講座・座談会の実施

＜計画未達の理由＞

　②モニタリング測定調査の申込者数が当初の見込みを下回ったため、計画に到達しなか

　った。

　③行政区や各団体等から要望がなかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①内部被ばく検診受診者
②ベビースキャン受診者
③内部・外部被ばくの情報提供

①３，５００人
②１００人
③年２回

①３，２６６人
②４２人
③年２回

①放射線情報の提供
②モニタリング測定調査
③放射線出張講座・座談会

①年４回
②年６回
③年３回

①年４回
②年５回
③年２回

263

263
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 06 02 F1 20

（前年度）

04 06 02 F2 20

（前年度）

04 06 02 F3 20

（前年度）

国庫支出金 35,678 0

食品等放射能簡易分析事業 35,678 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 23,995 0

市民生活部環境政策課 29,960

飲用井戸水核種濃度及び水質測定事業 23,995 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部環境政策課 21,776

市民生活部生活環境課 50,968

国庫支出金 6,389 0

焼却灰等一時保管対策事業 29,074 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 22,685
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事      業      内      容
決算書

ページ

　食に対する放射性物質への安全・安心の確保を図るため、各施設に食品等放射能簡易分

析装置を配置し、自家消費野菜等の放射能検査を行った。

事業内容

　配置場所　６か所（石神・太田・大甕・ひばり・鹿島生涯学習センター及び

　　　　　　　　　　小高区役所）

　配置台数　１３台

　対象品目　自家消費野菜等（一般流通ルート上に無いもの）

＜計画未達の理由＞

　申請件数が当初見込みよりも下回ったことから、計画に達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　飲用井戸水の放射性物質への不安軽減と水質に関する安全性を確認するため、飲用井戸

水の放射性核種濃度及び水質検査を行った。

事業内容

　放射性核種測定（ヨウ素１３１、セシウム１３４・１３７）

　水質測定（一般細菌、大腸菌など　１４項目）

＜計画未達の理由＞

　申請件数が当初見込みよりも下回ったことから、計画に達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　生活環境の保全及び市民の安全・安心を図るため、原子力事故により放射能の影響を受

けた焼却灰等について適正な保管及び放射性物質の測定を行い、順次搬出を行った。

事業内容

　放射性物質測定

　　焼却処理施設、最終処分場、し尿処理施設、有害鳥獣焼却施設

　焼却灰処分

　　雫浄化センター、有害鳥獣焼却施設

＜計画未達の理由＞

　保管していた指定廃棄物について搬出を行ったが、搬出後に発生した指定廃棄物につい

て年度内での搬出が出来なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

検査件数 ２，０００件 １，６５７件

検査世帯数 ９２０件 ８３９件

発生した指定廃棄物の搬出割合 ５０％ １２％

265

265

265
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 06 02 F7 20

（前年度）

04 06 02 X1 40

（前年度）

04 06 04 F1 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

環境放射線モニタリング事業 33,138 県　支出金 33,138

地 方 債 0

そ の 他 0

そ の 他 3,492

市民生活部環境政策課 32,371

国庫支出金 0 17,139

有害鳥獣焼却処理事業 17,343 県　支出金 0

小高区市民総合サービス課 4,488

地 方 債 0

そ の 他 204

市民生活部生活環境課 11,643

国庫支出金 0 0

小高区除草促進事業 3,492 県　支出金 0

地 方 債 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　放射性物質に対する不安軽減を図るため、大気中に浮遊している粉じん及び大気降下物

中の放射能濃度を測定し、測定結果の公表を行った。

事業内容

　ハイボリウムエアサンプラーによる大気浮遊じんの捕集・測定

　　測定箇所　１０か所（小高区３か所、鹿島区２か所、原町区５か所）

　　放射能濃度分析頻度　週１回

　水盤による大気降下物試料の捕集・測定

　　測定箇所　３か所（小高区１か所、鹿島区１か所、原町区１か所）

　　放射能濃度分析頻度　月１回

　広報みなみそうま（毎号）・市ホームページによる公表

　南相馬市放射線健康対策委員長による測定結果の分析及び解説：年３回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　小高区の生活環境の向上を図り、更なる帰還と移住を促進するため、市や行政区が実施

する各除草事業を補完することを目的に、除草作業を行う団体に対し報奨金を交付した。

事業内容

　除草作業に対する報奨金の交付

　　事業主体　小高区内農地復興組合

　　　　　　　（ふるさと小高区地域農業復興組合、小高区ふるさと農地復興組合）

　　交付額　　作業時間数等の実績に応じ報奨金を交付

　　実施箇所　市道、法定外公共物、農道等の市有財産

　　実施期間　４月から１２月まで（９か月間）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原子力災害により増加した有害鳥獣を安全かつ適正に処理するため、焼却処理を実施し

た。

事業内容

　有害鳥獣の焼却処理経費（燃料費・光熱水費）

　対象有害鳥獣　ニホンザル、イノシシ、アライグマ、ハクビシン、タヌキ等

　受入有害鳥獣頭数　２，８８４頭

　受入重量　３５，７８４．３４ｋｇ

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①大気浮遊じん放射能濃度測定回数
②大気浮遊じん測定場所数
③大気降下物測定回数
④大気降下物測定場所数

①　週１回
②１０か所
③　月１回
④　３か所

①　週１回
②１０か所
③　月１回
④　３か所

２件 ３件

受け入れた有害鳥獣の焼却割合 １００％ １００％

報奨金交付件数

265

265

265
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 06 04 F1 21

（前年度）

05 01 01 54 20

（前年度）

国庫支出金 0 7,521

魅力ある職場環境づくり事業補助金 8,421 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 900

商工観光部商工労政課 6,211

国庫支出金 0 14,467

有害鳥獣焼却処理事業（債務負担） 14,467 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

市民生活部生活環境課 14,467
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事      業      内      容
決算書

ページ

　原子力災害により増加した有害鳥獣を安全かつ適正に処理するため、有害鳥獣焼却処理

施設管理業務委託を行った。

事業内容

　有害鳥獣焼却施設管理業務委託

　　委託先　　株式会社東武

　　委託期間　令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内企業で働く労働者の定着を図るため、労務管理研修及び人材育成に伴う資格取得支

援、休憩所の設置や事務所のバリアフリー化など、働きやすく魅力的な職場づくりに取り

組む市内事業者や自社の魅力を積極的に情報発信する事業者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　①就労者やりがい創出事業

　　対象経費　労務管理研修及び人材育成に伴う資格取得支援に係る経費

　　補助率　　１／２（上限３００千円）

　②労働環境整備事業

　　対象経費　休憩所等の新設・改修、事務室等のバリアフリー化、テレワーク導入に係

　　　　　　　る経費

　　補助率　　１／２（上限１，０００千円）

　③就職情報発信支援事業

　　対象経費　自社ＨＰの作成、有料の就職情報サイトへの掲載に係る経費

　　補助率　　１／２（補助金上限１００千円）

　④働き方改革推進事業

　　対象者　　男性の育児休業取得促進に取り組む事業者

　　補助額　　育児休業を取得する男性従業員１人当たり　１００千円（定額）

＜計画未達の理由＞

　①③④申請件数が計画値を下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
①就労者やりがい創出事業
②労働環境整備事業
③就職情報発信支援事業
④働き方改革推進事業

①１５件
②　４件
③　５件
④２０件

①１２件
②　８件
③　１件
④　９件

１００％ １００％受け入れた有害鳥獣の焼却割合

265
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

05 01 01 F1 20

（前年度）

05 01 01 F5 20

（前年度）

国庫支出金 1,890 0

外国人活躍推進事業 45,365 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 43,475

商工観光部商工労政課 44,087

国庫支出金 3,712 1,776

市内事業所情報発信事業 5,488 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 4,999
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市内における外国人材の活躍を推進するため、関係機関等との情報共有や相互連携を目

的とした南相馬市外国人活躍推進協議会を運営するとともに、市内事業所における雇用を

促進するため、南相馬市外国人雇用事業者支援事業補助金を交付した。

　また、市内事業所の外国人雇用に対する支援を行うとともに、市内に在住または在住を

希望する外国人に対して、生活に関わる様々な相談に対する支援等を行うため、「南相馬

市多文化共生センター」を運営した。

　事業内容

　（１）南相馬市外国人活躍推進協議会の運営

　（２）外国人活躍推進事業業務委託

　　「南相馬市多文化共生センター」の取組内容

　　　①雇用支援

　　　　企業向けセミナー＆交流会の開催　１回

　　　②生活支援

　　　　相談窓口の開設　

　　　　日本語学習講座の開催　４６回

　　　③企業支援

　　　　企業訪問、相談受付

　　　④交流支援

　　　　地域行事への参加

　　　　多文化共生セミナーの実施

　（３）「南相馬市外国人雇用事業者支援事業補助金」の交付　

　　　外国人労働者受入に係る費用等への補助

　　　補助金額　３００千円／人（特定技能「介護」の場合：５００千円）

　　　補助金交付件数　５９件

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　新規高校卒業者の地元定着を図るとともに進学等で転出した者等のＵＩターン就職を促

すため、市内事業者の魅力や求人情報などを分かりやすく発信するポータルサイトを運営

するとともに、高校生を対象とした市内企業の見学会を実施した。

事業内容

　みなみそうま就職ナビウェブサイト管理運営業務委託

　　令和７年３月３１日現在　１７０社登録

　高校生向け市内企業見学会

　　開催回数　１回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

市内の外国人労働者数 ２５９人 ３７２人

就職ナビ新規登録事業所数 　１０件 　１７件

267

267
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

05 01 01 F7 20

（前年度）

05 01 01 F8 20

（前年度）

国庫支出金 0 2,840

ＵＩターン就職支援助成事業 2,840 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 2,405

商工観光部商工労政課 14,274

国庫支出金 0 15,845

多様な働き方と人づくり支援事業 15,845 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市内事業所の労働力不足を解消するため、市外からの就職希望者に対し、みなみそうま

就職ナビウェブサイトに求人を掲載している事業所への就職活動に要する交通費及び市内

の事業所に就職して転居するために要する費用の一部を助成した。

事業内容

　就職活動交通費助成金

　　補助率　　２／３（上限１００千円（１回限り））

　　補助金交付件数　１０件

　市内転居費用助成金

　　補助率　１０／１０（上限　県内３００千円、県外６００千円）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　多様な働き方に対する理解の醸成や講座等を通じたスキル等の習得の次のフェーズとし

て、令和６年度から学びの場から実践の場へと転換を図った。自身のスキルを活かした商

品やサービスでビジネスに取り組む人達を支援するため、販売場所の提供や起業に関する

相談等を行うシェアショップ事業を運営した。

事業内容

　多様な働き方と人づくり支援事業業務委託

　　委託内容

　　　マチ・ヒト・シゴトの結び場ＮＡＲＵの施設管理

　　　シェアショップの企画及び管理運営

　　　出店者等に対する経営支援や人材育成のための機会の創出

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

市内転居費助成金申請人数 １７件 １９件

シェアショップ事業を通じて給与以外の収入を得た
者

３０人 ４３人

267

267
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

05 02 01 50 20

（前年度）

人材確保のための奨学金返還支援事業補助金 3,049 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 3,049

商工観光部商工労政課 1,750

国庫支出金 0 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　ＵＩターン就職などの市外からの流入促進と定着を図り、市内で不足する人材を確保す

るため、奨学金の貸与があり市内事業所等へ就職し定住する者に対し、奨学金返還の一部

を補助金として交付した。

事業内容

　①奨学金返還支援補助金

　　補助金額　前年度に返還した奨学金相当（年間上限１８０千円）

　　補助期間　日本学生支援機構奨学金の第一種奨学金の貸与総額に達するまでの期間

　　　　　　　（最大１８年間）

　　補助対象　市が指定する産業の事業所等へ就職し継続して就労かつ市内へ居住する者

    補助金交付決定件数　６件（令和６年度に新たに交付対象として決定した件数）

　②就職奨励金

　　補助金額　４００千円

　　補助対象　①の対象者のうち、保育士・看護師・介護福祉士・社会福祉士として、

　　　　　　　６か月以上継続して勤務、居住し、今後も継続して勤務、居住する者

＜計画未達の理由＞

　①交付決定者のうち、市外への転出により交付の対象外となった者がいたため、計画に

　到達しなかった。

　②交付対象者の勤務先事業所（病院、介護事業所等）に本事業の案内を送付し、令和５

　年度より申請件数は増加したものの、計画値を下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
①奨学金返還支援補助金
②就職奨励金

①２０件
②　４件

①１９件
②　２件

267
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 03 50 20

（前年度）

農林水産部農政課 7,379

国庫支出金 0 0

多様な担い手育成・確保事業補助金 7,208 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 7,208
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事      業      内      容
決算書

ページ

　多様な担い手の育成と確保を図るため、経営が不安定な新規就農者や新規就農者を雇用

する農業法人等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　①新規就農者給付金事業

　　補助金額　月額４０千円（最大３年間）

　　補助率　　定額

　　補助対象　新規自営就農者

　②農業用機械購入支援事業

　　補助金額　上限１，０００千円

　　補助率　　３／４以内

　　補助対象　新規自営就農者及び新規雇用就農者を雇用する農業法人等

　③農地賃借料支援事業

　　補助金額　５千円／１０ａ（上限１５０千円）（最大５年間）

　　補助率　　定額

　　補助対象　旧避難指示区域内で営農するために農地を賃借した農業法人等

　④移住就農者家賃支援事業

　　補助金額　上限月額６０千円（最大２年間）

　　補助率　　旧避難指示区域内３／４以内、その他１／２以内

　　補助対象　市外からの移住就農者

　⑤農業資格取得支援事業

　　補助金額　定額（免許の種類に応じて４０千円から１７０千円）

　　補助対象　新規自営就農者及び新規雇用就農者、みらい農業学校研修生

＜計画未達の理由＞

　①②③⑤コロナ禍の収束に伴い社会経済が正常化する中で、他産業の求人件数が増加し

たことにより新規就農者が減少し、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①新規就農者給付金事業
②農業用機械購入支援事業
③農地賃借料支援事業
④移住就農者家賃支援事業
⑤農業資格取得支援事業

①　１件
②　７件
③　３件
④　８件
⑤１６件

①　０件
②　５件
③　２件
④　９件
⑤　７件

271
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 03 54 20

（前年度）

06 01 03 62 20

（前年度）

農林水産部農政課 2,453

国庫支出金 0 780

環境保全型農業直接支払交付金 3,121 県　支出金 2,341

地 方 債 0

そ の 他 0

機構集積協力金交付事業 106,023 県　支出金 106,023

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農地集積課 263,406

国庫支出金 0 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　農業生産に由来する環境負荷を軽減し、地球温暖化や生物多様性保全等に資する環境保

全型農業を推進するため、環境保全型農業に取り組む農業者団体に対し、補助金を交付し

た。

事業内容

　対象者　　環境保全型農業に取り組む農業者団体

　補助額　　有機農業　　　　 　 　            １２千円／１０ａ

　　　　　　有機農業（加算措置（緑肥の作付））　２千円／１０ａ

　　　　　　有機農業（飼料作物）　　　　　　　　３千円／１０ａ

＜計画未達の理由＞

　②ほ場整備事業の遅れによって、作付できなかった地区があったため、計画に到達しな

　かった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　農業経営基盤強化のため、農地中間管理事業を通じて担い手への農地集積・集約化に協

力する組織等に対して、機構集積協力金を交付した。

事業内容

　地域集積協力金

　　補助対象：農地の集積に取り組む団体

　　補助率　：１０／１０

　　対象地区：１３地区（右田海老、高平中部、原町東、原町南部、上浦、下浦、

　　　　　　　飯崎、大内・烏崎、小島田、片草、押釜、馬場西、深野南）

　　対象面積：１９０ｈａ

　集約化奨励金

　　補助対象：農地の集約化に取り組む団体

　　補助率　：１０／１０

　　対象地区：３地区（上浦、下浦、深野南）

　　対象面積：９０ｈａ

　経営転換協力金

　　補助対象：農地の集積に協力する個人

　　補助率　：１０／１０

　　対象人数：８７人

　　対象面積：６９ｈａ

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①事業主体
②取組面積
（１）有機農業
（２）有機農業（加算措置）
（３）有機農業（飼料作物）

①３団体
② 　 ５，３５６ａ
（１）３，５１５ａ
（２）１，６５６ａ
（３）  　１８５ａ

①５団体
②    ２，４７４ａ
（１）１，７１１ａ
（２）　  ７６３ａ
（３）  　　　０ａ

対象地区 １３地区 １３地区

271

271
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 03 67 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 9,478

農林水産部農政課 9,628

国庫支出金 0 12,563

園芸作物等どんどん拡大支援事業補助金 22,041 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　園芸作物等の生産拡大や産地化による経営安定と所得確保を図るため、出荷販売を目的

に園芸作物等を新たに又は規模を拡大して作付する農業者等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　以下に取り組む市内居住の農業者、農業法人、生産部会等

　①生産拡大のための支援

　　対象経費　園芸作物、花卉、果樹新たに又は規模を拡大して作付けするために必要な

　　　　　　　種苗費、果樹の改植に係る費用

　　補助率　　種購入　２／３以内、苗購入　１／２以内、改植　４０千円／１０ａ

　②産地化を見据えた支援

　　対象経費　①振興作物（ブロッコリー、ネギ、タマネギ、キュウリ）を新たに又は規

　　　　　　　　模を拡大して作付けするために必要な種苗費

　　　　　　　②緑肥の種子代

　　　　　　　③収入保険掛金のうち保険方式部分

　　補助率　　①種苗費　　　　定額

　　　　　　　②収入保険掛金　２／３以内（３年目以降２年間１／３以内）

　　　　　　　③緑肥の種子代　３千円／１０ａ

　③ハウス整備への支援

　　対象経費　ハウスの新設・修繕をするために必要な費用

　　補助率　　１／３以内（上限３００千円）

＜計画未達の理由＞

　生産資材の高騰により、①及び②に取り組む生産者数が想定よりも少なく、計画に到達

しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 ２７件 ２１件

271
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 03 80 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金 5,920 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 5,920

農林水産部農政課 5,597
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事      業      内      容
決算書

ページ

　有害鳥獣被害防止を図るため、防護柵設置、地域による鳥獣被害対策活動、狩猟免許の

取得及び更新、狩猟の安全教育及び技術向上活動に対し、補助金を交付した。

事業内容

　　　　　　　　　　　　　　　対象経費　　　　　　補助率　　　　　　対象者

　①防護柵設置事業　　　　　　防護柵資材購入経費　　　　１／３以内　農業者個人

　②狩猟免許取得支援事業　　　猟銃所持許可等経費　定額・１／２以内　新規取得者

　③地域活動支援事業　　　　　鳥獣被害防止対策経費　　　　　　定額　行政区

　④狩猟免許更新支援事業　　　狩猟免許更新手数料　　　　　　　定額　免許更新者

　⑤捕獲活動技術向上支援事業　射撃場使用料　　　　　　　　　　定額　猟友会支部会員

＜計画未達の理由＞

　①事業実施予定者が柵の設置を見送るなどで、見込んだ計画に到達しなかった。

　②対象者となる狩猟免許取得者１名が、申請を辞退したため、計画に到達しなかった。

　③事業実施予定者の一部が令和７年度に持ち越されたため、計画に到達しなかった。

　④免許未更新及び申請辞退等により、計画に到達しなかった。

　⑤対象者の一部が射撃訓練に参加しなかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
①防護柵設置事業
②狩猟免許取得支援事業
③地域活動支援事業
④狩猟免許更新支援事業
⑤捕獲活動技術向上支援事業

　　①　　７件
　　②　　６件
　　③　４１件
　　④１４６件
　　⑤１０１件

　　①　　３件
　　②　　５件
　　③　３５件
　　④１０９件
　　⑤　８１件

271
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 03 F2 20

（前年度）

06 01 03 F5 20

国庫支出金 0 22,004

スマート農業技術導入促進事業 22,004 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農政課 26,558

国庫支出金 0 5,902

経営所得安定対策事業 16,815 県　支出金 10,913

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

農林水産部農政課 13,162
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事      業      内      容
決算書

ページ

　スマート農業技術の導入支援により農作業の省力化や効率化及び生産基盤の強化を図る

ため、農業用機械自動操舵システム及び営農類型別のスマート農業技術等導入、並びに農

業用ドローン操縦ライセンス取得に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　農業者又は農業者組織

　①自動操舵システム導入への補助

　　補助率　　２／３以内（補助上限１，５００千円）

　②営農類型別スマート農業技術導入への補助

　　補助率　　１／２以内（補助上限１，０００千円）

　③農業用ドローン操縦ライセンス取得への補助

　　補助率　　１／２以内（補助上限　　１００千円）

＜計画未達の理由＞

　①申請者の発注遅れや機種変更で年度内納品が不可となり、令和７年度事業に持ち越さ

　　れたため、計画に到達しなかった。

　③ライセンス新規取得者が少なかったため、見込んだ計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内農業者の農業所得の安定を図るため、経営所得安定対策を実施し、米・麦・大豆等

の土地利用型作物の作付を推進した。

事業内容

　会計年度任用職員給与費

　　フルタイム（経営所得安定対策支援員）　２人（１２か月×２人）

　経営所得安定対策事業補助金

　　事業主体　南相馬市地域農業再生協議会

　　補助率　　定額

  　内　容　　経営所得安定対策等の円滑な実施に必要な推進活動や人工衛星を活用した

　　　　　　　作付確認等

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①　　８件
②　１５件
③　　４件

補助金交付件数
①自動操舵システム導入への補助
②営農類型別スマート農業技術導入への補助
③農業用ドローン操縦ライセンス取得への補助

①　１１件
②　１０件
③　１０件

補助金交付件数 １件 １件

271

271
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 03 F8 20

（前年度）

06 01 03 H6 20

（前年度）

国庫支出金 0 1,183

経営改善支援事業 1,183 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農政課 3,554

農林水産物等販路拡大支援事業 1,272 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,272

農林水産部農政課 825

国庫支出金 0 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　肥料価格の高騰に影響を受けにくい農業生産への転換を推進するため、施肥量の抑制を

目的とした土壌分析を実施し、農業経営の改善を促した。

事業内容

　土壌分析

　　実施件数　１４５件

　　対象者　　市内農業者

　　検査項目　窒素・リン酸・カリ・マグネシウム・石灰・ＰＨ・ＥＣ

＜計画未達の理由＞

　ＪＡが分析項目の多い土壌分析の受付を開始したことで、本事業への申請者が想定より

少なく、見込んだ計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　生産規模の拡大や新たな技術導入など何事にも果敢に挑む未来に向かい進み続けられる

農林水産業を推進するため、市内で生産された６次産業化商品や農林水産物の販路拡大等

を推進することを目的とした取組を支援した。

事業内容

　６次産業化商品パンフレット制作　１，０００冊

　地産地消の推進を目的としたイベント事業　１件

　販路開拓・拡大に向けた取組（商談会等への出展）への支援

　　販路開拓等支援事業補助金

　　　対象者　　市内に住所を有する販路開拓を行う１次、２次、３次産業者

　　　　　　　　が組織する団体

　　　補助率　　１／２（上限１００千円）

＜計画未達の理由＞

　予定されていた対象者の事業計画において、イベントが開催されなかったことにより、

事業申請がなく計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

土壌分析件数 　５００件 １４５件

補助金交付件数 ４件 ３件

271

271
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 03 R4 20

（前年度）

06 01 04 F2 20

（前年度）

農林水産部農政課 11,892

国庫支出金 0 2,980

中山間地域等直接支払交付金事業 11,918 県　支出金 8,938

地 方 債 0

そ の 他 0

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農政課 19,120

国庫支出金 0 10,679

畜産用飼料高騰緊急対策事業 10,679 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　農業生産における不利的条件により、耕作放棄地の増加や多面的機能の低下が懸念され

る中山間地域の保全及び整備活動を推進するため、交付金を交付した。

事業内容

　対象地区　鹿島区橲原、上栃窪、白坂、横手、御山、原町区高倉

　交付件数　６件

　　傾斜地　　鹿島区橲原、上栃窪、白坂、横手、御山、原町区高倉

　　加算措置（生産性向上加算）　鹿島区白坂

　交付対象面積　１２５．９ｈａ

　補助率　　　　国：１／２　県：１／４　市：１／４

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　継続的な畜産物の生産を維持し、畜産経営に及ぼす影響を緩和するため、配合飼料価格

高騰の影響を受けている市内の畜産経営体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　市内の畜産経営体　３９経営体

　補助額　　県の補助金額の１／２を補助

　　　　　　肉用牛　４，０００円／頭

　　　　　　乳用牛　５，０００円／頭

　　　　　　豚　　　　　７００円／頭

　　　　　　採卵鶏　　　　７０円／羽

＜計画未達の理由＞

　令和５年２月１日時点の市内の肉用牛・乳用牛の飼養頭数から、補助金の基準日までの

の増頭を見込み予算計上を行ったが、飼養頭数が想定より増えていなかったため、計画に

到達しなかった。 　

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 ６件 ６件

補助金交付件数
①肉用牛（頭）
②乳用牛（頭）
③豚（頭）
④採卵鶏（羽）

　　　　　３９件
①　１．８００頭
②　　　３００頭
③　３．８００頭
④　　　２５０羽

　　　　　３９件
①　１．６３２頭
②　　　１１９頭
③　５．０５１頭
④　　　２９３羽

271

271
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 05 60 20

（前年度）

06 01 05 68 20

（前年度）

国庫支出金 0 15,715

10,453

市単土地改良事業補助金 15,715 県　支出金 0

（繰越明許費） 12,494 地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農林整備課

多面的機能支払交付金 189,209 県　支出金 141,355

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農林整備課 183,524

国庫支出金 0 47,854
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事      業      内      容
決算書

ページ

　農業の振興を図るため、農業用施設等の新設改良事業を行う農業者が組織する団体等に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　かんがい排水事業

　　対象経費　かんがい排水施設の新設又は改良等に係る経費

　　補助率　　３．５／１０以内

（現年）Ｎ＝１１件　 （繰越明許）Ｎ＝２件

　ため池整備事業

　　対象経費　ため池の改修、補強等の工事を行い、災害を未然に防止するための経費

　　補助率　　７／１０以内

（現年）Ｎ＝１件　　 （繰越明許）Ｎ＝３件

　災害復旧事業（農地）

　　対象経費　農地の災害復旧事業に係る経費

　　補助率　　５．５／１０以内

（繰越明許）Ｎ＝１８件

　災害復旧事業（農業用施設）

　　対象経費　農業用施設の災害復旧事業に係る経費

　　補助率　　７．０／１０以内

（繰越明許）Ｎ＝２１件

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　農業・農村の有する多面的機能の維持・向上を図る地域の共同活動を支援し、地域資源

の適切な保全管理を推進するため、地域農業者等で構成された活動組織に対し、交付金を

交付した。

事業内容

　農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金

　　原町区　２５組織　Ａ＝２，３７６ｈａ（うち新規１組織）

　　鹿島区　２４組織　Ａ＝１，７９２ｈａ

　　小高区　　６組織　Ａ＝　　３９２ｈａ（うち新規１組織）

　　　計　  ５５組織　Ａ＝４，５６０ｈａ（うち新規２組織）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 ２５件 ５６件

４，５６０ｈａ
多面的機能支払制度の取組面積
（交付対象外も含む）

４，５３２ｈａ

273

273
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 05 69 20

（前年度）

06 01 05 70 20

06 01 05 F1 20

（前年度）

国庫支出金 0 6,300

農地防災事業補助金 6,300 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 496

そ の 他 0

農林水産部農林整備課 2,520

－

土地改良施設維持管理適正化事業補助金 496 県　支出金 0

（事故繰越し） 496 地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農林整備課 （前年度）

農林水産部農地集積課 388

国庫支出金 0 0

ほ場整備事業等地区農地流動化事業 641 県　支出金 146

地 方 債 0

そ の 他 495
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事      業      内      容
決算書

ページ

　農業用水源のため池の経年劣化に伴う取水施設等の改修等を行うため、農業者が組織す

る団体等に対し補助金を交付した。

事業内容

　農地防災事業（ため池等整備事業）

　　対象者　　　南相馬土地改良区

　　対象経費　　長兵衛ため池改修工事（原町区）に係る経費

　　対象事業費　２５，０００千円（うち国補助５／１０、県補助１．４／１０）

　　補助率　　　７／１０以内（国県補助額を除く）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　土地改良施設等の適切な維持管理を行うため、農業者が組織する団体に対し、補助金を

交付した。

事業内容

　土地改良施設維持管理適正化事業　補助率１０％

　国３０％、県３０％、団体４０％（団体３６％、市４％）

　国県補助事業費を除く４０％のうち１０％補助金

　関ノ内揚水機場受配電設備修繕工事

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　ほ場整備事業等地区における地域の中心となる担い手（経営体）の確保や農地集積に必

要な取り組みを支援するため、地域計画の策定及び農地中間管理事業を通じた農地の貸借

の推進を図った。

事業内容

　地域計画策定

　　６地区（小高ＥＡＳＴ、小高ＷＥＳＴ、鹿島ＥＡＳＴ、鹿島ＷＥＳＴ、

　　　　　　原町ＥＡＳＴ、原町ＷＥＳＴ）

　地域計画策定に係る地区説明会開催

　　３回（鹿島区１回、原町区１回、小高区１回）（各区とも２地区同時開催）

　農地中間管理事業推進及び貸借契約事務

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 １件 １件

補助金交付件数 １件 １件

地域計画の策定 ６地区 ６地区

273

273

273
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 01 05 F4 20

（前年度）

06 02 01 L1 20

（前年度）

06 02 01 L6 21

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農林整備課 8,484

国庫支出金 0 7,183

農道簡易舗装事業 7,183 県　支出金 0

森林病害虫防除事業 7,457 県　支出金 1,155

地 方 債 0

そ の 他 1,633

農林水産部農林整備課 5,360

国庫支出金 0 4,669

国庫支出金 0 714

公有林整備事業（単独） 714 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農林整備課 953
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事      業      内      容
決算書

ページ

　農村環境の保全のため、未舗装道路の簡易舗装工事を実施した。

事業内容

　原町区泉字広畑地内　　農道１３１号線　Ｌ＝１９０ｍ　Ｗ＝４．０ｍ

　原町区馬場字原地内　　農道３３７号線　Ｌ＝１９３．１ｍ　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｗ＝３．０ｍ～３．５ｍ

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　森林病害虫による森林被害を予防・軽減し、森林資源の保護と森林が有する機能の確保

を図るため、被害木の伐倒駆除を実施した。

事業内容

　松くい虫防除業務委託　　　　　　　Ｎ＝２０２本

　カシノナガキクイムシ防除業務委託　Ｎ＝１８本

＜計画未達の理由＞

　松くい虫被害木伐採について、道路脇など仮設費を要する箇所が増加したことから、計

画に到達しなかった。また、カシノナガキクイムシ被害については、被害木が減少したこ

とから、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　森林の有する公益的・多面的機能の維持・向上を図るとともに、健全な森林の造成を図

るため、公有林の適切な管理や整備を行った。

事業内容

　公有林内危険木処理業務委託　Ｎ＝２０本

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

農道舗装路線数
２路線

Ｌ=３５３ｍ、
Ｗ=２．５～３．０ｍ

２路線
Ｌ=３８３．１ｍ、

Ｗ=３．０～４．０ｍ

①Ｎ＝２０２本
②Ｎ＝１８本

①松くい虫防除業務委託
②カシノナガキクイムシ防除業務委託

①Ｎ＝２６０本
②Ｎ＝１５０本

公有林内危険木処理業務委託 Ｎ＝１０本 Ｎ＝２０本

273

275

275
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 02 01 L7 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

森林環境交付金事業 18,239 県　支出金 16,606

地 方 債 0

そ の 他 1,633

農林水産部農林整備課 4,446

- 260 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　森林環境を適正に管理し、業務の効率化を図るため、ふくしま森林クラウドシステムを

活用した。また、小中学生を対象とした森林環境学習や木工教室を開催し、森林を守り育

てる意識の醸成を図った。

　県産材の利活用推進のため公共施設等への県産材の利活用を行う経費に対し、補助金を

交付した。

事業内容

　森林環境学習や木工教室の開催

　　小学校１１校　中学校５校　計１６校　各１回

　ふくしま森林クラウドシステム使用料　一式

　森林環境交付金事業補助金（拡充部分）

　　対象経費　民間幼稚園・認定こども園における県産材の利活用を行う経費

　　補助率　　１０／１０以内

　　上限額　　工事　　９，９９９千円

　　　　　　　物品　　３，０００千円

　　件数　３件

＜計画未達の理由＞

　カリキュラム上取り組むことができない中学校があったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

森林環境学習や木工教室開催
小学校１１校
中学校６校

計１７校　各１回

小学校１１校
中学校５校

計１６校　各１回

275
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 03 01 51 20

（前年度）

06 03 01 52 20

（前年度）

農林水産部農政課 673

国庫支出金 0 1,042

鮭繁殖事業補助金 1,042 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 353 0

漁船燃油価格高騰対策緊急支援事業補助金 353 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農政課 －

- 262 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　鮭資源の増殖等により漁業の経営安定を図るため、鮭の繁殖事業の取組に対し、補助金

を交付した。

事業内容

　鮭稚魚放流事業

　　放流実績数　１０．５万尾（真野川：６．５万尾、新田川：４万尾）

　　事業主体　　真野川鮭増殖組合　新田川鮭蕃殖漁業協同組合

　　補助額　　　０．４円／尾

　　交付件数　　２件

　やな場設置採捕事業

　　事業主体　　真野川鮭増殖組合　新田川鮭蕃殖漁業協同組合

　　対象経費　　やな場設置に係る費用

　　補助率　　　１／２（上限５００千円）

　　交付件数　　２件

＜計画未達の理由＞

　親鮭の遡上数が大幅に減少し自川採卵数が減少したことに加え、全国の遡上数も減少し

ており、県協会が市内組合に配分した移入卵数も減少したため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　燃油価格等の高騰による漁業者への影響を緩和するため、船底の付着物除去などに要す

る経費の一部に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　　１８経営体

　補助対象　　船体抵抗を軽減するための船底（船体）付着物除去及び船底等塗装に要す

　　　　　　　る経費

　補助率　　　１／６（補助対象経費から県補助金額を差し引いた残額の１／２）

＜計画未達の理由＞

　船底の付着物除去及び船底等への塗装を漁船１隻当たり年間２回程度実施することを想

定していたが、事業費が小額のため補助申請を見送った経営体がいたことから、計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 ３件 ４件

補助金交付件数 ３１件 １８件

277

277
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 04 01 30 20

（前年度）

06 04 01 52 20

（前年度）

06 04 01 56 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農地集積課 128,661

国庫支出金 0 41,886

農山漁村地域復興基盤総合整備事業負担金 44,333 県　支出金 2,447

国庫支出金 0 0

福島県営農再開支援事業補助金 208,989 県　支出金 208,989

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 0

営農再開支援農地保全管理事業補助金 115,666 県　支出金 115,666

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農地集積課 223,434

農林水産部農地集積課 196,937

- 264 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　東日本大震災により被災した農地・農業用施設の復旧のため、県営復興基盤総合整備事

業に対し、負担金を拠出するとともに、調査調整事業を行う土地改良区に対し、推進費を

交付した。

事業内容

　県営復興基盤総合整備事業負担金

　　市負担率：１１．２５％

　　対象地区：２地区（右田・海老、原町南部）

　調査調整事業推進費

　　市負担率：１９．７５％

　　対象地区：２地区（右田・海老、原町南部）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　農業者が円滑な営農再開を行うため、管理耕作や水稲の作付再開などの取組を行う組織

等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　農業者組織支援（管理耕作する者への支援等）

　　交付件数：１９件

　　補助額　：１３３，５１１千円

　農業協同組合支援（水稲の作付再開支援等）

　　交付件数：５件

　　補助額　：７５，３７９千円

　野鼠駆除剤購入　９９千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　農業者が円滑な営農再開を行うため、東日本大震災により被災した農地の保全管理作業

を実施する農業者団体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　交付件数：３件（小高区２件、原町区１件）

　実施面積：７１１ｈａ（小高区６３８ｈａ、原町区７３ｈａ）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①２地区
②２地区

①県営復興基盤総合整備事業負担金
　市負担率１１．２５％
②調査調整事業推進費
　市負担率１９．７５％

①２地区
②２地区

３件
（小高区２件、
原町区１件）

補助金交付件数 １８件 ２４件

補助金交付件数
３件

（小高区２件、
原町区１件）

277

277

277
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 04 01 F2 20

06 04 02 30 20

（前年度）

国庫支出金 0 131,662

園芸作物集出荷団地整備事業 529,460 県　支出金 386,558

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 11,240

農林水産部農政課 122,281

農林水産部農林整備課 25,064

国庫支出金 0 0

鎮魂復興市民植樹祭実行委員会負担金 17,300 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 17,300

- 266 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　農業者の労力的・時間的負担の軽減や、地元農産物の鮮度保持による価値の向上等を図

るため、集出荷貯蔵施設、卸売市場、農産物加工施設を整備するための工事発注等を行っ

た。

事業内容

　造成工事　　　　　１件

　建築主体工事　　　１件

　電気設備工事　　　１件

　機械設備工事　　　１件

　運営機械設置工事　３件

　監理業務委託　　　３件

　　総事業費　　：約７１億円

　　整備施設　　：集出荷貯蔵施設、卸売市場、農産物加工施設

　　建設地　　　：原町区上高平字柳町　地内

　　敷地面積　　：約１．９ｈａ

　　スケジュール：令和５年度　実施設計

　　　　　　　　　令和６～７年度　造成工事、建築工事

　　　　　　　　　令和８年度　供用開始

＜計画未達の理由＞

　令和８年３月の工事完了を予定しているため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　南相馬市鎮魂復興市民植樹祭や植樹後の育樹活動などを通して、東日本大震災の犠牲と

なった方々の慰霊を行い、震災の経験や教訓を継承するとともに、ふるさと復興の機運醸

成を図るため、実施主体である南相馬市鎮魂復興市民植樹祭実行委員会に対し、負担金を

拠出した。

事業内容

　第１３回南相馬市鎮魂復興市民植樹祭開催に向けた負担金

　　開催予定日　令和７（２０２５）年６月８日

　　開催予定地　原町区北泉地内

　　植樹面積　　約　３，６００㎡

　　植樹本数　　約１５，０００本

　　参加人数　　約　１，２００人

　植樹祭実施後における育樹活動（年４回）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

建築工事事業進捗率
造成工事事業進捗率

建築工事事業進捗率
１００％

造成工事事業進捗率
１００％

建築工事事業進捗率
０．０％

造成工事事業進捗率
２１．６％

①鎮魂復興市民植樹祭開催
②育樹活動

①１回
②４回

①１回
②４回

277

279
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 05 01 21 20

（前年度）

06 05 01 32 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

農業学校管理運営事業 45,237 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 45,237

国庫支出金 0 670,801

農山村地域復興基盤総合整備事業負担金 687,044 県　支出金 16,243

地 方 債 0

農林水産部農政課 －

そ の 他 0

農林水産部農地集積課 721,627

- 268 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　即戦力となる雇用就農者の育成を図るため、農業学校の管理・運営を行い、本市農業を

振興に取り組んだ。

事業内容

　農業学校の管理運営委託

　　カリキュラム作成

　　イベントの企画（農業交流イベントの実施 １１回）

　　入学生の募集・広報活動（就農フェアへの出展 ７回、学校説明会の開催 ２２回）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　農村地域の再生加速化のため、農業生産基盤の整備を行う県営復興基盤総合整備事業に

対し、負担金を拠出するとともに、調査調整事業を行う土地改良区に対し、推進費を交付

した。

事業内容

　県営復興基盤総合整備事業負担金

　　・市負担率：８．７５％

　　　対象地区：８地区（鹿島西部、栃窪、上栃窪、橲原、小山田、山下、馬場西、

　　　　　　　　　　　　深野南）

　　・市負担率：１０．００％

　　　対象地区：１地区（飯崎）

　　・市負担率：１１．２５％

　　　対象地区：１２地区（西真野、南屋形、矢川原、太田、高平中部、鶴谷、

　　　　　　　　　　　　　小高東部、片草、岡田、井田川、小屋木、村上福岡）

　　・市負担率：１０．５０％

　　　対象地区：１地区（前向《ため池等整備事業（用排水施設整備工事）》）

　調査調整事業推進費

　　・市負担率：１７．５０％

　　　対象地区：８地区（鹿島西部、栃窪、上栃窪、橲原、小山田、山下、馬場西、

　　　　　　　　　　　　深野南）

　　・市負担率：１９．７５％

　　　対象地区：１２地区（西真野、南屋形、矢川原、太田、高平中部、鶴谷、

　　　　　　　　　　　　　小高東部、片草、岡田、井田川、小屋木、村上福岡）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

１２人 １５人入学人数

①県営復興基盤総合整備事業負担金
　市負担率  ８．７５％
　市負担率１０．００％
　市負担率１１．２５％
　市負担率１０．５０％
②調査調整事業推進費
　市負担率１７．５０％
　市負担率１９．７５％

　８地区
　１地区
１２地区
　１地区

　８地区
１２地区

　８地区
　１地区
１２地区
　１地区

　８地区
１２地区

279

279
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 05 01 35 20

（前年度）

06 05 01 F4 20

（前年度）

農林水産部農地集積課 684,606

国庫支出金 0 23,211

農業経営高度化促進事業（農地賃貸借料一括 824,630 県　支出金 801,419

前払等） 地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 6,443 10,227

農林水産物等ＰＲ事業 16,670 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農政課 24,774

- 270 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　農用地の利用集積・集約化を促進し、長期的に安定した地域農業を実現するため、福島

県農地中間管理機構を介し、担い手が土地権利者に支払う農地賃貸借料及び手数料相当分

等を交付した。

事業内容

　農地賃貸借料一括前払費補助

　　右田海老地区（対象件数：１６件、対象面積１９３．０ｈａ）

　　馬場西地区　（対象件数：　５件、対象面積　３６．３ｈａ）

　　矢川原地区　（対象件数：　２件、対象面積　６１．４ｈａ）

　　原町南部地区（対象件数：　３件、対象面積１５４．２ｈａ）

　　飯崎地区　　（対象件数：　４件、対象面積１０４．７ｈａ）

　　片草地区　　（対象件数：　１件、対象面積　３５．８ｈａ）

＜計画未達の理由＞

　対象としていた岡田地区について、ほ場整備事業が完了せず交付対象とならなかったた

め、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内外の消費者等に対し、東京電力福島第一原子力発電所事故による風評被害の払拭を

図るため、食の安全・安心の確保に向けた取組をＰＲするとともに、南相馬市産農産物等

の認知度向上のため、南相馬市産農産物等のＰＲを実施した。

　また、市内の生産者に対し、南相馬市産農産物等の生産向上のため、情報発信の体制づ

くりを行い、支援制度等のＰＲを実施した。

事業内容

　市内外で開催されるイベント等での農産物等のＰＲ活動　４回

　ポータルサイトでの農産物等のＰＲ活動

　　「ＭＩＮＡＵＭＡ」にて南相馬市産農産物等プレゼントキャンペーン

　南相馬市農政課公式ＬＩＮＥ運営

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

279

対象地区 ７地区 ６地区

南相馬市農政課公式ＬＩＮＥ登録者数 １８０人 ２９５人
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 05 01 F7 30

（前年度）

06 05 01 F7 70

（前年度）

06 05 01 F9 20

営農再開支援水利施設等保全事業（小高区） 26,068 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農林整備課 24,850

国庫支出金 26,068 0

国庫支出金 67,777 0

営農再開支援水利施設等保全事業（原町区） 71,014 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 3,237

国庫支出金 0 65,881

被災地域農業復興総合支援事業（農業用機械 263,527 県　支出金 197,646

等） 地 方 債 0

（繰越明許費） 60,586 そ の 他 0

農林水産部農林整備課 40,201

農林水産部農政課 （前年度）

215,782
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事      業      内      容
決算書

ページ

　営農再開を促進するため、排水機場等の基幹的土地改良施設の適切な維持管理を行った。

事業内容

　土地改良施設の維持管理

　　排水機場　３か所（塚原第二、小高、福浦南部）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　営農再開を促進するため、排水機場等の基幹的土地改良施設の適正な保全管理を行った。

事業内容

　土地改良施設保全管理業務委託（南相馬土地改良区）

　　排水機場　６か所（金沢、泉、前向、小浜、谷地、太田）

　　水門　　　２か所（金沢、渋佐）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　東日本大震災及び原子力災害により被災した農業者の営農再開を支援するため、被災農

業者等の経営体に対し、農業用機械及び施設等を無償貸与した。

事業内容

　農業用機械及び施設等の導入

　　購入件数　機械等　　　　　計画　４５件（機械４３件、ハウス２件）

　　　　　　　　　　　　　　　実績　２８件（機械２５件、ハウス３件）

　　　　　　　格納庫　　　　　計画　　３件（建築１件、設計２件）

　　　　　　　　　　　　　　　実績　　５件（建築４件、設計１件）

　　　　　　　繰越件数　　　　実績　　３件（建築３件）

　　貸与組織数　　　　　　　　計画　　４組織　　実績　４組織

　　　　　　　繰越組織数　　　実績　　１組織

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

土地改良施設の維持管理業務委託（南相馬土地改良
区）箇所

　排水機場　６か所
（金沢、泉、前向、
小浜、谷地、太田）
　水門　２か所（金

沢、渋佐）

　排水機場　６か所
（金沢、泉、前向、
小浜、谷地、太田）
　水門　２か所（金

沢、渋佐）

土地改良施設の維持管理箇所
３か所（塚原第二、
小高、福浦南部）

３か所（塚原第二、
小高、福浦南部）

貸与組織数
貸与組織数（繰越）

４組織
１組織

４組織
１組織

279

279

279
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 05 01 G1 20

（前年度）

06 05 01 H2 20

（前年度）

国庫支出金 0 2,318,957

農林水産部農林整備課 3,663

農業水利施設等保全再生事業（対策工） 2,318,957 県　支出金 0

（逓次繰越） 2,318,957 地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 129,809

農業水利施設等保全再生事業（再対策工） 212,331 県　支出金 11,926

（逓次繰越） 108,627 地 方 債 0

そ の 他 70,596

農林水産部農林整備課 205,559
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事      業      内      容
決算書

ページ

　農業水利施設としてのため池機能を保全し、放射性物質に汚染されたため池内の土砂等

の拡散を防止するため、対策工を実施した。

事業内容

　対策工（抑制工法、除去工法、新規仮置場設置）

　　Ｎ＝１か所（鉄山）

　平成２８年度～令和６年度継続費設定（Ｎ＝２４３か所）

　　平成２８年度　　３５か所（平成２８年度～令和元年度)

　　平成２９年度　　４４か所（平成２９年度～令和２年度)

　　平成３０年度　１１１か所（平成３０年度～令和３年度)

　　令和元年度　　　５１か所（令和元年度　～令和３年度)

　　令和３年度　　　　１か所（令和３年度　～令和４年度)

　　令和３年度　　　　１か所（令和３年度　～令和６年度)

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　農業水利施設としてのため池機能を保全するため、令和元年東日本台風等の影響により

放射性物質に汚染されたため池内の土砂等の拡散を防止するための再対策工を実施した。

事業内容

　再対策工（除去工法）

　　Ｎ＝１７か所（ビルモ谷地、羽倉－０３、竹ノ内迫、烏内、鳶沢、市ノ沢、山居沢、

　　　　　　　　　山崎、地蔵前、中山、中山奥堤、石神－０１、地切、南迫第一、

　　　　　　　　　南迫第二、矢川原－０８、矢川原－０９）

　令和３年度～令和６年度継続費設定（Ｎ＝２３か所）

　　令和３年度　　５か所（令和３年度～令和４年度)

　　令和４年度　　１か所（令和４年度～令和５年度）

　　令和５年度　１７か所（令和５年度～令和６年度）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

対策工
２４３か所のうち
２４３か所完了

２４３か所のうち
２４３か所完了

再対策工

Ｎ＝５か所
（Ｒ３～Ｒ４）

完了
Ｎ＝１か所

（Ｒ４～Ｒ５）
完了

Ｎ＝１７か所
（Ｒ５～Ｒ６）

完了

Ｎ＝５か所
（Ｒ３～Ｒ４）

完了
Ｎ＝１か所

（Ｒ４～Ｒ５）
完了

Ｎ＝１７か所
（Ｒ５～Ｒ６）

完了

279

279
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 05 01 H4 20

（前年度）

06 05 01 H5 20

（前年度）

－

農林水産部農政課 －

国庫支出金 52,948 46,144

川房地区複合型園芸施設整備事業 197,848 県　支出金 98,723

地 方 債 0

そ の 他 33

国庫支出金 2,860 9,710

鳥獣被害防止活動事業 46,328 県　支出金 23,744

地 方 債 0

そ の 他 10,014

農林水産部農政課
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事      業      内      容
決算書

ページ

　農業者の営農意欲を向上させ営農再開を促進するため、農産物の品質保持のための苗を

生産する「育苗施設」及び農産物に高い付加価値を付けられる「農産物加工施設」からな

る「複合型園芸施設」を整備するための実施設計等を行った。

事業内容

　　建築実施設計業務委託　１件

　　造成実施設計業務委託　１件

　　地質調査業務委託　　　１件

　総事業費　　：約５０．４億円

　整備施設　　：育苗施設、農産物加工施設

　建設地　　　：小高区川房字田中　地内

　敷地面積　　：約２．６ｈａ

　スケジュール：令和６年度　実施設計

　　　　　　　　令和７年度　造成工事、建築工事

　　　　　　　　令和８年度　供用開始

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原子力災害に起因し行動域が拡大した有害鳥獣による農作物等への被害を防止するため、

有害鳥獣の捕獲及び生息状況調査等を実施した。

事業内容

　有害鳥獣の捕獲（ニホンザル・イノシシ・アライグマ・ハクビシン・タヌキ・カラス

　　　　　　　　　・アナグマ・カワウ）

　ニホンザルの生息状況調査（ニホンザル管理対策業務委託等）

　有害鳥獣ハザードマップの運用

＜計画未達の理由＞

　①イノシシ捕獲の相当数が県支出金対象となったほか、効果的な防護柵等の設置が進ん

　　だため、計画に到達しなかった。

　②狩猟免許所有者から鳥獣捕獲専任員への応募がなく雇用が発生しなかったことから、

　　計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①建築実施設計業務委託
②造成実施設計業務委託
③地質調査業務委託の実施

①１件
②１件
③１件

①１件
②１件
③１件

①捕獲報奨金の交付
②鳥獣捕獲専任員
③ニホンザル管理対策業務等
④有害鳥獣ハザードマップ運用

　①２，８８０頭
　②　　　　５人
　③　　　　３群
　④　　随時更新

　①１，７７５頭
　②　　　　３人
　③　　　　３群
　④　　随時更新

279

279
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 05 01 H6 20

（前年度）

－

06 05 01 H7 20

（前年度）

－

06 05 01 H8 20

（前年度）

－

農林水産部農政課

国庫支出金 0 0

鳥獣被害防止施設整備事業 81,557 県　支出金 41,639

地 方 債 0

そ の 他 39,918

農林水産部農政課

国庫支出金 4,632 59

鳥獣被害防止放任果樹伐採事業 4,691 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農政課

国庫支出金 0 2,467

下太田地区園芸施設整備事業 9,865 県　支出金 7,398

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　原子力災害に起因し行動域が拡大した有害鳥獣による農作物等への被害を防止するため、

農地への侵入を防ぐ防護柵の整備や修繕し、電気柵等を貸与した。

＜計画未達の理由＞

　②ほ場整備の進捗に伴い、個別設置となる電気柵・ネット柵から集落設置となる大規模

　侵入防止柵へ移行したことから、距離が伸びず計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原子力災害に起因し行動域が拡大した有害鳥獣による農作物等への被害を防止するため、

鳥獣の誘引物となっている避難者所有の放任果樹の伐採等を実施した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　収益率の高い園芸作物の振興、担い手の確保及び十分な収益を確保できる営農モデルの

構築を図るため、通年栽培と通年雇用が可能な設備を有した「園芸ハウス施設」及び「出

荷調製作業所」を整備するための実施設計を行った。

事業内容

　建築実施設計業務委託１件

　　総事業費　　：約４．７億円

　　整備施設　　：園芸ハウス施設 ２５棟、出荷調製作業所　１棟

　　建設地　　　：原町区下太田字榎町　地内

　　敷地面積　　：約１．３ｈａ

　　スケジュール：令和６年度　実施設計

　　　　　　　　　令和７年度　建築工事

　　　　　　　　　令和８年度　供用開始

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

放任果樹伐採等業務 ２地区 ２地区

①大規模侵入防止柵の設置
②有害鳥獣被害防止用電気柵・ネット柵の貸与

　①　　　１地区
　②８１．４ｋｍ

　①　　　１地区
　②６２．５ｋｍ

建築実施設計業務委託の実施 １件 １件

281

281

281
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 05 01 L3 30

（前年度）

06 05 01 L3 31

国庫支出金 51,864 17,619

農業基盤整備促進事業（小高区）　農林整備 69,483 県　支出金 0

課 地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 61,394 55,102

農業基盤整備促進事業（小高区）　農地集積 221,234 県　支出金 0

課 地 方 債 0

農林水産部農林整備課 73,802

（繰越明許費） 57,356 そ の 他 104,738

農林水産部農地集積課 （前年度）

－
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事      業      内      容
決算書

ページ

　原子力災害により被災した農山村地域の農業再生の加速化を図るため、農地・農業用施

設等の生産基盤の総合的な整備を実施した。

事業内容

　排水路改修測量設計（村上福岡地区）業務委託　Ｌ＝２，１４２ｍ

　　排水路１号　Ｌ＝９８７ｍ

　　排水路３号　Ｌ＝６０３ｍ

　　排水路４号　Ｌ＝６４２ｍ

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原子力災害により被災した農山村地域の農業再生の加速化を図るため、農地・農業用施

設等の生産基盤の総合的な整備（２０ｈａ未満）を実施した。

事業内容

　小高区大富地区の営農再開に向けた基盤整備

　　農業基盤整備促進事業（大穴地区）測量設計業務委託　Ａ＝　４．０ｈａ

　【令和６年度～令和７年度　継続費設定】

　　農業基盤整備促進事業（北沢・放森地区）工事　　　　Ａ＝　９．２ｈａ

【繰越明許】

　　農業基盤整備促進事業（北沢・放森地区）測量設計業務委託　Ａ＝１１．０ｈａ

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①工事９．２ｈａ
②委託４．０ｈａ

①－（繰越）
②委託４．０ｈａ

３路線 ３路線排水路改修測量設計（村上福岡地区）業務委託

農業基盤整備促進事業
①北沢・放森地区
②大穴地区

281

281
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

06 05 01 L5 70

（前年度）

06 05 02 F2 20

（前年度）

06 05 03 50 20

農林水産部農林整備課 91,300

国庫支出金 0 106,120

農山村地域復興基盤総合整備事業（西殿堰） 149,471 県　支出金 0

（逓次繰越） 91,669 地 方 債 0

そ の 他 43,351

（繰越明許費） 73,259 地 方 債 0

そ の 他 0

農林水産部農林整備課 198,207

国庫支出金 0 19,821

ふくしま森林再生事業 122,238 県　支出金 102,417

国庫支出金 0 0

漁業振興対策事業臨時補助金 2,500 県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 2,500

農林水産部農政課 －
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事      業      内      容
決算書

ページ

　原子力災害により被災した農山村地域の農業再生の加速化を図るため、農地・農業用施

設等の生産基盤を総合的に整備した。

事業内容

　西殿堰改修工事

　　令和元年度～令和６年度施工分

　　　ゲート４門、魚道工事

　　令和元年度～令和６年度　継続費設定

　　　全体事業費　　５７８，７５１千円

　　　令和６年度割　　５７，８０２千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　森林の有する水源涵養や山地災害防止等公益的機能を維持しながら放射性物質対策を行

い、森林・林業の再生を図るため、間伐等森林施業と路網等の整備を一体的に実施した。

事業内容

　森林整備等業務委託　　　　　　　３３ｈａ　（現年）

　年度別事業実施計画作成業務委託　８４ｈａ　（現年）

　実施同意等取得業務依頼　　　　　８４ｈａ　（現年）

　発注者支援業務委託　　　　　　　一式　　　（現年）

　森林整備等業務委託　　　　　　　１４ｈａ　（繰越明許）

　年度別事業実施計画作成業務委託　３１ｈａ　（繰越明許）

　実施同意等取得業務依頼　　　　　３１ｈａ　（繰越明許）

　発注者支援業務委託　　　　　　　一式　　　（繰越明許）

＜計画未達の理由＞

　事業の繰越を行ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域漁業の復興を図るため、相馬地域における漁船の修理、メンテナンス、建造機能の

維持継続、及び将来にわたる安定的な漁船数の維持確保に取り組む水産関係団体等に対し、

臨時的に補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　相馬双葉漁業相同組合

　補助率　　定額

　補助実績　１件

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

Ａ＝２５ｈａ Ａ＝１４ｈａ

補助金交付件数 １件 １件

工事進捗率 １００％ １００％

間伐等森林施業と路網等整備

281

281

283

- 283 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 53 30

（前年度）

07 01 02 53 50

（前年度）

07 01 02 53 70

（前年度）

国庫支出金 0 192

街路灯整備事業補助金（小高区） 400 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 208

商工観光部商工労政課

国庫支出金 0 1,121

街路灯整備事業補助金（鹿島区） 1,600 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 479

390

国庫支出金 0 0

街路灯等整備事業補助金（原町区） 2,767 県　支出金 0

商工観光部商工労政課 4,770

地 方 債 0

そ の 他 2,767

商工観光部商工労政課 2,458

- 284 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　商業の振興と活性化及び防犯に資するため、街路灯管理運営を行う小高商工会に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　小高商工会

　補助率　　定額

　内　容　　電気料補助等

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　商業の振興と活性化及び防犯に資するため、街路灯管理運営を行う鹿島商工会に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　鹿島商工会

　補助率　　定額

　内　容　　電気料補助等

＜計画未達の理由＞

　１基の街路灯が老朽し、撤去工事を行ったため計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　商店街の活性化のため、商店街の環境整備等に寄与する事業を実施する商店会等に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　商店街環境整備対策事業

　　対象者　商店街振興組合、商店会等

　　事業費　５８４千円

　　補助率　１／２以内（上限１０，０００千円）

　商店街街路灯使用料支援事業

　　対象者　商店街振興組合、商店会

　　事業費　２，１８３千円

　　補助率　１０／１０以内

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

１０２基

２１３基

街路灯の適切な管理（街路灯の数） １０２基

街路灯の適切な管理（街路灯の数） ２１４基

補助金交付件数
①環境整備対策
②街路灯使用料支援

①　　２件
②　１３件

①　　３件
②　１３件

283

283

283

- 285 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 54 60

（前年度）

07 01 02 55 20

（前年度）

中小企業融資利子補給金（鹿島区） 168 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 168

商工観光部商工労政課 199

国庫支出金 0 0

国庫支出金 0 4,926

基盤技術産業育成支援助成金 4,926 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 7,298

- 286 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　中小商工業の経営発展と経営意欲の促進を図り、商工活動の強化を図るため、事業資金

を借入れした中小商工業者に対し、借入金の利子を補給した。

事業内容

　対象者　鹿島商工会

　補助率　１／２

　補助額　１６８千円

　補助金交付件数　１件

＜計画未達の理由＞

　融資を早期完済した事業者や、申請の際に要綱に定める資格要件を満たしていない事業

者がいたことにより申請が減ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内事業所の技術力向上により新たな需要を拡大し、産業の振興を図るため、製造業者

のＮＣ工作機械等の購入費用に対し、助成金を交付した。

事業内容

　ＮＣ工作機械・ＣＡＤ／ＣＡＭ等購入費助成金

　　助成率　ＮＣ工作機械等　　　１／１０以内（上限額　２，０００千円）

　　　　　　ＣＡＤ／ＣＡＭソフト　１／５以内（上限額　１，０００千円）

　技術者育成費用助成金

　　助成率　１／２以内（上限額　２００千円）

＜計画未達の理由＞

　年度当初において申請を予定していた事業者において、市場環境や経営方針の変化によ

り事業計画が見直され、申請を見送ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①　４件
②　０件

１０件中小事業者の経営改善（活用事業者数） １６件

①ＮＣ工作機械・ＣＡＤ／ＣＡＭ等購入費助成金
　交付件数
②技術者育成費用助成金　交付件数

①　５件
②　１件

283

285

- 287 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 57 20

（前年度）

07 01 02 60 20

（前年度）

07 01 02 63 50

（前年度）

商工観光部商工労政課

国庫支出金 0 0

創業者支援事業助成金 16,000 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 16,000

10,000

国庫支出金 0 4,047

中小企業振興資金制度信用保証料補助金 4,097 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 50

商工観光部商工労政課 1,599

商工観光部商工労政課 250

国庫支出金 0 175

経営改善普及事業補助金（鹿島区） 250 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 75

- 288 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　新産業創出による市内産業の活性化を図るため、新たな製品やサービスの提供を行い産

業の新陳代謝の役割を果たす創業者やベンチャー企業に対し、創業や事業展開に必要な費

用を助成した。

事業内容

　対象者　　市内で個人開業又は会社の設立をする者、市内に新たに事業所を設置する者

　対象経費　法人設立経費、事務所賃借料、住居賃借料、事務所改装費、雇用者賃金、研

　　　　　　究開発費、販路開拓費、利子補給金、クラウドファンディング手数料

　助成率　　法人設立経費　　　　定額

　　　　　　上記を除く対象経費　２／３以内（限度額５，０００千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　３／４以内（限度額６，０００千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　※市と協定を締結しているベンチャーキャピタル等か

　　　　　　　　　　　　　　　　　ら出資等を受けた者、旧避難指示区域内で創業する

　　　　　　　　　　　　　　　　　者

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内中小企業者の負担軽減を図り経営安定に資するため、市内中小企業者が南相馬市中

小企業振興資金制度要綱により融資を受ける際に負担する信用保証料に対し、補助金を交

付した。

事業内容

　対象者　　市内中小企業者

　補助額　　信用保証料相当額

　その他　　信用保証料率　０．４５％～１．９０％の９区分

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　商工業に係る小規模事業者等の振興を図るため、経営改善普及事業を行う鹿島商工会に

対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　鹿島商工会

　補助率　　定額

　補助額　　２５０千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

本市での新規創業及び第二創業可能な個人事業者や
ベンチャー企業への訪問及び提案

年間：２０社 年間：２６社

中小事業者の経営改善
（活用事業者数）

１２件 ２３件

鹿島商工会会員事業所の経営改善 １件 １件

285

285

285

- 289 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 63 70

（前年度）

07 01 02 65 70

（前年度）

商工観光部商工労政課 1,000

国庫支出金 0 106

経営改善普及事業補助金（原町区） 1,000 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 894

商工観光部商工労政課 374

国庫支出金 0 463

活力ある商店街支援事業補助金（原町区） 1,268 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 805

- 290 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　商工業に係る小規模事業者等の振興を図るため、経営改善普及事業を行う原町商工会議

所に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　原町商工会議所

　補助率　　定額

　補助額　　１，０００千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　商店街の活性化のため、集客力の向上と賑わいの創出を図るため、個性的かつ魅力的な

事業を実施する商店会等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　商店街ソフト事業支援

　　対象者　　①商工会議所、商店連合会　②商店街振興組合、商店会

　　対象経費　商店街振興に係るイベント、広告、のぼり旗、その他商店街の顧客拡大及

　　　　　　　び環境維持に寄与すると認められる経費

　　事業費　　１，２６８千円

　　補助率　　１／２以内（上限①１，０００千円、②１５０千円）

＜計画未達の理由＞

　申請者の判断により事業の実施を見送ることとなったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

原町商工会議所会員事業所の経営改善 １件 １件

補助金交付件数 ６件 ４件

285

285
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 69 20

07 01 02 71 20

（前年度）

企業立地促進事業助成金 126,352 県　支出金 0

（繰越明許費） 30,800 地 方 債 0

そ の 他 8,871

商工観光部商工労政課 （前年度）

国庫支出金 0 117,481

114,800

商工観光部商工労政課 34,021

国庫支出金 0 26,921

産業支援センター運営費補助金 26,921 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

- 292 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　産業の振興と雇用の創出を図るため、工場を新・増設する企業に対し、助成金を交付し

た。

事業内容

　企業立地助成金

　　新規雇用者数に応じた助成率により助成金を交付　

　　助成率：２０／１００～４０／１００

　　　　　　（上限：３０，０００千円～２００，０００千円）

事業主体：市内に立地する指定事業者

　雇用奨励助成金

　　操業開始１年後までに、新たに雇用した人数に応じて助成金を交付

２００千円／１人（上限１０，０００千円）

事業主体：市内に立地する指定事業者

　企業立地奨励金

　　固定資産税（償却資産に係る税を除く。）相当額を３年間助成

事業主体：市内に立地する指定事業者

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域の中小企業者の経営革新の支援、創業支援及び産学連携のコーディネート等により

地域中小企業等を総合的にサポートし、市内企業の支援を進め地域経済の活性化を図るた

め、株式会社ゆめサポート南相馬の運営に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　株式会社ゆめサポート南相馬

　補助率　　定額

　補助額　　２６，９２１千円

＜計画未達の理由＞

　②知財セミナーを２回計画していたが、２回目に関して参加者が見込めなかったことか

　ら開催を見送ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

平成２３年度年度以降の立地事業者数（既存事業者
の増設含む）

４６件 ５１件

①起業・創業者支援相談
②セミナー・講演等

①４８件
②　９件

①５６件
②　８件

285

285
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 80 20

07 01 02 87 20

（前年度）

国庫支出金 0 26,722

基盤技術産業高度化支援事業補助金 27,222 県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 500

国庫支出金 0 24,469

商工観光部商工労政課 32,289

イノベ重点分野地域ネットワーク構築支援事 24,469 県　支出金 0

業補助金 地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 －

- 294 -



事      業      内      容
決算書

ページ

①２９件 
②１，２６８件 

　製造業者及びイノベ重点分野の事業者の技術力の高度化を図るため、試作品等開発の取

り組みに対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　新技術・新製品に関する研究開発として、事業化と市場性が見込まれるもの

　　　　　　に取り組む市内の製造業者又はイノベ重点分野の事業者

　補助率　　研究開発に要する経費の３／４以内（上限額６，０００千円）

　　　　　　国・県の補助金で採択された事業者は１／２以内（上限額３，０００千円）

＜計画未達の理由＞

　年度当初において申請を予定していた事業者において、併用を見込んでいた県の補助金

が不採択となったことから、申請を見送ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　イノベ重点分野にチャレンジする事業者等と、市内産業及びＲＴＦをはじめとした実証

場所とのネットワークを構築するため、本市において研究・開発、実証をおこなう事業者

等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　市内で研究・開発、実証をおこなう事業者等

　　イノベ重点分野開発ネットワーク構築支援事業補助金

　　　補助率　　３／４以内

　　　上限額　　１０，０００千円

　　イノベ重点分野実証ネットワーク構築支援事業補助金

　　　補助率　　３／４以内

　　　上限額　　６００千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 ９件 ８件

①市内事業者連携数
②イノベ重点分野の市内実証件数

①１５件
②１，２０２件

（令和２年度以降）

285

285
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 88 20

（前年度）

07 01 02 90 20

（前年度）

07 01 02 91 20

（前年度）

国庫支出金 0 4,893

ロボット導入促進事業補助金 4,893 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 6,690

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 －

国庫支出金 0 1,507

情報通信系企業立地促進補助金 1,507 県　支出金 0

国庫支出金 0 5,830

中小企業販路拡大支援事業補助金 5,830 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 6,780
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市内事業者のロボット等先端技術活用による事業効率化の推進及び市内次世代産業の振

興を図るため、ロボット機器を導入する市内事業者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　ロボット機器を導入する市内事業者

　補助率　　１／２以内

　　　　　　市内事業者が開発・製造・販売に携わるロボットの場合

　　　　　　　上限額　１，０００千円

　　　　　　南相馬ロボット導入応援企業が開発・製造に携わるロボットの場合

　　　　　　　上限額　　　５００千円

＜計画未達の理由＞

　予算を効率的・効果的に執行し市内の事業者に３０台のロボットを導入したが、導入の

平均単価が想定を上回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　情報通信系企業の立地を促進するため、新たに事務所等を開設する情報通信事業者に対

し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　市内に建物等を借りて新たに事務所等を開設する情報通信事業者

　補助率　賃借料の補助　１年目１／２以内、２・３年目１／３以内

　　　　　改装費の補助　１／２以内

　　　　　雇用補助金　新規雇用者の増加に対し２００千円／人

　上限額　同一年度内３，０００千円／事業所

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　中小企業者の販路拡大を支援するため、展示会等に出展する市内中小企業者に対し、補

助金を交付した。

事業内容

　対象者　　展示会等へ出展する市内中小企業者

　対象経費　出展料・小間料等、出展に要する経費

　補助率　　１／２以内（上限額　国内５００千円、海外１，０００千円）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 １１件 １２件

補助金交付件数 １件 １件

市内事業者連携数 １５件 １４件

285

285

285
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 93 20

（前年度）

07 01 02 94 20

（前年度）

国庫支出金 0 7,064

集客力を高めるイベント事業補助金 16,376 県　支出金 9,312

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 34,710

商工観光部商工労政課 239,773

国庫支出金 2,000 0

事業者支援・市民生活応援事業補助金 2,000 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　被災した事業者及び市民双方の帰還の促進に資するため、集客効果を高め、市内の需要

を喚起するイベントを実施する商工会等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　福島県事業再開・帰還促進事業交付金の交付決定を受けたイベント事業を

　　　　　　実施する商工会、商工会議所、商店連合会、商店街振興組合、商店会

　補助率　　１０／１０以内

　上限額　　商工会、商工会議所、商店連合会　１イベント事業当たり２，０００千円

　　　　　　商店街振興組合、商店会　　　　　１イベント事業当たり　　５００千円

＜計画未達の理由＞

　相馬野馬追の日程変更に伴い、準備期間が前倒しされたことから申請者の判断により、

予定していた事業の実施を見送ることとなったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物価高騰などの影響を受けた

市内経済の回復及び市民生活の負担軽減を図るため、事業者支援・市民生活応援事業を行

う実行委員会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　南相馬市民等が市内事業者（参加店舗）を利用することでその場で当たり外れが判明す

るくじ券（商品券）を配布し、当たりの場合、券に記載された額面を商品券として参加店

舗で利用できる事業等を行う。

　事業主体（補助金交付先）　南相馬市消費喚起応援事業実行委員会

　補助率　１０／１０以内

　商品券総額　５０，０００千円

＜計画未達の理由＞

　当該事業は令和７年度に繰り越したため、参加店舗数が確定しなかったことから、計画

に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 １２件 １０件

参加店舗数 ５７０店舗 －（繰越）

285

285
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 98 20

（前年度）

中小事業者チャレンジ応援事業補助金 5,192 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 8,405

国庫支出金 0 5,192
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事      業      内      容
決算書

ページ

　中小事業者の経営安定と発展を図るため、新たな事業展開を計画し、事業の継続・発展

に積極的な中小事業者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　市内に事業所又は店舗を有し、事業を行う中小事業者（小売業、宿泊・飲食サ

　　　　　ービス業等）

　①事業拡大又は新たな業種へチャレンジするため、市内事業所の改修・設備等の導入を

　　行う事業

補助上限額　３，０００千円（補助率２／３以内）

補助対象経費　店舗増改築工事費、設備等導入費用等

　②子育て世帯に優しい環境整備費用

補助上限額　５００千円（補助率１０／１０以内）

　③新商品・新サービスの開発事業

補助上限額　１，０００千円（補助率１／２以内）

　　補助対象経費　市場マーケティング調査費、新商品開発に係る設備導入費等

　④販路開拓事業

補助上限額　５００千円（補助率１／２以内）

　　補助対象経費　ＳＮＳ等の広告掲載費用、広告制作費用、システム構築費用等

＜計画未達の理由＞

　申請を予定していた各事業者において、事業計画の見直しや導入設備の納期に遅延が生

じたことにより、申請を見送ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 ８件 ５件

285
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 99 20

（前年度）

07 01 02 F3 20

（前年度）

国庫支出金 6,120 0

交通・運輸事業者緊急支援金交付事業（運輸 6,120 県　支出金 0

事業者等） 地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 6,105

商工観光部商工労政課 －

国庫支出金 0 12

スタートアップ企業応援出資等事業 12 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市内に本社又は営業所（以下、「事業所」という。）を有する交通・運輸事業者におい

て、原油価格・物価高騰の影響により厳しい経営環境にあることから、燃料費等高騰の影

響を緩和し事業者の事業継続を支援するため、市内に事業所を有する交通・運輸事業者の

車両維持に要する経費の一部に対し、支援金を交付した。

事業内容

　対象者　市内に事業所を有する交通・運輸事業者

　補助額　県の補助金額の１／２を補助

　　貸切バス事業者

　　　補助額　　貸切バス１台当たり２５千円（定額）

　　　見込件数　３事業者５０台　補助金交付実績　３事業者　４６台

　　トラック事業者

　　　補助額　　トラック１台当たり５千円（定額）

　　　見込件数　６４事業者１，０００台　補助金交付実績　６４事業者　９８９台

　　自動車運転代行業者

　　　補助額　　自動車運転代行随伴車両１台当たり５千円（定額）

　　　見込件数　３事業者１０台　補助金交付実績　４事業者　５台

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　将来的に成長が見込まれるスタートアップ企業を本市へ積極的に誘致・育成するため、

スタートアップ企業への出資等について調査した。

事業内容

　スタートアップ企業の誘致に向けた新たな取組として、出資等も含めた事業検討のため

ファンド運営事業者と募集要件の整理及び他自治体の調査等を行い、先進自治体により出

資を受けた企業へ補助を行う事業の有効性を確認した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数
　①貸切バス事業者
　②トラック事業者
　③自動車運転代行業者

①　３件
②６４件
③　３件

①　３件
②６４件
③　４件

２０１１年度以降の立地事業者数（既存事業者の増
設含む）

４６件 ５１件

285

287
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 02 G6 20

07 01 03 51 20

（前年度）

07 01 03 62 40

（前年度）

商工観光部商工労政課 （前年度）

13,213

国庫支出金 9,995 23,567

ロボット・次世代産業推進事業 33,562 県　支出金 0

（繰越明許費） 9,995 地 方 債 0

そ の 他 0

相馬流れ山全国大会補助金 1,500 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部観光交流課 1,500

国庫支出金 0 1,500

国庫支出金 0 1,555

小高区イベント事業補助金（小高区） 4,398 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 2,843

小高区地域振興課 4,402
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事      業      内      容
決算書

ページ

　福島ロボットテストフィールドを核としながら、市内のロボットをはじめとした次世代

産業の活発化と企業間の連携を促し、先端産業の発展と新たな企業の誘致を目指すため、

関係機関等と連携しながら各種施策の推進、ＰＲ活動を行った。

事業内容

　国、県及び関係機関等と連携したロボット等先端産業関連イベント等の企画及び参画

　　参画等回数　４回／年

　市内へのロボット等先端技術実証等の誘致活動

　　市外の展示会・イベントへの出展や企業訪問による制度周知

　新たな強み施策の検討調査

宇宙関連試験施設整備運営事業導入可能性調査業務委託（繰越明許）

宇宙関連産業誘致・集積等に向けた施策検討支援業務委託

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　相馬野馬追を全国にＰＲするため、旧中村藩国歌として相馬野馬追で歌い継がれる民謡

「相馬流れ山」の全国大会を開催する相馬流れ山全国大会実行委員会に対し、補助金を交

付した。

事業内容

　事業主体　相馬流れ山全国大会実行委員会　　補助率　定額

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　小高区のにぎわい創出及び観光振興に寄与するため、小高区内でイベントを実施する団

体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　小高つながる市事業　　対象者　小高つながる市実行委員会

　　　　　　　　　　　　補助率　定額　　補助額　　　７０８千円

　　　　　　　　　　　　令和６年　６月３０日　露店、ワークショップなど

　　　　　　　　　　　　令和６年１０月１２日　露店、ワークショップなど

　コンサート事業　　　　対象者　小高観光協会

　　　　　　　　　　　　補助率　定額　　補助額　　　５０８千円

　　　　　　　　　　　　令和６年１０月２６日　おだか群青コンサート開催

　イルミネーション事業　対象者　小高観光協会

　　　　　　　　　　　　補助率　定額　　補助額　３，１８２千円

　　　　　　　　　　　　令和６年１１月１６日～令和７年１月１３日　点灯式など

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 ３件 ３件

ロボット等次世代産業関連イベント等の企画及び参
画

４回／年 ４回／年

補助金交付件数 １件 １件

287

287

287
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 03 62 60

（前年度）

07 01 03 F2 20

（前年度）

国庫支出金 0 4,000

鹿島区イベント事業補助金（鹿島区） 4,000 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

鹿島区地域振興課 4,000

相馬野馬追出場奨励事業 39,260 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 4,000

商工観光部観光交流課 36,938

国庫支出金 0 35,260
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事      業      内      容
決算書

ページ

　鹿島区のにぎわい創出及び観光振興に寄与するため、鹿島区内でイベントを実施する団

体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　春まつり事業　　　　　　　　　　対象者　南相馬市かしま観光協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　補助率　定額　　補助額　　　　　０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　相馬野馬追日程変更のため中止

　相馬野馬追桟敷席設置事業　　　　対象者　南相馬市かしま観光協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　補助率　定額　　補助額　１，０００千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年５月２５日設置　桟敷席１５０席

　相馬野馬追大型ビジョン設置事業　対象者　南相馬市かしま観光協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　補助率　定額　　補助額　１，０００千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年５月２５日設置　北郷陣屋

　かしまの夏まつり事業　　　　　　対象者　南相馬市かしま観光協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　補助率　定額　　補助額　２，０００千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年８月１０日開催　ステージ、昔遊び、

　　　　　　　　　　　　　　　　　屋台、ＶＲ体験、水遊びなど

＜計画未達の理由＞

　春まつり事業が中止となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　観光客入込数の増加を図るため、相馬野馬追の出場者を一定数確保すべく、相馬野馬追

出場者及び騎馬会に対し、奨励金を交付した。

事業内容

　交付対象　　北郷騎馬会、中ノ郷騎馬会、小高郷騎馬会

＜計画未達の理由＞

　①開催日程が７月から５月に２か月前倒しとなったことにより、出場環境の準備が間に

　合わなかった方がいたため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①出場奨励金
②出場者確保報奨金

①２８８人
②３０人

①２８７人
②３１人

補助金交付件数 ４件 ３件

287

287
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 03 F3 20

（前年度）

07 01 03 F4 20

（前年度）

07 01 03 L1 20

（前年度）

国庫支出金 23,245 7,749

うまのまちＰＲ事業 31,474 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 480

商工観光部観光交流課 41,784

国庫支出金 9,393 3,131

教育旅行誘致事業 12,524 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 8,164

観光振興事業 18,211 県　支出金 0

商工観光部観光交流課 19,034

地 方 債 0

そ の 他 10,047

商工観光部観光交流課 19,050
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事      業      内      容
決算書

ページ

　伝統文化である相馬野馬追の継承、発展させるため、当地方の人馬共生の文化を活用し

た「うまのまち」としてのシティプロモーションを推進するとともに、馬事関連人材の移

住・定住を見据えた事業創出を図った。

事業内容

　馬事関連の移住・定住促進に向けた支援事業業務委託

　　委託内容　馬事公苑の活用拡大に向けた取り組みの検討・実行支援

　馬事関連事業実証業務委託

　　委託内容　馬事資源継承に資する事業の実証実施

　馬との触れ合いの場応援事業

　　市内で乗馬体験など馬と触れ合う機会を創出する催しを開催する団体に対し報奨金を

　　支給した。

報奨金　３０千円／頭（上限額　９０千円／事業）

交付実績：７件

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　通年での誘客に資するため、本市の強みを活かした教育旅行の造成を行うとともに、持

続的な誘客を実現するためのＰＲ活動を展開した。

事業内容

　教育関係者向け来訪ツアーの実施及びアンケートの実施・分析（４１人）

　商談会等のプロモーション機会活用による営業活動の実施（６回）

　大手旅行会社教育旅行部門へのアプローチ（４０２人）

　教育プログラムの追加開発、造成（３件）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　観光誘客を図るため、観光振興に係わる事業を通して本市の観光の魅力を発信した。

事業内容

　南相馬観光協会に復興支援員を１名配置するための一般委託料

　観光行政伴走支援事業において地域活性化企業人派遣を行うための負担金

　観光ＰＲイベント等への参加・出展に係る普通旅費

　ノベルティ作成に係る消耗品費等

＜計画未達の理由＞

　①首都圏で開催される観光ＰＲイベント等について、当初想定していたイベントが開催

　されなかったことから、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①１７回
②　１件

①１１０件
②　３８件
③　　８件

①馬と触れ合う機会を創出するイベント数
②新規馬事関連事業数

①１６回
②　１件

①１００件
②　３０件
③　　３件

①アプローチできた旅行会社数（獲得リード数）
②旅行会社からの問い合わせ件数
③旅行成約件数

①首都圏へのフェアの参加
②南相馬市総合観光ガイドブック配布

①　　　　　４件
②１０，０００件

①　　　　　２件
②１８，０００件

287

287

287
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 04 F1 20

（前年度）

07 01 04 F4 21

（前年度）

商工観光部観光交流課 25

国庫支出金 0 0

台湾交流推進事業 387 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 387

そ の 他 845

商工観光部移住定住課 54,811

国庫支出金 45,422 15,140

移住定住推進事業 61,407 県　支出金 0

地 方 債 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　国際交流を推進するため、市民と異なる文化を持つ台湾の人々との交流機会を創出した。

事業内容

　台湾竹山鎮の訪問団の招待　　１回

　　竹山鎮長を含む２１人が来訪。相馬野馬追の観覧のほか、市庁舎、市民プール、

博物館を視察。

　関係機関との事務打ち合わせ　２回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　若い世代や子育て世代に、本市が移住先として選択されるよう、本市の魅力ある働き方

や暮らし方の認知と関心向上を図るための情報発信や移住相談窓口の運営、移住体験事業

等を実施した。

　また、移住者や移住検討者の市内での活動等に対する支援を行い、移住定住を促進した。

事業内容

　移住相談窓口等運営業務

　　移住相談窓口運営　１か所・認知拡大及び関係構築イベント　１８０人（１３回）

　　体験プログラム　　４９人（１２回）　・地域交流イベント　３５９人（１０回）

　　地元高校生向けＵターン促進イベント及び相談会　２６人（２３回）

　移住者及び移住検討者活動支援

　　南相馬市移住支援金　０件

　　ペーパードライバーの移住者に対する講習受講料支援　１８件

　　移住検討者に対する市内活動支援（レンタカー及びタクシー利用料支援）　３６件

＜計画未達の理由＞

　②南相馬市移住支援金について、より優位な福島県１２市町村移住支援金への申請が主

　となり、市移住支援金への申請がなされなかったため、計画に到達しなかった。

　③ペーパードライバー講習受講料支援について、申請は計画数以上あったものの、取り

　下げとなった申請が生じたため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

台湾竹山鎮の訪問団参加人数 ２０人 ２１人

①６１４人
②０件

③１８件
④３６件

①移住定住関連イベント参加者数
②南相馬市移住支援金交付件数
③ペーパードライバー講習受講料支援件数
④市内活動支援レンタカー等利用料支援件数

①６００人
②１件

③２０件
④１５件

289

289
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 04 F5 20

（前年度）

07 01 04 F6 20

（前年度）

国庫支出金 0 55,996

地域おこし協力隊活動事業 55,996 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 41,199

国庫支出金 0 0

海資源活用推進事業 17,639 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 17,639

商工観光部観光交流課 14,819
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市内の地域課題解決及び地域力の維持・強化を図るため、地域おこし協力隊制度を活用

し、起業を目指す地域外の人材を積極的に受け入れた。

　また、協力隊の任期を終え本市に定住する者に対し、地域おこし協力隊起業支援補助金

を交付した。

事業内容

（１）地域おこし協力隊員募集及び活動支援業務委託

　　　地域おこし協力隊の活動人数　１０人

（２）地域おこし協力隊起業支援補助金

　　　対象者　　協力隊員の任期終了の日から１年以内の者

　　　　　　　　協力隊員の任期終了の日から起算して前１年以内の者

　　　補助対象　協力隊員が市内で起業又は事業継承に要する経費

　　　補助率　　１０／１０（上限１，０００千円）

　　　補助金交付件数　１件

＜計画未達の理由＞

　①地域おこし協力隊員への応募者は１０人いたものの、選考過程において採用に至らな

　かったため、計画に到達しなかった。

　②申請対象となる隊員の事業の実施状況が当初の想定どおりでなかったことから、令和

　６年度中の申請に至らなかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　海資源の活用による交流人口の拡大を図るため、海岸の状況・情報を市内外に発信する

とともに、海の安全対策などの協議・検討による海水浴場の開設を行った。

事業内容

　サーフツーリズム推進委員会の開催（年３回）

　ウェブカメラによる海岸情報発信

　北泉海水浴場の開設（年１回）

　安全対策に係る業務

　　北泉海水浴場での水難事故防止や緊急時に救助を行うための、海難救助資格を有する

　　ライフセーバー（監視員）の配置

　　監視業務を遂行するうえで必要な監視塔の設置、緊急時に必要な救助機材の配備や

　　安全に遊泳するための海域へのアンカー及び大型ブイの設置

＜計画未達の理由＞

　①台風の影響により、多くの入込客が見込める８月中旬に遊泳禁止とした日が多くあっ

　たため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①新規隊員採用
②補助金交付人数

①５人
②３人

①１人
②１人

①北泉海水浴場来場者数
②水難事故件数

①２２，８００人
②　　　　　０件

①２１，１８２人
②　　　　　０件

289

289
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 04 G1 20

（前年度）

07 01 04 G3 20

（前年度）

国庫支出金 21,794 7,265

仕事・暮らし等体験プログラム実施事業 29,059 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部移住定住課 29,306

国庫支出金 0 0

姉妹都市相互派遣等交流事業 5,313 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 5,313

商工観光部観光交流課 15,499

- 314 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　本市への移住・定住につながるきっかけをつくるため、地方に移住して起業したいとい

う意向を持った若い世代の参加者を対象に、本市の社会課題に対する認知とその課題を解

決するための事業アイデアの実現（事業化）に向けた事業の磨き上げや人材育成のための

プログラムを実施した。

事業内容

　事業化実現プログラム（第２期）

　　事業化サポート（ビジネス研修・実証実験・現地サポート等）

　　継続検討事業アイデア　６事業　プログラム参加者　６人

　事業承継プログラム

　　事業譲渡希望事業者と事業承継希望者とのマッチング、ビジネス研修等

　　プログラム参加者　５人

　空き店舗等利活用プログラム

　　空き店舗利活用サポート（改修イメージ提案、ビジネス研修等）

　　プログラム参加者　７人

＜計画未達の理由＞

　事業化実現プログラムは、途中で辞退者が生じたため、計画に到達しなかった。

　空き店舗等利活用プログラムは、実施前に辞退者が生じたため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　姉妹都市であるペンドルトン市との交流親善の一層の進展を目指し、相互国際理解と友

好を深めるため、高校生相互派遣交流事業を実施した。

事業内容

　姉妹都市相互派遣交流事業

　　受入体制　高校生６人、引率者２人、計８人、７月１６日～７月３０日（１５日間）

　　派遣体制　高校生６人、引率者１人、計７人、８月　７日～８月２１日（１５日間）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

289

289

プログラム参加者数 ２５人 １８人

①受入体制
②派遣体制

①７人
②７人

①８人
②７人
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 01 04 G4 20

（前年度）

07 01 05 F3 20

（前年度）

07 01 08 24 20

（前年度）

11,187商工観光部観光交流課

商工観光部移住定住課 42,348

国庫支出金 20,799 6,933

移住プロモーション推進事業 28,190 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 458

産業復興・企業誘致促進事業 11,289 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 2,640

商工観光部商工労政課 26,689

国庫支出金 0 8,649

国庫支出金 0 0

道の駅営繕事業 14,300 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 14,300
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事      業      内      容
決算書

ページ

　首都圏（東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県）及び宮城県に居住する２０～３０代を主

なターゲットとして、本市での就業や移住に向けた機運醸成を図るため、本市の仕事や暮

らしをはじめとする情報を多様な媒体及び手法によって発信した。

事業内容

　移住情報等配信及び移住相談システム運営

　　２４時間相談システム運用、情報配信等

　南相馬市サポーター事業運営

　　会報誌発行　２回

　　魅力体験ツアー等　２回

　首都圏大学等への移住プロモーション活動　４回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内産業の復興と発展及び雇用の創出を図るため、既存企業の事業拡大や企業誘致活動

による新規企業の市内立地を促進した。

事業内容

　既存企業の本社訪問

　企業誘致のための新規企業訪問

　企業誘致推進のための企業立地サポート業務委託

　企業誘致に必要な調査の実施

　インターネットの企業情報提供サービスによる情報収集

　東京事務所の設置

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　本市の観光情報の発信施設である道の駅南相馬の老朽化した躯体及び設備等の営繕を実

施した。

事業内容

　道の駅南相馬電気式エアコン空調機械設備工事　一式

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

４６件 ５１件

移住定住関連イベント参加者数 １５０人 １５３人

平成２３年度以降の立地事業者数（既存事業者の増
設含む）

事業の実施 １件 １件

289

289

291
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 02 01 50 20

（前年度）

07 02 02 F3 20

（前年度）

07 02 02 F4 20

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 21,104

商工観光部商工労政課 25,581

国庫支出金 0 0

ふくしま復興特別資金等信用保証料補助金 21,104 県　支出金 0

国庫支出金 0 0

復興観光ガイド活用事業 94 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 94

商工観光部観光交流課 65

商工観光部観光交流課 1,535

国庫支出金 0 0

交流人口拡大支援事業 1,691 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,691
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事      業      内      容
決算書

ページ

　震災からの復旧及び事業基盤強化を図る市内中小企業者の負担軽減を図るため、震災復

興支援を目的とする資金の融資を受ける際に負担する信用保証料に対し、補助金を交付し

た。

事業内容

　対象者　　ふくしま復興特別資金、東日本大震災復興緊急保証及び市内の金融機関によ

　　　　　　る震災復興支援を目的とする資金の融資を受けた市内中小企業者

　補助対象　信用保証料相当額

　上限額　　５００千円

＜計画未達の理由＞

　市内金融機関における　当該資金の借換えや返済終了後の再融資の件数が増加しなかっ

たため、補助金交付件数が見込みを下回り計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　相馬野馬追や歴史ある史跡等、本市における観光地の魅力を発信するため、観光ボラン

ティアガイド活用事業を実施し、観光客のニーズに沿った観光案内を行った。

事業内容

　観光ボランティアガイド活動の実施回数　２０回

　ボランティアガイド活動保険の加入にかかる保険料

＜計画未達の理由＞

　前年度実績等を基にガイド件数を積算したが、想定よりもボランティアガイドの依頼が

少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　交流人口の拡大を図るため、災害時相互援助協定自治体開催のイベント等に参加し、本

市の観光ＰＲ等を行った。

事業内容

　交流自治体フェアの開催　災害時相互援助協定自治体１１団体参加（商品のみの出品１

　団体を含む）

　災害時相互援助協定自治体開催イベントへの参加

　（東京都杉並区、新潟県燕市、静岡県牧之原市、富山県南砺市）

　東京高円寺阿波おどり大会への参加　２２人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 ８５件 ７６件

観光ボランティアガイド活用の実施 ４０回 ２０回

①南相馬市交流自治体フェアの出展自治体
②災害時相互援助協定締結自治体との交流事業の実
施

①１１自治体
②４回

①１１自治体
②７回

291

291

291
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 03 01 21 31

07 03 01 F4 40

（前年度）

小高区商業施設管理運営事業（債務負担） 13,671 県　支出金 0

地 方 債 0

（前年度） そ の 他 0

小高区地域振興課 －

国庫支出金 0 13,671

国庫支出金 0 0

旧避難指示区域内店舗営業支援事業 29,310 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 29,310

小高区地域振興課 27,162
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事      業      内      容
決算書

ページ

　日常生活に欠かすことのできない食料品及び日用雑貨等の販売を行い、旧避難指示区域

の買い物環境の確保と生活利便性の向上を図るため、小高区商業施設の管理運営を指定管

理者制度に基づき業務委託を行った。

事業内容

　小高区商業施設管理業務委託

　　指定期間　令和６年４月１日～令和８年３月３１日

＜計画未達の理由＞

　自動車免許返納等により買い物が困難となった利用者が、まとめ買いをすることが増加

したことに加え、これまでの利用者が介護施設へ入居するなどの要因により、利用者数の

減少に繋がり計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　旧避難指示区域内の復興を推進するため、日常生活に必要となるサービスを提供する事

業者及び起業者に対し、運営経費の一部を補助した。

事業内容

　対象者　　旧避難指示区域内で日常生活に必要となるサービスを提供する事業者

　　　　　　及び起業者

　対象経費　光熱水費、廃棄物処理費、店舗等賃借料（起業者のみ）

　補助率　　１／２以内

　補助上限　１，５００千円（うち上下水道料　１，０００千円）

　　　　　　ただし、店舗等の延べ床面積１平方メートル当たり２０千円上限

　補助額　　２９，２９４千円

＜計画未達の理由＞　

　令和５年度の実績を踏まえ、交付件数を見込んだが、廃業した事業者等があり計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

利用人数 ８３，０００人 ６３，１９２人

補助金交付件数 ８８件 ８１件

293

293
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 03 02 F4 20

（前年度）

07 03 02 F6 20

（前年度）

観光物産復興ＰＲ事業 2,429 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 22

商工観光部観光交流課 2,628

国庫支出金 0 2,407

国庫支出金 17,545 17,545

サーフタウンＰＲ事業 35,090 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部観光交流課 20,625
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事      業      内      容
決算書

ページ

　杉並区をはじめとした交流自治体等において、風評払拭を図るため、本市の魅力発信、

観光誘客と併せ、特産品の販売促進や販路拡大等を市内観光協会等へ事業を業務委託する

とともに、職員同行による観光ＰＲを実施した。

事業内容

　観光物産復興ＰＲ事業業務委託

　　委託先　南相馬観光協会

　　　　　　南相馬市かしま観光協会

　　　　　　小高観光協会　外

　観光ＰＲ及び観光物産品販売出店回数　１５回

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原子力災害に起因する本市サーフィン観光・交流に関する風評の払拭とサーフスポット

としての北泉海岸等のイメージ向上及び認知度向上を図るため、サーフィン専門メディア

やウェブサイト「えぶなみ北泉」において情報発信を行うとともに、サーフィンを体験で

きる交流イベントや海開きを盛り上げるイベント等を開催した。

事業内容

　サーフィン専門メディアでの情報発信（８本）

　ＰＲ動画作成（３７本）

　フォトスポット設置（１か所）

　ウェブサイト改修・運用（１回・２２本）

　北泉魅力体験交流イベント実施（５種）

　（海開きイベント、ＳＵＲＦ＆ＣＡＭＰ　Ｎｉｇｈｔ、ＳＵＲＦ＆ＣＡＭＰ　Ｆｅｓ、

　　ＳＵＲＦ＆ＣＡＭＰモニターツアー、サーフィン体験）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①１５回
②２，２５４千円

①観光物産品ＰＲ販売・出店回数
②出店販売実績

①１５回
②２，０００千円

ポータルサイトのページ閲覧数 ４５，０００件 ４５，８２１件

293

293
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

07 03 02 F7 20

（前年度）

07 03 02 X1 40

（前年度）

08 02 02 F3 20

（前年度）

建設部土木課 －

国庫支出金 0 63

舗装補修事業（道路防災） 99,663 県　支出金 0

地 方 債 99,600

そ の 他 0

サーフツーリズム事業 26,106 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部観光交流課 28,820

国庫支出金 20,884 5,222

国庫支出金 513 171

小高の魅力発信マップ作製事業 684 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

小高区地域振興課 1,939
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事      業      内      容
決算書

ページ

　サーフィンに最適な波が高頻度で発生する北泉海岸の特性を生かし、海という地域資源

を活用した観光及び観光資源を活用した交流人口等の拡大を図るため、サーフィン大会を

核としたビーチイベントの会場設営及び情報発信等を行った。

事業内容

　海資源を活用したコンテンツの充実・魅力発信・プロモーション業務委託

　　ビーチイベントのオンライン配信業務

　　オンライン配信設備の設営・撤去業務

　　ビーチイベントのウェブサイトやＳＮＳの制作・運用業務

　大 会 名：Ｋｉｔａｉｚｕｍｉ　Ｓｕｒｆ　Ｆｅｓｔｉｖａｌ　２０２４

　開催期間：令和６年１０月３日～６日

　会　　場：北泉海岸

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　小高区の魅力を発信して交流人口拡大を図るため、地域住民と移住者の意見を反映した

観光マップを作製した。

事業内容

　小高の魅力発信マップ更新業務委託

　　ミッションカードの更新及び追加

　　地域住民と移住者とのワークショップ開催（年４回）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　老朽化等に伴い損傷した舗装の表層を補修し、災害の発生予防や拡大防止のため、市道

舗装の表層に係る対策を実施した。

＜計画未達の理由＞

　計画の延長を見込んでいたが、一部の路線において発注及び実施に伴い延長が確定し延

長減となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

舗装補修（２級１２号外）
舗装補修（中３６号線外）
舗装補修（高米々沢線）

Ｌ＝６４０ｍ
Ｌ＝５４０ｍ
Ｌ＝６２０ｍ

Ｌ＝９５２ｍ
Ｌ＝６０７ｍ
Ｌ＝５４７ｍ

ライブ配信閲覧件数 ２５，０００件 １３７，０６８件

ワークショップ参加人数 ４０人 ７７人

293

293

297
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 02 02 F4 20

（前年度）

08 02 02 L2 40

（前年度）

08 02 02 L2 80

（前年度）

08 02 02 L8 30

（前年度）

08 02 02 L8 50

（前年度）

建設部土木課 7,512

国庫支出金 0 82

側溝新設事業（小高区） 2,982 県　支出金 0

建設部土木課 －

国庫支出金 0 35

浸水対策事業（防災・減災） 46,585 県　支出金 0

地 方 債 46,550

そ の 他 0

地 方 債 2,900

そ の 他 0

建設部土木課 101,545

国庫支出金 0 4,004

側溝新設事業（原町区） 90,254 県　支出金 0

地 方 債 86,250

そ の 他 0

建設部土木課 812

国庫支出金 0 793

防犯灯設置事業（小高区） 793 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部土木課 1,196

国庫支出金 0 1,056

防犯灯設置事業（鹿島区） 1,056 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

- 326 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　市内における浸水被害の軽減および解消を目指し、安全・安心な住環境を確保するため、

浸水対策整備を実施した。

＜計画未達の理由＞

　計画の延長を見込んでいたが、一部の路線において発注及び実施に伴い延長が確定し延

長減となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　大雨時の排水不良を解消し、快適で安全・安心な住環境を確保するため、排水路整備を

実施した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　大雨時の排水不良を解消し、快適で安全・安心な住環境を確保するため、排水路整備を

実施した。

＜計画未達の理由＞

　計画の延長を見込んでいたが、一部の路線において発注及び実施に伴い延長が確定し延

長減となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　夜間における一般通行者や児童生徒などの通勤通学時の安全を確保するとともに、犯罪

や事故の起こりにくい生活環境を整備するため、防犯灯を計画的に設置した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　夜間における一般通行者や児童生徒などの通勤通学時の安全を確保するとともに、犯罪

や事故の起こりにくい生活環境を整備するため、防犯灯を計画的に設置した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　　 ２地区
　　 １路線

Ｌ＝２５ｍ
Ｌ＝１００ｍ
Ｌ＝１１．７ｍ
Ｌ＝１８７ｍ

　
    －（繰越）
    －（繰越）

Ｌ＝３６ｍ
Ｌ＝３４ｍ
Ｌ＝１２．０ｍ
Ｌ＝１８３．８ｍ

委託料
　冠水対策調査設計（小高地区、大井地区）
　排水路整備測量設計（牛来雲雀ヶ原線）
工事請負費
　排水路整備（中８１号線外）工事
　排水路整備（北原大甕地区①）工事
　排水路整備（あさひ地区）工事　暗渠工
　　　　　　　　　　　　　　　　側溝工

排水路整備（北鳩原飯盛線）工事 Ｌ＝１０６ｍ Ｌ＝１１６ｍ

工事請負費
　排水路整備（北新田地区１工区②）工事
　排水路整備（北新田地区２工区①）工事
　排水路整備（陣ケ崎地区②）工事
委託料
　排水路整備測量設計（金沢下北高平線）
  業務委託

Ｌ＝１８５ｍ
Ｌ＝１７０ｍ
Ｌ＝３７０ｍ

Ｌ＝２７０ｍ

Ｌ＝１６０ｍ
Ｌ＝１７０ｍ
Ｌ＝３７４ｍ

Ｌ＝２６６ｍ

297

防犯灯設置数 １０基 １３基

防犯灯設置数 １５基 １９基

297

297

297

297
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 02 02 L8 70

（前年度）

08 02 03 L1 20

08 02 03 L2 25

建設部土木課 5,796

国庫支出金 0 4,737

防犯灯設置事業（原町区） 4,737 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部土木課 （前年度）

16,182

国庫支出金 0 52,271

簡易舗装事業 52,271 県　支出金 0

（繰越明許費） 3,512 地 方 債 0

そ の 他 0

142,695

国庫支出金 23,230 3,892

社会資本整備総合交付金事業（道路新設改良） 45,922 県　支出金 0

（繰越明許費） 26,644 地 方 債 18,800

そ の 他 0

建設部土木課 （前年度）
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事      業      内      容
決算書

ページ

　夜間における一般通行者や児童生徒などの通勤通学時の安全を確保するとともに、犯罪

や事故の起こりにくい生活環境を整備するため、防犯灯を計画的に設置した。

＜計画未達の理由＞

　設置要望が少なかったことによる設置基数が減となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、未舗装道路の簡易舗装工事を実施した。

＜計画未達の理由＞

　東９７号線および生活道路江垂地区については、計画の延長を見込んでいたが、発注及

び実施に伴い延長が確定し延長減となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　幹線道路との機能的な連携により地域の良好な生活環境を確保するため、道路の新設、

現道の拡幅及び舗装工事を実施した。

＜計画未達の理由＞

　国交付金の内示率が低く、年次計画を見直し事業実施したため、当初計画に到達しなか

った。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

道路改良舗装（西殿京塚線）工事
用地測量（上太田下太田線）
道路改良（上太田下太田線）工事
【繰越明許】
道路改良舗装（西殿京塚線）工事

　Ｌ＝３９３ｍ
　Ｌ＝１，２２０ｍ
　Ｌ＝　４００ｍ

　Ｌ＝　３８４ｍ

　　    －（繰越）
　Ｌ＝１，２２０ｍ
　　    －

　Ｌ＝４５４．８ｍ

防犯灯設置数 ７６基 ６１基

簡易舗装工事
　上北高平深野線
　東９０号線
　東９７号線
　西１０３号線
　吉名玉ノ木平線
　大木戸押釜馬場線
【繰越明許】
　生活道路　江垂地区

６路線
Ｌ＝６５０ｍ
Ｌ＝　６５ｍ
Ｌ＝　７０ｍ
Ｌ＝　７０ｍ
Ｌ＝２６０ｍ
Ｌ＝４５０ｍ

１路線
Ｌ＝１２０ｍ

６路線
Ｌ＝６５４．４ｍ
Ｌ＝　６５．０ｍ
Ｌ＝　６７．７ｍ
Ｌ＝　７８．７ｍ
Ｌ＝２６４．０ｍ
Ｌ＝４５６．０ｍ

１路線
Ｌ＝１１９．７ｍ

297

299

299
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 02 03 L3 25

08 02 04 F2 20

08 02 05 L1 30

（前年度）

建設部土木課 （前年度）

25,646

国庫支出金 0 91,981

市単独道路新設改良事業 91,981 県　支出金 0

（繰越明許費） 34,163 地 方 債 0

そ の 他 0

264,523

国庫支出金 101,388 18,934

道路メンテナンス事業（橋梁維持） 184,722 県　支出金 0

（繰越明許費） 89,023 地 方 債 64,400

そ の 他 0

建設部土木課 1,795

国庫支出金 0 1,790

やさしいみちづくり事業（小高区） 1,790 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部土木課 （前年度）
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事      業      内      容
決算書

ページ

　幹線道路との機能的な連携により地域の良好な生活環境を確保するため、道路の新設、

現道の拡幅及び舗装工事を実施した。

＜計画未達の理由＞

　大木戸陣ヶ崎３号線については、当初設計において物件補償が必要であったが設計変更

に伴い、物件移転補償調査が不要となったことにより計画に達しなかった。

　大木戸北西原線および信田沢石神線外については、計画の延長を見込んでいたが、発注

及び実施に伴い延長が確定し延長減となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、老朽化した市道橋の維持補修を計画的に

実施した。

＜計画未達の理由＞

　国交付金の内示率が低く、年次計画を見直し事業実施したため、当初計画に到達しなか

った。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、道路区画線の修繕等を実施した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

道路詳細設計（中１４３号線）
物件移転補償調査（大木戸陣ケ崎３号線）
函渠詳細設計（大井岡田線）
創設非農用地取得（原町南部、原町東）
【繰越明許】
道路改良舗装（大木戸北西原線）工事
道路改良舗装（信田沢石神線外）工事

　Ｌ＝２５０ｍ
Ｎ＝１件

Ｎ＝１か所
Ｎ＝１式

Ｌ＝１９４ｍ
Ｌ＝１２０ｍ

Ｌ＝３４０ｍ
－

Ｎ＝１か所
Ｎ＝１式

Ｌ＝１８８．８ｍ
Ｌ＝１０３．６ｍ

委託料
　橋梁修繕測量設計（落合橋）業務委託
　橋梁修繕測量設計（道場橋）業務委託
　橋梁修繕測量設計（須賀内橋）業務委託
　橋梁修繕測量設計（薬師堂橋）業務委託
　橋梁修繕調査設計（原ノ町駅跨線橋）業務委託
　橋梁法定点検業務委託　市内一円
工事請負費
　橋梁修繕（藤木橋）工事
　橋梁修繕（大高橋）工事
ＪＲ負担金
　橋梁修繕（千倉跨線人道橋）工事
　橋梁修繕（東町桜井町跨線橋）工事
　橋梁修繕（南原町跨線橋）工事
【繰越明許】
委託料
　橋梁法定点検
工事請負費
　橋梁修繕（下川原橋）工事

Ｎ＝１橋
Ｎ＝１橋
Ｎ＝１橋
Ｎ＝１橋
Ｎ＝１橋
市内一円

Ｎ＝１橋
Ｎ＝１橋

Ｎ＝１橋
Ｎ＝１橋
Ｎ＝１橋

市内一円

Ｎ＝１橋

－
－
－
－
－

市内一円

－
－

Ｎ＝１橋
　　　　－（繰越）

－

市内一円

Ｎ＝１橋

道路区画線設置工事
安全施設（路面標示）

Ｌ＝３，６００ｍ
－

Ｌ＝４，８９６ｍ
１箇所

299

299

299
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 02 05 L1 50

（前年度）

08 02 05 L1 70

（前年度）

08 03 01 L2 21

（前年度）

08 04 01 55 20

（前年度）

国庫支出金 0 62

建設部土木課 1,800

緊急浚渫推進事業 25,362 県　支出金 0

地 方 債 25,300

そ の 他 0

国庫支出金 0 1,797

やさしいみちづくり事業（鹿島区） 1,797 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部土木課 17,204

国庫支出金 0 17,839

やさしいみちづくり事業（原町区） 17,839 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 1,906 2,784

屋根耐風改修事業補助金 4,690 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部土木課 49,679

建設部建築住宅課 18,022
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事      業      内      容
決算書

ページ

　歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、道路区画線の修繕等を実施した。

＜計画未達の理由＞

　計画の延長を見込んでいたが、安全施設（カラー舗装等）の追加および発注及び実施に

伴い延長が確定し延長減となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、道路区画線の修繕等を実施した。

＜計画未達の理由＞

　計画の延長を見込んでいたが、点字ブロック設置工事の追加および一部の工事において

発注及び実施に伴い延長が確定し延長減となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　準用・普通河川の流下断面の阻害の解消を図るため、河道内の堆砂土砂及び繁茂樹木の

撤去を行った。

事業内容

　大穴川外４河川　２，１１８立方メートル

（大穴川、西ノ沢川、上荒戸沢川、館下川、金沢川）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　強風や地震による建築物の屋根の被害を軽減し、市民生活の安全性の確保・向上を図る

ため、国の基準に適合していない屋根の全面改修を行う者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　基準に適合しない屋根を改修する建築物の所有者

　補助額　　対象工事費の２３／１００（上限５５２千円）

　加算額　　屋根面積１㎡当たり１千円（上限１００千円）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

１０件 １１件

河川土砂等及び支障木の撤去 ４河川 ５河川

　道路区画線設置工事
　防護柵修繕（原町馬場線）
　点字ブロック設置工事

Ｌ＝１５，０００ｍ
Ｌ＝１００ｍ
　　　　－

Ｌ＝１１，８８９ｍ
Ｌ＝１２１ｍ
Ｌ＝１３０ｍ

道路区画線設置工事
安全施設（カラー舗装等）

Ｌ＝３，６００ｍ
－

Ｌ＝２，４０８ｍ
４箇所

交付件数

299

299

299

301
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 04 01 F9 20

（前年度）

08 04 01 R4 20

（前年度）

国庫支出金 3,970 4,751

木造住宅等耐震化支援事業 10,706 県　支出金 1,985

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部建築住宅課 9,708

国庫支出金 0 2,303

緑豊かな景観づくり事業 2,303 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部都市計画課 2,274

- 334 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　地震に対する住宅等の安全性を確保するため、耐震基準を満たさない旧基準の住宅等に

対し耐震診断者を派遣した。

　また、耐震改修・建替えする者に対し補助金を交付するとともに、避難路沿道の倒壊の

恐れのあるブロック塀等を撤去・建替えする者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　木造住宅耐震診断者派遣事業業務委託

　　派遣対象　昭和５６年５月３１日以前に建築の住宅所有者、賃借者及び購入予定者

　木造住宅耐震改修支援事業補助金

　　補助対象　耐震基準を満たさない住宅の所有者、賃借者及び購入予定者

　　補助金額　対象工事費の４／５（改修・建替の場合　　　上限１，０００千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　（簡易・部分改修の場合　上限　　６００千円）

　　市加算額　対象工事費の１／１０（上限２００千円）　

　ブロック塀等安全対策促進事業補助金

　　補助対象　地震等により倒壊の恐れのあるブロック塀の所有者

　　補助率　　対象工事費の１／２

　　補助金額　上限１５０千円（うち市加算額上限５０千円）　

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　緑豊かな景観づくりを推進するため、歩道に設置したプランター等に花の植栽を行った。

事業内容

　歩道等に設置したプランター等へ花の植栽を年２回実施した。

　　春（６月）

　　　１３，７００本（ベコニア等）

　　　行政区４０団体・老人会等２団体・企業３団体の合計４５団体参加

　　秋（１１月）

　　　１４，１００本（パンジー等）

　　　行政区４０団体・老人会等２団体・企業７団体の合計４９団体参加

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

春及び秋の花植え実施 年２回 年２回

①木造住宅耐震診断者派遣事業業務委託
②木造住宅耐震改修支援事業補助金
③ブロック塀等安全対策促進事業補助金

①１５件
②　５件
③１０件

①１５件
②　５件
③１０件

301

301
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 04 03 F2 20

（前年度）

08 04 03 F4 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

公園施設改修事業 28,178 県　支出金 0

地 方 債 25,300

そ の 他 2,878

建設部都市計画課 30,598

北泉海浜総合公園内臨時キャンプ場等開設事 4,170 県　支出金 0

業 地 方 債 0

そ の 他 0

建設部都市計画課 3,627

国庫支出金 0 4,170

- 336 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　子育て環境の充実及びコミュニティの活性化のため、老朽化した公園施設の改修工事を

実施した。

事業内容

　建築確認申請　２公園（床面積３０㎡以下）

　公園内公衆トイレ改築設計　２公園

　　西殿公園　　　　　　トイレ１基更新

　　サヤノ前公園　　　　トイレ１基更新

　施設更新工事

　　錦公園　　　　トイレ改築　　１か所

　　よつば公園　　照明灯修繕　　１基

　　西殿公園　　　照明灯修繕　　２基

　　高田公園　　　照明灯修繕　　１基

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　開放的なフィールドでの休息や日々のストレス解消、そして家族や友人等との絆を深め

られる環境を市民へ提供するため、既存施設を利用した臨時キャンプ場と臨時ドッグラン

を開設した。

事業内容

　臨時キャンプ場等管理清掃業務委託

　　事業期間　４月２７日から１０月６日まで

　　　ゴールデンウィーク期間は毎日営業

　　　ゴールデンウィーク期間後から７月中旬までは金・土・日曜日の営業

　　　７月下旬から８月末までは毎日営業（芝養生管理のため水曜日を除く）

　　　９月は金・土・日曜日の営業

　　業務内容　キャンプ場管理受付等業務、ドッグラン清掃業務

　利用実績

　　①臨時キャンプ場　２５７区画、８４３人

　　②臨時ドッグラン　１，１８２組

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

公園施設更新 ２基以上 ５基

①臨時キャンプ場
②臨時ドッグラン

①開設
②開設
（４／２７～１０／
６まで）

①２５７区画、
　８４３人利用
②１，１８２組利用
（４／２７～１０／
６まで）

301

303
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 04 04 F3 20

（前年度）

08 04 07 F6 20

（前年度）

地 方 債 31,500

そ の 他 8,710

建設部都市計画課 21,166

国庫支出金 35,088 0

社会資本整備総合交付金事業（公園維持） 75,298 県　支出金 0

建設部下水道課 91,730

国庫支出金 88,359 0

小高川ポンプ場営繕事業 177,045 県　支出金 0

地 方 債 79,500

そ の 他 9,186

- 338 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　公園利用者の安全確保と施設機能の維持のため、施設の効率的な改築及び更新を行った。

事業内容

　①建築確認申請　　　　　　１公園（原町運動公園野球場北側トイレ）

　②トイレ改築設計業務委託　１公園（原町運動公園野球場北側トイレ）

　③施設更新工事

　　トイレ改築更新工事

　　　原町運動公園野球場北側トイレ（※アスベスト対応のためR7年度へ明許繰越）

　　遊具更新工事

　　　北泉海浜総合公園　　　　遊具更新工事　　（撤去１基、新設１基）

　　　国見公園　　　　　　　　遊具更新工事　　（撤去２基、新設１基）

　　　瀬戸畑公園　　　　　　　遊具更新工事　　（撤去３基、新設１基）

　牛越中央公園　　　　　　遊具更新工事　　（撤去２基、新設１基）

　高田公園　　　　　　　　遊具更新工事　　（撤去３基、新設１基）

　しらゆり公園　　　　　　遊具更新工事　　（撤去１基、新設１基）

　桜井公園　　　　　　　　遊具更新工事　　（撤去１基、新設１基）

　小川公園　　　　　　　　遊具更新工事　　（撤去１基、新設１基）

　錦公園　　　　　　　　　遊具更新工事　　（撤去１基、新設１基）

＜計画未達の理由＞

　原町運動公園野球場北側トイレ更新工事について、既設トイレ撤去にかかるアスベスト

対策に期間を要したため年度内完成に至らず、令和７年度へ明許繰越したため、計画に到

達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　大雨時における小高区市街地の浸水被害を防止するため、小高川ポンプ場の改築工事を

実施した。

事業内容

　施設改築工事

　　工事内容　小高川ポンプ場改築工事

　　工事期間　令和４年度から令和６年度（継続費設定）

　　　令和４年度：改築機械設備工事、改築電気設備工事、改築建築工事

　　　令和５年度：改築機械設備工事、改築電気設備工事

　　　令和６年度：改築機械設備工事、改築電気設備工事

　南相馬市下水道ＳＭ事業

　　小高川ポンプ場ストックマネジメント計画策定業務（令和７年度へ繰越）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

公園施設更新 １０基 ９基

①電気設備改修
②機械設備改修

①完了
②完了

①完了
②完了

303

305
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 05 01 50 20

（前年度）

08 05 01 51 20

（前年度）

08 05 01 F3 50

（前年度）

空き家解体支援事業補助金 3,000 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部建築住宅課 5,250

国庫支出金 0 3,000

国庫支出金 953 0

移住推進住宅支援事業補助金 1,480 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 527

国庫支出金 1,270 0

建設部建築住宅課 625

社会資本整備総合交付金事業（市営住宅） 2,648 県　支出金 0

（鹿島区） 地 方 債 0

そ の 他 1,378

建設部建築住宅課 6,694

- 340 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　南相馬市空家等対策計画に基づき、周辺環境への悪影響を及ぼすことを未然に防止する

とともに、生活環境を保全するため、空き家等を解体撤去しようとする所有者に対し、補

助金を交付した。

事業内容

　特定空き家　　　　１，０００千円（上限）　０件

　管理不全な空き家　　　７５０千円（上限）　４件

＜計画未達の理由＞

　これまでに管理不全な空き家等に認定し、未解体の７件について申請勧奨したが、個人

の都合（自己負担分の資金繰り、相続未決着）等により、実際の申請が４件のみとなった

ため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　南相馬市への移住・定住を促進するため、市外から移住し民間賃貸住宅に入居した就業

者世帯に対し、家賃に対する補助金を交付した。

事業内容

　対象世帯　４３歳未満かつ市外から転入した世帯

　補助金額　月額１０千円（最大１２０千円）　　　　１２件

　加算金額　移住推進エリア（小高区）　月額５千円　１２件のうち２件

＜計画未達の理由＞

　本事業は令和５年度から実施し、転入後６か月の居住実績を基に申請を行うこととし、

申請時期を１０月・３月の年２回としているため、令和５年１２月時点での年度実績の見

通しが難しかったことから、令和５年度予算と同件数を見込んだ計画としたが、本事業が

就業先からの住居手当を受ける世帯を対象外としているなどから、申請件数が計画より大

幅に減少したため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　防災や防犯の観点から家屋周辺の安全性を確保するため、南相馬市公営住宅等長寿命化

計画に基づき、耐用年限を経過し老朽化が著しい市営住宅について、解体設計業務委託を

行った。

事業内容

　下舘団地解体設計業務委託　１件

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①０件
②４件

補助金交付件数
①交付件数（特定空き家）
②交付件数（管理不全な空き家）

①　５件
②２０件

補助金交付件数 ５５件 １２件

設計業務 １件 １件

305

307

307
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 05 01 F3 70

（前年度）

08 05 01 F5 20

（前年度）

08 06 01 F4 20

（前年度）

国庫支出金 33,899 0

社会資本整備総合交付金事業（市営住宅） 107,396 県　支出金 0

（原町区） 地 方 債 0

そ の 他 73,497

建設部建築住宅課 103,675

建設部建築住宅課 50,757

国庫支出金 31,184 10,394

空き家等対策推進事業 51,018 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 9,440

国庫支出金 0 0

防災集団移転関連環境整備事業 1,476 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,476

建設部都市計画課 1,198

- 342 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　市営住宅入居者が安心して快適に居住できるようにするため、改修工事等を実施した。

事業内容

　国見町団地２号棟外壁・給水管等改修工事　　　　１件

　国見町団地４・５号棟給水設備改修設計業務委託　１件

　日の出町団地解体設計業務委託　　　　　　　　　１件

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内の空き家等の適切な管理と利活用を促進するため、（一社）南相馬空き家・空き地

サポートセンターとの連携により、空き家に関する相談や解決へ向けた調査・提案・サポ

ート業務を実施した。

事業内容

　空き家利活用推進業務委託

　　委託先　（一社）南相馬空き家・空き地サポートセンター

　　業　務　空き家と住まいの相談窓口「ミライエ」の運営

　　　　　　（空き家等に関する窓口相談業務、空き家・空き地バンク登録業務ほか）

　空き地実態調査基礎データ作成支援業務委託

　　委託先　（株）パスコ

　　業　務　市内全域の地図情報システム上での空き地情報の抽出調査

　　　　　　（調査での空き地候補件数：１，９５５件）

　空家等対策協議会の開催　１回（１０／２９　南相馬市空き家等対策協議会開催）

内　容　特定空家等の認定に関する協議

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　防災集団移転促進事業の移転先住宅地周辺の良好な環境を維持するため、環境整備を行

った。

事業内容

　住宅団地周辺の環境整備

　　調整池清掃（北原団地、萱浜（２）団地）

　　緑地除草等（寺内団地、上寺内（２）団地）

　　緑地等剪定（北海老団地）※隔年実施（Ｒ６実施）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①国見町団地２号棟外壁・給水管等改修工事
②国見町団地４・５号棟給水設備改修設計業務委託
１件
③日の出町団地解体設計業務委託

①１件
②１件
③１件

①１件
②１件
③１件

空き家・空き地バンク成約数（累計） １６０件 １７８件

住宅団地周辺の環境整備 ５団地 ５団地

307

307

307
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 06 02 F3 20

（前年度）

08 06 02 F5 20

（前年度）

国庫支出金 300 0

既存住宅状況調査技術者派遣事業 300 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部建築住宅課 300

建設部都市計画課 7,654

国庫支出金 0 0

泉・北泉周辺等整備・利活用計画策定事業 496 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 496
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事      業      内      容
決算書

ページ

　東日本大震災に伴う避難によって空き家となっている住宅の利活用・流動化を促進する

ため、空き家となった住宅の所有者のうち、帰還のため劣化等の状況調査を希望する者に

対し、技術者を派遣した。

事業内容

　既存住宅状況調査技術者派遣事業業務委託

＜計画未達の理由＞

　市ＨＰ及び広報紙掲載、ダイレクトメールにより事業周知を行ったが、２戸の申請とな

ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　北泉海浜総合公園周辺の防災集団移転跡地や除染土の仮置き場となっているグリーンパ

ークなど、一体的な整備検討が必要であることから、北泉海浜総合公園周辺等における施

設整備や未利用地の利活用策の計画策定に向けた検討を行った。

事業内容

　北泉仮置場流量増対策検討書修正業務委託　１式

＜計画未達の理由＞

　グリーンパーク内の復旧・整備について、環境省との協議に期間を要したことにより計

画案の確定ができなかったことから、パブリックコメント及び公共事業評価の実施に至ら

ず、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

既存住宅状況調査技術者派遣事業業務委託
委託先公益社団法人　福島県建築士会

３戸調査 ２戸調査

事業の実施
パブリックコメント
の実施
公共事業評価の実施

北泉仮置場流量増対
策検討書修正業務委
託　　１式

307

307
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 06 03 53 20

（前年度）

08 06 03 F2 40

（前年度）

空き家利活用推進事業補助金 1,250 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,250

建設部建築住宅課 7,660

国庫支出金 0 0

地 方 債 0

そ の 他 1,076

建設部建築住宅課 3,279

国庫支出金 8,457 2,218

小高区等空き家リノベーションモデル事業 11,751 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　本市への定住促進及び空き家・空き地バンクの積極的な利用促進を図るため、空き家バ

ンクに登録された中古住宅の購入・賃借・賃貸を希望する利用者や空き家所有者が、家屋

の改修等を行う際の補助金を交付した。

事業内容

　補助対象等

　　空き家改修費用

　　　空き家活用者・所有者　　１，０００千円（上限）　１件

　　　家財処分費用　　　　　　　　２００千円（上限）　０件

　※加算金　特定区域加算（２０キロ圏内）　２５０千円（上限）　０件

　　　　　　移住加算　　（転入５年以内）　２５０千円（上限）　１件

　　　　　　多子加算　　　　　　　　　　　２５０千円（上限）　０件

　　　　　　新婚加算　　　　　　　　　　　２５０千円（上限）　０件

　　　　　　就農加算　　　　　　　　　　　２５０千円（上限）　０件

＜計画未達の理由＞

　補助金の対象となる空き家バンク登録物件について、すぐに入居できる１，０００万円

程度の空き家の掲載が増え、改修がいらない物件の売買が多かったことから、改修のため

の申請が少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　福島第一原子力発電所事故により、人口減少した小高区等（旧避難指示区域）への移住

促進等に資するため、市が譲与等を受けた小高区等（旧避難指示区域）の既存「空き家」

をモデル事業としてリノベーションし、移住者への住まいとして貸借した。

事業内容

　家屋等のリノベーション

　　建　　　物　　木造２階建て（１棟）

　　　　　　　　　木造平家建て（１棟）

　　改修工事費　９，９５５千円（２棟）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

空き家活用者・所有者交付件数 １４件 １件

空き家改修棟数 　２棟 ２棟

307

309
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 06 03 F8 20

（前年度）

08 07 01 F1 20

08 07 01 F2 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

住宅購入等世帯定住促進事業奨励金 84,250 県　支出金 4,000

地 方 債 0

そ の 他 80,250

建設部建築住宅課 60,190

小高スマートインターチェンジ整備事業 39,052 県　支出金 0

（繰越明許費） 32,036 地 方 債 0

そ の 他 7,823

国庫支出金 0 31,229

地 方 債 0

そ の 他 0

建設部土木課 85,366

建設部土木課 （前年度）

52,963

国庫支出金 70,206 0

市道機能回復事業 70,206 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　本市への移住・定住を促進し、地域の世代間支え合い環境を構築するため、移住・定住

を希望する世帯等が住宅を購入する場合に奨励金を交付した。

事業内容

住宅取得事業

　多世代・近居・多子・移住定住世帯　１，０００千円　７０世帯

加算金（住宅取得事業）

　特定区域加算（２０キロ圏内）　　　　　２５０千円　　２世帯

　移住定住加算（転入５年以内）　　　　　２５０千円　３７世帯

　空き家解体加算　　　　　　　　　　　　５００千円　　１世帯

　県補助見合分　　　　　　　　　　　　　８００千円　　５世帯

＜計画未達の理由＞

　当初計画の転入世帯の奨励金交付３０件について、令和６年１０月時点の申請状況から

１２月補正で４６件に変更したが、年度後半は転入世帯の申請件数が想定よりも伸びなか

ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の帰還促進、企業誘致の推進、移住定住の促進、交流人口の拡大等を図るため、

（仮称）小高スマートインターチェンジを設置に向けて、用地補償等を実施した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　長期避難により維持管理ができなかった旧避難指示区域内において、安全な通行を確保

するため、舗装等の損傷が著しい路線の補修を実施した。

＜計画未達の理由＞

　計画の延長を見込んでいたが、発注及び実施に伴い延長が確定し延長減となったため、

計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

工事等負担金契約
【繰越明許】
用地購入
物件補償
除草、用地測量、不動産鑑定

１件

２，５５７㎡
３件

４業務

奨励金交付件数（転入世帯） ４６件 ３７件

１件

２，５５７㎡
３件

４業務

道路補修（大井村上線）工事
道路補修（岡田吉名線）工事

Ｌ＝３８０ｍ
Ｌ＝８３０ｍ

Ｌ＝３７３．６ｍ
Ｌ＝８２６．２ｍ

309

309

309
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

08 07 01 L1 20

（前年度）

08 07 01 L1 30

（前年度）

08 07 01 L3 20

（前年度）

09 01 03 F2 25

（前年度）

国庫支出金

復興企画部危機管理課 48,502

7,992 7,767

消防施設・設備整備事業 54,196 県　支出金 0

地 方 債 35,500

そ の 他 2,937

国庫支出金 58,674 0

56,502建設部土木課

地 方 債 0

建設部土木課 6,939

国庫支出金 28,467 0

帰還再生生活道路舗装事業 28,467 県　支出金 0

国庫支出金 7,465 0

帰還再生加速市道除草事業（小高区） 7,465 県　支出金 0

地 方 債 0

帰還再生加速市道除草事業 58,674 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

そ の 他 0

建設部土木課 36,053

そ の 他 0

- 350 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　旧避難指示区域内における快適で暮らしやすい住環境の整備を図るため、市が管理する

道路等の草刈を実施した。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　快適で暮らしやすい住環境の整備を図るとともに、主体的な市民活動を促進するため、

行政区が実施する道路除草作業に対して支援を行った。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の低線量放射線への不安を払拭し、安心して生活できる住環境を整えるため、放射

線を遮断する措置として生活道路（法定外道路）の舗装を実施した。

＜計画未達の理由＞

　信田沢字内城地区工事において、計画の延長を見込んでいたが、発注及び実施に伴い延

長が確定し延長減となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　消防力を強化するため、消防施設及び資機材を整備した。

事業内容

　消防ホース購入１４本　外

　ホース乾燥塔設置工事　　　鹿島区浮田、原町区鶴谷

　防火水槽解体工事　　　　　鹿島区北海老、鹿島字豊田

　消防団車庫新築工事（建設・測量）　鹿島区寺内

　消防団屯所解体・地盤調査　　原町区下高平

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①耐震性防火貯水槽設置
②小型動力ポンプ更新

①２基
②２台

①２基
②２台

生活道路舗装工事
　陣ヶ崎地区
　高見町二丁目地区
　信田沢字内城地区
　桜井町二丁目地区
　高字弥勒堂地区
　大富字東畑地区
　日の出町地区
　大原字町後地区

８路線
Ｌ＝２３０ｍ
Ｌ＝６０ｍ

Ｌ＝２１５ｍ
Ｌ＝１００ｍ
Ｌ＝１２０ｍ
Ｌ＝１７５ｍ
Ｌ＝４０ｍ
Ｌ＝８２ｍ

８路線
Ｌ＝２３２．０ｍ
Ｌ＝６２．５ｍ

Ｌ＝２１３．６ｍ
Ｌ＝１０２．６ｍ
Ｌ＝１３２．９ｍ
Ｌ＝１７９．５ｍ
Ｌ＝４０．２ｍ
Ｌ＝８４．６ｍ

実施団体数（小高区行政区） ２６行政区 ２６行政区

道路除草業務委託
①原町区２０ｋｍ圏内
②小高区圏内

①２５路線
　Ｌ＝４３,５１０ｍ
②４４路線
　Ｌ＝４４,１６９ｍ

①２５路線
　Ｌ＝４３,５１０ｍ
②４４路線
　Ｌ＝４４,１６９ｍ

309

309

309

311
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

09 01 03 F3 20

（前年度）

09 01 04 21 20

地 方 債 0

そ の 他 0

復興企画部危機管理課 73,300

国庫支出金 0 75,377

消火栓管理事業 75,377 県　支出金 0

復興企画部危機管理課 （前年度）

34,766

国庫支出金 0 12,452

防災備蓄倉庫管理運営・備蓄物資配備事業 90,852 県　支出金 0

（繰越明許費） 78,452 地 方 債 78,400

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　消防力を強化するため、既設消火栓の維持管理を行うとともに無水利地区へ消火栓を新

設した。

事業内容

　配水管布設替工事に伴う設置替負担金　原町区６基

　消火栓標識負担金　小高区１基、原町区１０基

　消火栓使用料　　　小高区２３１基、原町区７４９基

　消火栓管理負担金　鹿島区１８０基

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　災害時の備えとして、防災に関する物資及び資材の備蓄、並びに防災備蓄倉庫の管理運

営を行った。

　また、令和５年度からの繰越事業として、市内の指定避難所等に防災倉庫を設置した。

事業内容

　防災備蓄品の購入（食料、資機材）

　防災備蓄倉庫維持管理、保守業務

　防災備蓄マネジメントシステム借上げ

　避難所用冷房機器借上げ

【繰越明許】

　防災倉庫設置場所

　　原二中、大甕小、鹿島生涯学習センター、上真野小、原一小、原二小、原三小、

　　高平小、石一小、石二児童クラブ、社会福祉協議会（災害ボランティアセンター）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

消火栓新設数
①小高区
②鹿島区
③原町区

①１基
②２基
③５基

①１基
②２基
③５基

４，５００人
想定東北太平洋沖地震の想定避難者数分の公的備蓄
物資維持

４，５００人

311

313
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

09 01 04 50 20

（前年度）

09 01 04 F1 20

（前年度）

国庫支出金 0 5,003

地域防災体制強化事業 5,303 県　支出金 300

地 方 債 0

そ の 他 0

復興企画部危機管理課 4,156

市総合防災訓練事業 213 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

復興企画部危機管理課 257

国庫支出金 0 213

- 354 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　地域における防災体制を強化するため、地域の防災リーダーとして防災士を養成すると

ともに、防災資機材の準備と防災訓練を実施する自主防災組織及び火災予防思想の普及推

進活動を実施する女性防火クラブに対し、補助金を交付した。

事業内容

　防災士養成講座の開催（受講人数５３人→登録人数５１人）

　地区防災計画作成支援（地区防災マップ作成に係る印刷代）

　　小高五区、下耳谷、飯崎

　地区防災体制強化補助金

　　資機材購入補助（上限額１５０千円）件数１件：１００千円（小高五区）

　　訓練補助（上限額５０千円）件数２件：６１千円（塚原、二見町二）

　　女性防火クラブ補助（定額）小高区隊：１４０千円

　　                          鹿島区隊：１４０千円

　　                          原町区隊：２６０千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　災害に備えた市民の意識醸成及び災害時における市民の適切な避難行動及び市の応急対

策を円滑かつ的確に実施できるよう訓練を実施した。

事業内容

　開催日　　令和６年１１月５日（火）

　訓練会場　指定避難所、福祉避難所、南相馬市社会福祉協議会、

　　　　　　あぶくま信用金庫小高支店

　参加範囲　市民、協力防災士、消防団員、災害協定締結事業所、

　　　　　　関係機関（県、社協等）、市職員

　訓練想定　北海道・三陸沖後発地震注意情報の発表を想定した防災訓練

　主な訓練　避難所開設（福祉避難所含む）・資機材操作訓練、ペット同行避難訓練、

　　　　　　民間施設を活用した避難者受入れ訓練、給水拠点設置訓練

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①防災士養成・登録人数
②地区防災計画策定地区数

①４５人
②１地区

①５１人
②３地区

市総合防災訓練参加者 １，０００人以上
１，２０７人

(会場及び行政区自主
訓練参加者)

313

313
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

09 01 04 F2 20

（前年度）

09 01 04 F4 20

（前年度）

09 01 04 G1 20

（前年度）

－復興企画部危機管理課

復興企画部危機管理課 632,734

国庫支出金 0 40,963

防災情報発信強化事業 369,863 県　支出金 0

地 方 債 328,900

そ の 他 0

国庫支出金 0 3,036

災害情報共有システム運用事業 3,036 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 2,480 12,966

地域防災推進事業 15,446 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

復興企画部危機管理課 14,692

- 356 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　災害時における住民への情報伝達手段の充実を図るため、防災行政無線の機能を強化した。

事業内容

　戸別受信機配布に係る費用（はがき・チラシ印刷及び郵便料等）

　Ｊ－ＡＬＥＲＴ専用アンテナ設置業務

　災害情報等メール配信システム借上げ

　デジタル波用戸別受信機等購入

　　貸与済世帯数：１２，５７２世帯／対象世帯数：２３，３２３世帯

　　貸与割合：５３．９％（令和７年３月３１日時点）

　防災行政無線　電波利用料

　県総合情報通信ネットワーク更新工事に係る負担金

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　災害時の情報収集及び管理の迅速化を図るため、多くの災害情報をリアルタイムに市民

と共有できるシステムの運用を行った。

事業内容

　災害情報共有システム（ＬＩＮＥ）借上げ

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域防災体制の充実を図るため、津波ハザードマップや避難行動要支援者名簿の作成、

市内生涯学習センターへの土のうの事前配備等を行った。

事業内容

　避難行動要支援者名簿の更新(事務用消耗品代、封筒代、郵便料)

　　名簿登録者数１，２５７人(うち、行政区長等への情報提供者９５６人)

　避難行動要支援者ＧＩＳデータ管理業務

　土のう配備業務(市内生涯学習センター９施設)

　　土のうの作成個数：５，１５０個

　防災マップ（地震・津波編）作成業務

　　印刷部数：３０，０００部

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

２件
（台風５号）
（台風７号）

①屋外拡声子局更新
②戸別受信機購入、難聴者用戸別受信機購入
③防災行政無線等設備の維持補修

①５６局
②９，０５０台購入

③通年

①５６局
②９，０５０台購入

③通年

災害時情報の共有 災害時情報の共有

自然災害による死者数 ０人 ０人

313

313

313
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 02 20 02

（前年度）

10 01 02 20 03

（前年度）

会計年度任用職員給与費　学力向上教員 26,213 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 26,213

教育委員会事務局学校教育課 16,575

国庫支出金 0 0

国庫支出金 0 33,199

会計年度任用職員給与費　学校教育課 33,199 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 17,236

- 358 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　教育に関する相談、不登校等に係る教育支援、教育関係職員の研修等の充実を図るため、

教育指導員を配置した。

　また、指導環境の充実を図るため、特別非常勤講師及び複式学級講師を配置した。

事業内容

　会計年度任用職員給与費（パート・フルタイム）

　　パートタイム

　　　教育指導員　　　　　　　　　６人

　　　特別非常勤講師（専科教員）　１人（国語科・書写）

　　　複式学級講師　　　　　　　　１人（太田小）

　　フルタイム

　　　複式学級講師　　　　　　　　２人（太田小、上真野小）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　指導環境を充実させることにより、児童生徒の学習意欲を高めるとともに、学力の向上

を図るため、市で独自に採用した学力向上教員を配置した。

事業内容

　会計年度任用職員給与費（フルタイム）

　　学力向上教員の配置　小学校４人、中学校１人

　　　配置先　小学校（算数）：原一小、原三小、石二小、鹿島小

　　　　　　　中学校（数学）：石神中

 ＜計画未達の理由＞

　南相馬市の授業スタイルに基づく授業改善や研修による教員の指導力向上を図るととも

に、ドリルアプリを活用した学校及び家庭での学習の充実を図った結果、標準学力調査の

平均正答率の向上が見られたものの、記述問題の誤答率・無回答率が高い傾向にあり、計

画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①教育指導員の配置人数
②特別非常勤講師（専科教員）の配置人数
③複式学級講師の配置人数

①６人
②１人
③３人

①６人
②１人
③３人

標準学力調査の平均正答率
小５　７０．５％
中２　６３．１％

小５　６６．９％
中２　５９．０％

315

315
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 02 20 04

（前年度）

10 01 02 20 05

（前年度）

10 01 02 20 06

（前年度）

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 36,571

教育委員会事務局学校教育課 4,907

国庫支出金 0 51,713

会計年度任用職員給与費　介助員 51,713 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 46,930

国庫支出金 0 60,471

会計年度任用職員給与費　学校司書 60,471 県　支出金 0

国庫支出金 0 9,833

会計年度任用職員給与費　外国語指導助手 9,833 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

- 360 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　小中学校の学校図書室において、司書教諭等と連携して自由な読書活動の推進や主体的

な学習活動を支援するため、学校司書を配置した。

事業内容

　会計年度任用職員給与費（フルタイム）

　　学校司書の配置

　　　専任：原一小、原二小、原三小、高平小、大甕小、太田小、石一小、鹿島小、

　　　　　　石二小、上真野小、小高小

　　　兼務：原一中、小高中、原二中、石神中、鹿島中、原三中

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内児童生徒の国際理解教育の推進を図るとともに、英語によるコミュニケーション能

力の素地を養うため、外国語指導助手を配置し、習熟度に応じた継続的な英語教育を行っ

た。

事業内容

　会計年度任用職員給与費（パートタイム）

　　外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置　２人

　　配置先：鹿島小（受持ち校：鹿島小・上真野小）、小高中

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　心身に障がいのある児童生徒が小中学校に就学する場合の適正な学習環境の確保を図る

ため、介助員を配置した。

事業内容

　　会計年度任用職員給与費（フルタイム）

　　介助員の配置　１４人

　　配属先：原一小１人 原二小２人 原三小２人 高平小２人 大甕小１人 太田小１人

　　　　　　石二小２人 鹿島小１人 原一中１人 原二中１人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

中学３年生段階におけるＣＥＦＲ Ａ１レベル（英検
３級程度)以上の取得率

２８．０％以上 ４１．９％

学校司書の配置 　１４人 　１４人

介助員の配置人数 １４人 １４人

315

315

315

- 361 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 02 20 07

（前年度）

10 01 02 20 08

（前年度）

国庫支出金 0 856

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 2,620

133,270 県　支出金 0

地 方 債 0

会計年度任用職員給与費　部活動指導員 2,565 県　支出金 1,709

地 方 債 0

国庫支出金 0 133,270

会計年度任用職員給与費　学習支援員

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 96,400

　

- 362 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　きめ細やかな指導の充実を図るため、小中学校に学習支援員を配置した。

事業内容

　会計年度任用職員給与費（フルタイム）

　学習支援員の配置　３２人

　配属先：原一小４人 原二小２人 原三小４人 高平小１人 大甕小１人 石一小１人

　　　　　石二小４人 鹿島小３人 上真野小２人 小高小１人

　　　　　原一中２人 原二中２人 石神中３人 鹿島中１人 小高中１人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　中学校におけるスポーツ・文化等に関する専門的知識や指導技術を有する人材を配置し、

競技力の向上及び教職員の業務負担軽減を図るため、部活動指導員を配置した。

　事業内容

　　会計年度任用職員給与費（パートタイム）

　　　部活動指導員の配置　鹿島中３人：剣道、バレーボール、バスケットボール

　　　　　　　　　　　　　原二中１人：バスケットボール

 ＜計画未達の理由＞

　年間を通じて募集を行っていたが、採用に至らなかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

学習支援員の配置 ３２人 ３２人

部活動指導員の配置 ６人 ４人

315

315
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 02 F2 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

公立学校適正化推進事業　 735 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 735

教育委員会事務局教育総務課 5,257

- 364 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　教育機会の均衡と教育水準の維持向上を図るため、小中学校の規模や配置の適正化を推

進するとともに、小中学校の適正化に合わせ、小中一貫校や小規模特認校の制度研究を含

め、特色と魅力ある学校づくりに取り組んだ。

事業内容

　【上真野地区・太田地区における取組み】

　　①保護者懇談会の実施（ＰＴＡ役員懇談（上真野小：１回、太田小：１回）、

　　　　　　　　　　　　　保護者懇談（上真野小：１回、太田小：１回））

　　②学校のあり方検討会の実施（保護者、地域、学校との学校のあり方検討）

　　　　　　　（鹿島区（上真野小：４回）、太田大甕地区（太田小：７回））

　　③地区懇談会の実施（保護者の意向を踏まえた学校適正化の説明）

　　　　　　　　　　　　　　　（鹿島区：０回、太田大甕地区：０回）

    ④地域からの学校適正化に関する意見書の提出（地域合意の形成）

　　　　　　　　　　　　　　　（鹿島区：未提出、太田大甕地区：未提出）

　　⑤統合準備協議会の開催（再編計画、要望等の具体的な検討）

　　　　　　　　　　　　　　　（鹿島区：０回、太田大甕地区：０回）

　【学校間交流活動】（鹿島区：７回、太田大甕地区：３回）

＜計画未達の理由＞

　あり方検討会における協議に時間を要したことから、地区懇談会の開催や統合準備協議

会の開催までに至らなかったため、計画に到達しなかった。

　学校間交流事業については、学校間の調整により実施回数を見直したため、計画に到達

しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①学校あり方検討会の実施
②地区懇談会の実施
③統合準備協議会の開催
④学校間交流事業の実施

①１０回（鹿島区５
回、太田大甕地区５

回）
②６回（鹿島区３

回、太田大甕地区３
回）

③６回（鹿島区３
回、太田大甕地区３

回）
④４０回（鹿島区２
０回、太田大甕地区

２０回）

①１１回（鹿島区４
回、太田大甕地区７

回）
②　０回
③　０回

④１０回（鹿島区７
回、太田大甕地区３

回）

315
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 02 F4 20

（前年度）

10 01 03 50 20

（前年度）

教育委員会事務局学校教育課 2,980

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 －

国庫支出金 0 1,014

国際バカロレア教育研究事業 1,014 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 2,980

小中学校教育研究事業補助金 2,980 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　グローバル化や技術革新が急速に進展する社会の中で、本市の子どもたちが未来社会を

生き抜くための資質・能力を育成するとともに、教育の質の向上を図るため、国際バカロ

レア教育導入を視野に入れた研究を行った。

事業内容

　国際バカロレアのセミナーへの参加等の各種研究活動

　国際バカロレア研究会の開催　２回（対面）　その他随時情報提供

　国際バカロレア導入指針（暫定版）の策定

　国際バカロレアＰＹＰカリキュラム（サンプル）の作成

 ＜計画未達の理由＞

　国際バカロレア教育研究のためのワークショップについて、ＭＹＰワークショップへの

参加を見込んでいたが、他事業の日程と重複したこと、及びその後の開催がなかったこと

からＰＹＰワークショップのみの参加となったため、計画に到達しなかった。

（ＭＹＰワークショップ令和７年度参加予定）

　保護者・地域への説明会について、当初保護者や地域の方を対象としたセミナーの開催

を見込んでいたが、研究結果を踏まえて検討し、導入の方針をまとめた「国際バカロレア

導入指針」の策定に時間を要したことから、令和６年度の開催を見送ることとしたため、

計画に到達しなかった。（保護者・地域への説明会令和７年度実施予定）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　教員の資質の向上及び学校教育の推進を図るため、学校経営、教科指導の研修及び小中

学校音楽祭等の事業を行う南相馬市教育研究会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市教育研究会

　補助率　　定額

　補助額　　２，９８０千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

１件補助金交付件数 １件

①５か所
②１０名

(うちＲ５予算執行分
６名)

③　０回

①先進地視察（ＩＢ導入校）
②ワークショップへの参加
③保護者・地域への説明会

①２か所
②　９名
③　１回

315

317
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 03 51 20

（前年度）

10 01 03 52 20

（前年度）

国庫支出金 0 14,885

学習ドリルアプリ活用事業補助金 14,885 県　支出金 0

地域の特性等を生かした創意工夫による教育 3,567 県　支出金 0

教育委員会事務局学校教育課

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 13,358

活動推進事業補助金 地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 3,567

3,933
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事      業      内      容
決算書

ページ

　ＧＩＧＡスクール構想により整備したタブレット型端末を活用した授業や家庭学習の充

実により、児童生徒の学習意欲及び学力向上を図るため、児童生徒が学習ドリルアプリを

使用する費用について、小学校長会及び中学校長会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　小学校長会、中学校長会

　対象経費　タブレット型端末を活用した学習ドリルアプリの使用料

　補助上限　在籍する児童生徒１人当たり月５００円以内

　補助金　　１４，８８５千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内児童生徒に地域や学校への愛着や誇りを持たせるとともに、自ら学び、自ら考え、

生きぬく力を育み、もって本市の将来を担う人材を育成するため、地域の特性、学校の伝

統や校風、震災の経験等を活かした創意工夫による教育活動を実施する各学校に対し、小

学校長会及び中学校長会を通して補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　小学校長会、中学校長会

　対象経費　地域の特性、学校の伝統や校風、震災の経験等を生かした創意工夫による教

　　　　　　育活動に係る経費

　補助率　　１０／１０

　補助上限

　　児童生徒数２００人未満の学校　２００千円／校

　　児童生徒数２００人以上の学校　４００千円／校

 ＜計画未達の理由＞

　太田小学校において、経費をかけずに教育活動を行い本補助金を申請しなかったため、

計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　１７校 １６校補助金の交付件数

学習ドリルアプリ活用事業補助実施学校数 １７校 １７校

317

317
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 03 F1 20

（前年度）

10 01 03 F2 20

（前年度）

10 01 03 F3 20

（前年度）

10 01 03 F4 20

（前年度）

教育委員会事務局学校教育課 1,974

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 1,583

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 2,295

学校教育支援センター事業 1,583 県　支出金 0

教育委員会事務局学校教育課 582

国庫支出金 0 2,273

就学指導アドバイザー配置事業 2,273 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 578

学校不適応対策事業 578 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 6,449

地 方 債 0

国庫支出金 0 6,840

基礎学力向上対策事業 6,840 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　児童生徒の基礎学力を向上させるため、学力の実態及び変容状況を的確に把握するとと

もに、指導法の改善を図った。

　また、教職員の資質を向上させるため、先進地視察研修を実施した。

事業内容

　知能検査の実施（小学２・４・６年生、中学１・３年生）

　標準学力テストの実施と結果分析（全児童生徒）

　ＡＡＩ（学習適応性検査）の実施（小学３・５年生、中学２年生）

　教職員の先進地視察研修

 ＜計画未達の理由＞

しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　不登校状態にある児童生徒に生活及び学習指導等を行い、生活リズムの改善と自立心・

社会性を養い、学校生活に復帰できるように支援・指導した。

事業内容

　適応指導教室（やすらぎ広場、紅梅教室、さくら教室）の運営

　臨床心理士による児童生徒、教員及び保護者への面接指導

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　特別な支援を要する児童生徒及びその疑いのある児童生徒の就学又は指導について、特

別支援教育に関して専門的な知識と経験を有する者を委嘱し、助言等を行った。

事業内容

　配置場所　学校教育支援センター

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　学校教育の充実を図るため、教育に関する相談、学校適応指導、教育関係職員の支援事

業を行った。

事業内容

　各種研修会の実施、適応指導教室の支援、相談活動

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①教育指導員の配置人数
②各種研修会の実施回数
③適応指導教室の支援、相談活動回数
④調査・研究（広報の発行回数）

①　３人
②２０回
③１０回
④　３回

①　３人
②２０回
③１０回
④　３回

①適応指導教室の運営
②臨床心理士による面接指導実施回数

①３か所
②１０回

①３か所
②１０回

就学指導アドバイザーの配置人数 　３人 ３人

　学校行事等により日程が合わず、研修に行けなかった教員が多かったため、計画に到達

①知能検査の実施
②標準学力テスト実施
③ＡＡＩ検査の実施
④視察研修参加者数

①　１回
②　１回
③　１回
④４１人

①　１回
②　１回
③　１回
④２５人

317

317

317

319
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 03 F6 20

（前年度）

10 01 03 F8 20

（前年度）

10 01 03 G2 20

（前年度）

国庫支出金 0 1,050

高等教育機関連携事業 1,050 県　支出金 0

地 方 債 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 425

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 －

開かれた学校づくり事業 405 県　支出金 0

国庫支出金 0 405

地 方 債 0

国庫支出金 0 16,466

外国語教育推進事業 16,466 県　支出金

6,620

0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課
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事      業      内      容
決算書

ページ

　高度な研究を子どもたちに体験させ、キャリア形成と学習意欲の向上を図るため、高等

教育機関等と連携した専門的かつ先進的な授業を実施した。

事業内容

　高等教育機関連携事業の実施（１４回）

 ＜計画未達の理由＞

　南相馬市の授業スタイルに基づく授業改善や研修による教員の指導力向上を図りながら、

子どもが主役の授業を展開し、学んだことをつかう深い学びに取り組んだ結果、学習意欲

が高い児童生徒の割合は、全国平均を上回ったものの計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　保護者や地域住民の意向を反映するとともに、ふくしま教育週間を活用するなどして開

かれた学校づくりを進めるため、各小中学校に学校評議員を配置した。

事業内容

　学校評議員に対する謝礼

　学校評議員会の開催

 ＜計画未達の理由＞

　従来の３学期制から２期制の変更により、各学校において、行事や学校運営の実情に沿

った回数の見直し実施を行った結果、２期制に合わせた実施の学校が３校となったため、

計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市内児童生徒の国際理解教育の推進を図るとともに、英語によるコミュニケーション能

力の素地を養うため、習熟度に応じた継続的な英語教育を行った。

事業内容

　ＡＬＴＤＡＹ実施支援（対象：市内中学校）　実施校：６校

　外国語検定料支援（対象：中学生全員（１回／年））　受験者数：６９３人

　教員研修（研修場所ブリティッシュヒルズ）（対象：小学校教員４人）

　外国語教育推進アドバイザー派遣（年３回）

　英検Ｊｒ受験料支援（対象：小高小学校５～６年生）　受験者数：１０人

　東京グローバルゲートウェイ研修（対象：小高中学校３年生）　参加者：１２人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

319

319

319

学習意欲が高い児童生徒の割合
小５　５１．０％
中２　５５．０％

小５　３５．０％
中２　５２．０％

各学校年３回程度 各学校平均２．８回学校評議員会の開催

中学３年生段階におけるＣＥＦＲ Ａ１レベル（英検
３級程度)以上の取得率

２８．０％以上 ４１．９％
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 03 G2 21

（前年度）

10 01 03 G3 20

（前年度）

10 01 03 G4 20

（前年度） そ の 他 24,765

教育委員会事務局学校教育課 46,417

国庫支出金 0 48,003

教育委員会事務局学校教育課 10,553

ＩＣＴ教育推進事業 72,768 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 8,161

教育委員会事務局学校教育課 51,975

地 方 債 0

そ の 他 10,424

国庫支出金 0 0

学習塾等と連携した学力強化推進事業 10,424 県　支出金 0

国庫支出金 0 44,639

外国語教育推進事業（債務負担） 52,800 県　支出金 0

地 方 債 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市内児童生徒の国際理解教育の推進を図るとともに、英語によるコミュニケーション能

力の素地を養うため、習熟度に応じた継続的な英語教育を行った。

事業内容

　外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置　１０人

　　兼務：原一小、原二小、原三小、高平小、大甕小、太田小、石一小、石二小

　　専任：小高小、原一中、原二中、原三中、石神中、鹿島中

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

 生徒の学習意欲の向上と学力の向上を図るため、学習塾と連携した学習講座を実施した。

　事業内容

　　実施教科　国語・数学・英語

　　実施期間　中学３年生夏季学習講座　　令和６年７月から９月まで

　　　　　　　中学２年生冬季学習講座　　令和６年１２月から令和７年３月まで

　　　　　　　中学生全員　市中間テスト　後期

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　児童生徒の学習意欲を高め、学力の向上を図るため、分かりやすい授業が展開可能であ

るＩＣＴ教育環境を整備した。

事業内容

　ＩＣＴ利活用支援業務委託（支援員派遣）支援員９人常駐（各校週２～３回派遣）

　タブレット用アプリケーションソフトライセンス購入

　　（授業支援アプリ、Ｗｅｂフィルタリングアプリ）

　ＩＣＴ機器維持管理

　授業目的公衆送信補償金負担

　デジタルシティズンシップ学習アプリの導入

　通信環境整備支援金給付（新規整備１０千円／世帯、ルーター購入５千円／世帯）

 ＜計画未達の理由＞

　南相馬市の授業スタイルに基づく授業改善や研修による教員の指導力向上を図りながら、

子どもが主役の授業を展開し、学んだことをつかう深い学びに取り組んだ結果、学習意欲

が高い児童生徒の割合は、全国平均を上回ったものの計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

学習意欲が高い児童生徒の割合
小５　５１．０％
中２　５５．０％

小５　３５．０％
中２　５２．０％

①中学３年生夏季学習講座(オンデマンド)
②中学２年生冬季学習講座(オンデマンド)
③中学生中間テスト

①１回
②１回
③１回

①１回
②１回
③１回

２８．０％以上 ４１．９％
中学３年生段階におけるＣＥＦＲ Ａ１レベル（英検
３級程度)以上の取得率

319

319

319
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 03 G7 20

（前年度）

10 01 03 H1 20

（前年度）

10 01 03 H2 20

（前年度）

教育委員会事務局学校教育課 3,260

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 3,292

そ の 他 4,645

教育委員会事務局学校教育課

2,854

国庫支出金 0 0

プログラミング教育推進事業 7,476 県　支出金 2,831

いじめ問題対策事業 3,292 県　支出金 0

6,994

地 方 債 0

国庫支出金 0 3,601

学校司書活用事業 3,601 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課
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事      業      内      容
決算書

ページ

　小中学校の司書教諭等と連携した自由な読書活動の推進と主体的な学習活動を支援する

ため、学校図書館における学校司書活用環境を整備した。

事業内容

　学校図書支援システム使用料（市内小中学校１７校）

　図書館支援システム及びタブレット版図書検索システム（ぽけっと図書館）

　学校司書研修会

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　児童生徒の学習意欲の向上と論理的思考力の育成を図るため、ロボットを活用したプロ

グラミング授業及び高等教育機関と連携したプログラミング教育出前講座を実施した。

　また、児童生徒の発達段階に応じた体系的なプログラミング教育を推進するため、プロ

ログラミング教育検討会において、情報活用能力体系表の検討を行った。

事業内容

　あるくメカトロウィーゴを活用したプログラミング教育の実施（市内小学校）

　福島工業高等専門学校との連携授業の実施（市内中学校）　実施校：６校

　プログラミング教育検討会の開催　６回

 ＜計画未達の理由＞

　南相馬市の授業スタイルに基づく授業改善や研修による教員の指導力向上を図りながら、

子どもが主役の授業を展開し、学んだことをつかう深い学びに取り組んだ結果、学習意欲

が高い児童生徒の割合は、全国平均を上回ったものの計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　次世代を担う子どもたちが健やかに成長することができる環境を構築するため、保護者

や関係機関等と連携し、いじめの未然防止と早期解決に向けた取組みを行った。

事業内容

　市いじめ問題対策連絡協議会の開催　２回

　学校いじめ問題対策連絡協議会の開催　３回程度

　ｈｙｐｅｒ－ＱＵ検査の実施（年２回）対象学年：全学年

 ＜計画未達の理由＞

　②従来の３学期制から２期制の変更により、各学校において、行事や学校運営の実情に

　沿った回数の見直し実施を行った結果、２期制に合わせた実施の学校が３校となったた

　め、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①市いじめ問題対策連絡協議会の開催
②学校いじめ問題対策連絡協議会の開催
③ｈｙｐｅｒ－ＱＵ検査の実施

①２回
②３回
③２回

　①２回
　②平均２．８回
　③２回

学習意欲が高い児童生徒の割合
小５　５１．０％
中２　５５．０％

小５　３５．０％
中２　５２．０％

学校図書支援システムの使用数 　１７校 １７校

319

319

319
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 01 05 35 20

（前年度）

国庫支出金 0 77,240

みらい育成修学資金事業 88,330 県　支出金

教育委員会事務局教育総務課 96,803

0

地 方 債 0

そ の 他 11,090

- 378 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　修学の機会確保と学ぶ意欲の向上のため、経済的理由により修学が困難な学生に対し、

修学資金の給付を行うとともに、不足する看護師等の人材確保等、みらいを担う者の育成

を図るため、将来市内において看護師等の業務に従事しようとするものに対し、修学に必

要な資金の貸付を行った。

事業内容

　修学資金給付

　　給付額　　月額４０千円

　　給付人数　　８人（うち新規　３人）

　保育士等修学資金貸付

　　貸付額　　授業料相当　月額５０千円以内

　　　　　　　入学資金・就職準備資金　各４００千円以内

　　貸付人数　１１人（うち新規　５人）

　看護師等修学資金貸付

　　貸付額　　授業料相当　准看護師　月額３４千円以内、看護師他　月額４５千円以内

　　　　　　　生活費相当　月額５５千円以内、入学資金　４００千円以内

　　貸付人数　７１人（うち新規２７人）

　介護福祉士等修学資金貸付

　　貸付額　　授業料相当　月額５０千円以内

　　　　　　　生活費相当　月額５５千円以内、入学資金　４００千円以内

　　貸付人数　　７人（うち新規　６人）

＜計画未達の理由＞

　②③④保育士等、看護師等、介護福祉士等修学資金貸付について、令和６年度新規貸付

　及び令和７年度入学者の入学資金貸付前払い件数が想定を下回ったため、計画に到達し

　なかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①修学資金給付
②保育士等修学資金貸付
③看護師等修学資金貸付
④介護福祉士等修学資金貸付

①　　８人
②　１６人
③１０６人
④　１１人

①　８人
②１１人
③７１人
④　７人

321
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 02 01 22 20

（前年度）

10 02 01 F1 20

（前年度）

10 02 02 50 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

小学校照明器具リース事業 2,934 県　支出金 0

教育委員会事務局学校教育課 5,456

地 方 債 0

そ の 他

国庫支出金 0 2,397

0

国庫支出金 0 0

小学校施設営繕事業 15,401 県　支出金 0

0

そ の 他 2,934

教育委員会事務局教育総務課 －

小学校音楽・スポーツ大会等補助金 2,397 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 15,401

教育委員会事務局教育総務課 39,176

地 方 債

- 380 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　小学校の教育環境の改善と安全性を確保するため、教育施設の維持修繕を行った。

事業内容

　鹿島小地上式浄化槽撤去及び下水道接続工事　浄化槽撤去２か所

　鹿島小電話設備等更新業務委託　更新１式

　太田小電話設備等更新業務委託　更新１式

　石二小通級教室床改修業務委託　改修面積７９．５㎡

　原一小昇降機改修業務委託　昇降機改修２機

　原三小プールろ過機自動化改修業務委託　改修１式

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　将来的に蛍光灯の製造・輸出入が禁止されるとともに、ＣＯ２排出量及び電気料金の削

減を図るため、リースにより小学校の照明のＬＥＤ化を行った。

事業内容

　小学校（全１１校）の校舎及び体育館照明のＬＥＤ化

　令和７年度以降、全体で１０年間のリース

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　情操教育及び体育教育の充実を図るため、音楽コンクールやスポーツ大会等における県

大会以上への参加に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　小学校長会

　対象経費　音楽コンクール・スポーツ大会における県大会以上に参加する児童に対する

　　　　　　交通費等

　補助率　　定額

　補助額　　２，３９７千円

＜計画未達の理由＞

　音楽大会について、補助金交付対象となる県大会以上の参加が、当初の想定より少なく、

予定件数を下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

小中学校の施設・設備の整備について「満足」「や
や満足」と回答する保護者の割合

音楽大会６件
スポーツ大会１８件

６１．０％ ７１．４％

小中学校の施設・設備の整備について「満足」「や
や満足」と回答する保護者の割合

６１．０％

県大会以上に参加する児童に対する交通費等の補助
件数

音楽大会９件
スポーツ大会１７件

７１．４％

321

321

321
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 02 02 51 20

（前年度）

10 02 02 F9 20

（前年度）

国庫支出金 0 2,207

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 1,941

2,207 県　支出金 0

地 方 債 0

小学校部活動支援事業

国庫支出金 0 1,562

教育委員会事務局学校教育課 1,204

地 方 債 0

そ の 他

0

0

遠距離通学費補助金 1,562 県　支出金

- 382 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　保護者の負担軽減を図るため、遠距離通学児童の保護者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　小学１年生から６年生までの通学距離が片道４ｋｍ以上の児童等

　　　　　特別支援学級に在籍する児童

　　　　　肢体不自由等の理由により徒歩、自転車による通学が困難と認められる児童

　補助額　一般乗合旅客自動車を利用している場合

　　　　　　定期乗車券又は通学のための利用券購入額

　　　　　その他の場合

　　　　　　月額８００円（年額８，０００円まで）

＜計画未達の理由＞

　補助金交付人数について、特別支援学級に在席する児童のうち徒歩通学児童等が申請し

なかったことにより、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　児童の芸術的感性の育成と演奏技術の向上を図るため、小学校の音楽部活動を側面から

支援する事業を実施した。

事業内容

　外部講師の招へい、技術指導会の開催に係る報償費

　　開催回数　８９回

＜計画未達の理由＞

　学校からの外部講師の招へい希望回数が当初の想定より少なく、予定件数を下回ったた

め、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

８９回

補助金交付人数 １８５人 １３８人

外部講師による指導回数 ９０回程度

321

323
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 02 02 R5 20

（前年度）

10 03 01 22 20

（前年度）

10 03 01 F1 20

（前年度）

国庫支出金 0 0

中学校施設営繕事業 22,726 県　支出金 0

そ の 他 22,726

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 9,208

国庫支出金 2,555 14,310

中学校照明器具リース事業 1,914 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,914

教育委員会事務局教育総務課 －

教育委員会事務局教育総務課 25,098

国庫支出金 0 0

地 方 債 0

スクールバス運行事業 16,865 県　支出金 0

- 384 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　遠距離からの通学となる児童の通学手段を確保するため、スクールバスを運行した。

事業内容

　八沢小学校と鹿島小学校の統合に伴うスクールバス運行

　　旧八沢小学校通学区域から鹿島小学校への送迎

　　運行台数　２台（①北屋形～鹿島小学校　②永渡～鹿島小学校）

　　対象者　　旧八沢小学校通学区域から鹿島小学校へ通学する児童

＜計画未達の理由＞

　②運行日数については、３学期制から２学期制に変更になったことにより、期分け休業

　日が新たに追加されたため、計画に到達しなかった。

　③利用人数については、バスを利用しない児童が見込みより多かったため、計画に到達

　しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　中学校の教育環境の改善と安全性を確保するため、教育施設の維持修繕を行った。

事業内容

　原三中変圧器更新工事　更新２台

　小高中グラウンドフェンス等改修工事

　　防球ネット新設Ｈ５ｍ×Ｗ２１ｍ、テニスコートフェンス金網張替及び一部更新、

　　側溝縞鋼板蓋設置、駐輪場新設、バックネット撤去、スコアボード撤去

　原三中竪樋改修工事　延べ１１６．３ｍ

　原二中校舎屋上防水改修工事　平場８９．０㎡、立上り１８．０㎡

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　将来的に蛍光灯の製造・輸出入が禁止されるとともに、ＣＯ２排出量及び電気料金の削

減を図るため、リースにより中学校の照明のＬＥＤ化を行った。

事業内容

　中学校（全６校）の校舎及び体育館照明のＬＥＤ化

　令和７年度以降、全体で１０年間のリース

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

小中学校の施設・設備の整備について「満足」「や
や満足」と回答する保護者の割合

６１．０％ ７１．４％

　①２台
　②２０３日
　③４０人

①運行台数
②運行日数
③利用人数

　①２台
　②２０５日
　③４４人

小中学校の施設・設備の整備について「満足」「や
や満足」と回答する保護者の割合

６１．０％ ７１．４％

323

323

323
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 03 02 50 20

（前年度）

10 03 02 51 20

（前年度）

教育委員会事務局学校教育課 －

国庫支出金 0 10,588

地 方 債 0

そ の 他

国庫支出金 0 304

0

遠距離通学費補助金 304 県　支出金 0

中学校音楽・スポーツ大会等補助金 10,588 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 10,669
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事      業      内      容
決算書

ページ

　情操教育及び体育教育の充実を図るため、音楽コンクールやスポーツ大会等における県

大会以上への参加に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　中学校長会

　対象経費　音楽コンクール・スポーツ大会における県大会以上に参加する生徒に対する

　　　　　　交通費等

　補助率　　定額

　補助額　　１０，５８８千円

＜計画未達の理由＞

　補助金交付対象となる県大会以上の参加が、当初の想定より少なく予定件数を下回った

ため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　保護者の負担軽減を図るため、遠距離通学生徒の保護者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　中学１年生から３年生までの通学距離が片道６ｋｍ以上の生徒

　　　　　　特別支援学級に在籍する生徒

　　　　　　肢体不自由等の理由により徒歩、自転車による通学が困難と認められる生徒

　補助額　一般乗合旅客自動車を利用している場合

　　　　　　定期乗車券又は通学のための利用券購入額

　　　　　その他の場合

　　　　　　月額８００円（年額８，０００円まで）

＜計画未達の理由＞

　補助金交付人数について、特別支援学級に在席する生徒のうち徒歩通学生徒等が申請し

なかったことにより、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付人数 ５０人 １３人

県大会以上に参加する生徒に対する交通費等の補助
件数

　音楽大会　７件
　スポーツ大会
　　　　１２５件

音楽大会６件
スポーツ大会８５件
弁論大会４件

325

325
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 03 02 54 20

（前年度）

10 03 02 F9 20

（前年度）

10 03 02 G1 20

（前年度）

教育委員会事務局学校教育課 3,167

国庫支出金

地 方 債

そ の 他

中学校部活動支援事業 3,877 県　支出金

教育委員会事務局学校教育課 4,387

0 3,877

0

0

0

中学生海外研修事業 832 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 832

教育委員会事務局学校教育課 12,436

国庫支出金 0 4,129

中学校部活動外部講師活用事業補助金 4,129 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　生徒の演奏技術及び競技力等の向上を図るため、外部講師招へいにかかる費用について

中学校長会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　中学校長会

　対象経費　中学校部活動外部講師活用に要する事業費

　補助率　　１０／１０

＜計画未達の理由＞

 　原町第三中学校においては、部活動数が少なく外部講師を活用せず教員で対応できたた

め、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　生徒の技能の向上を図るため、中学校部活動を側面から支援する事業を実施した。

　事業内容

　　部活動地区大会送迎用バスの借上　　　　　　　６校

　　中学校間合同チーム練習時等の送迎用バス借上　２校

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　広い視野をもった生徒の育成や学びの意欲のきっかけづくりを図るとともに、学習意欲

の向上や思考力・判断力・表現力の向上につなげ、未来を担う人材を育成するため、外国

文化や英語が学べる研修を実施した。

事業内容

　随行職員にかかる外国旅費の支出（オーストラリア研修４人、シンガポール研修４人）

　保険料（旅行キャンセル費用および海外航空機欠航にかかる補償）の負担

 ＜計画未達の理由＞

　南相馬市の授業スタイルに基づく授業改善や研修による教員の指導力向上を図りながら、

子どもが主役の授業を展開し、学んだことをつかう深い学びに取り組んだ結果、学習意欲

が高い児童生徒の割合は、全国平均を上回ったものの計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付学校数 ６校 ５校

①部活動地区大会送迎用バス利用学校数
②中学校間合同チーム練習時の送迎用バス利用学校
数

①６校
②２校

①６校
②２校

学習意欲が高い児童生徒の割合
小５　５１．０％
中２　５５．０％

小５　３５．０％
中２　５２．０％

325

325

325
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 03 02 G1 21

（前年度）

10 04 01 54 20

（前年度）

0

10,303

私立幼稚園給食費保護者助成金

国庫支出金 0

10,303 県　支出金

地 方 債 0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 8,504

そ の 他 18,497

教育委員会事務局学校教育課 10,954

地 方 債 0

国庫支出金 0 0

中学生海外研修事業（債務負担） 18,497 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　広い視野をもった生徒の育成や学びの意欲のきっかけづくりを図るとともに、学習意欲

の向上や思考力・判断力・表現力の向上につなげ、未来を担う人材を育成するため、外国

文化や英語が学べる研修を実施した。

事業内容

　中学生海外研修事業業務委託

　（オーストラリア）

　　日程：令和６年８月１日～７日（４泊７日）

　　参加人数：２１人

　（シンガポール）

　　日程：令和７年３月２２日～２６日（３泊５日）

　　参加人数：２３人

 ＜計画未達の理由＞

　南相馬市の授業スタイルに基づく授業改善や研修による教員の指導力向上を図りながら、

子どもが主役の授業を展開し、学んだことをつかう深い学びに取り組んだ結果、学習意欲

が高い児童生徒の割合は、全国平均を上回ったものの計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　教育環境の充実を図るため、私立幼稚園在園児の保護者が負担する給食費に対し、助成

金を交付した。

事業内容

　対象者　　　市内に住所を有し、市内の私立幼稚園在園児の保護者

　対象施設　　青葉幼稚園、原町みなみ幼稚園、さゆり幼稚園

　交付額及び対象人数

青葉幼稚園　　　　　５，６６０千円（１０６人）

原町みなみ幼稚園　　１，５３８千円（　６５人）

さゆり幼稚園　　　　３，１０５千円（　５２人）

＜計画未達の理由＞

　対象者が見込みを下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

学習意欲が高い児童生徒の割合
小５　５１．０％
中２　５５．０％

小５　３５．０％
中２　５２．０％

交付人数 ２５０人 ２２３人

325

325
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 04 01 60 20

（前年度）

10 04 01 F4 20

（前年度）

地 方 債 0

11,645

園） 地 方 債

そ の 他

0

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 －

国庫支出金 0 40

給食食物アレルギー対応保護者助成金（幼稚 40 県　支出金 0

0

こども未来部こども育成課

8,054

国庫支出金 2,685 2,895

一時預かり事業（幼稚園型） 県　支出金 2,474
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事      業      内      容
決算書

ページ

　子育て環境の充実を図るため、市内幼稚園に在園し、食物アレルギーにより給食の提供

を受けることができず、弁当や代替のおかず等を持参するなど、各家庭により食物アレル

ギーに対応している園児の保護者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　食物アレルギーにより給食の全部又は一部を喫食できない園児の保護者

　対象経費　学校給食費相当額（３３０円／１食）

　補助率　　①１０／１０（給食の全部を喫食できない園児）

　　　　　　②１／２（給食の一部を喫食できない園児）

　対象人数　①実績１人（当初見込１人）

　　　　 　 ②実績４人（当初見込２人）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　子ども・子育て支援新制度において実施する一時預かり事業（幼稚園型）を同制度に移

行した私立幼稚園等に委託し、在園児等の預かり保育を実施した。

事業内容

　委託先

青葉幼稚園、原町みなみ幼稚園、さゆり幼稚園、原町聖愛こども園

　委託料及び延べ利用者数

原町みなみ幼稚園　　４，９５２千円（８，６８５人）

さゆり幼稚園　　　　３，１０２千円（６，９２３人）

＜計画未達の理由＞

　本事業は４施設で実施したが、青葉幼稚園及び原町聖愛こども園は委託料支払いの条件

を満たしていないため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

交付人数 ３人 ５人

交付施設数 ４施設 ２施設

327

327
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 04 01 F5 20

（前年度）

10 05 01 54 20

（前年度）

国庫支出金 0 800

そ の 他 0

こども未来部こども育成課 279

国庫支出金 0 77

元気あふれる幼児育成推進事業 226 県　支出金 149

地 方 債 0

生涯学習講演会開催事業補助金 800 県　支出金 0

地 方 債 0

0

教育委員会事務局生涯学習課 800

そ の 他
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事      業      内      容
決算書

ページ

　こどもの可能性や特性を引き出すような情操教育と体力増進を中心とした幼児教育を充

実させるため、幼児育成プログラムや指導者向けの研修等を実施し、また、外部の研修等

に参加した。

事業内容

　各種研修会等への参加

架け橋期の学びをつなぐ推進モデル地区実践研究公開保育

ふくしま幼児教育アドバイザー養成研修、幼稚園等新規採用職員研修、

福島県特別支援教育センター専門研修講座、

福島県教委と福島学院大学との連携事業　ほか

＜計画未達の理由＞

  ②③園行事と重なった研修については、参加できなかった園があり、計画に達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　地域の中で、人としての優しさや豊かさ、幸せに生きることの大切さを考える機会を提

供するため、市民が広く参加できる講演会を開催する実行委員会に対し、補助金を交付し

た。

事業内容

　事業主体　南相馬市生涯学習講演会実行委員会

　補助率　　定額

　補助額　　８００千円

　講演内容

　　開催日　令和７年２月１６日（日）

　　会　場　鹿島生涯学習センター（さくらホール）

　　講　師　神谷　明　氏（声優界のレジェンド）

　　演　題　夢を叶えるために

　　聴講者　３８０人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

補助金交付件数 １件 １件

①幼保小連携・接続研修会参加者
②園外活動交通安全研修会参加者
③危機管理研修参加者
④中堅職員のスキルアップ研修参加者
⑤初任者研修参加者

①９０人
②２０人
③２０人
④２４人
⑤２０人

①９９人
②１５人
③１９人
④４８人
⑤７３人

327

329
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 01 F3 20

（前年度）

県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 2,491

報徳精神がいきづくまちづくり事業 2,496

そ の 他 5

教育委員会事務局生涯学習課 2,705

- 396 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　報徳仕法のいきづく本市において、その教えを時代を超えて継承し、現代的視点で見つ

め直して心豊かなまちづくり・ひとづくりを進めるため、報徳仕法に関する学習機会を提

供した。また、「報徳の里づくり」に向け、検討委員会を開催し、視察研修を実施した。

事業内容

　１　「報徳仕法」がいきづくまちづくり活動の推進・普及活動

　　①報徳のまちづくり講演会の開催　講師：桑原功一氏

　　　開催日：令和７年１月２７日（月）

　　　会　場：原町生涯学習センター集会室

　　　内　容：渋沢栄一の「二宮尊徳」へのまなざし

　　　参加者：１３７人

　　②報徳仕法ゆかりの市内めぐりリーフレット、副読本概要版配付

　　　リーフレット４，０００部　副読本概要版５，０００部　副読本５００部

　２　第２９回全国報徳サミット桜川市大会への参加

　　　期　日：令和６年１１月１５日（金）～１６日（土）　会場　大和ふれあいセンター

　　　参加者：市長、議長、市民１１人、市職員３人　

　３　学校教育との連携による郷土学習「ふるさと教育」の推進

　　　副読本「報徳仕法ー南相馬市版」を市内小学校新４年生児童及び転入職員に配布

　　　配布数　５０５部

　　　「ふるさと教育」（報徳仕法学習）の実施

　　　市内小・中学校全校で副読本を使用し実施　学習時間４９７時間

　　　報徳読本「二宮金次郎物語」小学校へ配布　２００部

　４　各生涯学習センターにおける報徳仕法に関する学級・講座等の開催

　　　報徳講座　鹿島・石神・高平・ひがし　　　　　　　　　受講者１２１人

　　　高齢者・女性学級等　小高・原町・太田・大甕・ひばり　受講者　７４人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９センター計１９５人　　　　　　　　　　　　　

　５　報徳精神がいきづくまちづくり検討委員会の開催

　　　１回目　令和６年７月２４日（水）

　　　２回目　令和７年３月２１日（金）

　６　報徳精神がいきづくまちづくり検討委員会視察研修

　　　期　日：令和６年１０月２５日（金）

　　　視察先：栃木県日光市　（参加者：委員５人、事務局２人）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

329

講演会・学校教育における「ふるさと教育」等の実
施時間

３００時間 ４９７時間
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

10 05 01 F4 20

（前年度）

教育委員会事務局生涯学習課 1,828

地 方 債 0

そ の 他 41

地域学校協働活動事業 2,709 県　支出金 2,448

国庫支出金 0 220

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

- 398 -



　地域における教育力の低下や家庭の孤立、学校を取り巻く問題の複雑化等の課題を解決

するため、地域と学校がパートナーとして「連携・協働」し、地域ぐるみで子どもを育み、

地域社会の活性化を図るため、勉強や文化活動、地域住民との交流活動等のプログラムを

実施した。

事業内容

　１　南相馬市地域学校協働活動本部運営委員会の開催　３回

　　内容：市全体の事業計画及び目標設定の確認、評価・検証

　２　地域学校協働本部事業

　　①小高（小高小）地域学校協働本部事業（小高小児童対象・登録児童数５９人）

　　　開催時期　５月～２月（全１４回）／参加者数　延べ６５０人

　　　内容：放課後子ども教室において、文化・スポーツ等の活動

　　②鹿島（上真野小）地域学校協働本部事業（上真野児童対象）

　　　開催時期　４月～２月／参加者数　６２人（全校児童）

　　　内容：田植え、稲の生育観察、稲刈り等の体験

　　③原町中央（原一小）地域学校協働本部事業（原町一小児童対象）

　　　開催時期　５月～２月／参加者数　９６人（１・６年生対象）

　　　内容：学校支援活動における昔遊び（１年生）、職業を学ぶ（６年生）

　　④原町中央（原二小）地域学校協働本部事業（原町二小児童対象）

　　　開催時期　６月～２月／参加者数　８９人（１・５・６年生対象）

　　　内容：学校支援活動における昔遊び（１年生）、裁縫とミシン（５・６年生）

　　⑤原町西（原三小）地域学校協働本部事業（原町三小児童対象）

　　　開催時期　６月～２月／参加者数　３４０人（１・２・３・４・６年生対象）

　　　内容：学校支援活動における民謡教室（１・４年生）、

　　　　　　郷土料理教室（２・３年生）、ほら貝教室・野馬追の歴史講話（６年生）

　　⑥原町南（太田小）地域学校協働本部事業（太田小児童対象）

　　　開催時期　５月～２月／参加者数　４０人（全校児童対象）　

　　　内容：苗植え、田植え、稲の生育観察、稲刈り等の体験

　　⑦原町南（大甕小）地域学校協働本部事業（大甕小児童対象）

　　　開催時期　５月～１月／参加者数　１０２人（全校児童対象）

　　　内容：サツマイモの苗植え、収穫等の体験

　　⑧原町東（高平小）地域学校協働本部事業（高平小児童対象）

　　　開催時期　４月～２月／参加者数　延べ４５１人

　　　内容：学習支援、体験学習等の活動

　　⑨原町西（石一小）地域学校協働本部事業（石一小児童対象・登録児童数３６人）

　　　開催時期　６月～２月／参加者数　延べ１６２人

　　　内容：放課後子ども教室において、文化・スポーツ等の活動

＜計画未達の理由＞

　②３本部では、３回の協働本部会議の開催を見込んでいたが、２回となったため、計画

　に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

６８回
２６回

６８回
２１回

①教室・事業等の実施
②協働本部会議等の開催

329

事      業      内      容
決算書

ページ
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 01 F7 20

（前年度）

10 05 01 L1 20

（前年度）

国庫支出金 0 1,758

二十歳を祝う会開催事業 1,758 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局生涯学習課 1,634

教育委員会事務局生涯学習課 301

国庫支出金 0 207

高等学校開放講座事業 207 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

- 400 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　趣味や知識を深め技術の習得を図るため、市内高等学校の専門的な教育機能を市民に開

放し、各種講座を実施した。

事業内容

市内の県立高等学校との連携による各種講座の実施

　相馬農業高等学校（参加者５２人）

　　第１回目　令和６年７月２０日（土）　藍染め講座　　　　　参加者１０人

　　第２回目　令和６年９月２８日（土）　パン作り講座　　　　参加者２０人

　　　開催時期　　６月～１２月／年３回（生産環境科、食品化学科、環境緑地科）第３回目　令和６年１２月２１日（土）ミニ門松づくり講座　参加者２２人

　小高産業技術高等学校（参加者４人）

　　第１回目　令和６年１０月１９日（土）

　　ワイヤークラフトのルームプレート作り講座　　参加者数４人

＜計画未達の理由＞

　年６回の講座で、各講座の参加者数を１０名と見込んでいたが、小高産業技術高等学校

との協議により、３回予定していた講座が１回の実施となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　二十歳に達した青年の自覚を促し、祝い励ますために、二十歳を祝う会を開催した。

事業内容

　期　日　令和７年１月１２日（日）

　会　場　南相馬市民文化会館（ゆめはっと）

　対象者　４６０人（平成１６年４月２日から平成１７年４月１日までに生まれた方）

　申込者　３３９人

　参加者　３１９人　家族１７５人（合計４９４人）　

　参加率　６９．３％

＜計画未達の理由＞

　事業実施時における対象者４６０人に対し案内状を送付したが、申込者数が３３９人、

当日の参加者数が３１９人となったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

二十歳を祝う会参加者 ４５０人 ３１９人

講座参加者数 ６０人 ５６人

329

329
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 01 R2 20

（前年度）

10 05 01 R3 20

（前年度）

0

国庫支出金 0 325

中学生職場体験等支援事業 325 県　支出金 0

地 方 債

そ の 他 0

教育委員会事務局生涯学習課 400

教育委員会事務局生涯学習課 250

国庫支出金 0 0

家庭教育支援総合推進事業 199 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 199

- 402 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　子どもの基本的な生活習慣や生活能力等を身につける家庭教育について学ぶ機会の提供

や地域環境づくりを推進するため、学校・社会・家庭との連携協力を図り、家庭教育に関

する学習機会の提供や支援を行った。

事業内容

　団体及び学校等が実施する講師謝礼金の支援　７件

　　子育て学習講座　　　１件（市内団体）４５人

　　家庭教育講座　　　　２件（幼稚園）１０９人

　　就学児童子育て講座　３件（小学校）１６３人

　　大学公開講座　　　　１件（市ＰＴＡ連絡協議会共催）９１人

＜計画未達の理由＞

　事業の周知等に努めてきたが、団体等では、人手不足による業務繁忙等を理由に、講座

開催の環境が整わず、子育て学習講座の申請や幼稚園等における家庭講座の申請が見込み

よりも少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　生徒自らが体験することで働くことの意義や目的を理解し社会人としての自立促進を図

るため、市内中学校が授業の一環として実施する職場体験・福祉体験活動等を支援した。

事業内容

　中学生職場体験活動・福祉体験活動の支援

　　中学生職場体験等支援事業担当者説明会の開催

　　　開催日　令和６年５月２０日（月）

　　　対象者　市内中学校職場体験・福祉体験担当教諭

　　職場体験等活動実施期間　令和６年７月１７日（水）～９月２６日（木）

　　職場体験等活動情報誌「体験！Ｗｏｒｋｉｎｇ！」の発行

　　　発行日　　令和６年１２月

　　　発行部数　４，５００部（Ｒ６当初　４，５００部）

　　　配布先　　市内中学校（全校生徒・教職員）、受入事業所、公共施設等

　中学生職場体験活動・福祉体験活動の支援ボランティア活動（モデル事業）

　　実施校　原町第二中学校

　　実施期間　令和６年７月２１日（日）～１１月２日（土）

　　内　容　市や市内小学校が主催するイベントにおけるボランティア活動

　　実施イベント件数　９件

　　参加人数　５０人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

329

329

２３０事業所 ２３２事業所受入可能事業所数

７回子育て・家庭教育講座等実施回数 １８回

- 403 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 02 F1 20

（前年度）

10 05 02 F5 20

（前年度）

　

地 方 債 0

そ の 他 1,262

教育委員会事務局生涯学習課

県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局生涯学習課 2,564

2,072

国庫支出金 0 1,500

こども探検隊事業 2,762

国庫支出金 0 2,396

生涯学習講座事業 2,396 県　支出金 0

- 404 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　自ら学ぶ楽しさを実感してもらうため、生涯学習事業及び社会教育事業を推進するとと

もに、「いつでも、誰でも、気軽に」生涯学習が実施できるよう、みなみそうまチャンネ

ルやＹｏｕＴｕｂｅでの動画配信を行った。

事業内容

　各生涯学習センターにおける学級・講座等の開催

　　成人大学（原町）市内共通事業　１０回　参加者１，０４４人

　　ほか３９事業　２０６回　参加者２，７４４人

　　生涯学習チャンネル動画配信　１１回

＜計画未達の理由＞

　効率的・効果的で特色ある学級・講座づくりを行う中で、予定した実施回数の見直しを

図ったほか、講師の都合や募集人数に達せずに休止などのため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　親子のふれあい等を通して、子どもが社会性や知識を身に付けられるよう、子ども同士

が交流する機会を拡大するとともに、自然の大切さや地域の文化芸術を学ぶ機会を提供し

た。

事業内容

親子自然科学探検事業

【親と子の絆づくり体験事業】

　　対象：小高小中学校の児童生徒・保護者

　　甲冑試着・法螺貝吹き体験　　　　　　　　　　参加者数　　５人

　　アートによる新生ふくしま交流事業体験　　　　参加者数　　９人

　　再生可能エネルギー体験学習　　　　　　　　　参加者数　　４人

　　乗馬体験　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加者数　２４人

　　ディンプルアート体験　　　　　　　　　　　　参加者数　３６人

【親子による自然科学体験事業】

　  対象：市内小学生とその家族

　  親子お箏教室　　　　　　　　　　　　　　 　 参加者数　１４人

　  ほたるの観察会　　　　　　　　　　　　　 　 参加者数　２５人

　  夏野菜収穫体験　　　　　　　　　　　　　    参加者数　２３人

　  遺跡発掘体験　　　　　　　　　　　　　　　  参加者数　２８人

　  そば打ち体験　　　　　　　　　　　　　　　  参加者数　３０人

　  スキー体験教室　　　　　　　　　　　　　    参加者数　３２人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①３回
②６回

①５回
②６回

２５０回 ２２７回学級・講座の実施回数

①親と子の絆づくり体験事業実施回数
②親子による自然科学体験事業実施回数

329

331
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 03 23 20

（前年度）

10 05 03 F1 20

（前年度）

719 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 719

教育委員会事務局中央図書館 711

図書館ブックスタート事業

地 方 債 0

国庫支出金 0 0

そ の 他 0

教育委員会事務局中央図書館 4,397

国庫支出金 0 4,692

移動図書館管理運営事業 4,692 県　支出金 0

- 406 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　市民の誰もが身近なところで等しく図書館を利用できる機会を提供するため、移動図書

館車及び配本車を運行した。

事業内容

　運行場所　幼稚園・保育園・こども園１７か所、災害公営住宅１０か所、

　　　　　　集会所や公共施設（生涯学習センターほか）１４か所　合計４１か所

　運行日数　週４日

　貸出点数　３４，００６点

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　赤ちゃんと保護者が絵本を通して、心がふれあう時間を持つきっかけをつくるため、１

０か月児健診の機会に絵本の配布等を実施した。

事業内容

　絵本の読み聞かせ、絵本の配布（配布数　２８４件）

＜計画未達の理由＞

　当該成果指標は、乳幼児が自分の図書館利用者カードを使って借りた点数を基に集計し

ており、ブックスタート事業で絵本の配布、読み聞かせと併せて、乳幼児の利用者カード

登録も行っているが、親子で来館し図書等を借りる場合、子どもの利用者カードではなく

親の利用者カードで借りるケースが多かったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

乳幼児１人あたりの年間貸出点数 ８．５１点 ６．７８点

移動図書館の来館者数 １３，１４０人 １５，０３０人

331

331
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 03 F3 20

（前年度）

10 05 03 R2 30

（前年度）

10 05 03 R2 50

（前年度）

国庫支出金

国庫支出金 0 1,079

そ の 他 0

図書整備事業（鹿島区） 1,079 県　支出金 0

地 方 債 0

教育委員会事務局中央図書館 1,073

教育委員会事務局中央図書館 1,079

そ の 他 968

教育委員会事務局中央図書館 －

国庫支出金 0 0

県　支出金 0

地 方 債 0

わたりむつこ・子ども読書応援事業 968

0 1,073

図書整備事業（小高区） 1,073 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

- 408 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　当市ゆかりの児童文学作家わたりむつこ氏からの寄付金を活用し、幼児から小学生を対

象に、児童の創造性を育み、自分を表現できる場を提供するとともに、絵本や読書に親し

み、図書館の利用促進を図るため、手づくり絵本コンテスト等を開催した。

事業内容

　絵本作りワークショップ

　　開催日　令和６年７月１４日

　　講師　絵本作家　はた こうしろう氏

　　参加人数　３６人

　手作り絵本コンテスト

　　募集期間　令和６年９月３０日～１０月１５日

　　応募点数　２２作品（１３人）

　　審査結果　大賞１点、わたりむつこ特別賞１点、入賞５点を選出し、表彰式を行った。

＜計画未達の理由＞

　絵本や読書への関心を高め、図書館の利用促進を図る事業の一つとして実施したもので、

絵本の貸出数が令和５年度より増加するなど、利用促進につながる効果はあったが、利用

者カードの登録率に関しては、ワークショップの参加者やコンテストの応募者は、図書館

への関心が高く既に利用者カードを持っている人が多かったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の多様な資料要求に応えるとともに、学習・文化・教養・調査研究等に寄与するた

め、図書資料を整備した。

事業内容

　図書館蔵書用図書等購入（購入点数　５９７点）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の多様な資料要求に応えるとともに、学習・文化・教養・調査研究等に寄与するた

め、図書館資料を整備した。

事業内容

　図書館蔵書用図書等購入（購入点数　６２７点）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

図書館の入館者数（３区合計） ２０１，０００人 ２１１，５９３人

図書館の入館者数（３区合計） ２０１，０００人 ２１１，５９３人

小学生の図書館利用カード登録率 ６３．１％ ６２．３％

331

331

331
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 03 R2 70

（前年度）

10 05 04 51 20

（前年度）

10 05 04 58 20

（前年度）

0

そ の 他 0

教育委員会事務局生涯学習課 815

国庫支出金 0 1,670

芸術文化協会等事業補助金 1,670 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局生涯学習課 1,672

国庫支出金 0 816

地域文化振興助成事業補助金 816 県　支出金 0

地 方 債

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局中央図書館 22,182

国庫支出金 0 22,192

図書整備事業（原町区） 22,192 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民の多様な資料要求に応えるとともに、学習・文化・教養・調査研究等に寄与するた

め、図書館資料を整備した。

事業内容

　図書館蔵書用図書等購入（購入点数　１１，６１９点）

　購入ＣＤ・ＤＶＤマーク作成業務委託

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の自主的な芸術文化活動の活性化を図るため、芸術文化の普及を行う団体に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市芸術文化協会

　補助率　　定額

　補助額　　１，６７０千円

＜計画未達の理由＞

　会員の高齢化により活動を休止した団体があり、出演者数が減少したため計画に到達し

なかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の芸術文化活動の振興及び育成を図るため、成果発表等を行う団体等に対し、補助

金を交付した。

事業内容

　対象者　　　市内の個人又は団体

　対象事業　　成果発表、大会出場・出品・派遣、地区文化祭、文化財保護等

　補助率　　　全額又は１／２以内（補助額の上限及び回数制限あり）

　実績件数　　１７件

＜計画未達の理由＞

　活動再開により令和５年度よりも交付団体の増を見込んでいたが、見込みよりも少なか

ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

イベント出演者数

補助金交付件数 　１９件 １７件

　１，５９０人 １，５４７人

図書館の入館者数（３区合計） ２０１，０００人 ２１１，５９３人

331

333

333
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 04 61 20

（前年度）

10 05 04 F3 20

（前年度） そ の 他 0

教育委員会事務局生涯学習課 26

国庫支出金 0 2,361

学校等市民文化会館利用支援補助金 2,361 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 40

ふるさと民俗芸能伝承事業 40 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局生涯学習課 1,819

- 412 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　学校等の芸術文化及び教育活動の振興を図るため、行事等で市民文化会館を利用する学

校等に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　市内の幼稚園、保育園、小中学校及び高等学校等

　対象経費　学校行事、部活動等で市民文化会館を利用した際の施設利用料金及び

　　　　　　附属設備利用料金

　補助率　　全額又は１／２以内（回数制限あり）

　実績件数　１０件

＜計画未達の理由＞

　部活動による利用が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　伝統芸能の保存伝承と後継者育成を図るため、伝承活動を支援した。

事業内容

　市内小中学校等におけるふるさと民俗芸能指導に対する支援

　　個人・団体講師による講習会　１３回実施学校　原町第三小学校、石神第一小学校

延べ参加人数　４１１人

＜計画未達の理由＞

　見込んでいた講師派遣回数に対し、実際に派遣を申し込んだ学校が減少したため、計画

　　見込んでいた講師派遣回数に対し、実際に派遣を申し込んだ学校が減少したため、計画にに到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

個人・団体講師による講習会 １３回 ８回

補助金交付件数 　１２件 １０件

333

333
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 04 F8 20

（前年度）

　

10 05 04 L3 20

（前年度）

教育委員会事務局生涯学習課 1,882

市総合美術展覧会事業 1,869 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 1,869

国庫支出金 0 2,091

文化芸術ふれあい事業 2,091 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局生涯学習課 1,751

- 414 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　市民が芸術文化に触れる機会の充実と芸術文化による新たなまちづくりの契機とするた

め、本市を活動拠点とする民間団体等や市民アートサポーターと協力しながら創造的な芸

術文化活動を実施し、市内の芸術文化の振興を図った。

事業内容

　１　トークイベント「プレイバックＡＩＲみなみそうま群青小高」

　　　開催日　令和６年６月３０日（日）

　　　場所　小高交流センター、ＹｏｕＴｕｂｅにてライブ配信

　　　内容　令和５年度に実施した事業について、参加したアーティスト３人と市民アー

　　　　　　トサポーター４人で公開トークイベントを行った。また、その様子はＹｏｕ

　　　　　　Ｔｕｂｅにてライブ配信した。

　２　「アーティスト・イン・レジデンスみなみそうま２０２４」

　　　展示会　令和６年１０月１１日（金）～１４日（月・祝）

　　　内容　アーティスト４名を招へいし、小高区に滞在する中で、小高にちなんだアー

　　　　　　ト作品を制作・展示・発表を行い、作品の制作過程を市のインスタグラム等

　　　　　　で発信し、一般公開をした。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　美術・芸術への理解と関心を高めるとともに、創作活動を促し、美術・芸術の振興と情

操の育成を図るため、小学生から大人までの作品を集め、展覧会を開催した。

事業内容

　第１７回南相馬市総合美術展覧会

　　会　期　　令和６年１１月１６日（土）から１９日（火）まで

　　会　場　　小川町体育館

　　出品点数　一般の部　１２１点、小中学校の部　７６２点

　　表　彰　　市長賞・教育長賞５４人、市美展賞５人、優秀賞９人

　　　　　　　奨励賞１４人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

市総合美術展覧会観覧者数 １，７５０人 ２，２９７人

２６９人アーティスト作品展示会入込数 ２００人

333

333
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 05 53 20

（前年度）

10 05 05 F4 20

（前年度）

国庫支出金 0 484

民俗芸能保存伝承事業補助金 484 県　支出金 0

地 方 債 0

0

教育委員会事務局文化財課 659

国庫支出金 0 4,311

文化財利活用推進事業 4,311 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局文化財課

そ の 他

5,053

- 416 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　伝統芸能活動の伝承のため、相馬流れ山踊り伝承事業に対し、補助金を交付した。

事業内容

　鹿島区の相馬流れ山踊り保存伝承事業に対する補助

　　実施主体　相馬流れ山踊り伝承保存会

　　参加対象　会員及び一般３３人、鹿島中学校生徒１４人

　　補助額　　３２４千円

    成果発表　相馬野馬追開催時

　小高区の相馬流れ山踊り保存伝承事業に対する補助

　　実施主体　小高郷相馬流れ山踊り保存会

　　参加対象　会員２３人

　　補助額　　１６０千円

    成果発表　野馬懸開催時

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　「南相馬市歴史文化基本構想」に基づき文化遺産を適切に保存活用するため、案内看板

の設置やパンフレット作成、文化遺産サポーターによる案内等を行った。

事業内容

　案内看板の設置・貼替（浦尻貝塚、北右田の屋敷林　等） １０か所

　浦尻貝塚オープン記念イベント ２回

  文化財パンフレット・ポスター等印刷

　　浦尻貝塚縄文の丘公園　

　　　開園ポスター　　　　　　　　４００部

　　　開園チラシ　　　　　　　４，０００部

　　　案内リーフレット　　　２０，０００部

　　　記念パンフレット　　　　３，０００部

　　　貝塚観察館パンフレット　５，０００部

　　文化遺産マップ　　　　　　５，０００部

  文化遺産案内等サポーター謝礼　活動日数８５日、延べ活動人数３１４人（登録５３人）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

２件

文化遺産サポーター活動人数 ２００人 ３１４人

補助金交付件数 ２件

333

333
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 05 F5 20

（前年度）

10 05 05 G4 25

（前年度）

国庫支出金 7,372 22,317

浦尻貝塚史跡公園整備事業 31,289 県　支出金 0

地 方 債 1,600

そ の 他 0

国庫支出金 15,591 16,091

市内遺跡発掘調査事業 31,682 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局文化財課 31,690

教育委員会事務局文化財課 216,898

- 418 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　埋蔵文化財の適切な保護を図るため、市内各種開発に係る発掘調査、保存活用方針を定

めるための調査を実施するとともに、調査成果をまとめた調査報告書を刊行した。

事業内容

　保存目的（２遺跡）

　　浦尻貝塚　出土遺物整理調査

　　真野古墳群地区　出土遺物再整理調査

　緊急開発目的

　　三島町遺跡ほか１２遺跡　調査面積　２，４０７㎡

　　（庁舎建設、防災倉庫建設、太陽光発電施設建設、ほ場整備、個人住宅建設　等）

　　梨木下西館跡（５次）　出土遺物整理調査

　調査報告書印刷  ３００部

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　国指定史跡である浦尻貝塚の保存と活用を図るため、史跡整備事業を実施した。

事業内容

　浦尻貝塚整備検討委員会の開催（委員４人、年２回）

　ガイダンス施設等展示制作業務（史跡解説パネル、展示物作成等）

　①ガイダンス施設内の展示

　　（半立体絵画、解説パネル、地層ボーリング剥ぎ取り展示　等）

　②史跡公園内の展示（縄文スコープ、園内説明・案内板　等）

　③公園体験学習用品制作（地形モデル、土偶複製品、展示物収納箱　等）

　備品管理用シャッターハウス　７．２㎡

　ガイダンス施設用備品購入（棚・椅子等）

＜計画未達の理由＞

　来場者の状況より、市外からの来場者が全体の約半数を占めており、市内からの来場者

は少ない傾向であった。このことから、当園の認知が市民に十分浸透しておらず、それが

市内での来場者数の低迷につながっていると考えられるため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

貝塚観察館入場数 ６，０００人 ４，２２４人

調査報告書刊行 ３００部 ３００部

335

335
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 05 G8 25

（前年度）

10 05 05 H3 20

（前年度）

10 05 05 L1 20

（前年度）

82,700

国庫支出金 0 2,305

民俗芸能等保存伝承事業 2,305 県　支出金 0

地 方 債 0

教育委員会事務局文化財課 1,751

国庫支出金 1,530 1,557

大悲山石仏保存修理事業 3,087 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局文化財課 5,182

そ の 他 0

教育委員会事務局文化財課 108,092

そ の 他 0

国庫支出金 119,412 20,737

泉官衙遺跡史跡公園整備事業 222,849 県　支出金 0

地 方 債

- 420 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　国指定史跡である泉官衙遺跡の保存と活用を図るため、史跡整備事業を実施した。

事業内容

　泉官衙遺跡保存整備指導委員会の開催（委員８人、年１回）

　植栽移植と遺構表現にかかる発掘調査　４４２．１㎡

　郡庁院造成工事（その②）　６，０７４㎡

　郡庁院復元建物建設工事　７９．３８㎡

　ガイダンス施設基本・実施設計　１８０㎡

　史跡公園用地の取得　３，３３０．５３㎡

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　国史跡薬師堂石仏附阿弥陀堂石仏・観音堂石仏の保存と活用を図るため、保存環境の改

善を行った。

事業内容

　大悲山石仏保存整備指導委員会の開催（委員５人、２回）

　整備報告書刊行  ３００部

  薬師堂石仏等環境測定業務（３か所）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　民俗芸能等の伝統行事を保存伝承するため、相馬野馬追に関わる相馬流山踊等の支援を

行った。

　また、郷土愛の醸成を図るため、民俗芸能発表会を開催した。

事業内容

　第１８回南相馬市民俗芸能発表会の開催（６団体）

　相馬野馬追保存会負担金

　「浜通りのお浜下り」調査・記録作成事業負担金

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

整備報告書刊行 ３００部 ３００部

発表会観覧者数 ２００人 ３１８人

郡庁院造成工事 完了 完了

335

335

335
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 06 R2 20

（前年度）

10 05 06 R3 20

（前年度）

博物館学芸調査事業 1,448 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 100

教育委員会事務局文化財課 1,530

博物館企画展示事業 3,018 県　支出金 0

国庫支出金 0 1,348

国庫支出金 0 3,018

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局文化財課 2,165

- 422 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　自然・考古・歴史・民俗・野馬追の各分野に関する調査研究の成果を公開するため、企

画展を開催した。

事業内容

企画展開催　３回（＋１回　前年度より継続開催の展示）

・「しらべてわかった！おだかの自然」（前年度より継続）

　　　　　　　　　　　　　令和６年３月　９日～　５月　６日　観覧者数１，１６３人

・「五月中の申　御野馬追」令和６年５月２１日～　８月１８日　観覧者数２，２２６人

・「縄文　みなみそうま」　令和６年９月２１日～１１月２４日　観覧者数１，８０３人

・「寄贈コレクションで見る日本近現代の彫刻」　

  　　　　　　　　　　　　令和７年１月１１日～　３月３０日　観覧者数１，９５９人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　企画展や講座・体験学習を開催するため、自然・考古・歴史・民俗・野馬追の各分野に

関する調査研究及び資料整理等を実施した。

事業内容

　「研究紀要」の発行　２００部印刷。電子版を博物館公式ウェブサイトで公開。

　調査研究テーマ

　　１　野馬追と観光

　　２　磐城無線電信局原町送信所（原町無線塔）の調査

　　３　南相馬市の絶滅に瀕する野生生物生息地調査

　　４　南相馬市原町区に残存した湿性草地の植生

　　５　相馬地方の焼き物調査

　　６　歴史資料の整理と調査

　　７　終戦８０年に向けて戦争関係の調査

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

調査テーマの件数

企画展の開催回数

５件 ７件

４回 ４回

337

337
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 05 06 R4 20

（前年度）

10 06 01 50 20

（前年度）

国庫支出金 0 592

博物館体験学習・講座開催事業 592 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

教育委員会事務局文化財課 522

国庫支出金 0 1,300

県縦断駅伝競走大会補助金 1,300 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課 1,200

- 424 -



事      業      内      容
決算書

ページ

　市民へ多様な学習機会の場を提供するため、自然・考古・歴史・民俗・野馬追の各分野

に関する体験学習、講座等を開催した。

事業内容

　体験学習の開催　２４回

　　観察会（小高の自然）、香りのせっけん作り、

　　化石採集と標本作り（各２回）、勾玉作り（２回）、方言カルタ作り

　　葉っぱや木の実で作ろう、化石レプリカ作り、正月飾り作り

　　ミューキッズフェア 等

　講座の開催　１９回

　　史料を読む（６回）、小高の自然発表会、野馬追講座、蓄音機コンサート、

　　ふくしまの森林文化 等

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　長距離選手の強化育成を図るため、第３６回市町村対抗福島県縦断駅伝競走大会の参加

に必要な経費に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市陸上競技協会

　対象事業　第３６回市町村対抗福島県縦断駅伝競走大会

　　　　　　　開催日　令和６年１１月１７日（日）

　補助率　　定額

　補助額　　１，３００千円

　大会結果　総合順位　１９位　　市の部１２位（１５区３．４ｋｍ女子の部区間賞）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

講座・体験学習等の参加者数 １，４００人 １，５０９人

強化練習会の実施回数 １５回 ２３回

337

339
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 06 01 51 20

（前年度）

10 06 01 52 20

（前年度）

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0

健康福祉部スポーツ推進課 3,163

スポーツ協会事業補助金 3,829 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

1,619

スポーツ少年団活性化補助金 1,619 県　支出金 0

0 3,829

健康福祉部スポーツ推進課 1,227
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事      業      内      容
決算書

ページ

　スポーツ少年団の団員及び指導者の育成と活性化を図るため、スポーツ少年団本部の事

業に係る経費に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市スポーツ少年団（加盟団体　４５団体）

　対象事業　スタートコーチ養成講習会受講料助成（資格取得を目指す指導者へ交付）

　　　　　　交付金額　７５千円　１５人取得

　　　　　　スポーツ少年団交流活性化事業（交流試合や講習会を行う団体へ交付）

　　　　　　交付金額　６２０千円　７団体

　　　　スポーツ少年団組織力強化事業（遠征等を行う団体へ交付）

　　　　　　交付金額　５００千円　５団体

　補助率　　定額

　補助金額　１，６１９千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　競技力の向上や指導者の育成を図るため、南相馬市スポーツ協会が実施する事業に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市スポーツ協会（加盟団体　２６団体）

　対象事業　市総合スポーツ大会（各開催団体へ４０千円交付）

　　　　　　交付金額８９０千円　２３団体　１，７６６人参加

　　　　　　スポーツ振興助成事業（大会や講習会を開催する団体へ交付）

　　　　　　交付金額２５３千円　８団体　延べ４１９人参加

　　　　　　競技力向上対策助成事業等（上位選手育成のための事業を行う団体へ交付）

　　　　　　交付金額９３９千円　８団体　延べ１，７３１人参加

　補助率　　定額

　補助金額　３，８２９千円

＜計画未達の理由＞

　団体チラシ募集などにより加入促進を行ったが、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

南相馬市スポーツ少年団団員数 ６６０人 ６８３人

スポーツ協会加入者数 ２，７７４人 ２，６６９人

339

339

- 427 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 06 01 54 20

（前年度）

10 06 01 55 20

（前年度）

国庫支出金 0 9,621

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課 5,236

地 方 債 0

スポーツ合宿支援事業補助金 9,621

健康福祉部スポーツ推進課 5,649

そ の 他 0

国庫支出金 0 5,600

健康マラソン大会補助金 5,600 県　支出金 0

県　支出金 0

地 方 債 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民の健康増進を図るため、第３７回健康マラソン大会を実施する実行委員会に対し、

補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　野馬追の里健康マラソン大会実行委員会

　対象事業　第３７回健康マラソン大会・第１９回ウオーキング大会

　　　　　　　開催日　　令和６年１２月１日（日）

　　　　　　　部　門　　１．５ｋｍ、２ｋｍ、３ｋｍ、５ｋｍ、１０ｋｍ、ハーフ、

　　　　　　　　　　　　親子ペア、ウォーキングの計３８部門

　　　　　　　参加者数　３，００７人

　補助率　　定額

　補助金額　５，６００千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　スポーツを通じた交流人口の拡大、地域の活性化及び本市のさらなるスポーツの推進を

図るため、市内のスポーツ施設等及び宿泊施設を利用して合宿を実施する団体に対し、補

助金を交付した。

事業内容

　対象者　　市内でスポーツ合宿を実施する市外の団体

　補助要件　市内のスポーツ施設等及び宿泊施設を利用し、かつ延べ宿泊者数が

　　　　　　１０人以上であること

　補助額　　①市外の団体が市内に宿泊して行う合宿の期間中に、市民等を対象とした

　　　　　　　スポーツ交流等を団体として開催した場合

　　　　　　　：３千円×延べ宿泊者数（上限３００千円）

　　　　　　②市外の団体が市内に宿泊してスポーツ合宿を行う場合

　　　　　　　：２千円×延べ宿泊者数（上限２００千円）

　申請件数　８４件（①６９件、１５件）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

マラソン大会参加者数

スポーツ交流人口（延べ人数）

２，９５８人 ３，００７人

１，９９５人 ４，４６７人

339

339
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 06 01 57 20

（前年度）

10 06 01 59 20

（前年度）

健康福祉部スポーツ推進課 1,720

国庫支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

地 方 債 0

国庫支出金 0 1,174

2,069

スポーツ少年団選手派遣事業補助金 2,069 県　支出金 0

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課 1,075

レクリエーション協会事業補助金 1,174 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民の健康増進と余暇活動の充実を図るため、南相馬市レクリエーション協会が実施す

る事業に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　南相馬市レクリエーション協会（加盟団体　１１団体）

　対象事業　スポーツレクリエーション祭（各開催団体へ２０千円交付）

　　　　　　交付金額１８０千円　９団体　５１５人参加

　　　　　　生涯スポーツ教室(誰もが参加できる初心者向けのスポーツ教室を開催）

　　　　　　交付金額４７５千円　９団体　１，１２３人参加

　　　　　　スポーツ団体組織力強化事業（市外交流、遠征等を行った団体へ交付）

　　　　　　交付金額９９千円　３団体

　補助率　　定額

　補助金額　１，１７４千円

＜計画未達の理由＞

　団体チラシ募集などにより加入促進を行ったが、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　スポーツ少年団活動を通した青少年の健全育成と競技力向上に資するため、県大会以上

の大会に参加するスポーツ少年団に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　南相馬市スポーツ少年団本部登録団体

　対象経費　県大会以上の大会に出場する場合の大会参加費、交通費、宿泊費

　補助率　　８／１０

　種目　　　バレーボール（７件）、空手道（５件）、サッカー（４件）、

　　　　　　バスケットボール（３件）、軟式野球（２件）、剣道（２件）、

　　　　　　ソフトテニス（２件）

　　　　　　合計２５件

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

市レクリエーション協会加入者数 １，２０１人 ９８８人

補助金交付件数 １８件 ２５件

339

339
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 06 01 60 20

（前年度）

10 06 01 61 20

（前年度）

国庫支出金 0 335

地域スポーツ振興助成事業補助金 335 県　支出金 0

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課 1,252

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課 335

金

1,226 県　支出金 0

地 方 債 0

坂東市将門ハーフマラソン大会参加事業補助

国庫支出金 0 1,226
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事      業      内      容
決算書

ページ

　歴史的に縁のある茨城県坂東市とマラソンを通じて交流を図るため、大会参加に必要な

経費に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　野馬追の里健康マラソン大会実行委員会

　対象事業　第３４回坂東市将門ハーフマラソン大会

　　　　　　　開催日　令和６年１１月１０日（日）

　　　　　　　参加者　選手２９名・スタッフ１６名　計４５名

　補助金額　１，２２６千円

＜計画未達の理由＞

　市内各小中学校などに参加依頼を行ったが、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民のスポーツ活動の振興及び育成を図るため、市内の各地域で開催されるスポーツ大

会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　各地域団体、各スポーツ協会

　対象事業　太田地区ふれあい運動会（参加者：３９０人）

　補助金額　５５千円

　　　　　　鹿島区民グラウンド・ゴルフ大会（参加者：１０２人）

　　　　　　鹿島区パークゴルフ大会（参加者：１０８人）

　補助金額　２８０千円

＜計画未達の理由＞

　予定していた高平地区大会が他の事業を活用して行ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

大会派遣人数 　５０人 ４５名

地域スポーツ大会参加者数 ６８０人 ６００人

339

339
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 06 01 65 20

（前年度）

10 06 01 F1 20

（前年度）

1,000

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課 700

1,400 県　支出金 0

0

国庫支出金

県　支出金

地 方 債 0

国庫支出金 0 1,400

交流・滞在型スポーツ支援事業

地 方 債 0

そ の 他 0

0 1,000

交流・滞在型スポーツ事業補助金 1,000

健康福祉部スポーツ推進課
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事      業      内      容
決算書

ページ

　子どもたちの競技力向上や指導者の指導力向上、スポーツ交流人口の拡大と地域経済の

活性化を図るため、本市で開催される滞在型スポーツ大会に対し、補助金を交付した。

事業内容

　事業主体　野馬追の里浮舟杯卓球大会実行委員会

　対象事業　野馬追の里第４９回浮舟杯卓球大会第１０回トップアスリート教室

　　　　　　　開催日　　令和７年２月１４日（金）

　　　　　　　参加者数　８０人

　補助率　　定額

　補助額　　１，０００千円

＜計画未達の理由＞

　大会及びトップアスリート教室日程の変更により、参加者が見込みより減少したため、

計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　スポーツ交流人口の拡大と地域経済の活性化を図るため、滞在型スポーツ大会等を誘致

した。

事業内容

　滞在型スポーツ大会負担金

　　①Ｆｕｊｉｋｕｒａ　東北ジュニアカップ２０２４（ジュニアゴルフ）

　　　開催日　令和６年４月５日（金）　　　　　　　　　　参加者　　　１２１人

　　②第１７回相馬野馬追旗争奪近県剣道大会

　　　開催日　令和６年４月２１日（日）　　　　　　　　　参加者　１，０５０人

　　③第３６回日本選手権ディスクゴルフトーナメント

　　　開催日　令和６年９月２２日（日）～２３日（月）　　参加者　　　１０３人

　  ④第７６回東北学生卓球選手権大会

　　　開催日　令和６年６月１５日（土）～１６日（日）　　参加者　　　２７０人

　　⑤第５９回北日本学生馬術大会

　　　開催日　令和６年９月４日（水）～８日（日）　　　　参加者　　　１５８人

　　⑥パラＩＤジャパン・年代別オープン卓球大会２０２４

　　　開催日　令和６年９月２８日（土）～２９日（日）　　参加者　　　　８７人

　負担金額　１，４００千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

８０人トップアスリート教室参加者数 ９３人

６件滞在型スポーツ大会開催数 ６件

339

339
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 06 01 F2 20

（前年度）

10 06 01 F3 20

（前年度） そ の 他 0

スポーツ交流事業 1,031 県　支出金 0

地 方 債

国庫支出金 0 1,031

健康福祉部スポーツ推進課 836

0

国庫支出金 0 2,513

スポーツ大会等出場激励金 2,513 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課 2,625
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事      業      内      容
決算書

ページ

　スポーツの普及・振興と技術の向上を図るため、東北大会以上の上位大会に出場する選

手に対し、激励金を交付した。

事業内容

  国際大会　                          　　４２０千円　　２件（　１４人）

　全国大会（高校総体・高校選抜大会）　　　３００千円　　６件（　１０人）

　全国大会（高校生以下が参加するもの）　　９８０千円　２５件（　４９人）

　全国大会（大学生以上が参加するもの）　　４２０千円　１８件（　４２人）

　東日本大会（東日本２０都道県以上）　　　　２８千円　　１件（　　４人）

　東北大会（東北６県以上）　　　　　　　　３６５千円　２６件（　７３人）

　交付額合計　　　　　　　　　　　　　２，５１３千円　７８件（１９２人）

＜計画未達の理由＞

　計画していた人数より上位大会に出場する人数が減少したため、計画に到達しなかった。

活動指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民のスポーツに親しむ機会を拡充するとともに、スポーツ団体等の活性化や震災後の

スポーツ活動の復興に繋げるため、交流自治体等とのスポーツ交流事業を実施した。

事業内容

　燕さくらマラソン大会（４月５日（金）～６日（土）　１１人参加）

　南相馬市・広野町パークゴルフ交流大会（６月３０日（日）　１２０人参加）

　南相馬市・杉並区少年野球交流大会（８月１５日（木）～１６日（金）　４２人参加）

　南相馬市・杉並区・取手市少年野球交流大会

　（８月３１日（土）～９月１日（日）１１５人参加）

　交流自治体中学生親善野球大会（１０月１２日（土）～１４日（月）　２２人参加）

　野馬追の里マラソン大会への招待（新潟県燕市）（１２月１日（日）　６１人参加）

　杉並区中学校対抗駅伝大会（１２月７日（土）～８日（日）　１５人参加）

　南相馬市・杉並区・取手市交流自治体サッカー大会（２月２２日（土）　１９人参加）

＜計画未達の理由＞

　予定していたバレー大会が参加人数の不足により辞退したため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

８件

激励金交付人数 ２００人 １９２人

交流事業開催数 ９件

341

341
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 06 01 F5 20

（前年度）

10 06 03 F5 20

（前年度）

10 06 03 R3 20

（前年度）

健康スポーツ推進事業 1,469 県　支出金

国庫支出金 0 0

地 方 債 0

（仮称）鹿島多目的グラウンド整備事業 39 県　支出金 0

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課 －

健康福祉部スポーツ推進課 48,829

そ の 他 17,412

0 9,861

体育施設整備事業 27,273 県　支出金 0

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他 1,469

健康福祉部スポーツ推進課 1,678

0

地 方 債 0

国庫支出金 0 39
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市民のスポーツ人口の拡充や健康増進を図るため、市民の誰もが気軽に楽しめるスポー

ツ教室を開催した。

　事業内容　高齢者や障がい者を含め市民の誰もが気軽に参加できるスポーツ教室

　実施内容　カローリング（３９人）、ボッチャ（２８人）

　　　　　　輪投げ大会（５５人）、ラージボール大会（２８人）

　　　　　　市民体力測定会（６７人）

　　　　　　木球（３６人）、スナックゴルフ（３６人）

　　　　　　ボッチャ大会（４０人）、カローリング（４３人）

　　　　　　モルック（４６人）、ノルディックウオーキング（２６人）

　　　　　　参加人数合計　４４４人　

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　みちのく鹿島球場サブグラウンドを整備するため、みちのく鹿島球場サブグラウンド

整備意見交換会を開催するとともに、実施設計及びトイレ建築設計業務に着手した。

事業内容

（仮称）鹿島多目的グラウンド（みちのく鹿島球場サブグラウンド）整備意見交換会

　開催日　４月２５日、５月２４日

 みちのく鹿島球場サブグラウンド実施設計業務委託

　委託期間：令和６年８月１４日～令和７年６月３０日（※繰越事業）

 みちのく鹿島球場サブグラウンド建築設計業務委託

　委託期間：令和６年１２月２日～令和７年６月３０日（※繰越事業）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の健康増進・競技力向上並びに利用者の利便性を図るため、スポーツ施設の整備を

行った。

事業内容

　スポーツセンター音響設備修繕工事

　夜ノ森公園テニスコート修繕工事

　千倉体育館火災報知設備更新工事

　南相馬市スポーツセンター非常用発電設備騒音対策工事

　北新田第１運動場危険木伐採業務

　スポーツ施設照明ＬＥＤ化工事（南相馬市テニスコート、千倉体育館、千倉グラウンド）

　雲雀ケ原陸上競技場トイレ改修工事

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

施設整備件数 ６件 ９件

健康スポーツ教室参加者数 ３８６人 ４４４人

343

実施設計業務完了 １件 ０件

343

341
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 06 05 50 20

（前年度）

10 06 05 51 20

（前年度）

10 06 05 F1 20

教育委員会事務局教育総務課 （前年度）

－

国庫支出金 0 12,160

給食センター整備推進事業 12,160

国庫支出金 134,132 0

学校給食費無償化事業補助金 176,703 県　支出金

地 方 債 0

0

そ の 他 42,571

県　支出金 0

（繰越明許費） 12,160 地 方 債 0

そ の 他 0

0

教育委員会事務局学校教育課 －

学校給食食物アレルギー対応補助金 191 県　支出金 0

0

そ の 他

地 方 債

国庫支出金 0 191

教育委員会事務局学校教育課 181,653
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事      業      内      容
決算書

ページ

　市立小中学校に在籍する児童生徒の保護者に対し、給食費にかかる保護者の負担を軽減

するため、学校給食費相当額の補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　小中学校児童生徒の保護者（各小中学校に申請・受領の手続きを委任）

　対象経費　学校給食費

　補助率　　１０／１０

　補助額　　保護者負担額全額

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　子育て世代の経済的負担を軽減し、児童生徒の心身の健やかな成長を推進するとともに、

教育環境の充実に資するため、市立小中学校に在籍し、食物アレルギーにより学校給食の

提供を受けることができず、弁当や代替のおかず等を持参するなど、各家庭により食物ア

レルギーに対応している児童生徒の保護者に対し、補助金を交付した。

事業内容

　対象者　　食物アレルギーにより給食の全部又は一部を喫食できない児童生徒の保護者

　対象経費　学校給食費相当額

　補助率　　①１０／１０（給食を全部喫食できない児童生徒）

　　　　　　②１／２　　（給食の一部を喫食できない児童生徒）

 ＜計画未達の理由＞

　②食物アレルギーにより代替のおかず等を持参した児童・生徒が当初の見込より少なか

　ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　南相馬市学校給食提供体制基本方針に基づき、小高区・原町区の学校給食調理施設（自

校方式）を集約し、新たに給食センターを整備するため、基本設計を行った。

事業内容

　（仮称）南相馬市新学校給食センター建設基本設計業務委託

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

基本設計業務委託の適切な発注・施工 完了 完了

補助金交付者数
　　①　１人
　　②３１人

　　①　２人
　　②２０人

２，７４９人 ２，７５９人補助金交付者数

345

345

345
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 07 01 F7 20

（前年度）

10 07 02 F2 20

（前年度）

10 07 03 F7 20

（前年度）

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課 17,254

1,348

健康福祉部スポーツ推進課 600

－

そ の 他 84,285

16,339 県　支出金 16,339

0 0

スクールカウンセラー等派遣事業

地 方 債 0

国庫支出金

地 方 債 0

そ の 他

0 0

原町第二中学校テニスコート整備事業 84,285 県　支出金 0

国庫支出金

地 方 債 0

国庫支出金 0 0

みらい元気挑戦　スポーツ招致事業 1,348 県　支出金 0

教育委員会事務局教育総務課
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事      業      内      容
決算書

ページ

　子どもたちが健やかに成長できるよう、専門的な支援や対応ができる教育相談体制を整

備するため、スクールカウンセラー等を定期的に小中学校へ派遣し、カウンセリングを通

して児童生徒の心のケアを行った。

　また、教職員や保護者に対し、指導助言等のメンタルケアを行った。

事業内容

　カウンセラー等の派遣（小学校２校、中学校６校）

　学校長や養護教諭との情報交換

　派遣カウンセラー及び養護教諭等との事例検討会

　専門研修会（特別支援教育研修、生徒指導研修、養護教諭研修）　

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　スポーツの重要性について意識高揚を図るとともに、市民一人ひとりの活力を取り戻す

ため、市内スポーツ施設にスポーツイベントを招致するなど、プロスポーツ選手等のプレ

イを身近に観戦できる機会を提供した。

事業内容

　プロスポーツ招致にかかる負担金　１，３４８千円

　①ＢＣリーグ公式戦　　　　　令和６年　８月１０日（土）　１５０人参加

　②サガン鳥栖サッカー教室　　令和６年１１月２３日（土）　　７４人参加

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　原町第二中学校テニスコートに地域子育て支援拠点を整備することから、さくらい保育

園跡地に代替となるテニスコートを整備するため、用地購入を行った。

事業内容

　さくらい保育園跡地購入費

　所在地　原町区桜井町一丁目１５５番ほか１筆

　面　積　１，９７６．４２㎡

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

小中学校の施設・設備の整備について「満足」「や
や満足」と回答する保護者の割合

６１．０％ ７１．４％

　①２２１回
　②３回

　①２４６回
　②３回

プロスポーツイベント開催回数 ２回 ２回

①カウンセラーの派遣回数
②専門研修会の開催回数

345

345

347

- 443 -



令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 08 01 F8 20

（前年度）

10 08 02 22 21

（前年度）

10 08 02 50 20

（前年度）

4,357

0

地 方 債 0

65,515

そ の 他 2,881

南相馬市・杉並区スポーツ交流事業補助金 2,881 県　支出金 0

地 方 債 0

健康福祉部スポーツ推進課

国庫支出金 0 0

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課 －

国庫支出金 0 61,046

市民プール管理運営事業（債務負担） 61,046 県　支出金 0

地 方 債 0

国庫支出金 65,559 1

臨時スクールバス等運行事業 65,560 県　支出金

そ の 他 0

教育委員会事務局学校教育課
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事      業      内      容
決算書

ページ

　東日本大震災及び原子力災害による避難等によって、遠方からの通学を余儀なくされて

いる児童生徒の通学手段を確保するため、送迎用臨時スクールバスを運行した。

事業内容

　臨時スクールバス等運行業務委託

　　運行内容　小高小学校及び小高中学校への送迎

　　運行台数　バス　　　１台（小高区外から通学する児童生徒用）

　　　　　　　タクシー　４台（小高区内から通学する児童生徒用）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民の心身の健全な発達と明るく豊かな生活形成に寄与するため、南相馬市民プールの

管理運営を行った。

事業内容

　指定管理者制度の導入

　　指定管理者　株式会社フクシ・エンタープライズ

　　指定期間　　令和６年４月１日～令和８年３月３１日

　　令和６年度利用者数　６０，４７６人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　市民がスポーツに親しむ機会を拡充するとともに、スポーツ団体等を活性化させること

で、震災後のスポーツ活動の復興に繋げるため、杉並区とのスポーツ交流事業を実施する

団体に対し、補助金を交付した。

事業内容

　南相馬市・杉並区少年野球交流大会（８月１５日（木）～１６日（金）　４２人参加）

　南相馬市・杉並区・取手市少年野球交流大会

　（８月３１日（土）～９月１日（日）　１１５人参加）

　交流自治体中学生親善野球大会（１０月１２日（土）～１４日（月）　２２人参加）

　杉並区中学校対抗駅伝大会（１２月７日（土）～８日（日）　１５人参加）

　南相馬市・杉並区・取手市交流自治体サッカー大会（２月２２日（土）　１９人参加）

＜計画未達の理由＞

　予定していたバレー大会が参加人数の不足により辞退したため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

市民プール利用者数

①運行ルート数（バス）
①運行ルート数（タクシー）

①１ルート
②４ルート

①１ルート
②４ルート

５７，３００人 ６０，４７６人

交流事業開催数 ６件 ５件

347

347

347
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令和6年度

会計 01 一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

10 08 02 F3 20

（前年度）

10 08 02 F5 20

（前年度）

そ の 他 373

そ の 他 0

健康福祉部スポーツ推進課

国庫支出金 0 2,625

県　支出金 0

教育委員会事務局学校教育課 13,372

国庫支出金 0 19,338

2,440

地 方 債 0

地 方 債 0

学校給食検査体制整備事業 19,711

子どもスポーツ活動促進事業 2,625 県　支出金 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　学校給食のより一層の安全安心を確保するため、使用する給食食材を対象に事前検査及

び提供した給食の事後検査（丸ごと検査）を実施した。

　事業内容

　　給食食材検査員（事前検査）の雇用　５人（パートタイム）

　　学校給食用食材の試料代

　　放射能検査機器点検校正　９台

　　事後検査（丸ごと検査）の実施

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　子どもたちのスポーツ意欲の増進を図るとともに、運動不足を解消するため、スポーツ

施設利用料等の免除を行った指定管理者に対し、免除相当額を交付した。

事業内容

　スポーツ施設指定管理者へ利用料免除減収分の補填

　①免除対象施設　：小川町体育館　他１６施設

　②免除者数　　　：延べ２６，８１３人

　③対象指定管理者：太田大甕スポーツクラブ　他４団体

　④交付金額　　　：２，６２５千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

スポーツ施設利用者数 ２３，１９６人 ２６，８１３人

①検査員の配置人数
②事後検査（丸ごと検査）の実施回数

　①５人
　②１９２回

　①５人
　②２００回

347

347
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令和6年度

会計 02 国民健康保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

04 01 01 L1 20

（前年度）

04 01 01 L2 20

（前年度）

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

国庫支出金 0 31,247

健康診査事業（特定健康診査） 59,510 県　支出金 28,263

健康福祉部健康づくり課 60,014

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 963

特定保健指導事業 1,502 県　支出金 539

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部健康づくり課 1,596

- 452 -



　生活習慣病を予防するため、メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査を実施

した。

　また、特定健診受診率を向上させるため、健診に係る個人負担金の無料化や受診勧奨を

行った。

事業内容

　特定健康診査

　　基本的な健診項目

　　　問診、身体計測、腹囲測定、血液検査（脂質、血糖、肝機能）等

　　詳細な健診項目（医師の判断による追加項目）

　　　付加健診項目（心電図検査、眼底検査、貧血検査、腎機能検査）

　　対象者　　４０歳～７４歳の国保被保険者

　　対象者数　１０，１１３人（暫定）

　　受診者数　　４，００５人（暫定）

＜計画未達の理由＞

　受診者数が見込みより少なかったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　健康的な生活を維持するとともに生活習慣病を予防するため、メタボリックシンドロー

ムに着目した保健指導を行った。

事業内容

　対象者　　国保特定健診受診者のうち、特定保健指導対象に該当する者

　対象者数　３８９人（積極的支援約８５人、動機付け支援約３０４人）

　目標　　　特定保健指導実施率　４０．６％

　実施方法　保健師や栄養士等による生活習慣改善のための保健指導

　　　　　　健診データ分析支援ソフトを使用した個別性の高い保健指導

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

事      業      内      容
決算書

ページ

４５．２％
３９．６％
（暫定）

特定健康診査受診率

375

375

特定保健指導実施率 ４０．６％
４８.１％
（暫定）
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令和6年度

会計 04 介護保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

04 01 01 F3 20

（前年度）

04 01 01 F4 20

（前年度）

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

国庫支出金 0 1,371

介護予防普及啓発事業 1,371 県　支出金 0

健康福祉部長寿福祉課 887

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 5,613

地域介護予防活動支援事業 5,624 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 11

健康福祉部長寿福祉課 4,646

- 454 -



　高齢者が住み慣れた地域で、いきいきとした生活ができるよう、介護予防に関する正し

い知識の普及啓発を行うとともに、介護予防に資する体力測定会や運動教室を実施した。

事業内容

　介護予防のための健康教育と広報

　６５歳以上の体力（生活機能）測定会

実施内容　参加者　１１３人　会場　浮舟文化会館

　元気高齢者運動教室　

　　実施内容　概ね１５人×３コース（週１回）　会場　市健康福祉センター

実施回数　１２０回　参加実人数　１０３人（延人数　１，３６７人）

　元気高齢者介護予防教室（フレイル予防教室）

　　実施内容　　概ね１５人×２期　（１８回コース）　会場　市健康福祉センター

実施回数　１８回　参加実人数　１３人（延人数　３２６人）

＜計画未達の理由＞

　②参加申込み時点では計画に達したものの、事業実施時点において体調不良等により、

　不参加となったことにより、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　高齢者が地域で交流を持ち、要介護状態や認知症とならないよう、介護予防に関する地

域の自主活動を支援するとともに、主体的に介護予防の活動ができるよう支援者の養成及

び育成を行った。

事業内容

　週一サロン活動支援事業　

実施内容　週一サロン実施　新規２か所　３３か所

　週一サロンサポーター養成及び育成支援

　　実施内容　週一サロンサポーター総数　実人員　１７１人

＜計画未達の理由＞

　①地域に出向き説明や運動サロンの体験会等を行い、新規サロンの登録となったものの、

　見込んだ目標より、サロン登録数が少なく、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

事      業      内      容
決算書

ページ

①元気高齢者運動教室　実施回数
②６５歳以上の体力測定会　参加者数

①週一サロン登録数
②週一サロンサポーター総数

405

405

①３４か所
②１７０人

①３３か所
②１７１人

①１２０回
②１２０人

①１２０回
②１１３人
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令和6年度

会計 04 介護保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 02 01 F1 20

（前年度）

04 02 01 F2 20

（前年度）

国庫支出金 44,915 50,900

包括的支援事業 118,272 県　支出金 22,457

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 101,687

国庫支出金 667 731

認知症総合支援事業 1,731 県　支出金 333

健康福祉部長寿福祉課 1,308

地 方 債 0

そ の 他 0
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事      業      内      容
決算書

ページ

　地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に図るため、地域包括支援センター

等を設置し、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行った。

事業内容

　地域包括支援センター業務委託

　　業務内容　第一号介護予防支援業務、総合相談支援事業、権利擁護事業、

　　　　　　　包括的・継続的ケアマネジメント事業等

　　委託先　　社会福祉法人　南相馬市社会福祉協議会　（配置人員　１５人）

　　　　　　　社会福祉法人　南相馬福祉会　　　　　　（配置人員　　６人）

　地域包括ケアシステム推進にかかる各種取組及び会議開催

　　取組内容　在宅医療と介護連携推進事業の委託

　　　　　　　地域住民の支え合い活動の普及・啓発・支援

　　　　　　　自立支援型地域ケア会議の開催（６回）　等

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　認知症高齢者の早期発見・早期対応など認知症支援の充実を図るため、各地域包括支援

センターに配置した認知症地域支援推進員の活動を推進するとともに、認知症初期集中支

援等による総合的な支援を行った。

事業内容

　もの忘れ相談の実施　　　　相談者数　実人数　１２人（延人数　２４人）

　認知症セミナー　　　　　　実施回数　３回　参加者数　１４９人

　脳の健康教室の開催（学習療法・ＩＣＴ）

　　学習療法　　実施回数　１５回　　参加者数　実人数　１２人（延人数　１６８人）

　　　　　　　　　　　　　サポーター協力者数　実人数　１０人（延人数　１１５人）

　　ＩＣＴ講座　実施回数　　８回　　参加者数　実人数　２０人（延人数　１４５人）

　認知症初期集中支援チーム及び認知症地域支援・ケア向上事業の実施

　　委託先　南相馬市地域包括支援センター

　　認知症初期集中支援チーム対応件数　２件

　　認知症地域支援推進員活動　実施回数　３３回

　チームオレンジ活動支援　定例会　実施回数３回　　

参加者数　実人数　１５人（延人数　３５人）

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

委託先配置人数
①南相馬市社会福祉協議会
②南相馬福祉会

脳の健康教室参加者数 実３０人 実３２人

405

405

①１５人
②　６人

①１５人
②　６人
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令和6年度

会計 04 介護保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 02 02 F3 20

（前年度）

04 02 02 F5 20

（前年度）

国庫支出金 152 128

家族介護者交流事業 396 県　支出金 116

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 360

6,562 12,084

0

健康福祉部長寿福祉課 21,471

配食サービス事業 21,928 県　支出金 3,282

地 方 債 0

そ の 他

国庫支出金
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事      業      内      容
決算書

ページ

　家族介護者のリフレッシュと介護の負担軽減、在宅介護の向上を図るため、家族介護者

が一堂に会し、介護に関する相談・情報交換等を行った。

事業内容

　家族介護者交流会の開催

　　委託先　　南相馬市地域包括支援センター（原町西地域、小高地域、鹿島地域）

　　　　　　　原町東地域包括支援センター

　　事業内容　交流会及び保健師等による健康チェック、相談、指導等

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　高齢者等の低栄養状態の予防・改善を図るとともに、安否確認を行うことにより、住み

慣れた地域で自立した生活を続けていけるよう支援するため、調理が困難なひとり暮らし

高齢者等に対し配食サービスを行った。

事業内容

　対象者　　概ね６５歳以上のひとり暮らし高齢者等で、心身の障がい、傷病等の理由に

　　　　　　より食事の調理が困難な者

　内　容　　弁当の配達及び当該高齢者の安否の確認

　委託先　　原町区：ＮＰＯ法人ほっと悠

　　　　　　鹿島区：ＮＰＯ法人あさがお

　　　　　　小高区：まごころ弁当南相馬店

＜計画未達の理由＞

　関係機関等含め制度周知に努めたが、新規申請１２８件に対し死亡・施設入所、生活状

況等の変化から１２３件の廃止申請があり、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

①開催回数
②参加者数

①　　８回
②１２０人

①　１３回
②１４２人

対象者数

407

407

５７６人 ５４９人
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令和6年度

会計 04 介護保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

04 02 02 G3 20

（前年度）

04 03 01 F2 20

（前年度）

国庫支出金 155 171

認知症サポーター養成事業 404 県　支出金 78

地 方 債 0

そ の 他 0

健康福祉部長寿福祉課 330

国庫支出金 0 19,650

筋力向上トレーニング事業 19,712 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 62

健康福祉部長寿福祉課 15,145
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事      業      内      容
決算書

ページ

　認知症の人が、住み慣れた地域で安心して生活が送ることができるよう、認知症とその

対応について学び、認知症の人やその家族を地域で温かく見守り支えていく、認知症サポ

ーターを養成した。

事業内容

　認知症サポーター養成講座　　　　　　　　　

　　実施内容　実施回数２２回　受講者数８４９人

　認知症キャラバン・メイト養成・育成支援　

実施内容　情報交換会１回　参加者数　１０人

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　高齢者の加齢に伴う運動機能低下を予防し、機能向上を目指すため、トレーニング機器

を使用した短期集中型の介護予防運動教室を実施した。

事業内容

　対象者　概ね６５歳以上の市民で、要支援状態にある者または基本チェックリストに該

　　　　　当した者、その他準ずる者

　実施場所　①南相馬市健康福祉センター ②スポーツクラブアプトロン ③スキット千倉

　実施内容　①実施回数　１６０回　参加実人数　９３人（延人数　１，５７１人）

　　　　　　②実施回数　　５４回　参加実人数　３０人（延人数　　　４７８人）

　　　　　　③実施回数　　４０回　参加実人数　１６人（延人数　　　２９３人）

＜計画未達の理由＞

　参加申込み時点では計画に達したものの、事業実施時点において体調不良等により、不

参加となったことにより、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

認知症サポーター養成講座受講者数 ２５０人

虚弱高齢者運動教室参加者数

407

407

１４２人 １３９人

８４９人
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令和6年度

会計 05 育英資金貸付特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

02 01 01 35 10

（前年度）

国庫支出金 0 1,545

決算額

財源内訳

地 方 債

教育委員会事務局教育総務課 26,604

そ の 他

育英資金貸付金 30,460 県　支出金 0

特定財源 一般財源

0

28,915
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　教育の機会均等を図るため、経済的理由により修学困難と認められる学生・生徒に対し、

無利子で育英資金の貸付を行った。

事業内容

　育英資金貸付

　　大学又は短期大学

　　　貸付額　　月額６４千円以内、入学資金　４００千円以内

　　　貸付人数　４１人（うち新規１６人）

　　高等専門学校又は専修学校

　　　貸付額　　月額４０千円以内、入学資金　４００千円以内

　　　貸付人数　　３人（うち新規２人）　

　　高等学校

　　　貸付額　　月額１８千円以内

　　　貸付人数　　１人（うち新規１人）　

＜計画未達の理由＞

　大学・短期大学、高専・専修学校における令和７年度入学者の入学資金貸付前払い件数、

高校における令和６年度新規貸付件数が想定を下回ったため、計画に到達しなかった。

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

学校種別ごとの育英資金貸付
①大学・短期大学
②高専・専修
③高校

①４９人
②　５人
③　２人

①４１人
②　３人
③　１人

事      業      内      容
決算書

ページ

421
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令和6年度

会計 11 工場用地等整備事業特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大事業 中事業

中事業名称

所属

02 03 01 F1 20

（前年度）

03 02 01 F1 22

（前年度）

05 02 01 F1 20

決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

国庫支出金 0 38,364

下太田工業用地造成事業 38,364 県　支出金 0

商工観光部商工労政課 137,809

地 方 債 0

そ の 他 0

国庫支出金 0 17,098

渋佐・萱浜工業用地造成事業 17,098 県　支出金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

商工観光部商工労政課 －

国庫支出金 0 1,496,535

フロンティアパーク整備事業 1,496,535 県　支出金 0

（逓次繰越） 1,470,150 地 方 債 0

－

商工観光部商工労政課 （前年度）

そ の 他 0
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　既存企業の規模拡大や新たな企業誘致に対応するため、下太田工業団地の拡張工事を行

った。 

事業内容 

　下太田工業団地を１．４ヘクタール拡張するとともに、工業団地の利便性向上のため、

新たな進入路整備に伴う支障物件の移転補償および用地測量を行った。 

　　下太田工業団地確定測量業務委託　３６，５３５千円 

　　支障物件移転補償（電柱等）　　　　１，８２９千円 

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　当該工業用地を含む、ほ場整備事業（原町東地区）において確定測量が完了したことに

伴い、工業用地登記のために必要な測量および図面作成を行った。

事業内容

　工業用地登記のために必要な用地測量、登記用図面作成を行うともに、工業団地のほぼ

中央に位置する未整備地造成のための測量設計を行った。

　　南相馬復興工業団地確定測量業務委託　　　　　　　１２，８７８千円

　　南相馬復興工業団地測量設計（第４工区）業務委託　　４，２２０千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

　小高区における居住人口を増加させ、地域経済を活性化させるため、小高復興産業団地

（フロンティアパーク）を整備した。

事業内容

　工場用地造成のため地盤改良工事を行うとともに、支障物件の移転補償および工事監理

業務を行った。

　　フロンティアパーク地盤改良工事　　　１，４７０，１５０千円

　　フロンティアパーク工事監理業務委託　　　　１７，３２０千円

　　支障物件移転補償（電柱等）　　　　　　　　　８，７８３千円

　　積算システム使用料ほか　　　　　　　　　　　　　２８２千円

成果指標等（アウトカム） 計画 実績

事      業      内      容
決算書

ページ

下太田工業団地確定測量業務委託
支障物件移転補償（電柱等）

実施 実施

439

441

443

フロンティアパーク地盤改良工事
フロンティアパーク工事監理業務委託
支障物件移転補償（電柱等）

実施 実施

南相馬復興工業団地確定測量業務委託
南相馬復興工業団地測量設計（第４工区）業務委託

実施 実施
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第 ４  基金の運用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



400,000,000 円

（１）当初現金残高 400,000,000 円

（２）本年度支払額 1,749,259 円

（３）本年度振替額 1,749,259 円

（４）期末現金残高 400,000,000 円

（１） （２） （３） （４）

400,000,000 － 1,749,259 ＋ 1,749,259 ＝ 400,000,000 円

（５）月別運用状況

（単位：円）

差   引 備   考

398,522,288

0

0

0

0

0

0

△ 271,547

0

0

1,749,259

0

400,000,000

0

400,000,000

（６）当期運用益金

南相馬市一般会計の財産収入に繰り入れ処分とした。

令和６年度南相馬市土地開発基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月   別 収   入 支   出

1 0 0

2 1,749,259 0

差引（Ａ）－（Ｂ） 401,749,259 1,749,259

3 0 0

計   （Ａ） 401,749,259 1,749,259

　運用益金215,479円については、南相馬市土地開発基金条例第５条の規定により、令和６年度

（Ａ）のうち預金利子（Ｂ） 0 0

8

9

10

11

4

5

6

7

12

400,000,000 1,477,712

0 0

0 0

0 0

0

0 271,547

0 0

0

0 0

0 0
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（単位：円）
５年度末 ６年度 ６年度末 ６　年  度 ６年度末

未振替額 契約額 ５年度以前分 ６年度分 未  払  額 振  替  額 未振替額

用   地 0 0 0 0 0 0

補   償 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0

用   地 1,081,598 1,081,598 0 1,081,598 0

補   償 667,661 667,661 0 667,661 0

計 1,749,259 1,749,259 0 1,749,259 0

用   地 0 1,081,598 0 1,081,598 0 1,081,598 0

補   償 0 667,661 0 667,661 0 667,661 0

計 0 1,749,259 0 1,749,259 0 1,749,259 0

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ）

原　資 － 支払済額 ＋ 振替額 ＝ 収支差引残額
（Ｈ） （ （Ａ）＋（Ｄ） ） （F）

400,000,000円 － 1,749,259円 ＋ 1,749,259円 ＝ 400,000,000円

原資（H) 400,000,000円

支   払   額
区   分

計

本年度中の異動状況及び本年度末現在の状況

契　約
年  度

6

５以前

（単位：㎡）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

増 103.89 0.00 125.70 461.60 97.75 788.94

減 103.89 0.00 125.70 461.60 97.75 788.94

計 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

増 0.00 0.00 0.00 0.00 265.86 265.86

減 0.00 0.00 0.00 0.00 265.86 265.86

計 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

6
６　年　度

６年度末現在

５
以
前

４年度末現在

５年度末現在

５　年　度

保 有 地 の 状 況

地目別
山林・原野 田 畑

契約年度別
宅    地 そ の 他 計 備    考
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8,500,000 円

（１）繰越資金額 8,500,000 円

（２）本年度積立金 0 円

（１）期末現金残高 8,500,000 円

（２）期末未償還残高 0 円

（３）月別運用状況

（単位：円）

収　入 償還件数 支　出 貸付件数 月別基金残高 備　考

8,500,000 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

8,500,000 0 0 0 8,500,000

（４）当期運用益金

　運用益金4,585円については、南相馬市国民健康保険出産費資金等貸付基金条例第４条の

計

8

   令和６年度南相馬市国民健康保険出産費資金等貸付基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月　別

4

規定により、令和６年度南相馬市一般会計の財産収入に繰り入れ処分とした。

1

2

3

12

5

11

7

9

10

6
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2,500,000 円

（１）繰越資金額 2,500,000 円

（２）本年度積立金 0 円

（１）期末現金残高 2,500,000 円

（２）期末未償還残高 0 円

（３）月別運用状況

（単位：円）

収　入 償還件数 支　出 貸付件数 月別基金残高 備　考

2,500,000 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

2,500,000 0 0 0 2,500,000

（４）当期運用益金

　運用益金1,350円については、南相馬市高額介護サービス費等貸付基金条例第５条の規定に

より、令和６年度南相馬市介護保険特別会計の諸収入に繰り入れ処分とした。

12

1

2

3

計

6

7

8

9

10

11

令和６年度南相馬市高額介護サービス費等貸付基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月　別

4

5
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（単位：千円）

№ 基金名 ５年度末残高 積立額 取崩額 ６年度末残高

1 財政調整基金 4,212,916 2,265,789 1,768,280 4,710,425

2 減債基金 1,309,680 605 621,277 689,008

3 公共用施設維持基金 247,494 6 3,990 243,510

4 社会福祉基金 25,643 1 2,729 22,915

5 亜炭鉱害復旧施設維持管理基金 655,694 5,791 18,398 643,087

6 市有建物等維持補修基金 3,417,767 787,681 357,394 3,848,054

7 職員退職手当基金 538,783 286 67,502 471,567

8 介護保険給付準備基金 521,190 432,233 0 953,423

9 地域振興基金 30,726 2,232 29,127 3,831

10 小高区自治振興基金 230,138 4,809 9,029 225,918

11 鹿島区自治振興基金 291,618 7,593 159 299,052

12 原町区自治振興基金 647,863 311 19,028 629,146

13 ふるさと応援基金 232,969 162,696 275,081 120,584

14 子育て応援基金 85,225 1,622 11,418 75,429

15 東日本大震災復旧・復興基金 1,241,942 83,543 603,508 721,977

16 東日本大震災遺児等支援基金 136,605 73 13,511 123,167

17 みらい夢基金 23,340 8,559 9,907 21,992

18 太田財産区運営基金 34,818 551 3,080 32,289

19 育英資金貸付準備基金 159,070 72 1,246 157,896

20 帰還・移住等環境整備交付金基金 5,208,149 1,349,689 1,672,136 4,885,702

21 庁舎建設基金 2,342,813 202,360 25,590 2,519,583

22 国民健康保険事業調整基金 1,201,513 29,355 270,781 960,087

23 みらいへつなぐ復興基金 3,213,642 726,932 813,980 3,126,594

24 森林環境整備促進基金 117,946 42,613 1,633 158,926

合　　　計 26,127,544 6,115,402 6,598,784 25,644,162

※地方財政状況調査（決算統計）に基づいて、出納整理期間中の取り崩し後を表記

その他の基金の運用状況
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第 ５  資   料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



            区   分

    

令和6年度
予算現額

令和6年度
収入済額

比較
令和6年度
予算現額

令和6年度
支出済額

比較 （B）-（C） （D）-（E）

会計名 （A） （B） （B）-（A） （A） （C） （A）-（C） （D） （E） （F）

一般会計 55,800,156 52,818,438 △ 2,981,718 55,800,156 48,958,623 6,841,533 3,859,815 1,623,896 2,235,919

国民健康保険 8,827,483 8,418,860 △ 408,623 8,827,483 8,367,637 459,846 51,223 0 51,223

介護保険 7,947,356 8,059,744 112,388 7,947,356 7,506,742 440,614 553,002 0 553,002

育英資金貸付 33,778 34,386 608 33,778 31,521 2,257 2,865 0 2,865

亜炭鉱害復旧施設維持
管理事業

24,385 24,189 △ 196 24,385 17,808 6,577 6,381 0 6,381

工場用地等整備事業 3,584,751 3,637,687 52,936 3,584,751 1,840,843 1,743,908 1,796,844 1,738,206 58,638

太田財産区 4,146 4,136 △ 10 4,146 3,823 323 313 0 313

後期高齢者医療 885,759 882,274 △ 3,485 885,759 878,251 7,508 4,023 0 4,023

小   計 21,307,658 21,061,276 △ 246,382 21,307,658 18,646,625 2,661,033 2,414,651 1,738,206 676,445

77,107,814 73,879,714 △ 3,228,100 77,107,814 67,605,248 9,502,566 6,274,466 3,362,102 2,912,364

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

合   計

表－１　　会計別決算の状況

（単位：千円）

歳          入 歳          出

歳入歳出
差引額

翌年度へ繰
越すべき財

源
実質収支
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表－２　　歳入歳出決算額等の推移

（単位：千円）

R2 R3 R4 R5 R6

A 70,610,375 61,672,374 56,476,128 60,180,034 52,797,516

B 64,083,967 54,986,220 50,109,049 54,080,687 48,928,455

C 6,526,408 6,686,154 6,367,079 6,099,347 3,869,061

D 4,719,754 4,165,524 4,327,080 3,675,677 1,624,772

E 1,806,654 2,520,630 2,039,999 2,423,670 2,244,289

F 498,650 713,976 ▲ 480,631 384,471 ▲ 179,381

G 658,065 1,613,268 2,416,552 1,644,854 2,265,789

H 0 546,169 0 411,455 0

Ｉ 1,061,099 982,314 1,324,832 2,546,413 1,768,280

95,616 1,891,099 611,089 ▲ 105,633 318,128

J 18,445,669 19,335,455 18,553,716 18,549,110 18,913,051

9.8% 13.0% 11.0% 13.1% 11.9%

93.4% 91.0% 95.1% 94.8% 94.0%

0.68 0.67 0.66 0.65 0.63

決算収支の状況（普通会計）

区　　　　　　分

歳入決算額

歳出決算額

差引（A-B)

翌年度に繰り越すべき財源

標準財政規模

実質収支比率（E/J×100）

経常収支比率

財政力指数

実質収支（C-D)

単年度収支

　財政調整基金積立金

　繰上償還金

　財政調整基金取崩金

実質単年度収支（F+G+H-I）

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

R2 R3 R4 R5 R6

決算額：億円

年度

歳入歳出決算額等の推移

歳入決算額 歳出決算額 実質収支比率
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表－３　　市税の決算の状況

現年度 滞納繰越 計 現年度
(還付未済額)

滞納繰越
(還付未済額)

計

9,843,787 485,420 10,329,207 9,764,901 72,166 9,837,067

(377) (1) (378)

1． 市民税 3,338,187 251,636 3,589,823 3,295,967 42,773 3,338,740

(295) (0) (295)

（１）個人市民税 2,708,138 244,018 2,952,156 2,670,146 41,815 2,711,961

(295) (0) (295)

（２）法人市民税 630,049 7,618 637,667 625,821 958 626,779

2． 固定資産税 5,669,918 200,466 5,870,384 5,637,199 26,330 5,663,529

(72) (1) (73)

（１）純固定資産税 5,586,614 200,466 5,787,080 5,553,895 26,330 5,580,225

(72) (1) (73)

（２）交付金 83,304 0 83,304 83,304 0 83,304

3． 軽自動車税 239,121 16,907 256,028 235,174 3,063 238,237

(10) (0) (10)

（1）軽自動車税 221,364 16,907 238,271 217,417 3,063 220,480

    （種別割） (10) (0) (10)

（2）環境性能割 17,757 0 17,757 17,757 0 17,757

4． 市たばこ税 596,561 0 596,561 596,561 0 596,561

5． 鉱産税 0 0 0 0 0 0

6． 特別土地保有税 0 16,411 16,411 0 0 0

0 800 800 0 21 21

1． 都市計画税 0 800 800 0 21 21

9,843,787 486,220 10,330,007 9,764,901 72,187 9,837,088

 （ Ⅰ ＋ Ⅱ ） (377) (1) (378)

776,993 246,221 1,023,214 735,867 30,546 766,413

(844) (13) (857)

※端数処理の影響で、合計が一致しない場合があります。

　　　　　　　区　分

　税　目

調    定    額 収 入 済 額

Ⅰ 法定普通税

Ⅱ 目   的   税

Ⅲ　 合         計

  国民健康保険税
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現年度 滞納繰越 計 現年度 滞納繰越 計

20,882 79,263 392,373 471,636 99.2 14.9 95.2

14,529 42,515 194,334 236,849 98.7 17.0 93.0

13,843 38,287 188,360 226,647 98.6 17.1 91.9

686 4,228 5,974 10,202 99.3 12.6 98.3

5,584 32,791 168,553 201,344 99.4 13.1 96.5

5,584 32,791 168,553 201,344 99.4 13.1 96.4

0 0 0 0 100.0 0.0 100.0

769 3,957 13,075 17,032 98.3 18.1 93.1

769 3,957 13,075 17,032 98.2 18.1 92.5

0 0 0 0 100.0 0.0 100.0

0 0 0 0 100.0 0.0 100.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0

0 0 16,411 16,411 0.0 0.0 0.0

32 0 747 747 0.0 2.6 2.6

32 0 747 747 0.0 2.6 2.6

20,914 79,263 393,120 472,383 99.2 14.8 95.2

13,664 41,970 202,024 243,994 94.7 12.4 74.9

（単位：千円）

不納欠損
処分額

収入未済額 収入歩合（％）
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表－４　　普通会計及び公営企業会計地方債現在高の状況

（単位：千円）

13,734,294 1,456,400 1,342,920 93,158 1,436,078 13,847,774 1,596,461 12,251,313

うち合併特例事業債 6,273,255 181,800 599,652 45,228 644,880 5,855,403 0 5,855,403

1,028,650 124,500 162,964 3,871 166,835 990,186 963,718 26,468

0 0 0 0 0 0 0 0

274,203 0 45,339 1,450 46,789 228,864 86,326 142,538

68,593 0 4,035 34 4,069 64,558 64,558 0

28,041 0 14,616 21 14,637 13,425 13,425 0

10,595,451 84,870 1,162,022 16,862 1,178,884 9,518,299 9,043,504 474,795

18,581 0 3,673 0 3,673 14,908 0 14,908

25,747,813 1,665,770 2,735,569 115,396 2,850,965 24,678,014 11,767,992 12,910,022

15,152,362 1,580,900 1,573,547 98,534 1,672,081 15,159,715 2,724,488 12,435,227

0 0 0 0 0 0 0 0

1,439,937 441,000 174,863 20,602 195,465 1,706,074 558,805 1,147,269

390,610 0 13,346 4,832 18,178 377,264 0 377,264

3,340,717 292,800 366,299 25,757 392,056 3,267,218 3,113,787 153,431

9,734,015 819,200 909,918 118,653 1,028,571 9,643,297 5,933,196 3,710,101

14,905,279 1,553,000 1,464,426 169,844 1,634,270 14,993,853 9,605,788 5,388,065

40,653,092 3,218,770 4,199,995 285,240 4,485,235 39,671,867 21,373,780 18,298,087

30,057,641 3,133,900 3,037,973 268,378 3,306,351 30,153,568 12,330,276 17,823,292

表－５　　地方債現在高の推移

区   分
令和５年度
末発行額

令和６年度
発行額

令和６年度償還額
令和６年度
末現在高

左の借入先別内訳

元金 利子 計 財政融資資金・
旧郵政公社資金

その他

普通債

災害復旧事業債

退職手当債

財源対策債

減収補てん債

減税補てん債

臨時財政対策債（臨財債）

福島県貸付金

普通会計　　　　　　　計

普通会計実市債残高　　計
（臨財債除く）

工場用地等整備事業

水道事業債

工業用水道事業債

病院事業債

　　 ※端数処理の影響で、残高合計が一致しない場合があります。

下水道事業債

公営企業会計　計

市債　　　　合計

実市債残高（臨財債除く）計　Ａ

 ※ 工場用地等整備事業特別会計は、平成23年度まで普通会計に含まれております。

278.3 268.5 262.9 257.5 246.8

155.0
147.3 144.3 149.1 149.9

433.3 415.8 407.2 406.6 396.7

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

R2 R3 R4 R5 R6

億円 地方債残高の推移

公営企業債残高

普通会計債残高
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表－６　　基金残高の推移（普通会計）
（単位：千円）

R2 R3 R4 R5 R6

3,391,801 4,022,755 5,114,475 4,212,916 4,710,425

3,373,235 2,553,569 2,372,624 1,309,680 689,008

19,808,778 17,236,574 16,001,864 18,847,427 18,298,930

公共用施設維持基金 253,410 251,029 250,349 247,494 243,510

社会福祉基金 33,829 31,100 28,372 25,643 22,915

亜炭鉱害復旧施設維持管理基金 701,832 687,773 671,030 655,694 643,087

市有建物等維持補修基金 2,194,993 2,905,017 3,623,472 3,417,767 3,848,054

職員退職手当基金 272,487 399,999 374,991 538,783 471,567

地域振興基金 90,042 70,740 53,320 30,726 3,831

小高区自治振興基金 239,771 241,329 236,898 230,138 225,918

鹿島区自治振興基金 279,291 284,369 288,288 291,618 299,052

原町区自治振興基金 685,252 677,498 662,153 647,863 629,146

ふるさと応援基金 262,714 242,847 221,618 232,969 120,584

子育て応援基金 113,843 103,833 94,466 85,225 75,429

東日本大震災復旧・復興基金 5,480,969 2,612,530 1,751,214 1,241,942 721,977

東日本大震災遺児等支援基金 176,597 163,095 149,973 136,605 123,167

みらい夢基金 34,944 37,783 33,201 23,340 21,992

東日本大震災復興交付金基金 0

育英資金貸付準備基金 135,029 135,031 144,751 159,070 157,896

帰還・移住等環境整備交付金基金 2,960,046 2,193,705 1,463,826 5,208,149 4,885,702

庁舎建設基金 1,589,570 1,989,793 2,178,131 2,342,813 2,519,583

市民一体化復興促進基金 390,231 307,739 229,302 0 0

みらいへつなぐ復興基金 3,886,155 3,848,060 3,460,454 3,213,642 3,126,594

森林環境整備促進基金 27,773 53,304 86,055 117,946 158,926

26,573,814 23,812,898 23,488,963 24,370,023 23,698,363計

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

積
立
基
金

※地方財政状況調査（決算統計）に基づいて、出納整理期間中の取り崩し後を表記
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（歳　入）・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 861,333 千円

（歳　出）・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 9,499,493 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 市債 その他
社会保障財源
化分の地方消
費税交付金

その他

障がい者福祉事業 1,347,574 939,040 0 32,116 66,059 310,359

高齢者福祉事業 398,504 14,945 0 57,371 57,244 268,944

児童福祉事業 4,114,610 2,419,652 0 253,639 252,944 1,188,375

母子福祉事業 7,251 4,657 0 0 455 2,139

生活保護扶助事業 509,632 311,282 0 0 34,809 163,541

小　　計 6,377,571 3,689,576 0 343,126 411,511 1,933,358

国民健康保険事業
（一般会計繰出金）

474,028 248,099 0 0 39,649 186,280

介護保険事業
（一般会計繰出金）

972,094 49,092 0 0 161,982 761,020

後期高齢者医療事業
（一般会計繰出金）

201,432 150,270 0 0 8,979 42,183

小　　計 1,647,554 447,461 0 0 210,610 989,483

医療提供体制確保事業 181,351 0 0 0 31,826 149,525

疾病予防対策事業 325,262 72,665 0 10,997 42,400 199,200

母子保健事業 68,114 14,608 0 6,577 8,236 38,693

健康増進対策事業 121,579 2,791 0 655 20,732 97,401

病院事業
（病院事業会計繰出金）

778,062 3,008 0 0 136,018 639,036

小　　計 1,474,368 93,072 0 18,229 239,212 1,123,855

9,499,493 4,230,109 0 361,355 861,333 4,046,696

　

※事務費や人件費は経費から除外しています。（ただし、地方公務員共済組合法に基づく負担金のうち、
基礎年金拠出金及び育児休業手当金は経費に含みます。）

保
健
衛
生

合　　計

社
会
福
祉

社
会
保
険

表－７　令和６年度決算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）が
充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

　平成２６年４月１日からの消費税率引き上げ（５％→８％）及び令和元年１０月１日からの引
き上げ（８％→１０％）に伴い、地方消費税交付金の増収分（社会保障財源化分）については、
その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てることとされています。
　令和６年度南相馬市一般会計決算における社会保障施策に要する経費への充当状況は、下記の
とおりです。
　なお、地方消費税交付金(社会保障財源化分)の各経費への充当方法は、各経費の一般財源の割
合により按分して充当しています。

事業名
令和6年度
決算額

財　　源　　内　　訳
特　定　財　源 一　般　財　源
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